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 Ⅰ-1 

１ 防災組織関係 
 

資料１-１ 深谷市防災会議委員 

 

深谷市防災会議委員 
令和３年４月１日現在 

委員の別 区分 機関名 

会長  深谷市（市長） 

１号委員 指定地方行政機関 

関東農政局 

熊谷労働基準監督署 

関東地方整備局 

２号委員 県の機関 

熊谷保健所 

北部福祉事務所 

大里農林振興センター 

熊谷県土整備事務所 

北部地域振興センター 

３号委員 警察の機関 
深谷警察署 

寄居警察署 

４号委員 市の機関 深谷市（関係部署） 

５号委員 教育機関 深谷市教育委員会 

６号委員 消防機関 
深谷市消防団 

深谷市消防本部 

７号委員 
指定公共機関 
又は 
指定地方公共機関等 

(一社)埼玉県トラック協会深谷支部 

深谷赤十字病院 

東日本旅客鉄道(株)深谷駅 

東日本旅客鉄道(株)岡部駅 

秩父鉄道(株) 

ふかや農業協同組合 

大里郡利根川水害予防組合 

東日本電信電話(株)埼玉事業部 

日本通運(株)深谷支店 

備前渠用水路土地改良区 

東京電力パワーグリッド(株)熊谷支社 

荒川中部土地改良区 

埼玉ガス(株) 

(一社)深谷寄居医師会 

埼玉建築士会大里支部深谷部会 

深谷赤十字病院（看護部） 

日本郵便(株)深谷郵便局 

８号委員 
自主防災組織 
学識経験者 

深谷市自治会連合会 

東都大学 

埼玉工業大学 
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資料１-２ 深谷市防災会議条例（平成 18 年１月１日条例第 23 号） 

 

深谷市防災会議条例 
 

平成 18 年１月１日 

条例第 23号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、災害対策基本法(昭和 36 年法律第 223 号)第 16 条第６項の規定に基づき、

深谷市防災会議(以下「防災会議」という)の所掌事務及び組織に関し定めるものとする。 

 

（所掌事務） 

第２条 防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(1) 深谷市地域防災計画の作成及びその実施を推進すること。 

(2) 市長の諮問に応じて市の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 

(3) 前号に規定する重要事項に関し、市長に意見を述べること。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務 

 

（会長及び委員） 

第３条 防災会議は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、市長をもって充てる。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

５ 委員は、50 人以内とし、次に掲げる者のうちから市長が委嘱又は任命する。 

(1) 指定地方行政機関の職員のうちから当該指定地方行政機関の長が指名する者 

(2) 埼玉県の知事が、その部内の職員のうちから指名する者 

(3) 市の区域を管轄する警察署の警察署長又はその指名する職員 

(4) 市長がその部内の職員のうちから指名する者 

(5) 教育長 

(6) 深谷市消防本部の消防長及び消防団長 

(7) 指定公共機関及び指定地方公共機関の職員 

(8) 自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者 

６ 前項第７号及び第８号の委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合の補欠委員

の任期は、前任者の残任期間とする。 

７ 前項の委員は、再任されることができる。 

 

（専門委員） 

第４条 防災会議に専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、関係地方行政機関の職員、埼玉県の職員、市の職員、関係指定公共機関の職

員、関係指定地方公共機関の職員及び学識経験のある者のうちから市長が任命するものとす

る。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

 

（部会） 

第５条 防災会議は、その定めるところにより部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、会長の指名する委員がこれに当たる。 

４ 部会長は、部会の事務を掌理する。 

５ 部会長に事故があるときは、部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指名する者が

その職務を代理する。 

 

（委任） 
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第６条 この条例に定めるもののほか、防災会議の議事その他防災会議の運営に関し必要な事項

は、会長が防災会議に諮って定める。 

 

附 則 

この条例は、平成 18 年１月１日から施行する。 

 

附 則 

この条例は、平成 24 年 12 月 18 日から施行する。 
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資料１-３ 深谷市防災会議運営要綱（平成 20 年２月 26 日深谷市防災会議承認） 

 

深谷市防災会議運営要綱 
 

（平成 20 年２月 26 日深谷市防災会議承認） 

（趣旨） 

第１条 この規程は、深谷市防災会議条例(平成 18 年条例第 23 号。以下「条例」

という)第６条の規定に基づき、深谷市防災会議(以下「防災会議」という)の議

事その他会議の運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（会長代理委員） 

第２条 条例第３条第４項の規定による会長の職務を代理する委員は、副市長の

職にある委員とする。 

 

（会議の招集） 

第３条 会議は、会長が招集する。 

２ 前項の招集は、委員に対して招集の日時、場所、会期及び議題を通知するも

のとする。 

 

（欠席又は遅参の届出） 

第４条 委員は、事故のため会議に出席できないときは、開会時刻前に会長にそ

の旨を届け出なければならない。 

 

（会議） 

第５条 防災会議は、委員定数の半数以上の委員が出席しなければ会議を開くこ

とができない。 

２ 会議の議長は、会長が当たる。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは議長の決

するところによる。 

 

（会長の専決処分） 

第６条 防災会議の権限に属する事項で特に指定したものは、会長において専決

処分することができる。 

２ 前項の規定により専決処分したときは、会長はこれを次の防災会議に報告し

なければならない。 

 

（庶務） 

第７条 防災会議の庶務は、防災担当課において処理する。 

 

（公表） 

第８条 地域防災計画を作成し、又は修正した場合は、公表するものとする。  

 

附 則 

この要綱は、平成 20 年２月 26 日から施行する。  
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資料１-４ 深谷市災害対策本部条例（平成 18 年１月１日条例第 24 号） 

 

深谷市災害対策本部条例 
 

平成 18 年１月１日 

条例第 24 号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第23条の２第８項の規定に基づ

き、深谷市災害対策本部に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（組織） 

第２条 災害対策本部長は、災害対策本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。 

２ 災害対策副本部長は、災害対策本部長を助け、災害対策本部長に事故があるときは、その職

務を代理する。 

３ 災害対策本部員は、災害対策本部長の命を受け、災害対策本部の事務に従事する。 

 

（部） 

第３条 災害対策本部長は、必要と認めるときは、災害対策本部に部を置くことができる。 

２ 部に属すべき災害対策本部員は、災害対策本部長が指名する。 

３ 部に部長を置き、災害対策本部長の指名する災害対策本部員がこれに当たる。 

４ 部長は、部の事務を掌理する。 

 

（委任） 

第４条 この条例に定めるもののほか、災害対策本部に関し必要な事項は、災害対策本部長が別

に定める。 

 

附 則 

この条例は、平成 18 年１月１日から施行する。 

 

附 則 

この条例は、平成 24 年 10 月 17 日から施行する。 

  



≪資料編 Ⅰ資料集≫ 

１ 防災組織関係 

 Ⅰ-6 

資料１-５ 確定報告記入要領 

 

確定報告記入要領 
 

区分 判 定 基 準 

人的被害 

1.「死者」とは、当該災害が原因で死亡し、死体を確認したもの又は死体は確認で
きないが、死亡したことが確実な者とする。 

2.「行方不明者」とは、当該災害が原因で所在不明となり、かつ、死亡の疑いのあ
る者とする。 

3.「重傷者」とは、当該災害により負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要の
ある者のうち１月以上の治療を要する見込みのものとする。 

4.「軽傷者」とは、当該災害により負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要の
ある者のうち１月未満で治療できる見込みのものとする。 

住家被害 

1.「住家」とは、現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家で
あるかどうかを問わない。 

2.「棟」とは、一つの独立した建物とする。 
3.「世帯」とは、生計を一つにしている実際の生活単位とする。 
4.「全壊」とは、住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、
住家全部が倒壊、流失、埋没したもの、又は住家の損壊（ここでいう「損壊」と
は、住家が被災により損傷、劣化、傾斜等何らかの変化を生じることにより、補
修しなければ元の機能を復元し得ない状況に至ったものをいう。以下同じ。）が
甚だしく、補修により元通りに再使用することが困難なもので、具体的には、住
家の損壊若しくは流出した部分の床面積がその住家の延べ床面積の 70％以上に達
した程度のもの、又は住家の主要な構成要素（ここでいう「主要な構成要素」と
は、住家の構成要素のうち造作等を除いたものであって、住家の一部として固定
された設備を含む。以下同じ。）の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表
し、その住家の損害割合が 50％以上に達した程度のものとする。 

5.「半壊」とは、住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すな
わち、住家の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもの
で、具体的には、損壊部分がその住家の延べ床面積の20％以上70％未満のもの、
又は住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、そ
の住家の損害割合が 20％以上 50％未満のものとする。 

6.「一部破損」とは、全壊及び半壊にいたらない程度の住家の破損で、補修を必要
とする程度のものとする。ただし、ガラスが数枚破損した程度のごく小さなもの
は除く。 

7.「床上浸水」とは、住家の床より上に浸水したもの及び全壊・半壊には該当しな
いが、土砂竹木のたい積により一時的に居住することができないものとする。 

8.「床下浸水」とは、床上浸水にいたらない程度に浸水したものとする。 

非住家被害 

1.「非住家」とは、住家以外の建物でこの報告中他の被害個所項目に属さないもの
とする。これらの施設に人が居住しているときは、当該部分は住家とする。 

2.「公共建物」とは、例えば役場庁舎、公民館、公立保育所等の公用又は公共の用
に供する建物とする。 

3.「その他」とは、公共建物以外の倉庫、土蔵、車庫等の建物とする。 
4.「非住家被害」は、全壊又は半壊の被害を受けたもののみを記入するものとす
る。 

田畑被害 

1.「田の流失、埋没」とは、田の耕土が流失し、又は砂利等のたい積のため、耕作
が不能になったものとする。 

2.「田の冠水」とは、稲の先端が見えなくなる程度に水につかったものとする。 
3.「畑の流失、埋没」及び「畑の冠水」については、田の例に準じて取り扱うもの
とする。 

道路被害 

1.「道路決壊」とは、道路法（昭和 27 年法律第 180 号）第２条第１項に規定する
道路のうち橋りょうを除いたもので、一部が破損し、車両の通行が不能となった
程度の被害を受けたもの。 

2.「道路冠水」とは、道路法（昭和 27年法律第180号）第２条第１項に規定する道
路のうち橋りょうを除いたもので、一部が冠水し、車両の通行規制が行われる程
度の被害を受けたもの。 
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区分 判 定 基 準 

その他被害 

1.「文教施設」とは、小学校、中学校、高等学校、大学、高等専門学校、特別支援
学校及び幼稚園における教育の用に供する施設とする。 

2.「橋りょう」とは、道路を連結するために河川、運河等の上に架設された橋とす
る。 

3.「河川」とは、河川法（昭和 39 年法律第 167 号）が適用され、若しくは準用さ
れる河川若しくはその他の河川又はこれらのものの維持管理上必要な堤防、護
岸、水利、床止その他の施設若しくは沿岸を保全するために防護することを必要
とする河岸とする。 

4.「砂防」とは、砂防法（明治 30 年法律第 29 号）第１条に規定する砂防施設、同
法第３条の規定によって同法が準用される砂防のための施設又は同法第３条の２
の規定によって同法が準用される天然の河岸とする。 

5.「清掃施設」とは、ごみ処理及びし尿処理施設とする。 
6.「崖くずれ」とは、崖くずれによって人・住家等に被害を生じたもの、また復旧
工事を必要とする程度の被害を受けたもの。 

7.「鉄道不通」とは、汽車、電車等の運行が不能となった程度の被害とする。 
8.「被害船舶」とは、ろかいのみをもって運転する舟以外の舟で、船体が没し、航
行不能になったもの及び流失し、所在が不明になったもの、並びに修理しなけれ
ば航行できない程度の被害を受けたものとする。 

9.「水道」とは、上水道又は簡易水道で断水している戸数のうち最も多く断水した
時点における戸数とする。 

10.「電話」とは、災害により通話不能となった電話の回線数とする。 
11.「電気」とは、災害により停電した戸数のうち最も多く停電した時点における
戸数とする。 

12.「ガス」とは、一般ガス事業又は簡易ガス事業で供給停止となっている戸数の
うち最も多く供給停止となった時点における戸数とする。 

13.「ブロック塀」とは、倒壊したブロック塀又は石塀の箇所数とする。 
14.「り災世帯」とは、災害により全壊、半壊及び床上浸水の被害を受け、通常の
生活を維持できなくなった生計を一にしている世帯とする。 
例えば寄宿舎、下宿その他これに類する施設に宿泊するもので共同生活を営んで
いるものについては、これを一世帯として扱い、また同一家屋の親子、夫婦であ
っても、生活が別であれば分けて扱うものとする。 

15.「り災者」とは、り災世帯の構成員とする。 

火災発生 火災発生件数については、地震又は火山噴火の場合のみ報告するものであること。 

被害金額 

1.「公立文教施設」とは、公立の文教施設とする。 
2.「農林水産業施設」とは、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に
関する法律（昭和25年法律第169号）による補助対象となる施設をいい、具体的
には、農地、農業用施設、林業用施設、漁港施設及び共同利用施設とする。 

3.「公共土木施設」とは、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和26年法律
第97号）による国庫負担の対象となる施設をいい、具体的には、河川、海岸、砂
防施設、林地荒廃防止施設、道路、港湾及び漁港とする。 

4.「その他の公共施設」とは、公立文教施設、農林水産業施設及び公共土木施設以
外の公共施設をいい、例えば庁舎、公民館、児童館、都市施設等 の公用又は公
共の用に供する施設とする。 

5.「公共施設災害市町村」とは、公立文教施設、農林水産業施設、公共土木施設及
びその他の公共施設の被害を受けた市町村とする。 

6.「農産被害」とは、農林水産業施設以外の農産被害をいい、例えばビニールハウ
ス、農作物等の被害とする。 

7.「林産被害」とは、農林水産業施設以外の林産被害をいい、例えば立木、苗木等
の被害とする。 

8.「畜産被害」とは、農林水産業施設以外の畜産被害をいい、例えば家畜、畜舎等
の被害とする。 

9.「水産被害」とは、農林水産業施設以外の水産被害をいい、例えば、のり、漁
具、漁船等の被害とする。 

10.「商工被害」とは、建物以外の商工被害で、例えば工業原材料、商品、生産機
械器具等とする。 
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資料１-６ 災害救助基準 

 

救助の方法、程度、期間等早見表 
※下表中、「災害救助法」を「法」と称する。 

令和３年６月現在 

救助の種類 対象 費用の限度額 期間 備考 

避難所の設置 
（法第４条第
１項） 

災害により現に被害
を受け、又は受ける
おそれのある者に供
与する。 

(基本額) 
避難所設置費 

１人１日当たり 
330 円以内 

高齢者等の要援護者等を収
容する｢福祉避難所｣を設置
した場合、当該地域におけ
る通常の実費を支出でき、
上記を超える額を加算でき
る。 

災害発生の日か
ら７日以内 

１ 費用は、避難所の設置、
維持及び管理のための賃金
職員等雇上費、消耗器材
費､建物等の使用謝金、借
上費又は購入費、光熱水費
並びに仮設便所等の設置費
を含む。 

２ 避難に当たっての輸送費
は別途計上 

３ 避難所での避難生活が長
期にわたる場合等において
は、避難所で避難生活して
いる者への健康上の配慮等
により、ホテル･旅館など
宿泊施設を借上げて実施す
ることが可能。 

避難所の設置 
（法第４条第
２項） 

災害が発生するおそ
れのある場合におい
て、被害を受けるお
それがあり、現に救
助を要する者に供与
する。 

（基本額） 
避難所設置費 
１人１日当たり 

330 円以内 
高齢者等の要援護者等を収
容する「福祉避難所」を設
置した場合、当該地域にお
ける通常の実費を支出で
き、上記を超える額を加算
できる。 

法第２条第２項
による救助を開
始した日から、
災害が発生しな
かったと判明
し、現に救助の
必要がなくなっ
た日までの期間
（災害が発生
し、継続して避
難所の供与を行
う必要が生じた
場合は、法第２
条第２項に定め
る救助を終了す
る旨を公示した
日までの期間） 

１ 費用は、災害が発生する
おそれがある場合において
必要となる建物の使用謝金
や光熱水費とする。なお、
夏期のエアコンや冬期のス
トーブ、避難者が多数の場
合の仮設トイレの設置費
や、避難所の警備等のため
の賃金職員等雇上費など、
やむを得ずその他の費用が
必要となる場合は、内閣府
と協議すること。 

２ 避難に当たっての輸送費
は別途計上 

応急仮設住宅
の供与 

住家が全壊、全焼又
は流失し、居住する
住家がない者であっ
て、自らの資力では
住宅を得ることがで
きない者 

○建設型応急住宅 
１ 規模 

応急救助の趣旨を踏
まえ、実施主体が地域
の実情、世帯構成等に
応じて設定 

２ 基本額 
１戸当たり 

5,714,000 円以内 
３ 建設型応急住宅の供与
終了に伴う解体撤去及び
土地の原状回復のために
支出できる費用は、当該
地域における実費。 

災害発生の日か
ら 20 日以内着
工 
 

１ 費用は設置にかかる原材
料費、労務費、付帯設備工
事費、輸送費及び建築事務
費等の一切の経費として
5,714,000 円以内であれば
よい。 

２ 同一敷地内等に概ね 50
戸以上設置した場合は、集
会等に利用するための施設
を設置できる。（50 戸未満
であっても小規模な施設を
設置できる） 

３ 高齢者等の要援護者等を
数人以上収容する「福祉仮
設住宅」を設置できる。 

４ 供与期間は２年以内 

○ 賃貸型応急住宅 
１ 規模 建設型仮設住宅
に準じる 

災害発生の日か
ら速やかに借上
げ、提供 

１ 費用は、家賃、共益費、
敷金、礼金、仲介手数料、
火災保険等、民間賃貸住宅
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救助の種類 対象 費用の限度額 期間 備考 

２ 基本額 
地域の実情に応じた額 

の貸主、仲介業者との契約
に不可欠なものとして、地
域の実情に応じた額とする
こと。 

２ 供与期間は建設型仮設住
宅と同様。 

炊き出しその
他による食品
の供与 

１ 避難所に収容さ
れた者 

２ 住家に被害を受
け、若しくは災害
により現に炊事の
できない者 

１人１日当たり 
1,160 円以内 

災害発生の日か
ら７日以内 
 

食品給与のための総経費を延
給食日数で除した金額が限度
額以内であればよい。 
（１食は 1/3 日） 

飲料水の供給 現に飲料水を得るこ
とができない者(飲
料水及び炊事のため
の水であること) 

当該地域における通常の実
費 

災害発生の日か
ら７日以内 
 

輸送費、人件費は別途計上 

被服、寝具そ
の他生活必需
品の給与又は
貸与 

全半壊(焼)、流失、
床上浸水等により、
生活上必要な被服、
寝具、その他生活必
需品を喪失、若しく
は毀損等により使用
することができず、
直ちに日常生活を営
むことが困難な者 

１ 夏季(４月～９月)、冬
季（10 月～３月）の季
別は災害発生の日をもっ
て決定する。 

２ 下記金額の範囲内 

災害発生の日か
ら 10 日以内 
 

１ 備蓄物資の価格は年度当
初の評価額 

２ 現物給付に限ること 

区分 
１人 
世帯 

２人 
世帯 

３人 
世帯 

４人 
世帯 

５人 
世帯 

６人以上 
１人を増す
ごとに加算 

夏
季 

全壊､全焼､ 
流失 

18,800 24,200 35,800 42,800 54,200 7,900 

半壊､半焼､ 
床上浸水 

6,100 8,300 12,400 15,100 19,000 2,600 

冬
季 

全壊､全焼､ 
流失 

31,200 40,400 56,200 65,700 82,700 11,400 

半壊､半焼､ 
床上浸水 

10,000 13,000 18,400 21,900 27,600 3,600 

医療 医療の途を失った者 
（応急的処置） 

１ 救護班 
使用した薬剤、治療

材料、医療器具破損等
の実費 

２ 病院又は診療所 
国民健康保険診療報

酬の額以内 
３ 施術者 

協定料金の額以内 

災害発生の日か
ら 14 日以内 
 

患者等の移送費は、別途計上 

助産 災害発生の日以前又
は以後７日以内に分
べんした者であって
災害のため助産の途
を失った者（出産の
みならず、死産及び
流産を含み現に助産
を要する状態にある
者） 

１ 救護班等による場合
は、使用した衛生材料等
の実費 

２ 助産師による場合は、
慣行料金の 100 分の 80
以内の額 

分べんした日か
ら７日以内 
 

妊婦等の移送費は、別途計上 

被災者の救出 １ 現に生命、身体
が危険な状態にあ
る者 

２ 生死不明な状態
にある者 

当該地域における通常の実
費 

災害発生の日か
ら３日以内 
 

１ 期間内に生死が明らかに
ならない場合は、以後「死
体の捜索」として取り扱
う｡ 

２ 輸送費、人件費は、別途
計上 

被災した住宅
の応急修理 

１ 住家が半壊(焼)
若しくはこれらに
準ずる程度の損傷
を受け、自らの資

居室、炊事場及び便所等日
常生活に必要最小限度の部
分１世帯当たり 
①大規模半壊、中規模半壊

災害発生の日か
ら３ヵ月以内
（災害対策基本
法第 23 条の 3
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救助の種類 対象 費用の限度額 期間 備考 

力により応急修理
をすることができ
ない者 

２ 大規模な補修を
行わなければ居住
することが困難で
ある程度に住家が
半壊(焼)した者 

又は半壊若しくは半焼の
被害を受けた世帯 

595,000 円以内 
②半壊又は半焼に準ずる程
度の損傷により被害を受
けた世帯 

300,000 円以内 

第 1項に規定す
る特定災害対策
本部、同法第 24
条第 1項に規定
する非常災害対
策本部又は同法
第 28 条の 2第 1
項に規定する緊
急災害対策本部
が設置された災
害にあっては、
６ヵ月以内） 

学用品の給与 住家の全壊(焼)、流
失､半壊(焼)又は床
上浸水により学用品
を喪失又は毀損等に
より使用することが
できず、就学上支障
のある小学校児童、
中学校生徒、義務教
育学校生徒及び高等
学校等生徒 

１ 教科書及び教科書以外
の教材で教育委員会に届
出又はその承認を受けて
使用している教材、又は
正規の授業で使用してい
る教材実費 

２ 文房具及び通学用品
は、１人当たり次の金額
以内 

小学校児童 4,500 円 
中学校生徒 4,800 円 

高等学校等生徒 5,200 円 

災害発生の日か
ら 
教科書 

１ヶ月以内 
文房具及び通学
用品 

15 日以内 

１ 備蓄物資は評価額 
２ 入進学時の場合は個々の
実情に応じて支給する。 

 

埋葬 災害の際死亡した者
を対象にして実際に
埋葬を実施する者に
支給 

１体当たり 
大人(12 歳以上) 

215,200 円以内 
小人(12 歳未満) 

172,000 円以内 

災害発生の日か
ら 10 日以内 
 

災害発生の日以前に死亡した
者であっても対象となる。 

死体の捜索 行方不明の状態にあ
り、かつ、四囲の事
情によりすでに死亡
していると推定され
る者 

当該地域における通常の実
費 

災害発生の日か
ら 10 日以内 
 

１ 輸送費、人件費は、別途
計上 

２ 災害発生後３日を経過し
たものは一応死亡した者と
推定している。 

死体の処理 災害の際死亡した者
について、死体に関
する処理(埋葬を除
く)をする。 

(洗浄、消毒等) 
１体当たり 3,500 円以内 

一時保存 
○既存建物借上費 

通常の実費 
○既存建物以外 
１体当たり 5,400 円以内 

 
検案、救護班以外は慣行料
金 

災害発生の日か
ら 10 日以内 
 

１ 検案は原則として救護班 
２ 輸送費、人件費は、別途
計上 

３ 死体の一時保存にドライ
アイスの購入費等が必要な
場合は当該地域における通
常の実費を加算できる。 

障害物の除去 居室、炊事場、玄関
等に障害物が運びこ
まれているため生活
に支障をきたしてい
る場合で自力では除
去することのできな
い者 

市町村内において障害物の
除去を行った一世帯当たり
の平均 

137,900 円以内 

災害発生の日か
ら 10 日以内 
 

 

輸送費及び賃
金 
職員等雇上費 
（法第４条第
１項） 

１ 被災者の避難に
係る支援 

２ 医療及び助産 
３ 被災者の救出 
４ 飲料水の供給 
５ 死体の捜索 
６ 死体の処理 
７ 救済用物資の整
理配分 

当該地域における通常の実
費 

救助の実施が認
められる期間以
内 

 

輸送費及び賃 避難者の避難に係る 当該地域における通常の実 救助の実施が認 災害が発生するおそれ段階の



≪資料編 Ⅰ資料集≫ 

１ 防災組織関係 

 Ⅰ-11 

救助の種類 対象 費用の限度額 期間 備考 

金職員等雇上
費 
（法第４条第
２項） 

支援 費 められる期間以
内 

救助は、高齢者・障害者等で
避難行動が困難な要配慮者の
方の輸送であり、以下の費用
を対象とする。 
・避難所へ輸送するためのバ
ス借上げ等に係る費用 

・避難者がバス等に乗降する
ための補助員など、避難支
援のために必要となる賃金
職員等雇上費 

実費弁償 法施行令第４条第１
号から第４号までに
規定する者 

１人１日当たり 
■医師及び歯科医師 

･･･21,500 円以内 
■薬剤師、診療放射線技
師、臨床検査技師、臨床工
学技師及び歯科衛生士 

･･･15,100 円以内 
■保健師、助産師、看護師
及び准看護師 

･･･15,500 円以内 
■土木技術者及び建築技術
者 

･･･15,000 円以内 
■救急救命士 

‥･14,700 円以内 
■大工･････25,300 円以内 
■左官･････26,500 円以内 
■とび職･･･26,400 円以内 

救助の実施が認
められる期間以
内 

時間外勤務手当及び旅費は別
途に定める額 

救助の事務を
行うのに必要
な費用 

1 時間外勤務手当 
2 賃金職員等雇上費 
3 旅費 
4 需用費（消耗品
費、燃料費、食糧
費、印刷製本費、
光熱水費、修繕
料） 

5 使用料及び賃借料 
6 通信運搬費 
7 委託費 

救助事務費に支出できる費
用は、法第 21 条に定める
国庫負担を行う年度（以下
「国庫負担対象年度」とい
う。）における各災害に係
る左記 1から 7までに掲げ
る費用について、地方自治
法施行令（昭和 22 年政令
第 16 号）第 143 条に定め
る会計年度所属区分により
当該年度の歳出に区分され
る額を合算し、各災害の当
該合算した額の合計額が、
国庫負担対象年度に支出し
た救助事務費以外の費用の
額の合算額に、次のイから
トまでに掲げる区分に応
じ、それぞれイからトまで
に定める割合を乗じて得た
額の合計額以内とするこ
と。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

救助の実施が認
められる期間及
び災害救助費の
精算する事務を
行う期間以内 

災害救助費の精算事務を行う
のに要した経費も含む。 

注）この基準によっては救助の適切な実施が困難な場合には、都道府県知事等は、内閣総理大臣に協議し、その同

意を得た上で、救助の程度、方法及び期間を定めることができる。 

  

イ 3 千万円以下の部分の金額については 100 分の 10 
ロ 3 千万円を超え 6千万円以下の部分の金額については 100 分の 9 
ハ 6 千万円を超え 1億円以下の部分の金額については 100 分の 8 
ニ 1 億円を超え 2億円以下の部分の金額については 100 分の 7 
ホ 2 億円を超え 3億円以下の部分の金額については 100 分の 6 
ヘ 3 億円を超え 5億円以下の部分の金額については 100 分の 5 
ト 5 億円を超える部分の金額については 100 分の 4 
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資料１-７ 職員動員計画 

 

職員動員計画 
(1) 震災対策 

 

■職員動員計画〔本庁舎等〕 

部 担当 
準備体制 警戒体制 非常体制 

２号配備 ３号配備 ４号配備 

総括部 

総務部長・次長 ○ ○ 

全職員 

総務防災課 全職員 全職員 

契約検査課 補佐以上 係長級以上 

人事課 補佐以上 係長級以上 

会計課  係長級以上 

渉外情報部 

秘書室 室長 係長級以上 

産業拠点整備特命監  ○ 

産業拠点整備室  室長 

企画財政部長・次長  ○ 

企画課  課長 

財政課  課長 

公共施設改革推進室  室長 

ICT 推進室  室長 

協働推進部長・次長  ○ 

協働推進課  課長 

自治振興課  課長 

ｶﾞｰﾃﾞﾝｼﾃｨふかや推進室  補佐以上 

人権政策課  課長 

地区防災拠点(地区ｾﾝﾀｰ・公民館) 補佐以上 全職員 

渋沢栄一政策推進部長  ○ 

渋沢栄一政策推進課  課長 

渋沢栄一記念館  館長 

調査部 

市民生活部長・次長  ○ 

市民税課  課長 

資産税課  課長 

収税課  課長 

調達部 

市民生活部長・次長  ○ 

市民課  課長 

保険年金課  課長 

環境防疫部 

市民生活部長・次長  ○ 

環境水道部長・次長  ○ 

環境課  課長 

環境衛生課  補佐以上 

救援避難部 

福祉健康部長・次長  ○ 

福祉政策課  係長級以上 

生活福祉課  係長級以上 

障害福祉課  係長級以上 

長寿福祉課  係長級以上 

救護部 

こども未来部長・次長  ○ 

こども青少年課・保育課・保育園  係長級以上・園長 

福祉健康部長・次長  ○ 

保健センター  係長級以上 

産業部 

産業振興部長・次長  ○ 

農業振興課  課長 

商工振興課  課長 

産業ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ推進室  室長 
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部 担当 
準備体制 警戒体制 非常体制 

２号配備 ３号配備 ４号配備 

施設部 

都市整備部長・次長  〇 

全職員 

都市計画課  

全職員 

建築住宅課  

公園緑地課  

区画整理課  

道路河川課  

道路管理課  

上下水道部 

環境水道部長・次長  ○ 

企業経営課  補佐以上 

水道工務課  
全職員 

下水道工務課  

教育部 

教育部長・次長  ○ 

教育総務課  補佐以上 

教育施設課  全職員 

学校教育課  補佐以上 

生涯学習ｽﾎﾟｰﾂ振興課  補佐以上 

文化振興課  補佐以上 

図書館  補佐以上 

輸送部 議会事務局  局長・局次長 

応援部 
農業委員会事務局  局長・局次長 

行政委員会事務局  局長・局次長 

消防部 

消防長・次長 ○ ○ 

消防総務課 課長 全職員 

予防課 課長 全職員 

警防課 課長 全職員 

指令課 課長 全職員 

深谷・花園消防署 
（深谷・花園消防課） 

署長・課長 
全職員 
（非番者係長以上） 

※係長級以上：主査も含む 

 

■職員動員計画〔総合支所〕 

部 担当 
準備体制 警戒体制 非常体制 

２号配備 ３号配備 ４号配備 

総括部 

渉外情報部 

調達部 

環境防疫部 

輸送部 

救援避難部 

救護部 

総合支所長 ○ ○ 

全職員 
市民生活課 補佐以上 係長級以上 

※係長級以上：主査も含む 
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(2) 風水害対策 

 

■職員動員計画〔本庁舎等〕 

部 担当 
準備体制 警戒体制 非常体制 

２号配備 ３号配備 ４号配備 

総括部 

総務部長・次長 ○ ○ 

全職員 

総務防災課 全職員 全職員 

契約検査課 全職員 全職員 

人事課 全職員 全職員 

会計課 会計管理者 会計管理者 

渉外情報部 

秘書室 室長 補佐以上 

産業拠点整備特命監 ○ ○ 

産業拠点整備室  室長 

企画財政部長・次長 ○ ○ 

企画課  課長 

財政課  課長 

公共施設改革推進室  室長 

ICT 推進室  室長 

協働推進部長・次長 ○ ○ 

協働推進課  課長 

自治振興課  課長 

ｶﾞｰﾃﾞﾝｼﾃｨふかや推進室  補佐以上 

人権政策課  課長 

地区防災拠点(地区ｾﾝﾀｰ・公民館) 補佐以上 全職員 

渋沢栄一政策推進部長 ○ ○ 

渋沢栄一政策推進課  課長 

渋沢栄一記念館  館長 

調査部 

市民生活部長・次長 ○ ○ 

市民税課  課長 

資産税課  課長 

収税課  課長 

調達部 

市民生活部長・次長 ○ ○ 

市民課  課長 

保険年金課  課長 

環境防疫部 

市民生活部長・次長 ○ ○ 

環境水道部長・次長 ○ ○ 

環境課  課長 

環境衛生課  補佐以上 

救援避難部 

福祉健康部長・次長 ○ ○ 

福祉政策課  係長級以上 

生活福祉課  係長級以上 

障害福祉課  係長級以上 

長寿福祉課  係長級以上 

救護部 

こども未来部長・次長 ○ ○ 

こども青少年課・保育課・保育園  係長級以上・園長 

福祉健康部長・次長 ○ ○ 

保健センター  係長級以上 

産業部 

産業振興部長・次長  ○ 

農業振興課  課長 

商工振興課  課長 

産業ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ推進室  室長 
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部 担当 
準備体制 警戒体制 非常体制 

２号配備 ３号配備 ４号配備 

施設部 

都市整備部長・次長 ○ ○ 

全職員 

都市計画課 補佐以上 

全職員 

建築住宅課 補佐以上 

公園緑地課 補佐以上 

区画整理課 補佐以上 

道路河川課 全職員 

道路管理課 全職員 

上下水道部 

環境水道部長・次長 ○ ○ 

企業経営課  補佐以上 

水道工務課  係長級以上 

下水道工務課 補佐以上 全職員 

教育部 

教育部長・次長 ○ ○ 

教育総務課  補佐以上 

教育施設課  補佐以上 

学校教育課  補佐以上 

生涯学習ｽﾎﾟｰﾂ振興課  補佐以上 

文化振興課  補佐以上 

図書館  補佐以上 

輸送部 議会事務局 局長 局長・局次長 

応援部 
農業委員会事務局 局長 局長・局次長 

行政委員会事務局 局長 局長・局次長 

消防部 

消防長・次長 ○ ○ 

消防総務課 課長 全職員 

予防課 課長 全職員 

警防課 課長 全職員 

指令課 課長 全職員 

深谷・花園消防署 

（深谷・花園消防課） 
署長・課長 

全職員 

（非番者係長以上） 

※係長級以上：主査も含む 

 

■職員動員計画〔総合支所〕 

部 担当 
準備体制 警戒体制 非常体制 

２号配備 ３号配備 ４号配備 

総括部 

渉外情報部 

調達部 

環境防疫部 

輸送部 

救援避難部 

救護部 

総合支所長 ○ ○ 

全職員 
市民生活課 補佐以上 係長以上 

※係長級以上：主査も含む 
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資料１-８ 災害対策本部各部の事務分掌 

 

災害対策本部各部の事務分掌 
(1) 事務分掌 

部 構成課 事務分掌 

本部 
事務局 

総括部 

総務防災課 
契約検査課 
人事課 
会計課 

・本部開設・閉鎖に関すること 
・本部の庶務に関すること 
・本部長の命令伝達に関すること 
・情報収集の総括に関すること 
・備蓄物資の総括に関すること 
・防災行政無線の管理及び運用に関すること 
・公用車の配車の総括に関すること 
・職員の動員に関すること 
・動員職員の給与、公務災害、人事に関すること 
・災害従事者の損害補償に関すること 
・支払い等会計業務に関すること 
・交通規制に関すること 
・他の所管に属さないこと 

渉外 
情報部 

秘書課 
産業拠点整備室 
企画課 
財政課 
公共施設改革推進室 
ICT 推進室 
協働推進課 
自治振興課 
ｶﾞｰﾃﾞﾝｼﾃｨふかや推進室 
人権政策課 
（防災地区拠点(地区ｾﾝ
ﾀｰ・公民館)） 
渋沢栄一政策推進課 
渋沢栄一記念館 

・本部長の秘書に関すること 
・災害情報、避難情報等の広報に関すること 
・報道機関との連絡及び調整に関すること 
・被災状況等の写真撮影等による記録に関すること 
・視察者、見舞者の応接に関すること 
・災害対策予算及び資金調達に関すること 
・公有財産の被害調査に関すること 
・国･県への陳情､要請及び連絡調整に関すること 
・他市町村及び関係機関への要請並びに連絡調整に関すること 
・被災者相談、広聴に関すること 
・外国人に対する情報提供及び相談に関すること 
・地区の情報収集、避難民受入準備に関すること 
・その他渉外に関すること 

調査部 
市民税課 
資産税課 
収税課 

・り災証明書発行に関すること 
・被害状況調査及び取りまとめに関すること 
・市税の減免、徴収猶予及び納税相談に関すること 
・その他応援に関すること 

調達部 
市民課 
保険年金課 

・食料、応急物資及び機材の調達に関すること 
・救援物資等の受入れ及び配給に関すること 
・安否情報の収集及び提供に関すること 
・遺体の収容及び埋・火葬に関すること 
・その他応援に関すること 

環境防疫部 
葬祭施設（深丘園） 
環境課 
環境衛生課 

・処理施設の被害調査及び応急対策・復旧に関すること 
・消毒、防疫、清掃及びし尿収集に関すること 
・廃棄物処理に関すること 
・動物愛護及び猛獣対策に関すること 
・その他応援に関すること 

救援避難部 

福祉政策課 
生活福祉課 
障害福祉課 
長寿福祉課 

・各種福祉施設の被害調査及び応急対策・復旧に関すること 
・被災者収容可能施設の情報収集に関すること 
・避難誘導及び避難所の開設､運営に関すること 
・被災者に対する生活保護の実施及び生業資金、更生資金等の貸
付け等に関すること 

・災害救助法による救助の実施に関すること 
・災害見舞金、災害弔慰金の支給及び災害援護資金の貸付けに関
すること 

・要配慮者対策に関すること 
・(福)深谷市社会福祉協議会等関係団体との連絡調整に関するこ
と 

・ボランティアに関すること 
・義援金・品の募集及び支給に関すること 
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部 構成課 事務分掌 

救護部 
こども青少年課 
保育課 
保健センター 

・児童福祉施設並びに学童保育室の被害調査及び応急対策・復旧
に関すること 

・応急保育に関すること 
・応急救護所設置に関すること 
・日本赤十字社との連絡調整に関すること 
・医師会及び医療機関との連絡調整に関すること 
・医療資機材等の確保及び供給に関すること 
・その他医療に関すること 

産業部 
農業振興課 
商工振興課 
産業ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ推進室 

・農作物被害の調査に関すること 
・農業施設の被害調査及び応急対策・復旧に関すること 
・工場等の被害調査及び応急対策・復旧に関すること 
・営業資金貸付等金融措置に関すること 
・農協、商工団体等関係機関との連絡調整に関すること 
・労務調達に関すること 
・その他応援に関すること 

施設部 

都市計画課 
建築住宅課 
公園緑地課 
区画整理課 
道路河川課 
道路管理課 

・道路・橋梁・河川施設の被害調査及び応急復旧に関すること 
・市営住宅の被害調査及び応急復旧に関すること 
・公園施設の被害調査及び応急復旧に関すること 
・区画整理地内の被害調査及び応急復旧に関すること 
・被災建築物応急危険度判定及び被災宅地応急危険度判定に関す
ること 

・被災建築物の調査及び応急修理に関すること 
・応急仮設住宅に関すること 
・避難場所の確保、整備及び維持管理に関すること 
・被災者の住宅相談に関すること 
・民間賃貸住宅のあっせんに関すること 
・道路障害物の除去に関すること 
・住居及びその周辺の障害物除去に関すること 
・土木関係業者との連絡調整に関すること 

上下水道部 
企業経営課 
水道工務課 
下水道工務課 

・水道施設の被害調査及び応急復旧に関すること 
・応急給水及び給水計画に関すること 
・応急給水に係る広報に関すること 
・浄水場関連施設の保守・点検に関すること 
・下水道施設の被害調査及び応急復旧に関すること 
・農業集落排水施設の被害調査及び応急復旧に関すること 
・その他応援に関すること 

教育部 

教育総務課 
教育施設課 
学校教育課 
生涯学習ｽﾎﾟｰﾂ振興課 
文化振興課 
図書館 

・幼児・児童・生徒の安全確保に関すること 
・応急教育に関すること 
・学用品の給与に関すること 
・避難所の開設に関すること 
・炊き出しの協力に関すること 
・学校施設の被災建築物応急危険度判定及び被災宅地応急危険度
判定に関すること 

・学校施設の被災建築物の調査及び応急修理に関すること 
・民間協力団体との連絡調整に関すること 
・その他応援に関すること 

輸送部 議会事務局 
・議員の安否確認に関すること 
・公用車、借用車両の調達・配車及び輸送に関すること 
・その他応援に関すること 

応援部 
農業委員会事務局 
行政委員会事務局 

・その他応援に関すること 

消防部 

消防総務課 
予防課 
警防課 
指令課 
深谷消防課 
花園消防課 

・被災者の捜索及び救出に関すること 
・災害情報の収集に関すること 
・消防団の出動に関すること 
・各種警報発令及び広報に関すること 
・火災予防、警戒に関すること 
・その他避難住民の誘導等に関すること 
・県消防課などとの連絡調整に関すること 
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■総合支所 

部 担当 事務分掌 

総 括 部 

渉外情報部 

調 達 部 

環境防疫部 

輸 送 部 

救援避難部 

救 護 部 

市民生活課 ・本庁の当該部に準ずる 

 

 

 

 

(2) 各部の事務分掌と対応時期 

部 混乱期（０～48 時間） 回復期（48 時間～７日） 復興期 

総括部 全体統括 同左  同左 

渉外情報部 広報、必要なら応援要請 広報、（応援受入） 広報、（応援受入） 

調査部 他の部の応援 建物被害調査 り災証明発行 

調達部   食料等物資確保・供給 同左 同左 

環境防疫部 
情報収集 

他の部門の応援 

遺体処理（火葬・埋葬） 

ごみ・がれき等処理 

し尿処理 

防疫活動 

他の部の応援 

救援避難部 

避難誘導 

避難所開設 

避難行動要支援者対応 

災害救助法適用申請 

避難者の把握 

避難所運営 

ボランティア受入 

避難行動要支援者対応 

生活物資確保・供給 

避難所の縮小 

避難行動要支援者対応 

生活物資供給継続 

救護部 救出、応急医療 負傷者の救急・医療、搬送 医療活動継続 

産業部 
情報収集 

他の部の応援 
他の部の応援 農作物被害調査等 

施設部 

交通規制、警備、 

緊急輸送道路確保 

被災建築物応急危険度判定 

被災宅地危険度判定 

被害調査・応急復旧 

応急仮設住宅の建設 

施設の本格復旧  

仮設住宅の建設 

上下水道部 水の確保 被害調査・応急復旧 施設の本格復旧 

教育部 幼児・児童・生徒の安全確保 
学校再開準備 

避難所運営の応援 

学校再開 

避難所運営の応援 

輸送部 緊急輸送の実施 同左 他の部の応援 

応援部 他の部の応援 同左 同左 

消防部 

初期消火 

救出・救護 

応急医療 

負傷者搬送 

危険物対応 

延焼拡大防止 

危険物対応 

応急医療 

負傷者搬送 

行方不明者捜索 

同左 
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資料１-９ 自主防災組織一覧 

 

自主防災組織一覧 
令和３年 10 月１日現在 

番号 名称 地区名 

1 稲荷町自主防災会 

深谷 

2 天神町自主防災会 

3 本住町自主防災会 

4 本町自主防災会 

5 相生町自主防災会 

6 西島町自主防災会 

7 緑ヶ丘自主防災会 

8 田谷自主防災会 

9 東大沼自主防災会 

10 栄町自主防災会 

11 西大沼自主防災会 

12 錦町自主防災会 

13 人見第１自主防災会 

藤沢 

14 人見第２自主防災会 

15 人見第３自主防災会 

16 人見第４自主防災会 

17 柏合東部自主防災会 

18 柏合西部自主防災会 

19 樫合東部自主防災会 

20 樫合西部自主防災会 

21 櫛引東部自主防災会 

22 櫛引中部自主防災会 

23 櫛引西部自主防災会 

24 大谷第１自主防災会 

25 大谷第２自主防災会 

26 大谷第３自主防災会 

27 大谷第４自主防災会 

28 境西部自主防災会 

29 境東部自主防災会 

30 上折之口自主防災会 

31 中折之口自主防災会 

32 下折之口自主防災会 

33 東方西部自主防災会 

幡羅 

34 東方北部自主防災会 

35 中宿自主防災会 

36 下宿自主防災会 

37 横町自主防災会 

38 北下郷自主防災会 

39 下原自主防災会 

40 幡羅町自主防災会 

41 本田ヶ谷自主防災会 
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番号 名称 地区名 

42 原郷東部自主防災会 

幡羅 

43 原郷中部自主防災会 

44 原郷西部第１自主防災会 

45 原郷西部第２自主防災会 

46 幸町自主防災会 

47 常盤町東部自主防災会 

48 常盤町西部自主防災会 

49 国済寺東部自主防災会 

50 国済寺西部自主防災会 

51 宮ヶ谷戸自主防災会 

明戸 

52 江原西部自主防災会 

53 石塚自主防災会 

54 沼尻自主防災会 

55 新井東部自主防災会 

56 上敷免自主防災会 

大寄 

57 高畑自主防災会 

58 内ヶ島自主防災会 

59 矢島自主防災会 

60 大塚島自主防災会 

61 起会自主防災会 

62 谷之自主防災会 

63 戸森自主防災会 

64 血洗島自主防災会 

八基 

65 南阿賀野自主防災会 

66 北阿賀野自主防災会 

67 横瀬本村自主防災会 

68 横瀬新田自主防災会 

69 町田自主防災会 

70 上手計自主防災会 

71 川端自主防災会 

72 壁ヶ谷戸自主防災会 

73 宿自主防災会 

74 明戸自主防災会 

75 下手計新田自主防災会 

76 大塚自主防災会 

77 前川原自主防災会 

豊里 

78 延命地自主防災会 

79 川岸自主防災会 

80 上中瀬自主防災会 

81 原自主防災会 

82 伊勢島自主防災会 

83 向島自主防災会 

84 上新戒自主防災会 

85 中新戒自主防災会 

86 下新戒自主防災会 
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番号 名称 地区名 

87 上高島自主防災会 

豊里 88 下高島自主防災会 

89 成塚自主防災会 

90 上柴町西１丁目自主防災会 

上柴 

91 上柴町西２丁目自主防災会 

92 上柴町西３丁目自主防災会 

93 上柴町西４丁目自主防災会 

94 上柴町西５丁目自主防災会 

95 上柴町西６丁目自主防災会 

96 上柴町西７丁目自主防災会 

97 上柴町東１丁目自主防災会 

98 上柴町東２丁目自主防災会 

99 上柴町東３丁目自主防災会 

100 上柴町東６丁目自主防災会 

101 秋元町自主防災会 

102 下原前自主防災会 

103 南下原自主防災会 

104 ＢＷ上柴自主防災会 

105 国済寺南部自主防災会 

106 萱場自主防災会 

南 

107 宿根自主防災会 

108 中通り自主防災会 

109 大台東自主防災会 

110 大台西自主防災会 

111 鼡自主防災会 

112 台坂自主防災会 

113 台天白自主防災会 

114 八幡台自主防災会 

115 岡上自主防災会 

岡部 

116 岡新田自主防災会 

117 普済寺自主防災会 

118 岡部自主防災会 

119 南岡自主防災会 

120 岡里自主防災会 

121 榛沢自主防災会 

122 後榛沢自主防災会 

123 山崎自主防災会 

124 本郷自主防災会 

125 今泉自主防災会 

126 針ヶ谷自主防災会 

127 山河自主防災会 

128 櫛挽自主防災会 

129 本田第１自主防災会 

川本 130 本田中央自主防災会 

131 本田第４自主防災会 
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番号 名称 地区名 

132 本田第５自主防災会 

川本 

133 本田第６自主防災会 

134 武川駅前自主防災会 

135 長在家西自主防災会 

136 長在家東自主防災会 

137 菅沼自主防災会 

138 瀬山自主防災会 

139 瀬山団地自主防災会 

140 武蔵野上郷自主防災会 

花園 

141 武蔵野上宿自主防災会 

142 武蔵野中宿自主防災会 

143 武蔵野下宿自主防災会 

144 武蔵野新田自主防災会 

145 武蔵野上の原自主防災会 

146 武蔵野流自主防災会 

147 武蔵野東林上自主防災会 

148 武蔵野東林下自主防災会 

149 小前田上自主防災会 

150 小前田下自主防災会 

151 小前田中央自主防災会 

152 小前田北自主防災会 

153 小前田西之皆戸自主防災会 

154 荒川自主防災会 

155 黒田自主防災会 

156 永田自主防災会 

157 北根自主防災会 
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２ 災害危険箇所関係 
 

資料２-１ 急傾斜地崩壊危険箇所・崩壊土砂流出危険地区・山腹崩壊危険地区一覧（深谷市） 

 

急傾斜地崩壊危険箇所一覧（深谷市） 

箇所番号 箇所名 位置 備考 

11108-Ⅰ-0002 塚東 岡塚東 自然斜面 

11108-Ⅰ-0003 石原 山河石原 自然斜面 

11108-Ⅰ-0004 岡下 岡岡下 人工斜面 

11108-Ⅰ-0005 岡上 岡岡上 自然斜面 

11108-Ⅰ-0006 針ヶ谷 41 針ヶ谷 41 石原山 自然斜面 

11108-Ⅱ-0044 針ヶ谷 27 針ヶ谷 27 石原山 自然斜面 

11108-Ⅱ-0045 針ヶ谷 63 針ヶ谷 63 石原山 自然斜面 

11108-Ⅱ-0046 針ヶ谷 64 針ヶ谷 64 石原山 自然斜面 

11108-Ⅲ-0087 岡上 岡岡上 自然斜面 

11108-Ⅲ-0088 三浦 山河三浦 自然斜面 

11108-Ⅲ-0089 山崎-1 山崎 自然斜面 

11108-Ⅲ-0090 山崎-2 山崎 自然斜面 

11108-Ⅲ-0091 針ヶ谷-1 針ヶ谷 自然斜面 

11108-Ⅲ-0092 針ヶ谷-2 針ヶ谷 自然斜面 

11108-Ⅲ-0093 四拾坂 西田四拾坂 自然斜面 

11108-Ⅲ-0094 宮下-1 本郷宮下 自然斜面 

11108-Ⅲ-0095 宮下-2 本郷宮下 自然斜面 

11108-Ⅲ-0096 弘法池 本郷弘法池 自然斜面 

11108-Ⅲ-0097 田向 本郷田向 自然斜面 

11108-Ⅱ-0047 上郷 武蔵野上郷 自然斜面 

11108-Ⅲ-0098 滝-1 永田滝 自然斜面 

11108-Ⅲ-0099 滝-2 永田滝 自然斜面 

11108-Ⅲ-0100 上郷 武蔵野上郷 自然斜面 

11108-Ⅰ-0001 仙元山 人見仙元山 自然斜面 

11108-Ⅲ-0084 仙元山-1 人見仙元山 自然斜面 

11108-Ⅲ-0085 仙元山-2 人見仙元山 自然斜面 

11108-Ⅲ-0086 仙元山-3 人見仙元山 自然斜面 

11108-Ⅲ-0144 前中里-1 田中前中里 自然斜面 

11108-Ⅲ-0145 前中里-2 田中前中里 自然斜面 

 

崩壊土砂流出危険地区一覧（深谷市） 

整理番号 箇所名 位置 面積（ha） 

780 鐘撞堂山 武蔵野雁越外 1 

 

山腹崩壊危険地区一覧（深谷市） 

整理番号 箇所名 位置 面積（ha） 

854 日影山 武蔵野日影山 1 

注）「箇所番号」、「整理番号」は県が定めた番号に準ずる。 

出典）埼玉県「埼玉県地域防災計画」令和３年３月 
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資料２-２ 土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域の指定区域一覧（深谷市） 

 

土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域の指定区域一覧（深谷市） 
平成 24 年２月７日指定 

NO. 
土砂災害警戒区域

等の名称 
住所 

警戒 

区域 

特別 

警戒区域 

土砂災害の発生原因 

となる自然現象の種類 

1688 塚東 深谷市岡の一部 ○  急傾斜地の崩壊 

1689 石原 深谷市山河の一部 ○ ○ 急傾斜地の崩壊 

1690 岡上－１ 深谷市岡の一部 ○ ○ 急傾斜地の崩壊 

1691 岡上－２ 深谷市岡の一部 ○ ○ 急傾斜地の崩壊 

1692 針ヶ谷６４ 深谷市針ヶ谷の一部 ○ ○ 急傾斜地の崩壊 

1693 上郷 深谷市武蔵野の一部 ○ ○ 急傾斜地の崩壊 

1694 岡上 深谷市岡の一部 ○ ○ 急傾斜地の崩壊 

1695 針ヶ谷－１－１ 深谷市針ヶ谷の一部 ○ ○ 急傾斜地の崩壊 

1696 針ヶ谷－１－２ 深谷市針ヶ谷の一部 ○ ○ 急傾斜地の崩壊 

1697 四拾坂 深谷市岡の一部 ○ ○ 急傾斜地の崩壊 

1698 滝－１ 深谷市黒田の一部 ○ ○ 急傾斜地の崩壊 

1699 滝－２ 深谷市永田の一部 ○ ○ 急傾斜地の崩壊 

1700 上郷 深谷市武蔵野の一部 ○ ○ 急傾斜地の崩壊 

1701 前中里－２ 深谷市田中の一部 ○ ○ 急傾斜地の崩壊 

出典）埼玉県「埼玉県地域防災計画」令和３年３月 
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資料２-３ 重要水防箇所 

 

重要水防箇所 
(1) 国管理区間の重要水防箇所 

■利根川 

 
出典）埼玉県「水防計画」令和３年度 

 

■小山川 

 
出典）埼玉県「水防計画」令和３年度 

  

44 利右 174-1 利根川

Ｂ
Ｂ
Ｂ 右

埼玉県

325.5

計算水位と現況堤防高の差が余裕高未満（流下能力

不足）

堤体の変状が生じるおそれがある箇所（安全性照査）

堤体（基礎地盤漏水の土質等）の機能に支障が生じる

可能性がある箇所

積み土俵工
かご止め工
釜段工

45 利右 174-2 利根川
Ｂ

右
埼玉県

1箇所
上武大橋側道橋

桁下高不足かつ流下能力不足

46 利右 174-3 利根川
Ｂ

右
埼玉県

1箇所
上武大橋

桁下高不足かつ流下能力不足

47 利右 174-4 利根川
Ｂ
Ｂ 右

埼玉県
633.9

堤体の変状が生じるおそれがある箇所（安全性照査）

堤体（基礎地盤漏水の土質等）の機能に支障が生じる

可能性がある箇所

かご止め工
釜段工

48 利右 173-1 利根川
Ｂ

右
埼玉県

250.1
堤体の変状が生じるおそれがある箇所（安全性照査） かご止め工

49 利右 173-2 利根川
Ｂ

右
埼玉県

500.3
堤体の変状が生じるおそれがある箇所（堤防脆弱性・

安全性照査）
築きまわし工
かご止め工

50 利右 173-3 利根川
Ｂ

右
埼玉県

499.1
堤体の変状が生じるおそれがある箇所（安全性照査） かご止め工

51 利右 172-1 利根川
Ｂ

右
埼玉県

189.2
堤体の変状が生じるおそれがある箇所（堤防脆弱性・

安全性照査）
築きまわし工
かご止め工

52 利右 172-2 利根川
Ｂ
要注 右

埼玉県
44.8

堤体の変状が生じるおそれがある箇所（堤防脆弱性・

安全性照査）

旧川跡

築きまわし工
かご止め工

53 利右 172-3 利根川
Ｂ

右
埼玉県

266.6
堤体の変状が生じるおそれがある箇所（堤防脆弱性・

安全性照査）
築きまわし工
かご止め工

54 利右 172-4 利根川
Ｂ

右
埼玉県

752.5
堤体の変状が生じるおそれがある箇所（安全性照査） かご止め工

55 利右 171-1 利根川
Ｂ
Ｂ 右

埼玉県
629.0

堤体の変状が生じるおそれがある箇所（安全性照査）

堤体（基礎地盤漏水の土質等）の機能に支障が生じる

可能性がある箇所

かご止め工
釜段工

56 利右 170-1 利根川

Ｂ
Ｂ
要注

右

埼玉県

117.0

堤体の変状が生じるおそれがある箇所（安全性照査）

堤体（基礎地盤漏水の土質等）の機能に支障が生じる

可能性がある箇所

旧川跡

かご止め工
釜段工

57 利右 170-2 利根川
要注

右
埼玉県

309.5
旧川跡

58 利右 170-3 利根川
要注

右
埼玉県

800.7
深谷市南前小屋地区 利根川と小山川の間の堤防上に

集落がある。深谷市全体の避難形態とは異なるため注

意を要する区間

積み土俵工

59 利右 169-1 利根川
Ｂ

右
埼玉県

25.0
計算水位と現況堤防高の差が余裕高未満（堤防高は

計画堤防高未満）
積み土俵工

60 利右 169-2 利根川
Ｂ
Ｂ 右

埼玉県
175.3

計算水位と現況堤防高の差が余裕高未満（堤防高は

計画堤防高未満）

堤体の変状が生じるおそれがある箇所（堤防脆弱性）

積み土俵工
築きまわし工

61 利右 169-3 利根川

Ｂ
Ｂ
要注

右

埼玉県

75.1

計算水位と現況堤防高の差が余裕高未満（堤防高は

計画堤防高未満）

堤体の変状が生じるおそれがある箇所（堤防脆弱性）

旧川跡

積み土俵工
築きまわし工

62 利右 168-1 利根川
Ｂ

右
埼玉県

221.9
計算水位と現況堤防高の差が余裕高未満（堤防高は

計画堤防高未満）
積み土俵工

河川名 重要なる理由

県及び市町村

種    別階級

左
右
岸
別

地先名

重要水防箇所

粁杭位置
（Ｋ，ｍ）

延長
（ｍ）

越水（溢水）
堤体漏水
基礎地盤漏水

深谷市中
瀬

175.0k 下35m
174.5k 上133m

工作物 深谷市中
瀬

174.5k 上200m

堤体漏水
旧川跡

堤体漏水 深谷市中
瀬

174.0k 下250m
173.5k 下250m

堤体漏水 深谷市中
瀬

173.5k 下250m
173.0k 下249m

堤体漏水 深谷市中
瀬

事
務
所
名

番号

重要度

図面
対象番号

工作物 深谷市中
瀬

174.5k 上180m

堤体漏水
基礎地盤漏水

深谷市中
瀬

174.5k 上133m
174.0k

利
根
川
上
流
河
川
事
務
所

旧川跡 深谷市石
塚

171.0k 下254m
170.5k 下55m

越水（溢水） 深谷市石
塚

169.0k
169.0k 下222m

越水（溢水） 深谷市石
塚

169.5k 下225m
169.5k 下250m

越水（溢水）
堤体漏水

172.5k 下252m
171.5k

堤体漏水
基礎地盤漏水

堤体漏水
基礎地盤漏水
旧川跡

深谷市石
塚

171.0k 下137m
171.0k 下254m

173.0k 下249m
172.5k 上60m

深谷市中
瀬

174.0k
174.0k 下250m

越水（溢水）
堤体漏水
旧川跡

深谷市石
塚

169.0k 上75m
169.0k

越水（溢水） 深谷市石
塚

170.5k 下200m
169.5k

堤体漏水

堤体漏水 深谷市中
瀬

172.5k 上15m
172.5k 下252m

堤体漏水 深谷市高
島

深谷市石
塚

169.5k 下250m
169.0k 上75m

深谷市高
島

171.5k
171.0k 下137m

深谷市中
瀬

172.5k 上60m
172.5k 上15m

国土
交通省
担当
出張所

想定される
水防工法

担当
水防
団体

担当
土木
事務

大
里
郡
利
根
川
水
害
予
防
組
合

熊
谷
県
土
整
備
事
務
所

八
斗
島
出
張
所

1 小右 2-1 小山川
Ｂ

右
埼玉県

1箇所
新明橋
流下能力不足

2 小右 2-2 小山川 Ｂ 右
埼玉県

306.9
危険箇所（越水） 右岸2.5k付近
堤体（土質、勾配等）の変状が生じる恐れがあ
る箇所

かご止め工

3 小右 2-3 小山川
Ｂ
要注 右

埼玉県
2234

堤体（土質、勾配等）の変状が生じる恐れがあ
る箇所
旧川跡

かご止め工

4 小右 0-1 小山川
Ｂ

右
埼玉県

71.0
堤体（土質、勾配等）の変状が生じる恐れがあ
る箇所

かご止め工

1 小左 2-1 小山川
Ｂ

左
埼玉県

1箇所
新明橋
流下能力不足

2 小左 2-2 小山川
Ｂ
Ｂ 左

埼玉県

175.0

危険箇所（越水） 左岸2.5k付近
堤体（土質、勾配等）の変状が生じる恐れがあ
る箇所
堤体（基礎地盤漏水の土質等）の機能に支障
が生じる可能性がある箇所

かご止め工
釜段工

3 小左 2-3 小山川

Ｂ
Ｂ

左

埼玉県

25.0

堤体（土質、勾配等）の変状が生じる恐れがあ
る箇所
堤体（基礎地盤漏水の土質等）の機能に支障
が生じる可能性がある箇所

かご止め工
釜段工

4 小左 2-4 小山川
要注

左
埼玉県

250.0
旧川跡

5 小左 1-1 小山川
Ｂ

左
埼玉県

1箇所
小山川橋
桁下高不足かつ流下能力不足

事
務
所
名

番号
図面
対象番号

河川名

重要度
左
右
岸
別

重要水防箇所

延長
（ｍ）

重要なる理由

県及び市町村
国土
交通省
担当
出張所

想定される
水防工法種    別階級

担当
水防
団体

担当
土木
事務

利
根
川
上
流
河
川
事
務
所

工作物 深谷市高
島

2.5k 上100m

大
里
郡
利
根
川
水
害
予
防
組
合

工作物 深谷市高
島

2.5k 上200m

(重点)
堤体漏水
基礎地盤漏水

堤体漏水
基礎地盤漏水

深谷市石
塚

2.5k 下75m
2.5k 下100m

2.0k 下100m

深谷市高
島

地先名
粁杭位置
（Ｋ，ｍ）

旧川跡 深谷市石
塚

2.5k 下150m
2.0k 上100m

八
斗
島
出
張
所

(重点)
堤体漏水

深谷市石
塚

2.5k 上100m
2.5k 下207m

堤体漏水
旧川跡

深谷市石
塚

2.5k 下207m
0.0k 上71m

堤体漏水 深谷市江
原

0.0k 上71m
0.0k

熊
谷
県
土
整
備
事
務
所

工作物 深谷市石
塚

2.5k 上100m
2.5k 下75m
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■荒川 

 
出典）埼玉県「水防計画」令和３年度 

 

(2) 県管理区間の重要水防箇所 
■小山川 

 
出典）埼玉県「水防計画」令和３年度 

 

■唐沢川 

 
出典）埼玉県「水防計画」令和３年度 

 

■藤治川 

 
出典）埼玉県「水防計画」令和３年度 

 

総合
評定

種別 階級 地先名
担当
水防
団体

担当
事務所

1
荒左
89-1

荒川
Ｂ 越水（溢水) Ｂ

左
埼玉県深谷市黒田 89.8 下169～ 89.4 上103 125 計画高水流量規模の洪水の水位が計画堤防

余裕高を満たさない
積み土嚢工法

2
荒左
89-2 荒川

Ａ (重点)
越水（溢水) Ａ 左

埼玉県深谷市黒田 89.4 上103～ 88.2 上1721,023計画高水流量規模の洪水の水位が現況堤防
高を超える    越水危険箇所（89.4k）、越水
（溢水）Ａかつ未施工区間

積み土嚢工法

3
荒左
88-1

荒川
Ｂ 越水（溢水) Ｂ

左
埼玉県深谷市黒田 88.2 上172～ 88.2 下200 387 計画高水流量規模の洪水の水位が計画堤防

余裕高を満たさない
積み土嚢工法

Ｂ 越水（溢水) Ｂ
左
埼玉県深谷市黒田 88.2 下200～ 87.4 上149 458 計画高水流量規模の洪水の水位が計画堤防

余裕高を満たさない
積み土嚢工法

旧川跡 要注意 旧川跡 月の輪工法

5
荒左
86-1

荒川
Ｂ 越水（溢水) Ｂ

左
埼玉県深谷市田中 86.6 上61 ～ 86.2 475 計画高水流量規模の洪水の水位が計画堤防

余裕高を満たさない
積み土嚢工法

6
荒左
84-1

荒川
要注
意

旧川跡 要注意
左
埼玉県深谷市菅沼 84.4 上0 ～ 84.4 下49 56 旧川跡 月の輪工法

7
荒左
84-2

荒川
Ｂ 基礎地盤漏水 Ｂ

左
埼玉県深谷市菅沼 84.0 下30 ～ 84.0 下47 19 基礎地盤漏水の生じるおそれがある箇所 月の輪工法

Ｂ 越水（溢水) Ｂ
左
埼玉県深谷市菅沼 84.0 下47 ～ 84.0 下200 173 計画高水流量規模の洪水の水位が計画堤防

余裕高を満たさない
積み土嚢工法

基礎地盤漏水 Ｂ 基礎地盤漏水の生じるおそれがある箇所 月の輪工法

9
荒左
83-1

荒川
Ｂ 越水（溢水) Ｂ

左
埼玉県深谷市菅沼～川本明戸 83.6 上200～ 83.6 下70 325 計画高水流量規模の洪水の水位が計画堤防

余裕高を満たさない
積み土嚢工法

10
荒左
83-2

荒川
要注
意

旧川跡 要注意
左
埼玉県深谷市川本明戸 83.2 上164～ 83.2 上114 71 旧川跡 月の輪工法

115
荒右
88-1

荒川
Ｂ 越水（溢水) Ｂ 右 埼玉県深谷市畠山 88.2 上31 ～ 87.0 上142 996 計画高水流量規模の洪水の水位が計画堤防

余裕高を満たさない
積み土嚢工法

116
荒右
84-1

荒川
Ａ (重点)

越水（溢水) Ａ
右 埼玉県深谷市畠山 84.4 上1 ～ 84.4 下10 10 計画高水流量規模の洪水の水位が現況堤防

高を超える   越水（溢水）Ａかつ未施工区間
積み土嚢工法

117
荒右
84-2

荒川
Ｂ 越水（溢水) Ｂ 右 埼玉県深谷市本田 84.4 下10 ～ 84.0 上48 301 計画高水流量規模の洪水の水位が計画堤防

余裕高を満たさない
積み土嚢工法

想定される
水防工法粁杭位置(K, m)

図面対
象番号

河川
名

重要度 重要水防箇所
延長
(m)

重要なる理由

都県及び市区町 国土
交通省
担当
出張所

荒左
88-2

荒左
84-38

番号

深
谷
市

熊
谷
県
土
整
備
事
務
所

熊
谷
出
張
所

4 荒川

荒川

事
務
所
名

左
右
岸
別

荒
川
上
流
河
川
事
務
所

河川管理者
県土整備事務所

水防管理団体 種別 階級 地先名

本庄市 本庄市牧西 7.9 k ｍ

深谷市 ～ ～

深谷市高島 0.0 k ｍ

本庄市 本庄市牧西 7.9 k ｍ

深谷市 ～ ～

深谷市高島 0.0 k ｍ

番号
県 及 び 市 町 村

河川名
重要度

左右岸別
重要水防箇所

延長
（ｍ）

重要なる理由
想定される
水防工法

右 7,860

粁杭位置
(Ｋ，ｍ)

小山県1

埼玉県
本庄・熊谷

小山川

高築堤 高 左

小山県2

埼玉県
本庄・熊谷

小山川

高築堤 高 高築堤河川 シート張り工

7,860 高築堤河川 シート張り工

河川管理者
県土整備事務所

水防管理団体 種別 階級 地先名

深谷市本住
町

2.5 k ｍ

～ ～

深谷市成塚 0.0 k ｍ

深谷市稲荷
町

2.5 k ｍ

～ ～

深谷市成塚 0.0 k ｍ

高 右 2,500

唐2

埼玉県
熊谷県土

深谷市

唐沢川

高築堤 高築堤河川 積土のう工

高築堤河川 積土のう工

延長
（ｍ）

重要なる理由
想定される
水防工法

高 左 2,500

番号
県及び市町村

河川名
重要度

唐1

埼玉県
熊谷県土

深谷市

唐沢川

高築堤

左右岸別
重要水防箇所

粁杭位置
(Ｋ，ｍ)

河川管理者
県土整備事務所

水防管理団体 種別 階級 地先名

深谷市本郷 5.8 k ｍ

～ ～

深谷市榛沢
新田

0.8 k ｍ

深谷市稲荷
町

5.8 k ｍ

～ ～

深谷市成塚 0.8 k ｍ

Ｂ 右 4,950

藤2

埼玉県
熊谷県土

深谷市

藤治川

溢水 流下能力不足 積土のう工

流下能力不足 積土のう工

延長
（ｍ）

重要なる理由
想定される
水防工法

Ｂ 左 4,950

番号
県及び市町村

河川名
重要度

藤1

埼玉県
熊谷県土

深谷市

藤治川

溢水

左右岸別
重要水防箇所

粁杭位置
(Ｋ，ｍ)
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３ 公共施設等関係 
 

資料３-１ 深谷市医療機関一覧 

 

深谷市医療機関一覧 
 

■救急告示医療機関（熊谷保健所管内） 

施設名 郵便番号 所在地 電話番号 診療科目 病床数 

社会医療法人 

熊谷総合病院 
360-8567 熊谷市中西 4-5-1 

048-521-
0065 

内､脳内、循内､呼内、外、整､
形､脳外､小､皮､泌､産婦､眼､耳､
リハ､放、麻、消外、腎内、透 

310 

熊谷外科病院 360-0023 熊谷市佐谷田 3811-1 
048-521-
4115 

内､消内､消外､循内､外､整､形､
脳､皮､泌､リハ､肛門外科 

154 

埼玉慈恵病院 360-0816 熊谷市石原 3-208 
048-521-
0321 

内、外、呼内、消外、消内、循

内、整、リハ、泌、放、脳、
形、麻 

160 

熊谷生協病院 360-0012 熊谷市上之 3854 
048-524-
3841 

内、小 105 

医療法人啓清会 

関東脳神経外科病院 
360-0804 熊谷市代 1120 

048-521-
3133 

脳、神内、内、外、リハ、放、
麻、歯外 

149 

深谷赤十字病院 366-0052 深谷市上柴町西 5-8-1 
048-571-
1511 

内､外､小､皮､耳､眼､整､産婦､消､
脳､泌､麻､形､小外､神内､精､循､

心血､呼外､緩和ケア外科､歯外､
病理診断科､放射線診断科､放射
線治療科､救急科 

474 

医療法人社団優慈会 

佐々木病院 
366-0824 深谷市西島町 2-16-1 

048-571-
0242 

内､外､整､皮､胃､形､脳､循､リハ､
肛外 

129 

医療法人葵 

深谷中央病院 
366-0035 深谷市原郷 500 

048-571-
8032 

内､整､歯､リウ､リハ 72 

皆成病院 366-0824 深谷市西島町 3-11-1 
048-574-
1111 

内、外、整、リハ 60 

埼玉よりい病院 369-1201 
大里郡寄居町大字用

土 395 
048-579-
2788 

内､小､外､整､リハ､神内､循内､

放､形､泌､胃外､小児外科､血液内
科､麻酔科､歯外､脳 

145 

 

 

■災害拠点病院（埼玉県） 

災害拠点

病院区分 
病院名 

郵

便 

番

号 

所在地 電話番号 診療科目 

病

床

数 

基
幹
災
害
拠
点
病
院 

川口市立医療センター 
333-

0833 

川口市西新

井宿 180 

048-287-

2525 

内､消内､血液内科､脳神内､呼内､腎臓内科､糖尿

病･内分泌内科､循､小､精､外､消化器外科､乳腺

外科､呼外､小外､心外､脳､整､形､産婦､眼､耳､

皮､泌､放､麻､歯外､リハ､病理診断科 

539 

埼玉医科大学 

総合医療センター 

350-

8550 

川越市鴨田

1981 

049-228-

3400 

内､外､整､産婦､眼､耳､皮､放､歯､麻､小､泌､形､

脳､精､リハ､歯外､心血､呼外､美､神内､リウ､心

臓内科､呼内､消内､病理診断科､救急科 
1050 

さいたま赤十字病院 
330-

8553 

さいたま市

中央区新都

心 1-5 

048-852-

1111 

内､外､産婦､耳､皮､泌､眼､整､小､脳､循､放射線

治療科､放射線診断科､心血､リハ､麻､呼外､精､

脳神内､形､緩和ケア内科､歯外､病理診断科､消

内､呼内､血液内科､糖尿病内分泌内科､リウ､腎

内､乳外､腫瘍内科､救急科､肝臓・胆のう・膵臓

内科 

638 
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災害拠点

病院区分 
病院名 

郵

便 

番

号 

所在地 電話番号 診療科目 

病

床

数 

地
域
災
害
拠
点
病
院 

自治医科大学附属 

さいたま医療センター 

330-

8503 

さいたま市

大宮区天沼

町 1-847 

048-647-

2111 

内､外､泌､心血､脳､放､麻､耳､眼､リハ､整､歯外､

皮､循内､小､産婦､病理診断科､精､救急科､形 
628 

北里大学メディカルセンター 
364-

8501 

北本市荒井

6-100 

048-593-

1212 

内､外､整､産婦､泌､皮､耳､小､眼､リハ､脳､脳神

内､放､麻､形､呼内､消内､循内､腎臓内科､内分泌

代謝内科､消化器外科､呼外､乳腺外科､救急科､

精､病理診断科､リウ､膠原病内科 

372 

(社福)恩賜財団済生会支部 

埼玉県済生会栗橋病院 

349-

1105 

久喜市小右

衛門 714-6 

0480-52-

3611 

内､小､リハ､外､脳､泌､眼､耳､皮､麻､循､放､整､

呼内､消内､神内､糖尿病内科､腎臓内科､呼外､救

急､漢方内科､乳腺外科､内視鏡外科､心血､形､血

液内 

329 

深谷赤十字病院 
366-

0052 

深谷市上柴

町西 5-8-1 

048-571-

1511 

内､外､小､皮､耳､眼､整､産婦､消､脳､泌､麻､形､

小外､神内､精､循､心血､呼外､緩和ケア外科､歯

外､病理診断科､放射線診断科､放射線治療科､救

急科 

474 

獨協医科大学 
埼玉医療センター 

343-

8555 

越谷市南越

谷 2-1-50 

048-965-

1111 

内､精､呼内､消内､循内､腎臓内科､脳内､小､外､

整､脳､心血､小外､皮､泌､産科婦人科､眼､耳､放､

麻､形､病理診断科､歯､呼外､リハ､乳腺科、小泌 
928 

さいたま市立病院 
336-

8522 

さいたま市

緑区三室

2460 

048-873-

4111 

内､外､脳､整､麻､小､皮､小外､泌､産婦､眼､耳､

精､放射線診断科､心血､脳神内､循内､消内､新生

児内科､救急科､呼外､消化器外科､血管外､リハ､

形外､歯外､病理診断、放射線治療科、緩和ケア

内科、呼内 

637 

防衛医科大学校病院 
359-

8513 

所沢市並木

3-2 

04-2995-

1511 

内､精､小､外､整､脳､皮､泌､産婦､眼､耳､放､麻､

歯外､形､心血､神内､循内､腎臓内科､内分泌･代

謝内科､消内､感染症･呼吸器内科､血液内科､消

化器外科､呼外､乳腺･内分泌外科､小外､がん･薬

物療法･腫瘍内科 

641 

(社福)恩賜財団済生会支部 
埼玉県済生会川口総合病院 

332-

8558 

川口市西川

口 5-11-5 

048-253-

1551 

内､外､小､泌､眼､耳､整､脳､皮､放､消内､麻､循

内､神内､呼内､産婦､精､呼外､血管外科､糖尿病･

内分泌内科､腎臓内科､病理診断科､臨床検査科､

リハ､腫瘍内科、心外 

424 

埼玉医科大学 
国際医療センター 

350-

1298 

日高市山根

1397-1 

042-984-

4111 

内､外､小､脳､整､皮､麻､泌､耳､呼外､心血､リハ､

精､形､心臓内科､呼内､消内､消化器外科､神内､

小外､眼､産婦､放､歯外､病理診断科 
700 

社会医療法人壮幸会 
行田総合病院 

361-

0056 

行田市持田

376 

048-552-

1111 

内､心療､精､神内､呼内､消内､消化器外科､循内､

リウ､小､外､整､脳､皮､泌､肛門外科､眼､耳､リ

ハ､放､ペインクリニック内科､ペインクリニッ

ク外科､麻､緩和ケア内科､腎臓内科､血管外科､

病理診断科 

504 

社会医療法人社団埼玉巨樹の会 
新久喜総合病院 

346-

0021 

 

久喜市上早

見 418-1 

0480-26-

0033 

内､呼内､循内､消内､代謝･糖尿病内科､腎内､神

内､外､整､脳､形､皮､泌､婦､眼､耳､リハ､放､麻､

救急､呼外､心血､乳腺外科､病理診断科､肛外、

消化器外科 

336 

(独法)国立病院機構埼玉病院 
351-

0102 
和光市諏訪
2-1 

048-462-

1101 

内､精､神内､呼内､消内､循内､小､外､消化器外

科､乳腺外科､整､形､脳内、脳外､呼外､小外､皮､

泌､産婦､眼､耳､放､内視鏡内科､内視鏡外科､麻､

リハ､病理診断科､緩和ケア内科､心外､総合診療

科､救急科、呼吸器外科、歯外、腫瘍内科 

550 

草加市立病院 
340-

8560 
草加市草加
2-21-1 

048-946-

2200 

内､血液内科､内分泌･代謝内科､リウ､腎臓内科､

呼内､循内､消内､小､外､心血､整､眼､脳､皮､泌､

産婦､耳､リハ､放､歯外､麻､精､救急科、病理診

断科、緩和ケア内科 

380 

埼玉医科大学病院 
350-

0495 

入間郡毛呂
山町毛呂本

郷 38 

049-276-

1127 

内､外､小､脳､整､皮､麻､泌､耳､眼､産婦､放､形､

歯外､リハ､精､リウ､循､呼､消内､消外､脳神経内

科、小外､呼外､心外、血管外科、美､病理診断

科､矯歯､救急科､緩和ケア内科 

965 
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災害拠点

病院区分 
病院名 

郵

便 

番

号 

所在地 電話番号 診療科目 

病

床

数 

社会医療法人 
さいたま市民医療センター 

331-

0054 

さいたま市
西区島根

299-1 

048-626-

0011 

内､外､循内､消内､呼内､糖尿病･内分泌内科､血

液内科､消化器外科､乳腺･内分泌外科､脳､整､

小､放､病理診断科､リハ､アレ､内科（化学療 

法）､外科（化学療法）､麻､腎臓内科､泌､皮､

耳、脳神経内科、救急科 

340 

医療法人社団愛友会 

上尾中央総合病院 

362-

8588 

上尾市柏座

1-10-10 

048-773-

1111 

内､外､小､耳､産婦､眼､整､皮､泌､麻､脳､美､脳神

経内科､心外､リハ､歯外､形､心療､呼外､循内､消

内､消化器外科､放射線診断科､放射線治療科､感

染症内科､糖尿病内科､腎臓内科､血液内科､呼

内､気管食道外科､肛門外科､病理診断科､臨床検

査科､救急科､頭頸部外科､緩和ケア内科､乳腺外

科､内視鏡外科､腫瘍内科､小外､アレルギー､膠

原病内科､肝臓外科、肝臓内科 

733 

埼玉医療生活協同組合 
羽生総合病院 

348-

8505 
羽生市下岩
瀬 446 

048-562-

3000 

内、呼内、循内、消内、血内、神、漢方内科、

外、呼外、心血、消化器外科、整、脳、小、産

婦、眼、耳、リハ、皮、泌、放射線診断科、放

射線治療科、歯外、麻、病理診断科、臨床検査

科、救急科、形 

311 

（地独）埼玉県立病院機構 

埼玉県立小児医療センター 

330-

8777 

さいたま市
中央区新都
心 1-2 

048-601-

2200 

小､小歯､精､小外､整､形､脳､皮､泌､産婦､眼､耳､

放､麻､心外､リハ､アレ､病理診断科､救急､臨床

検査、移植外科 
316 

医療法人社団東光会 
戸田中央総合病院 

335-

0023 

戸田市本町

1-19-3 

048-442-

1111 

内､循内､消内､脳神経内科､呼内､外､脳､整､心

外､呼外､形､小､眼､耳､皮､泌､麻､放､精､アレ､リ

ウ､救急科､移植外科､乳腺外科､消化器外科､腎

臓内科､病理診断科、リハ、緩和ケア内科 

517 

 

 

■救命救急センター（埼玉県） 

施設名 設置者 郵便番号 所在地 電話番号 

さいたま赤十字病院 日  赤 330-8553 さいたま市中央区新都心1-5 048-852-1111 

埼玉医科大学 総合医療センター 学校法人 350-8550 川越市鴨田1981 049-228-3400 

深谷赤十字病院 日  赤 366-0052 深谷市上柴町西5-8-1 048-571-1511 

防衛医科大学校病院 防 衛 省 359-8513 所沢市並木3-2 04-2995-1511 

川口市立医療センター 川 口 市 333-0833 川口市西新井宿180 048-287-2525 

獨協医科大学 埼玉医療センター 学校法人 343-8555 越谷市南越谷2-1-50 048-965-1111 

埼玉医科大学 国際医療センター 学校法人 350-1298 日高市山根1397-1 042-984-4111 

自治医科大学附属 

さいたま医療センター 
学校法人 330-8503 さいたま市大宮区天沼町1-847 048-647-2111 

さいたま市立病院 さいたま市 336-8522 さいたま市緑区三室2460 048-873-4111 

(独法)国立病院機構埼玉病院 国 351-0102 和光市諏訪2-1 048-462-1101 
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■医科病医院 

医科病医院名 救急指定 科名 所在地 電話番号 

あさみ医院  内・外・胃腸 黒田 340－１ 584-5565 

あだち医院  消・内・外・リハビリ 上柴町東 5-15-14 551-0222 

安達皮膚科医院  皮 上柴町西 4-4-19 571-2301 

あねとす病院  内・外・リハビリ・整外・皮 人見 1975 571-5311 

新井整形外科  整外・リハビリ 萱場 316-1 575-0982 

いいづかクリニック  消・外・肛 上柴町西 2-14-14 551-1117 

石川アイクリニック  眼 上野台 3176-2 572-6315 

石川医院  耳・皮 西島町 3-17-65 571-0038 

いしばし脳神経内科クリニック  内・脳内・リハビリ 宿根 1430-2 598-7878 

磯部クリニック  脳外・内・呼・アレルギー 新井 926 575-1131 

いちごこどもクリニック  小・アレルギー 東方町 1-10-3 551-1515 

井上こどもクリニック  小 上野台 2456-7 580-6022 

今井医院  内 寿町 52 572-7728 

岩崎医院  消・外・内 東方 3688-5 572-8181 

上野医院  内・小・呼・アレルギー 宿根 706-1 573-7310 

内田ハートクリニック  内・循 東方町 2-15-6 574-0040 

おおしまクリニック  内・血液透析 上柴町西 6-19-10 575-0007 

緒方医院  内・外・消・リウマチ 血洗島 182-1 587-2013 

荻野整形外科クリニック  整外 稲荷町 1-15-30 551-8880 

折ノ口診療所  皮 折之口 406-4 572-2560 

皆成病院 ○ 
総合診療・内・外・整外・リハ

ビリ 
西島町 3-11-1 574-1111 

風間医院  内 深谷町 7-56 571-0054 

加藤内科クリニック  内・小 戸森 143 577-6636 

上柴クリニック  内・外・消 上野台 2321-2 574-7770 

上柴メンタルクリニック  心療内・精神 上柴町西 2-14-43 551-7000 

神山医院  内・消・アレルギー 田中 635-1 583-2790 

かわべ内科  内・消 上柴町東 4-13-10 572-8215 

川本メディカルクリニック  
内・小・外・循・整外・消（人

間ドック・人工透析） 
武川 128 583-7777 

神田クリニック  脳外・内 小前田 628-11 579-1790 

菊地病院  
産婦・小・内・呼・アレルギ

ー・麻 
上野台 371 571-0660 

北深谷病院  精神・神経・心内・内・消 江原 350 573-0801 

くろや整形外科医院  整外・リハビリ 田中 2643-8 583-5888 

神足眼科医院  眼 上柴町西 3-19-13 574-6754 

こくさいじクリニック  乳外・内・人工透析 国済寺 347-1 551-2525 

小暮医院  神経内・内・外・小・脳外・消 中瀬 1216 587-1262 

彩花クリニック  内・小・婦 小前田 2533-1 584-7205 

斉藤内科医院  内・小・消・アレルギー 東大沼 176 574-8050 

桜ヶ丘病院  産・婦・内・消・循・小・麻 国済寺 408-5 571-1171 

佐々木病院 ○ 
外・胃腸・内・整外・形外・

循・脳外・皮・リハビリ・肛外 
西島町 2-16-1 571-0242 

佐藤外科胃腸科内科医院  外・胃腸・内 内ケ島 803 573-6511 

しがらき医院  内・呼内・循・アレルギー 東方 3276-11 598-5765 

しばさき耳鼻咽喉科  耳鼻 上柴町西 3-9-2 570-0033 

清水クリニック  内 畠山 1709 583-3245 

清水内科クリニック  内・消・循・リハビリ 人見 445-1 573-1197 

正田眼科  眼 稲荷町 1-2-15 571-1198 



≪資料編 Ⅰ資料集≫ 

３ 公共施設等関係 

 Ⅰ-31 

医科病医院名 救急指定 科名 所在地 電話番号 

しようのもりクリニック  消外・外・内・精神・心療内 岡 336-1 501-5553 

上武内科クリニック  内・小・循・消 本田ヶ谷 210-2 572-5588 

白倉医院  内・小 稲荷町 3-3-1 571-0169 

白倉クリニック  内・小・胃腸 仲町 7-5 574-0502 

すずきクリニック  内・消内・外 本住町 13-1-2 580-6682 

須藤医院  内・小 小前田 2799-1 584-0036 

台坂クリニック  
皮・泌・アレルギー・内（人工

透析） 
萱場 302-1 573-1226 

高木医院  内・小・呼 仲町 17-22 571-0837 

高田医院  内 原郷 4-14 573-1244 

高橋眼科医院  眼 栄町 1-47 571-0318 

外山ひふ科  皮 上柴町東 4-13-5 570-5131 

はしもとクリニック  内・外・消・血内 西島町 2-2-2 551-8410 

花園耳鼻咽喉科医院  耳 小前田 2060-1 584-6512 

ふかや眼科  眼 西島町 3-14-8 572-3910 

深谷肛門科  肛 原郷 449-2 571-8355 

深谷さくらクリニック  皮・内・アレルギー 上柴町西 3-21-5 579-5694 

深谷産婦人科医院  産婦 上野台 3027-2 571-7000 

ふかやクリニック  整外・リハビリ・内・心内・泌 宿根 245-1 574-0022 

深谷赤十字病院 ○ 

内・精神・神経内・消・循・血

内・腎・脳内・総診・救急・放

治療・放診断・病診・小・外・

整外・形外・脳外・呼外・心

外・小外・皮・泌・産婦・眼・

麻・放・緩和ケア・耳・歯科口

腔外 

上柴町西 5-8-1 571-1511 

深谷中央病院 ○ 
内・整外・放・リハビリ・リウ

マチ・歯・消 
原郷 500 571-8032 

深谷メンタルクリニック  精神・心療内 西島町 3-17-47 573-2520 

福島医院  産・婦・内・小 上野台 2778-1 571-0924 

プラーナクリニック  
内・呼内・循内・糖内・リハビ

リ 
柏合 144-2 551-1500 

古沢医院  内・小 上柴町西 6-4-3 572-9901 

本庄ひだまりクリニック  内・消内 岡 2-14-20 501-6200 

益岡医院  内・外・整外・リハビリ・消 岡部 1249-10 585-5657 

松村泌尿器科医院  泌 上柴町西 2-12-18 551-5502 

水越医院  内・呼・アレルギー・小 普済寺 1116-11 585-2038 

みやはらクリニック  消・内・外・呼・リハビリ 上原 1044-2 583-7076 

柳田医院  内・循・小 榛沢新田 858-2 585-2391 

矢部耳鼻咽喉科  耳 上柴町東 4-13-6 574-3535 

山下内科クリニック  内・内視・消 国済寺 335-16 573-6111 

吉田医院  内・小・眼 田所町 8-1 571-0232 

四元医院  外・内 上柴町西 1-4-1 573-5200 

楽仙堂病院  内・精神・循・心内 東方 2100 571-0205 
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■歯科医院 

歯科医院名 科名 所在地 電話番号 

あおぞら歯科 小児、矯正、歯科 武蔵野 3665-3 584-7775 

新井歯科医院 小児、歯科 上柴町東 5-14-12 573-5077 

粟澤歯科医院 小児、矯正、歯科、口腔外科 岡 1-35-7 585-2853 

飯野歯科医院 歯科、口腔外科、小児 田所町 1-15 571-0781 

いとう歯科医院 歯科、小児 上野台 3306-2 575-4100 

井原歯科クリニック 歯科、口腔外科 上柴町西 1-11-1 572-3111 

うわの台デンタルクリニック 歯科、小児、矯正、口腔外科 上野台 2212-3 577-8500 

大澤歯科医院 歯科 折之口 348-1 571-1870 

大沢歯科クリニック 矯正、歯科、口腔外科、小児 稲荷町 1-20-15 573-0036 

おおしま歯科 歯科 小前田 1775 584-6521 

大谷歯科クリニック 小児、矯正、歯科、口腔外科 人見 1021-1 575-5005 

大浜歯科医院 歯科、矯正 東方町 3-19-14 573-8266 

カゴハラ歯科医院 歯科、小児、矯正、口腔外科 東方 3275-1 533-4485 

おぎの歯科クリニック 歯科、小児、口腔外科 東大沼 258 577-6804 

かごはら南口歯科クリニック 歯科、小児、口腔外科 東方 3673-35 575-3718 

かとう歯科クリニック 小児、歯科 上野台 513 575-0821 

金井デンタルクリニック 歯科、小児、口腔歯科 上柴町西 1-23-23 572-9096 

かみしば５丁目歯科 歯科、小児 上柴町東 5-1-28 501-2108 

神山歯科医院 歯科、小児、矯正、口腔外科 本田 2578 583-6888 

川田歯科医院 歯科、小児、口腔外科 中瀬 723 587-2502 

河田歯科医院 歯科、矯正 稲荷町 3-3-22 571-1812 

河田歯科医院 歯科 岡 2627-2 585-2267 

木村歯科医院 歯科、小児、矯正、口腔外科 西島町 2-18-15 571-0197 

グッディー歯科クリニック 歯科、小児、矯正、口腔外科 国済寺 335-10 578-8753 

黒田歯科医院 歯科 黒田 383-1 584-6514 

K 歯科クリニック 歯科、小児、矯正、歯科口腔外科 国済寺 522-7 501-7485 

近藤歯科医院 小児、歯科 榛沢新田 856-3 546-1082 

埼玉県立皆光園障害者歯科診療

所 
歯科（障害者、有病者紹介制） 人見 1998 574-8211 

坂本歯科医院 歯科 萱場 301-2 573-0848 

さくら歯科 歯科 東大沼 308-1 574-6220 

佐々木歯科診療所 歯科 田中 76-2 583-2636 

さわべ歯科クリニック 歯科、口腔外科、小児、矯正 戸森 126 572-8014 

塩谷歯科医院 歯科 上柴町東 6-5-10 551-4100 

上武歯科医院 歯科 中瀬 1125 587-3970 

白倉歯科 小児、歯科、口腔外科 上野台 608-15 574-8088 

すずき歯科医院 歯科、小児 長在家 375-2 583-6789 

スマイル歯科クリニック 小児、矯正、歯科 
上柴町西 4-2-14 アリオ深

谷 2F 
575-1118 

セントラル歯科 歯科 本住町 11-18 573-6480 

高田歯科医院 歯科 人見 642-1 571-6668 

太宰歯科クリニック 歯科 上野台 2904-14 573-7800 

立花歯科医院 歯科 萱場 4-26 573-6615 

デンタルケア深谷 歯科、口腔外科、小児、訪問 原郷 2120-4 501-8883 

中島歯科医院 歯科 栄町 1-33 573-8849 

なかや歯科 歯科、小児 上野台 2407-1 501-6010 

根津歯科医院 歯科 東方町 2-24-18 573-8148 

のざわ歯科医院 歯科、矯正、小児 西島町 3-14-11 571-0234 



≪資料編 Ⅰ資料集≫ 

３ 公共施設等関係 

 Ⅰ-33 

歯科医院名 科名 所在地 電話番号 

のぞみデンタルクリニック深谷

花園院 

歯科、小児、矯正、口腔外科 荒川 1033 ベイシアふか

や花園店敷地内 

594-8846 

橋本歯科医院 歯科、小児 山河 1234-2 585-1101 

はちす歯科医院 歯科、小児 東方町 1-13-1 574-5262 

原口歯科医院 歯科 桜ヶ丘 139 573-8881 

原歯科医院 歯科、小児、口腔外科 上柴町西 3-17-18 573-9333 

ファミリアデンタルクリニック

深谷 

歯科、小児、口腔外科、矯正 東方町 2-28-6 573-5777 

ふかや夢デンタルクリニック 歯科 上野台 335-1 577-8248 

深谷赤十字病院 口腔外科 上柴町西 5-8-1 571-1511 

深谷中央病院（歯科） 歯科 原郷 500 572-4118 

福島歯科医院 歯科、小児 常盤町 56-5 572-8148 

藤野木歯科医院 歯科、訪問 藤野木 99-1 574-7250 

藤野歯科医院 歯科、小児 畠山 1794 583-3568 

ベストデンタルクリニック 歯科、小児、口腔外科 
長在家 1760-1 ベイシアフ

ードセンター深谷川本店 

0120-178-

418 

本間歯科医院 歯科、小児 稲荷町 1-15-12 573-5107 

松永歯科医院 歯科 西島 5-12-26 574-4184 

丸山歯科医院 歯科、小児、口腔外科、矯正 上敷免 365 571-0889 

みやざき矯正歯科 矯正歯科 上野台 531-5 575-5100 

宮本歯科医院 歯科 西島町 2-8-3 571-0595 

やなせ歯科医院 歯科、小児 東方 1701-1 573-0977 
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資料３-２ 洪水浸水想定区域内の要配慮者利用施設一覧 

 

洪水浸水想定区域内の要配慮者利用施設一覧 
 

■介護老人福祉施設 
No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 
特別養護老人ホームサンライズガー

デン 
深谷市上手計 317-1 577-7913 577-7914 3m 以上 5m 未満 

2 特別養護老人ホーム深緑苑 深谷市江原 570 575-0611 575-0610 3m 以上 5m 未満 

3 介護老人福祉施設 あかつき 深谷市藤野木 117 574-8080 574-6600 0.5m 未満 

4 介護老人福祉施設かがやき 深谷市成塚 213 501-5040 501-2841 5m 以上 10m 未満 

 

■介護老人保健施設 

No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 介護老人保健施設ＦＯＭＡ・なごみ 深谷市新戒 413-1 587-4753 587-1181 3m 以上 5m 未満 

 

■短期入所生活介護事業者 
No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 
短期入所生活介護事業所サンライズ

ガーデン 
深谷市上手計 317-1 577-7913 577-7914 3m 以上 5m 未満 

2 特別養護老人ホーム深緑苑 深谷市江原 570 575-0611 575-0610 3m 以上 5m 未満 

3 短期入所生活介護 あかつき 深谷市藤野木 117 574-8080 574-6600 0.5m 未満 

4 ショートステイかがやき 深谷市成塚 213 501-5040 501-2841 5m 以上 10m 未満 

5 
深谷地域福祉事業所ショートステイ

だんらん 
深谷市原郷 342-1 501-7718 501-7713 0.5m 未満 

 

■短期入所療養介護事業者 
No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 介護老人保健施設ＦＯＭＡ・なごみ 深谷市新戒 413-1 587-4753 587-1181 3m 以上 5m 未満 

 

■特定施設入居者生活介護事業者 

No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 特定施設入居者生活介護  あかつき 深谷市藤野木 117 574-8080 574-6600 0.5m 未満 

2 さわやかふか家の里 深谷市国済寺 461-4 500-9117 500-9118 0.5m 未満 

 

■地域密着型認知症対応型共同生活介護事業者 
No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 グループホームエフビーここあ深谷 深谷市新戒 1367 598-1085 587-0221 3m 以上 5m 未満 

2 グループホームエフビー豊里 深谷市新戒 29 598-6712 598-6714 5m 以上 10m 未満 

3 グループホームエフビー新戒 深谷市新戒 29-2 587-0107 587-0107 5m 以上 10m 未満 

4 グループホーム野の花 深谷市東方 1275-1 570-0087 570-0090 0.5m 以上 3m 未満 

5 グループホームしらかば 
深谷市西島町 2-21-

11 
598-5285 598-5286 0.5m 以上 3m 未満 

 

■地域密着型小規模多機能型居宅介護事業者 
No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 多機能ホームふれあい館むくのき 深谷市稲荷町 2-7-22 501-6526 551-7711 0.5m 以上 3m 未満 
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■有料老人ホーム 
No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 トゥルーハートまごころ 深谷市西田 20 501-7055  0.5m 未満 

2 グレイスコート深谷 深谷市西島 81 551-5007  3m 以上 5m 未満 

3 ソレイユ照照 深谷市原郷 428-2 594-8865  0.5m 未満 

4 
住宅型有料老人ホーム インテルエ

ッセ深谷 
深谷市稲荷町 2-3-16 577-8563  0.5m 未満 

5 さわやかふか家の里 深谷市国済寺 461-4 500-9117  0.5m 未満 

 

■サービス付き高齢者向け住宅 
No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 とよの里 深谷市新戒 1252 598-0022  3m 以上 5m 未満 

2 ビッグベン メイフェア 深谷市国済寺 334-4 501-6833  0.5m 以上 3m 未満 

3 casa first 深谷市東大沼 300 573-0125  0.5m 以上 3m 未満 

4 casa first 南館 深谷市東大沼 300-3 598-7100  0.5m 以上 3m 未満 

 

■通所介護事業者 
No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 深緑苑デイサービスセンター 深谷市江原 349-3 551-5101 551-5102 0.5m 未満 

2 通所介護 あかつき 深谷市藤野木 117 574-8080 574-6600 0.5m 未満 

3 デイサービス ル リアン 深谷市新戒 1252-1 598-0022 598-1122 3m 以上 5m 未満 

4 
ヒューマンサポート深谷デイサービ

スセンター 

深谷市稲荷町 1-10-

28 
551-3200 551-3201 0.5m 以上 3m 未満 

5 
デイサービスセンター ソレイユ照

照 
深谷市原郷 428-2 594-8865 594-8867 0.5m 未満 

6 
深谷地域福祉事業所デイサービスだ

んらん 
深谷市原郷 691-1 574-9065 574-9064 0.5m 未満 

7 デイサービスセンター野の花 深谷市東方 1302-1 570-0022 570-0023 0.5m 以上 3m 未満 

8 デイサービス ライムライフ 深谷市緑ｹ丘 11-33 579-5031 598-6445 0.5m 未満 

9 西島デイサービスセンターのぞみ館 深谷市西島 81 551-5007 551-5036 3m 以上 5m 未満 

10 デイサービスセンター casa first 深谷市東大沼 300 573-0125 580-6900 0.5m 以上 3m 未満 

11 
デイサービスセンター casa first 

sur 
深谷市東大沼 303-3 598-7100 598-7101 0.5m 以上 3m 未満 

12 デイサービス咲楽 深谷市高畑 203-1 551-1277 551-1278 0.5m 以上 3m 未満 

13 
デイサービスセンタービッグベンメ

イフェア 
深谷市国済寺 334-4 501-6833 501-6899 0.5m 以上 3m 未満 

14 トゥルーハートまごころ 深谷市西田 20 501-7055 501-6680 0.5m 未満 

 

■通所リハビリテーション事業者 

No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 介護老人保健施設ＦＯＭＡ・なごみ 深谷市新戒 413-1 587-4753 587-1181 3m 以上 5m 未満 

2 医療法人 葵 深谷中央病院 深谷市原郷 500 571-8032 574-0586 0.5m 未満 
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■地域密着型通所介護事業者 
No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 健 ＳＴＵＤＩＯ大塚店 深谷市大塚 189-2 501-5330 501-5331 3m 以上 5m 未満 

2 
通所介護事業所 サンライズガーデ

ン 
深谷市上手計 317-1 577-7915 577-7914 3m 以上 5m 未満 

3 デイサービス にこにこ 深谷市江原 66-1 501-8865 501-8385 0.5m 以上 3m 未満 

4 デイサービス ぽかぽか 深谷市新井 382-1 598-3773 598-3773 0.5m 未満 

5 デイサービスセンターかがやき 深谷市成塚 213- 501-5040 501-2841 5m 以上 10m 未満 

6 リハプライド深谷 深谷市天神町 4-35 571-1221 575-0775 0.5m 以上 3m 未満 

7 ケア・トレセンター友仁 深谷市国済寺 358-4 577-7123 577-7331 0.5m 以上 3m 未満 

8 デイサービス 深谷横丁 
深谷市上柴町西 6-

13-8 
501-8490 501-8469 0.5m 以上 3m 未満 

9 Senile Day School 幸齢舎 
深谷市上柴町西 6-4-

4 
501-8922 501-8923 0.5m 未満 

10 デイサービス松の家深谷 
深谷市上柴町西 1-2-

32 
577-7301 577-7302 0.5m 以上 3m 未満 

11 真心の幸望庵 深谷市上野台 1993-2 501-7239 501-2192 0.5m 以上 3m 未満 

12 デイサービスセンター橙 深谷市深谷 414-2 570-6020 570-6021 0.5m 以上 3m 未満 

13 デイリハセンター うちリハ深谷 深谷市東大沼 280-1 572-0352 501-7336 3m 以上 5m 未満 

 

■グループホーム 
No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 ハイツ 川端 深谷市畠山 953 577-6224 577-6224 0.5m 以上 3m 未満 

2 ハミング 深谷市常盤町 81-15 507-8810 507-8810 0.5m 未満 

3 ケアホーム柿の木 深谷市上増田 82-2 571-6135 571-6135 0.5m 以上 3m 未満 

4 グループホーム「桑ねっこ」 深谷市緑ヶ丘 3-9 574-8084 574-8084 0.5m 以上 3m 未満 

5 シェアハウス「こかげ」 深谷市寿町 221 594-8708 594-8708 0.5m 未満 

6 グループホーム かみひこうき 深谷市新戒 357-1 587-0070 587-0070 5m 以上 10m 未満 

7 グループホーム さんさん 深谷市新戒 335-4 598-4502 598-4503 5m 以上 10m 未満 

8 グループホームにこにこ 

深谷市上柴町西 5-

17-11 アーバン金

光 B-105 号 

579-5461 579-5471 0.5m 以上 3m 未満 

9 よつば１ 深谷市原郷 412-3 
080-2193-

1742 
580-6571 0.5m 以上 3m 未満 

10 よつば２ 深谷市原郷 412-3 
080-2193-

1657 
580-6571 0.5m 以上 3m 未満 

11 穂の香 深谷市本住町 8-30 598-7531 598-7532 0.5m 以上 3m 未満 

12 グループホームマイカ 深谷市中瀬 268-2 598-8181 598-8181 3m 以上 5m 未満 

 

■障害者通所施設 
No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 ウッドワーク川本 深谷市本田 5243-1 583-5777 583-7797 0.5m 以上 3m 未満 

2 エル・フォー 深谷市原郷 772-3 573-1571 573-1663 0.5m 未満 

3 ＴＯＭＯＳ 深谷市戸森 518-1 573-8887 573-8887 0.5m 以上 3m 未満 

4 フレンドリー 深谷市稲荷町 1-1-33 575-2605 577-3584 0.5m 以上 3m 未満 

5 灯 深谷市内ｹ島 725-1 501-6667 501-2868 0.5m 以上 3m 未満 

6 デイケアハウス みんなのまち 深谷市新井 1095 579-5772 579-5772 0.5m 以上 3m 未満 

7 ライムライフ在宅ケアセンター 深谷市緑ヶ丘 11-33 579-5031 598-6445 0.5m 未満 

8 デイサービスにこにこ 深谷市江原 66-1 501-8865 501-8385 0.5m 以上 3m 未満 

9 くろーばー 深谷市原郷 414-2 580-6531 580-6571 0.5m 未満 
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■障害児通所施設 
No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 児童クラブスワンの森 

深谷市本田 50 県立

はばたき特別支援学

校内 

583-6118 583-6118 0.5m 未満 

2 ＣＲＡＮＢＥＲＲＹ 深谷市西大沼 318-1 594-9358 594-9359 0.5m 以上 3m 未満 

3 セント・エルモ 下手計教室 

深谷市下手計 1059 ｺ

ｽﾓﾘｳﾞｪｰﾙ 1-B号室､1-

C 号室 

587-1720 587-1720 3m 以上 5m 未満 

4 荒川児童クラブ 第二スワン 深谷市田中 235-3 578-1800 578-1800 0.5m 以上 3m 未満 

5 未来サポート まなび支援教室 

深谷市上柴町西 5-

17-9 アーバン金光

C-111 号・112 号 

577-3451 577-3452 0.5m 以上 3m 未満 

6 放課後等デイサービスＢｒｉｄｇｅ 深谷市稲荷町 3-2-52 577-6624 577-6624 0.5m 以上 3m 未満 

 

■地域活動支援センター 
No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 地域活動支援センターそれいゆ 深谷市高畑 337-8 573-5797 573-5797 0.5m 以上 3m 未満 

 

■児童養護施設 

No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 はなこみち 深谷市西大沼 44-1 574-3146 574-3136 0.5m 以上 3m 未満 

 

■自立援助ホーム 

No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 三愛子ひつじ寮 深谷市西大沼 325-2 594-6406 594-6416 0.5m 以上 3m 未満 

 

■ファミリーホーム 
No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 根岸の家 深谷市榛沢 157 585-3286 585-3286 0.5m 以上 3m 未満 

2 すずのね 深谷市矢島 908-1 501-5504 501-5504 0.5m 以上 3m 未満 

 

■児童福祉施設 

No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 深谷市立明戸保育園 深谷市蓮沼 260 573-2716 573-2716 0.5m 以上 3m 未満 

2 深谷市立川本保育園 深谷市菅沼 980 583-2202 501-5452 0.5m 以上 3m 未満 

3 深谷保育園 深谷市田谷 308 551-6333 551-6336 0.5m 以上 3m 未満 

4 樫の実保育園 深谷市仲町 12-6 571-1742 571-8917 0.5m 以上 3m 未満 

5 稲荷町保育園 深谷市稲荷町 2-5-20 573-3888 573-3960 0.5m 未満 

6 光保育園 深谷市下手計 988-1 587-0219 587-4324 3m 以上 5m 未満 

7 深谷西保育園 深谷市曲田 138-1 573-0005 573-0285 0.5m 以上 3m 未満 

8 つばき保育園 
深谷市上柴町西 1-9-

18 
573-4939 573-4939 0.5m 以上 3m 未満 

9 桃園保育園 深谷市戸森 226-1 573-4967 594-6301 0.5m 以上 3m 未満 

10 光第二保育園 深谷市血洗島 269-1 577-5157 577-5159 0.5m 以上 3m 未満 

11 豊里こども園 深谷市新戒 640-3 587-3786 587-0007 5m 以上 10m 未満 

 

■その他（小規模保育室） 

No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 ひばりの会ひばり保育園 深谷市田谷 258-1 571-2803 571-5027 0.5m 以上 3m 未満 

2 うさぎ保育園 深谷市本住町 1-1 575-3784 575-3784 0.5m 以上 3m 未満 
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■放課後児童健全育成事業の用に供する施設（公立） 
No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 深谷学童保育室 深谷市仲町 19-1 572-0504 572-0504 0.5m 以上 3m 未満 

2 上柴西学童保育室 
深谷市上柴町西 5-

11-1 
575-3751 575-3751 0.5m 未満 

3 常盤学童保育室 深谷市常盤町 58-2 574-4809 574-4809 0.5m 未満 

4 明戸学童保育室 深谷市蓮沼 413 571-8806 571-8806 0.5m 未満 

5 大寄学童保育室 深谷市内ｹ島 660-4 574-6902 574-6902 0.5m 以上 3m 未満 

6 豊里学童保育室 深谷市新戒 643-2 587-1533 587-1533 3m 以上 5m 未満 

7 八基学童保育室 深谷市下手計 1300 587-3684 587-3684 0.5m 以上 3m 未満 

8 榛沢学童保育室 深谷市榛沢 799-2 585-3600 585-3600 0.5m 以上 3m 未満 

 

■放課後児童健全育成事業の用に供する施設（私立） 
No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 深谷西クラブ 深谷市栄町 15-18 574-8727 574-8727 0.5m 以上 3m 未満 

2 プリズムクラブ 
深谷市上柴町西 5-3-

7 
572-7170 572-7170 0.5m 未満 

3 GENKI っこクラブ 深谷市原郷 2132-1 572-6923 572-6825 0.5m 未満 

 

■その他（子育て支援センター） 
No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 ひよこひろば 深谷市本住町 2-21 578-8468 578-8468 0.5m 以上 3m 未満 

 

■その他（認可外保育施設） 

No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 
埼玉北部ヤクルト(株) 深谷センタ

ー保育ルーム 
深谷市稲荷町 1-4-53 572-8114  0.5m 未満 

2 
埼玉北部ヤクルト(株) 上柴センタ

ー保育ルーム 

深谷市上柴町西 6-4-

14 
571-9622  0.5m 未満 

3 深谷赤十字病院 ねぎっこ保育園 
深谷市上柴町西 5-8-

1 

（病院）

571-1511 

（園）

575-0004 

（病院）

573-5351 
0.5m 以上 3m 未満 

4 サンキッズ保育ステーション 深谷市原郷 2132-1 572-6923 572-6825 0.5m 未満 

 

■幼稚園 
No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 深谷幼稚園 深谷市仲町 19-2 571-0948 571-0948 3m 以上 5m 未満 

2 深谷東幼稚園 深谷市常盤町 62－2 501-2738 501-2764 0.5m 未満 

3 上柴西幼稚園 
深谷市上柴町西 5-

18-5 
573-5240 573-5240 0.5m 以上 3m 未満 

 

■小学校 
No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 明戸小学校 深谷市蓮沼 413 571-0868 571-7954 0.5m 以上 3m 未満 

2 深谷小学校 深谷市仲町 19-1 571-0329 571-0559 0.5m 以上 3m 未満 

3 大寄小学校 深谷市内ヶ島 660 571-0774 571-8221 0.5m 以上 3m 未満 

4 常盤小学校 深谷市常盤町 58－2 571-4923 571-4924 0.5m 未満 

5 八基小学校 深谷市下手計 1300 587-2250 587-2296 0.5m 以上 3m 未満 

6 上柴西小学校 
深谷市上柴町西 5-

11-1 
571-7580 571-7120 0.5m 未満 

7 豊里小学校 深谷市新戒 635 587-2002 587-2276 3m 以上 5m 未満 

8 榛沢小学校 深谷市榛沢 802-1 585-2715 585-6607 0.5m 以上 3m 未満 
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■中学校 
No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 明戸中学校 深谷市新井 18 571-0869 573-0634 0.5m 以上 3m 未満 

2 幡羅中学校 深谷市常盤町 38 571-0229 571-0328 0.5m 未満 

3 深谷中学校 深谷市田谷 45-2 571-0451 571-0775 0.5m 以上 3m 未満 

4 豊里中学校 深谷市下手計 525 587-2150 587-2153 3m 以上 5ｍ未満 

5 川本中学校 深谷市田中 530 583-2014 583-3004 0.5m 以上 3m 未満 

 

■高等学校 
No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 深谷高等学校 深谷市宿根 315 572-1215 570-1015 0.5m 未満 

2 深谷商業高等学校 深谷市原郷 80 571-3321 570-1016 0.5m 以上 3m 未満 

3 深谷第一高等学校 深谷市常盤町 21-1 571-3381 570-1017 0.5m 未満 

 

■特別支援学校 

No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 深谷はばたき特別支援学校 深谷市本田 50 578-1701 578-1703 0.5m 未満 

 

■病院 
No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 深谷赤十字病院 
深谷市上柴町西 5-

8-1 
571-1511 573-5351 0.5m 以上 3m 未満 

2 桜ヶ丘病院 深谷市国済寺 408-5 571-1171 574-1756 0.5m 以上 3m 未満 

3 北深谷病院 深谷市江原 350 573-0801 574-1586 0.5m 以上 3m 未満 

4 佐々木病院 深谷市西島町 2-16-1 571-0242 571-9815 0.5m 以上 3m 未満 

5 深谷中央病院 深谷市原郷 500 571-8032 574-0586 0.5m 未満 

 

■診療所 

No. 名称 所在地 電話番号 FAX 番号 浸水深ランク 

1 おおしまクリニック 
深谷市上柴町西 6-

19-10 
575-0007 575-1700 0.5m 以上 3m 未満 

2 こくさいじクリニック 深谷市国済寺 347-1 551-2525 551-2526 0.5m 未満 

3 正田眼科 深谷市稲荷町 1-2-15 571-1198 501-5669 0.5m 以上 3m 未満 

 

 

  



≪資料編 Ⅰ資料集≫ 

３ 公共施設等関係 

 Ⅰ-40 

資料３-３ 深谷市文化財一覧 

 

深谷市文化財一覧 
(1) 国指定等文化財  

■重要文化財 

番号 名称 種別 所有者 
所在地または 
所在の場所 

時代 指定年月日 変更年月日 

1 

緑釉手附瓶 附 灰釉長頸瓶 考古資料 深谷市 菅沼 1019 

(川本出土文化財管理センタ

ー) 

[東京国立博物館貸出] 

平安 S61.6.6  

2 

日本煉瓦製造株式会社旧煉瓦

製造施設 

建造物 

(近代化遺産) 

深谷市 上敷免 28-10 ほか 明治 H9.5.29  

1.ホフマン輪窯６号窯 

2.旧事務所 

3.旧変電室 

4.備前渠鉄橋 

3 誠之堂 建造物 深谷市 起会 110-3 大正 H15.5.30  

4 
幡羅官衙遺跡群 幡羅官衙遺

跡 西別府祭祀遺跡 

史跡 深谷市・熊谷

市ほか 

深谷市東方、熊谷市西別府ほ

か 

飛鳥～平安 H30.2.13  

 

 

■登録有形文化財（建造物） 

番号 名称 種別 所有者 
所在地または 
所在の場所 

時代 指定年月日 変更年月日 

1 
埼玉県立深谷商業高等学校記

念館 

建築物・学校 埼玉県 原郷 80 大正 H12.10.18  

2 
旧東京第二陸軍造兵廠深谷製

造所給水塔 

工作物・その

他 

個人 原郷 1118 昭和 H15.1.31  

3 大谷家住宅主屋 建築物・住宅 個人 稲荷町 2-3-39 昭和 H16.2.17  

4 大谷家住宅洋館 建築物・住宅 昭和 

5 大谷家住宅本蔵 建築物・住宅 明治 

6 大谷家住宅松庭湯 建築物・住宅 昭和 

7 大谷家住宅祠 建築物・住宅 昭和 

8 大谷家住宅中門及び塀 工作物・住宅 昭和 

9 大谷家住宅裏門及び塀 工作物・住宅 昭和 

10 大谷家住宅欅空庵 建築物・住宅 大正 

11 大谷家住宅米蔵 建築物・住宅 昭和 

12 
滝岡橋 交通・土木構

造物 

深谷市・本庄

市 

本庄市堀田～深谷市岡 昭和 H20.3.7  

13 

日本基督教団島村教会島村め

ぐみ保育園別館 

文化福祉・建

築物 

宗教法人日本

基督教団島村

教会 

横瀬字聖天 68-1 昭和 H20.4.18  
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(2) 県指定文化財 

■有形文化財 

番号 名称 種別 所有者 
所在地または 
所在の場所 

時代 指定年月日 変更年月日 

1 

持田家文書 古文書 個人 

管理：埼玉県

立文書館 

荒川 

［県立文書館寄託］ 

戦国 S34.3.20  

2 木造峻翁令山像 彫刻 国済寺 国済寺 521 室町 S36.3.1  

3 

北斎筆徐福図 絵画 個人 

管理：埼玉県

立歴史と民俗

の博物館 

東方 

［県立博物館貸出］ 

江戸 S37.3.10  

4 

刀 伝兼光 工芸 個人 

管理：埼玉県

立歴史と民俗

の博物館 

本住町 

［県立博物館寄託］ 

鎌倉 S46.3.31  

5 

長谷部家文書 古文書 個人 

管理：埼玉県

立文書館 

黒田 

［県立文書館寄託］ 

戦国～江戸 H8.3.19  

6 

四十塚古墳出土鉄製短甲及び

出土品 

考古 深谷市 菅沼 1019 

(川本出土文化財管理センタ

ー) 

古墳 H15.3.18  

7 清風亭 建造物 深谷市 起会 110-1 大正 H16.3.23  

8 

横瀬神社本殿及び拝殿 付 

幣殿 1 棟 本殿覆屋 1 棟 棟

札 5 枚 

建造物 横瀬神社 横瀬 1360 江戸 H27.3.13  

9 木造大日如来坐像 彫刻 華蔵寺 横瀬 1360 平安後期 H29.3.24  

10 
旧日本煉瓦製造株式会社関係

資料 

歴史資料 深谷市 埼玉県立文書館ほか 明治～昭和 H31.2.22  

 

 

■記念物（史跡） 

番号 名称 種別 所有者 
所在地または 
所在の場所 

時代 指定年月日 変更年月日 

1 岡部六弥太忠澄墓  普済寺 普済寺 973 鎌倉 T13.3.31  

2 畠山重忠墓  井椋神社 畠山 520 鎌倉 T13.3.31  

3 人見館跡  個人 人見 1513 ほか 平安～室町 S9.3.31  

4 旧北根代官所  個人 北根 260-1 江戸か S13.3.31  

5 桜ヶ丘組石遺跡  深谷市 緑ヶ丘 214-5 縄文 S31.3.23  

6 鹿島古墳群  深谷市ほか 本田 古墳 S47.3.21  

7 

中宿古代倉庫群跡  深谷市 岡 3286-2 ほか 奈良～平安 H3.12.6 

(追加指定) 

H5.11.25 

H7.3.17 

 

 

 

■記念物（旧跡） 

番号 名称 種別 所有者 
所在地または 

所在の場所 
時代 指定年月日 変更年月日 

1 
深谷城跡  深谷市ほか 仲町・本住町・田谷 室町～江戸 T13.3.31 (指定替) 

S36.9.1 

2 
榛沢六郎成清の供養塔  八幡大神社 後榛沢 437 江戸 T14.3.31 (指定替) 

S38.8.27 

3 
上杉憲英墓  国済寺 国済寺 521 室町 S10.3.31 (指定替) 

S38.8.27 

4 

岡部藩陣屋跡  深谷市 岡部 1201 ほか 江戸 S13.3.31 (指定替) 

S36.9.1 

(名称変更) 

H8.3.19 

5 
渋沢栄一生地  深谷市 血洗島 247-2  S26.3.31 (指定替) 

S58.3.22 
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(3) 県選定重要遺跡 

番号 名称 種別 所有者 
所在地または 
所在の場所 

時代 指定年月日 変更年月日 

1 庁鼻和城跡   国済寺 室町 S44.10.1  

2 寅稲荷塚古墳   岡 1685 ほか 古墳 S44.10.1  

3 畠山館跡   畠山 520 ほか 中世 S44.10.1  

4 本田城跡   本田 5032 ほか 中世 S44.10.1  

5 上敷免遺跡   上敷免 658 ほか 弥生 S51.10.1  

6 木の本古墳群   西島・原郷・ 東方 古墳 S51.10.1  

7 西谷遺跡   針ヶ谷 182 ほか 縄文 S51.10.1  

8 四十坂遺跡   岡 1151 ほか 縄文～古墳 S51.10.1  

9 狢山祭祀遺跡   今泉 606 ほか 古墳 S51.10.1  

10 橋屋遺跡   小前田 402-1 ほか 縄文 S51.10.1  

11 黒田古墳群   黒田 45 ほか 古墳後期 S51.10.1  

 

 

 

 

(4) 市指定文化財 

■有形文化財（建造物） 

番号 名称 種別 所有者 
所在地または 
所在の場所 

時代 指定年月日 変更年月日 

建 1 仁王門  瑠璃光寺 稲荷町北 9-25 江戸 S33.11.3 H3.11.3 

建 2 薬師堂  瑠璃光寺 稲荷町北 9-25 室町 S33.11.3 H3.11.3 

建 3 定門  瑠璃光寺 稲荷町北 9-25 安土桃山 S33.11.3 H3.11.3 

建 4 深谷本陣遺構 付棟札  個人 深谷町 江戸 S33.11.3 H3.11.3 

建 5 熊野大神社本殿  熊野大神社 東方 1708 安土桃山 S34.11.3 H3.11.3 

建 6 安部摂津守岡部陣屋旧地方通用門  個人 西島町 江戸 S37.11.3 H3.11.3 

建 7 国済寺黒門  国済寺 国済寺 521 江戸中期 S37.11.3 H3.11.3 

建 8 教念寺・鐘楼  教念寺 本田 2030 江戸 S39.1.29  

建 9 旧深谷宿常夜燈  深谷市 田所町・稲荷町 江戸・明治 S40.11.3 H3.11.3 

建 10 国済寺三門  国済寺 国済寺 521 江戸初期 S46.11.3 H3.11.3 

建 11 大日堂  華蔵寺 横瀬 1360 安土桃山 S48.11.3 H3.11.3 

建 12 中瀬神社本殿  中瀬神社 中瀬 650 江戸後期 S48.11.3 H3.11.3 

建 13 弘光寺客殿  弘光寺 針ヶ谷 1324 江戸 S58.9.30  

建 14 福川鉄橋  深谷市 原郷 619-2 明治 S62.12.22 H3.11.3 

建 16 大寄八幡大神社社殿及び水屋  大寄八幡大神社 榛沢 256 江戸 H12.2.25  

 

 

■有形文化財（絵画） 

番号 名称 種別 所有者 
所在地または 
所在の場所 

時代 指定年月日 変更年月日 

絵 1 絹本着色不動明王像  惣持寺 蓮沼 463 中世か S33.11.3 H3.11.3 

絵 2 絹本着色両界曼荼羅  惣持寺 蓮沼 463 江戸 S33.11.3 H3.11.3 

絵 3 絹本着色天神像  元誉寺 上柴町西 4-26-1 江戸中期 S33.11.3 H3.11.3 

絵 4 紙本着色不動明王三尊像  全久院 東方 2902 室町末期 S33.11.3 H3.11.3 

絵 5 絹本着色明画  瑠璃光寺 稲荷町北 9-25 室町 S34.11.3 H3.11.3 

絵 7 紙本着色真言八祖大師像  元誉寺 上柴町西 4-26-1 室町 S38.11.3 H3.11.3 

絵 8 奥原晴湖画琵琶行之図  個人 本住町 明治 S40.11.3 H3.11.3 

絵 9 北亭為直画人物画  個人 本住町 江戸末期 S40.11.3 H3.11.3 

絵 10 渡辺崋山画風雨東坡騎乗之図  個人 稲荷町 江戸末期 S40.11.3 H3.11.3 

絵 12 親鸞上人画像・聖徳太子孝養図  願誓寺 田谷 313 江戸後期 S40.11.3 H3.11.3 

絵 13 北亭為直画鎮西八郎為朝像  個人 田谷 江戸後期 S40.11.3 H3.11.3 

絵 14 北亭為直画朱描鎮西八郎為朝像  高台院 田谷 308 江戸後期 S40.11.3 H3.11.3 

絵 15 狐開帳図絵馬  高台院 田谷 308 明治 S42.11.3 H3.11.3 

絵 16 紙本着色愛宕大権現像  泉光寺 上敷免 473 江戸 S43.11.3 H3.11.3 
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番号 名称 種別 所有者 
所在地または 
所在の場所 

時代 指定年月日 変更年月日 

絵 17 紙本着色釈迦涅槃図  泉光寺 上敷免 473 江戸中期 S43.11.3 H3.11.3 

絵 18 絹本彩色両界曼陀羅  雷電寺 戸森 150-1 江戸初期 S44.11.3 H3.11.3 

絵 19 紙本彩色不動曼陀羅  個人 緑ヶ丘 江戸 S44.11.3 H3.11.3 

絵 20 金井烏洲筆格天井絵  大林寺 新戒 222 江戸後期 S48.11.3 H3.11.3 

絵 21 金井烏洲筆屏風  華蔵寺 横瀬 1360 江戸 S48.11.3 H3.11.3 

絵 22 岡部藩陣屋絵図  個人 岡部 1198 江戸 H9.3.26  

絵 23 釈迦涅槃図  正伝院 高島 161 江戸 H10.11.9  

絵 24 絹本着色聖徳太子像  個人 本住町 室町 R1.5.9  

 

 

■有形文化財（彫刻） 

番号 名称 種別 所有者 
所在地または 
所在の場所 

時代 指定年月日 変更年月日 

彫 1 釈迦三尊像  昌福寺 深谷市人見 1391 江戸初期 S33.11.3 H3.11.3 

彫 2 法灯円明国師頂相  国済寺 国済寺 521 江戸 S33.11.3 H3.11.3 

彫 3 胎蔵界薬師如来座像  元誉寺 上柴町西 4-26 鎌倉末期 S33.11.3 H3.11.3 

彫 4 五智如来像  宝積寺 大谷 114 江戸中期 S34.11.3 H3.11.3 

彫 5 木像不動明王立像  満福寺 畠山 931-1 江戸 S36.11.3  

彫 6 銅像地蔵尊座像  称名寺 本田 1831 江戸 S37.1.29  

彫 7 漱恕全芳大和尚像（頭部）  昌福寺 人見 1391 不明 S39.11.3 H3.11.3 

彫 9 
御厨子  無量寺(総持寺) 宮ヶ谷戸 151（総持寺本堂安

置） 

江戸 S42.11.3 H3.11.3 

彫 10 阿弥陀如来立像  慶福寺 矢島 744 鎌倉 S43.11.3 H3.11.3 

彫 11 地蔵尊立像  全久院 東方 2902 室町以前 S44.11.3 H3.11.3 

彫 12 阿弥陀如来立像  個人 原郷 室町 S45.11.3 H3.11.3 

彫 13 宝冠釈迦座像  国済寺 国済寺 521 室町 S47.11.3 H3.11.3 

彫 14 僧形八幡立像  長寿院 折之口 222 江戸 S47.11.3 H3.11.3 

彫 16 不動明王立像  鹿島神社 下手計 1143 中世 S48.11.3 H3.11.3 

彫 17 木像愛染明王座像  満福寺 畠山 931-1 江戸 S53.8.30  

彫 18 円空仏  華蔵寺 横瀬 1360 江戸 H11.11.1  

彫 19 昌楽寺の藩椒地蔵尊  昌楽寺 山河 543 江戸 H13.2.23  

彫 20 木造大日如来坐像  正福寺 瀬山 141 南北朝 H15.10.1  

彫 21 岡部屋台の彫刻  岡部自治会 岡部 789-1 江戸 H17.10.1  

 

 

■有形文化財（工芸品） 

番号 名称 種別 所有者 
所在地または 
所在の場所 

時代 指定年月日 変更年月日 

工 2 銅鐘  高台院 田谷 308 江戸 S34.11.3 H3.11.3 

工 3 短刀  銘  震鱗子克一  新井舎  個人 上敷免 江戸 S34.11.3 H3.11.3 

工 4 金梨地高蒔絵定紋入鞍  八幡神社 上野台 2168 安土桃山 S34.11.3 H3.11.3 

工 5 鰐口  昌福寺 人見 1391 安土桃山 S35.11.3 H3.11.3 

工 6 銅鐘  福寿院 本住町 9-76 安土桃山 S35.11.3 H3.11.3 

工 7 満福寺・須弥檀  満福寺 畠山 931-1 江戸 S36.11.3  

工 8 満福寺・宮殿  満福寺 畠山 931-1 江戸 S36.11.3  

工 9 甲冑  個人 本田 江戸 S37.12.25  

工 10 鉦鈷  称名寺 本田 1831 江戸 S37.1.29  

工 11 教念寺・銅鐘  教念寺 本田 2030 江戸 S37.1.29  

工 12 刀剣  銘  備前国長船住康光  個人 稲荷町 室町 S38.11.3 H3.11.3 

工 13 鰐口  個人 境 江戸 S38.11.3 H3.11.3 

工 14 刀剣  伝尻懸  個人 深谷町 南北朝 S39.11.3 H3.11.3 

工 15 刀剣  銘  波平利常  個人 深谷町 室町 S39.11.3 H3.11.3 

工 16 刀剣  伝島田義助  個人 西島町 室町末期 S39.11.3 H3.11.3 

工 17 種ヶ島銃（伝安部摂津守鉄砲隊使

用） 

 八幡神社 上野台 2168 江戸 S39.11.3 H3.11.3 
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番号 名称 種別 所有者 
所在地または 
所在の場所 

時代 指定年月日 変更年月日 

工 18 高麗螺鈿香台  高台院 田谷 308 室町 S42.11.3 H3.11.3 

工 19 刀剣  銘  国貞  個人 上野台 安土桃山 S42.11.3 H3.11.3 

工 20 脇差  銘  備州長船忠光  個人 上柴町東 室町 S46.11.3 H3.11.3 

工 22 刀剣  銘  備州長船  賀光  個人 西島町 室町 S48.11.3 H3.11.3 

 

 

■有形文化財（書跡、典籍、古文書） 

番号 名称 種別 所有者 
所在地または 
所在の場所 

時代 指定年月日 変更年月日 

書 1 深谷城址絵図  個人 仲町 江戸 S33.11.3 H3.11.3 

書 2 深谷城址耕地絵図  個人 緑ヶ丘 江戸 S33.11.3 H3.11.3 

書 3 深谷宿家並絵図  深谷市 

(教育委員会) 

本住町 17-3［市立図書館（仲

町 19-3）保管］ 

江戸 S33.11.3 H3.11.3 

書 4 佐文山筆熊野三社大権現扁額  楡山神社 原郷 336 江戸中期 S33.11.3 H3.11.3 

書 5 佐文山筆深谷山扁額  瑠璃光寺 稲荷町北 9-25 江戸中期 S33.11.3 H3.11.3 

書 6 上椙藤原憲輔筆富士山間宮扁額  浅間神社 人見 1404 江戸 S33.11.3 H3.11.3 

書 7 三高院文書  三高院 本住町 8-34 江戸初期 S33.11.3 H3.11.3 

書 8 深谷本陣絵図  個人 深谷町 江戸 S33.11.3 H3.11.3 

書 9 深谷宿問屋屋敷図  個人 田所町 江戸 S33.11.3 H3.11.3 

書 10 御分間御絵図御用宿方往還通明細

書上帳 

 個人 折之口 江戸 S33.11.3 H3.11.3 

書 11 御朱印状  付  御朱印状箱  西運寺 深谷町 3-81 江戸 S33.11.3 H3.11.3 

書 12 安部家文書  個人 稲荷町［県立文書館寄託］  S35.11.3 H3.11.3 

1.不動院文書 安土桃山 

2.榛沢郡年中行事 江戸 

書 13 吉田弥右衛門宛知行書  個人 大谷 江戸 S35.11.3 H3.11.3 

書 14 現住英尊謹記  元誉寺 上柴町西 4-26-1 江戸 S35.11.3 H3.11.3 

書 15 昌福寺宛上杉三郎寄進状  昌福寺 人見 1391 安土桃山 S35.11.3 H3.11.3 

書 16 茂木家文書  個人 

 

  S35.11.3 H3.11.3 

1.肥土郷水帳 明戸 安土桃山 

2.あくと村駒帰分水帳 明戸 江戸 

3.あくと村新田水帳 明戸 江戸 

4.肥土村田畑之水帳 明戸 江戸 

書 17 加藤家文書  個人   S35.11.3 H3.11.3 

1.小野氏宛北条氏虎印付文書 藤之木 安土桃山 

2.加藤金兵衛宛秋元越中守書状 藤之木 安土桃山～ 

江戸 

3.藤之木村田畑詰帳 藤之木 江戸前期 

書 18 蓮沼村御縄帳  個人 蓮沼 安土桃山 S35.11.3 H3.11.3 

書 19 真下家文書  個人 本田 江戸 S36.11.3  

書 20 教念寺文書  教念寺 本田 2030 中世 S37.1.29  

書 22 御朱印状  教念寺 本田 2030 江戸 S39.8.31  

書 23 御朱印状  満福寺 畠山 931-1 江戸 S39.8.31  

書 24 大般若経  満福寺 畠山 931-1 江戸 S39.8.31  

書 25 所領明細図  深谷市 

(教育委員会) 

本住町 17-3［市立図書館保

管］ 

江戸 S41.11.3 H3.11.3 

書 26 神谷事件に関する資料  個人 大谷 江戸末期 S45.11.3 H3.11.3 

書 27 深谷宿家並絵図  個人 深谷町 江戸 S46.11.3 H3.11.3 

書 29 昌福寺山門額及び仏殿額  昌福寺 人見 1391 江戸初期 S46.11.3 H3.11.3 

書 30 渋沢栄一直筆書翰  個人 明戸 明治 S47.11.3 H3.11.3 

書 31 蕪木家文書  個人 深谷町 江戸 S49.11.3 H3.11.3 

書 32 武蔵国榛沢郡新開村御検地帳  個人 新戒 江戸 S49.11.3 H3.11.3 

書 33 武州榛沢郡成塚村水帳  個人 成塚 江戸 S49.11.3 H3.11.3 

書 36 深谷城跡新田畑開発願書  個人 瀬山 江戸前期 H22.9.13  

書 37 横瀬神社所蔵文書  横瀬神社 横瀬 1358 安土桃山・

江戸 

H24.3.16  
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書 38 角田家文書  個人 後榛沢 江戸～昭和 H24.11.30  

書 39 応正寺文書  応正寺 田中 608-1 文禄 H26.3.13  

 

 

■有形文化財（考古資料） 

番号 名称 種別 所有者 
所在地または 
所在の場所 

時代 指定年月日 変更年月日 

考 1 板石塔婆  清心寺 萱場 441 鎌倉 S33.11.3 H3.11.3 

考 2 板石塔婆  瑠璃光寺 稲荷町北 9-25 鎌倉 S33.11.3 H3.11.3 

考 3 古瓦  瑠璃光寺 稲荷町北 9-25 奈良・平安 S33.11.3 H3.11.3 

考 4 勾玉  瑠璃光寺 稲荷町北 9-25 古墳 S33.11.3 H3.11.3 

考 5 宝篋印塔  浅間神社 人見 1404 室町初期 S33.11.3 H3.11.3 

考 6 埴輪（女子）  深谷市(教育委

員会) 

本住町 17-3 古墳 S33.11.3 H3.11.3 

考 7 埴輪（男子）  深谷市 

(教育委員会) 

蓮沼 413 明戸小学校 古墳 S33.11.3 H3.11.3 

考 8 板石塔婆  宝泉寺 境 220-1 鎌倉 S35.11.3 H3.11.3 

考 9 古鬼瓦  個人 明戸 江戸中期 S35.11.3 H3.11.3 

考 11 板石塔婆  全久院 東方 2902 南北朝 S36.11.3 H3.11.3 

考 12 宝篋印塔  個人 大谷 室町か S36.11.3 H3.11.3 

考 13 板石塔婆  称名寺 川本町本田 522、俵葉師内 中世 S37.1.29  

考 14 注口土器  深谷市 

(教育委員会) 

新井 18 明戸中学校 縄文後期 S37.11.3 H3.11.3 

考 15 土偶  深谷市 

(教育委員会) 

新井 18 明戸中学校 縄文後期 S37.11.3 H3.11.3 

考 16 板石塔婆  満福寺 畠山 931-1 中世 S37.12.25  

考 17 石鏃・金環・埴輪等  個人 畠山 古墳 S37.12.25  

考 18 鬼瓦  個人 上柴町東 奈良～平安 S38.11.3 H3.11.3 

考 19 板石塔婆  井椋神社 畠山、重忠公史跡公園 中世 S39.8.31  

考 20 布目瓦  個人 本田 奈良 S39.8.31  

考 21 石造多層塔  個人 矢島 江戸 S39.11.3 H3.11.3 

考 22 板石塔婆  個人 新井 鎌倉 S40.11.3 H3.11.3 

考 23 板石塔婆（六字名号）  一乗寺 人見 1649 室町 S40.11.3 H3.11.3 

考 24 板石塔婆  明戸自治会 

(薬師堂) 

明戸 132（薬師堂内安置） 室町 S41.11.3 H3.11.3 

考 25 瑪瑙勾玉  個人 田谷 古墳 S42.11.3 H3.11.3 

考 26 巴文鐙瓦  個人 田谷 鎌倉 S42.11.3 H3.11.3 

考 27 家形埴輪  熊野大神社 東方 1708 古墳 S45.11.3 H3.11.3 

考 28 弥生土器  個人 常盤町 弥生 

中～後期 

S46.11.3 H3.11.3 

考 29 縄文土器  深谷市 

(教育委員会) 

仲町 11-1（本住町 17-3） 縄文中期 S50.11.3 H3.11.3 

考 30 岡の五輪塔  個人 岡 2872 鎌倉 S51.11.3  

考 31 青石塔婆  個人 榛沢 189 鎌倉 S51.11.3  

考 32 五輪塔  個人 瀬山 中世 S53.8.30  

考 33 菅沼小大膳定利の供養塔  定光院 本郷 1791 江戸 H6.12.9  

考 34 狢山祭祀遺跡出土品  深谷市 

(教育委員会) 

菅沼 1019(川本出土文化財管

理センター) 

古墳 H9.3.26  

考 35 白山古墳群出土人物埴輪  深谷市 

(教育委員会) 

菅沼 1019(川本出土文化財管

理センター) 

古墳 H9.3.26  

 

 

■有形文化財（歴史資料） 

番号 名称 種別 所有者 
所在地または 
所在の場所 

時代 指定年月日 変更年月日 

歴 1 高札  個人 瀬山 江戸 S39.8.31  

歴 2 高札  個人 仲町 江戸中期 S50.11.3 H3.11.3 
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歴 3 荒川の青石塔婆  個人 荒川 鎌倉～戦国 H1.3.31  

歴 4 長楽寺の青石塔婆  長楽寺 永田 鎌倉 H1.3.31  

歴 5 万福寺の双式青石塔婆  万福寺 武蔵野 室町 H1.3.31  

歴 6 木造宝篋印塔  正伝院 高島 161 江戸中期 H10.11.9 H3.11.3 

歴 7 大般若経  深谷市（教育委

員会） 

菅沼 1019(川本出土文化財管

理センター) 

室町 H11.3.16  

歴 8 全昌寺の古銭碑  全昌寺 岡 331 明治 H11.3.16  

歴 9 岡部村郷土史資料  深谷市（教育委

員会） 

菅沼 1019(川本出土文化財管

理センター) 

 H15.9.9  

歴 10 富岡製糸場図大絵馬  永明稲荷神社 田谷 309 明治 H17.11.3  

歴 11 藍香尾高翁頌徳碑  鹿島神社 下手計 1145 明治 H26.3.13  

歴 12 備前渠改閘碑記の碑  土地改良区 矢島字シドメ木 1292-4 明治 H26.3.13  

 

■民俗文化財（有形民俗文化財） 

番号 名称 種別 所有者 
所在地または 
所在の場所 

時代 指定年月日 変更年月日 

有民 1 三社天王祀幟旗  滝の宮神社 西島町 5-6-1 江戸後期 S33.11.3 H3.11.3 

有民 2 和琴・磐笛  楡山神社 原郷 336  S33.11.3 H3.11.3 

有民 3 双体道祖神  八幡自治会 本田 江戸 S37.12.25  

有民 5 三層供養塔（一字一石経）  松庵寺 本住町 8-17 江戸 S39.11.3 H3.11.3 

有民 6 躄織機  個人 上野台 明治か S40.11.3 H3.11.3 

有民 7 車付唐櫃  個人 境 江戸 S40.11.3 H3.11.3 

有民 9 袈裟  付  古文書  個人 江原 江戸 S43.11.3 H3.11.3 

有民 10 膳及び椀  国済寺 国済寺 521 江戸末期か S47.11.3 H3.11.3 

有民 11 中瀬八坂祭屋台  S49.11.3 H3.11.3 

上中瀬屋台  上中瀬自治会 上中瀬 江戸末期 

川岸屋台  川岸自治会 川岸 江戸末期 

延命地屋台  延命地自治会 延命地 江戸末期 

原屋台  原自治会 中瀬字原 明治 H13.2.9  

有民 12 小前田諏訪神社上町祭屋台  小前田上町自治

会 

小前田 458-1（道の駅はなぞ

の収蔵施設） 

明治初期 S52.4.1  

有民 13 小前田諏訪神社中町祭屋台  小前田中町自治

会 

小前田 458-1（道の駅はなぞ

の収蔵施設） 

明治初期 S52.4.1  

有民 14 小前田諏訪神社本町祭屋台  小前田下町自治

会 

小前田 458-1（道の駅はなぞ

の収蔵施設） 

明治初期 S52.4.1  

有民 15 庚申塔  本田中央自治会 本田 江戸 S53.8.30  

有民 16 石臼参道  稲荷神社 長在家 江戸 S53.8.30  

有民 17 岡の屋台  岡上・岡下自治

会 

岡 江戸 S54.4.1  

有民 18 岡部神社のみこし  岡部神社 岡部 705-1 江戸 S54.4.1  

有民 19 寅稲荷神社の古獅子頭  寅稲荷神社 岡 1685 江戸 S54.4.1  

有民 20 八幡神社屋台  八幡神社（瀬山

屋台囃子保存

会） 

瀬山  S58.3.31  

 

 

 

■記念物（史跡） 

番号 名称 種別 所有者 
所在地または 
所在の場所 

時代 指定年月日 変更年月日 

史 1 深谷城外濠跡  深谷市 本住町 16 室町～江戸 S33.11.3 H3.11.3 

史 2 平忠度供養塔  清心寺 萱場 441 鎌倉～室町 S33.11.3 H3.11.3 

史 3 上杉房憲・憲盛墓  昌福寺 人見 1391 室町 （房憲墓）

33.11.3

（憲盛墓）

36.11.3 

H3.11.3 

史 4 上杉憲賢室高泰姫墓  高台院 田谷 308 室町 S33.11.3 H3.11.3 
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番号 名称 種別 所有者 
所在地または 
所在の場所 

時代 指定年月日 変更年月日 

史 5 蓮沼氏館跡  淡島神社他 蓮沼 578  ほか 鎌倉 S33.11.3 H3.11.3 

史 6 荏原氏館跡  浄光寺他 江原 375  ほか 鎌倉 S33.11.3 H3.11.3 

史 7 増田氏館跡  個人 上増田 室町 S33.11.3 H3.11.3 

史 8 内ヶ島氏館跡  永光寺他 内ヶ島 644  ほか 鎌倉 S33.11.3 H3.11.3 

史 9 伝幡羅太郎館跡  個人 原郷 362 平安 S33.11.3 H3.11.3 

史 10 秋元氏陣屋跡  深谷市 秋元町 室町 S33.11.3 H3.11.3 

史 11 松平源七郎康直墓  三高院 本住町 8-34 安土桃山 S33.11.3 H3.11.3 

史 12 大忍魯仙和尚墓  慶福寺 矢島 744 江戸 S33.11.3 H3.11.3 

史 13 庁鼻和城跡  国済寺他 国済寺 521  他 室町 S34.11.3 H3.11.3 

1.庁鼻和城跡北西隅外廓土塁  個人 原郷 室町 S48.11.3 

2.庁鼻和城跡物見櫓跡  個人 国済寺 室町 

3.庁鼻和城跡北東隅起点  個人 国済寺 室町 

史 14 人見氏累代墓  一乗寺 人見 1621-2 鎌倉 S35.11.3 H3.11.3 

 

史 15 畠山重能墓  井椋神社 畠山、重忠公史跡公園 中世 S36.11.3  

史 16 高札場跡  春日神社 本田 江戸 S37.1.29  

史 17 秋元氏墓  元誉寺 上柴町西 4-26-1 室町 S37.11.3 H3.11.3 

史 18 上杉氏歴代墓  国済寺 国済寺 521 室町 S37.11.3 H3.11.3 

史 19 北亭為直墓  高台院 田谷 308 江戸末期 S39.11.3 H3.11.3 

史 20 東方城跡      H3.11.3 

1.東方城跡  個人 東方 室町～江戸 S43.11.3 

2.東方城土塁跡  1 号  個人 東方 室町～江戸 

3.東方城土塁跡  2 号  個人 東方 室町～江戸 

史 21 木の本古墳群      H3.11.3 

木の本古墳群  1 号墳  個人 原郷 古墳 S44.11.3 

木の本古墳群  2 号墳  個人 原郷 古墳 

木の本古墳群  3 号墳  深谷市 原郷 古墳 

木の本古墳群  4 号墳  個人 東方 古墳 

木の本古墳群  5 号墳  個人 東方 古墳 

木の本古墳群  7 号墳  個人 原郷 古墳 S45.11.3 

木の本古墳群  8 号墳  個人 東方 古墳 

木の本古墳群  9 号墳  個人 東方 古墳 

木の本古墳群  10 号墳  個人 原郷 古墳 

木の本古墳群  11 号墳  個人 原郷 古墳 

木の本古墳群  12 号墳  個人 原郷 古墳 

史 22 杉田因幡墓  西運寺 深谷町 3-81 江戸初期 S44.11.3 H3.11.3 

史 23 菊図坊祖英塚  東源寺 稲荷町 2-5-21 江戸 S46.11.3 H3.11.3 

史 24 新開荒次郎実重墓  東雲寺 新戒 198 鎌倉 S48.11.3 H3.11.3 

史 25 新開荒次郎実重夫人墓  大林寺 新戒 222 鎌倉 S48.11.3 H3.11.3 

史 26 論所堤定杭  江原自治会 江原 865-3 江戸 S49.11.3 H3.11.3 

史 27 岡部藩主歴代の墓 附  安部大蔵

の碑 

 源勝院 岡部 786 江戸 S51.11.3  

史 28 安部摂津守屋敷跡   岡部 1201 周辺 江戸 S51.11.3  

史 29 百庚申  岡廼宮神社 岡 3158 江戸 S54.4.1  

史 30 黒田古墳群  薬王院 黒田 古墳後期 S52.4.1  

史 31 旧地頭花井家歴代の墓  定光院 本郷 1749 江戸 S54.4.1  

史 32 お手長山古墳  岡林寺 岡 2006-1,-2 古墳 S54.4.1  

史 33 寅稲荷塚古墳  寅稲荷神社 岡 1685 古墳 S54.4.1  

史 34 四十坂浅間山古墳  白髭神社 岡 1203 古墳 S54.4.1  

史 35 前原愛宕山古墳  愛宕神社 普済寺 1536 古墳 S54.4.1  

史 36 お茶々の井戸  個人 小前田 鎌倉 S59.7.1  

史 37 永田の弁天池・代次郎ケ池  深谷市 永田 戦国・明治 S61.10.20  

史 38 木の本塁跡  深谷市 原郷 1977-6  H3.11.3  

史 39 白蓮院の墓  白蓮寺 岡部 653 江戸 H6.12.9  

史 40 鎌倉街道上道  （株）アイリス

オーヤマ 

畠山 1500 鎌倉 H15.6.12  
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番号 名称 種別 所有者 
所在地または 
所在の場所 

時代 指定年月日 変更年月日 

史 41 尾高惇忠生家  深谷市 下手計 江戸～ H22.2.10  

史 42 旧渋沢邸「中の家」  深谷市 血洗島 247-1 明治～ H22.2.10  

 

 

■記念物（名勝） 

番号 名称 種別 所有者 
所在地または 

所在の場所 
時代 指定年月日 変更年月日 

名 1 昌福寺庭園  昌福寺 人見 1391 室町中期 S37.11.3 H3.11.3 

名 2 鶯の瀬  国（国土交通

省） 

畠山、井椋神社裏  S53.8.30  

 

 

■記念物（天然記念物） 

番号 名称 種別 所有者 
所在地または 
所在の場所 

時代 指定年月日 変更年月日 

天 2 山桑  個人 樫合 江戸 S41.11.3 H3.11.3 

天 3 榧老木  諏訪神社 高島 595-1 平安 S49.11.3 H3.11.3 

天 4 榧（雌）  全久院 東方 2902 鎌倉 S50.11.3 H3.11.3 

天 5 普済寺のカヤの木  普済寺 普済寺 973 鎌倉 S54.4.1 H3.11.3 
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資料３-４ 市有車両 

 

市有車両 
令和３年８月 30 日現在 

所属 車両 特殊車両 備考 

秘書室 3 0  

産業拠点整備室 3 0  

企画財政部 0 0  

総務部 32 1  

協働推進部 8 2 
ガーデンシティふかや推進

室含む 

渋沢栄一政策推進部 2 0  

市民生活部 6 0 キララ上柴含む 

福祉健康部 16 0 もくせい館含む 

こども未来部 2 0  

産業振興部 5 1  

環境水道部 24 8  

都市整備部 21 5  

消防本部 12 66 
消防署、分署、消防団含

む。 

岡部総合支所 2 0  

川本総合支所 2 0  

花園総合支所 2 0  

会計課 0 0  

議会事務局 2 0  

行政委員会 0 0  

農業委員会 0 0  

教育部 31 1 
教育長車、公民館、図書

館、給食センター含む 

計 173 84  
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４ 避難所・避難場所関係 
 

資料４-１ 避難所一覧 

 

避難所一覧 
令和３年７月現在 

No. 地区 名称 所在地 

建

物

階

数 

洪

水

災

害 

地

震 

土

砂

災

害 

収容可能人数 

（人） 

1 深谷 深谷公民館 仲町 20-2 2 × ○ ○ 616 

2 深谷 深谷小学校 仲町 19-1 4 × ○ ○ 1,479 

3 深谷 深谷西小学校 栄町 14-18 4 ○ ○ ○ 1,435 

4 藤沢 深谷グリーンパーク・パティオ 樫合 763 2 ○ ○ ○ 1,813 

5 藤沢 藤沢公民館 人見 1967-1 2 ○ ○ ○ 602 

6 藤沢 藤沢小学校 人見 1626 4 ○ ○ ○ 1,383 

7 藤沢 藤沢中学校 人見 1973 3 ○ ○ ○ 1,373 

8 幡羅 常盤小学校 常盤町 58-2 3 × ○ ○ 1,595 

9 幡羅 幡羅公民館 東方 1370 2 × ○ ○ 636 

10 幡羅 幡羅小学校 東方町 3-25-1 3 ○ ○ ○ 1,403 

11 幡羅 幡羅中学校 常盤町 38 4 × ○ ○ 1,871 

12 幡羅 はたらふれあい館 東方 1710-2 1 ○ ○ ○ 71 

13 幡羅 深谷商業高等学校 原郷 80 4 × ○ ○ 4,050 

14 幡羅 深谷第一高等学校 常盤町 21-1 4 × ○ ○ 2,801 

15 明戸 明戸公民館 蓮沼 256 2 × ○ ○ 508 

16 明戸 明戸小学校 蓮沼 413 3 × ○ ○ 1,065 

17 明戸 明戸中学校 新井 18 3 × ○ ○ 1,126 

18 明戸 老人福祉センター福寿荘 沼尻 482-1 2 × ○ ○ 198 

19 大寄 大寄公民館 起会 84-1 2 × ○ ○ 365 

20 大寄 大寄小学校 内ヶ島 660 4 × ○ ○ 950 

21 大寄 深谷中学校 田谷 45-2 4 × ○ ○ 2,095 

22 八基 豊里中学校 下手計 525 3 × ○ ○ 1,557 

23 八基 八基公民館(渋沢栄一記念館) 下手計 1204 2 × ○ ○ 520 

24 八基 八基小学校 下手計 1300 4 × ○ ○ 949 

25 豊里 豊里公民館 新戒 639-1 2 × ○ ○ 474 

26 豊里 豊里小学校 新戒 635 3 × ○ ○ 925 

27 上柴 上柴公民館 上柴町西 4-2-14 3 ○ ○ ○ 636 

28 上柴 上柴コミュニティセンター 東方 4284-1 1 ○ ○ ○ 80 

29 上柴 上柴中学校 上柴町西 2-23-1 4 ○ ○ ○ 1,992 

30 上柴 上柴西小学校 上柴町西 5-11-1 4 × ○ ○ 1,504 

31 上柴 上柴東小学校 上柴町東 5-9-1 4 ○ ○ ○ 1,267 

32 上柴 東都大学 上柴町西 4-2-11 4 ○ ○ ○ 1,529 

33 南 くれよんかん 萱場 14-9 1 ○ ○ ○ 66 

34 南 桜ヶ丘小学校 上野台 508 4 ○ ○ ○ 1,717 

35 南 正智深谷高等学校 上野台 369 4 ○ ○ ○ 761 

36 南 東京成徳深谷高等学校 宿根 559 4 ○ ○ ○ 223 
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No. 地区 名称 所在地 

建

物

階

数 

洪

水

災

害 

地

震 

土

砂

災

害 

収容可能人数 

（人） 

37 南 深谷高等学校 宿根 315 5 × ○ ○ 2,696 

38 南 深谷市総合体育館 上野台 2568 2 ○ ○ ○ 2,970 

39 南 南公民館 宿根 645-1 2 ○ ○ ○ 528 

40 南 南中学校 萱場 320 4 ○ ○ ○ 1,729 

41 岡部 岡部公民館 普済寺 1626-3 2 ○ ○ ○ 729 

42 岡部 岡部小学校 普済寺 1305 3 ○ ○ ○ 1,146 

43 岡部 岡部中学校 山河 1214 3 ○ ○ ○ 1,916 

44 岡部 岡部西小学校 岡 2949 3 ○ ○ ○ 879 

45 岡部 埼玉工業大学 普済寺 1690 9 ○ ○ ○ 8,361 

46 岡部 榛沢小学校 榛沢 802-1 3 × ○ ○ 870 

47 岡部 岡部浄化センター 岡 1-1 2 × ○ ○ 193 

48 岡部 本郷小学校 針ヶ谷 506 3 ○ ○ ○ 932 

49 川本 川本北小学校 長在家 143 4 ○ ○ ○ 1,354 

50 川本 川本公民館 菅沼 1009 2 × ○ ○ 526 

51 川本 川本中学校 田中 530 3 × ○ ○ 1,662 

52 川本 
深谷市高齢者福祉青少年活動複合

施設もくせい館 
菅沼 401 4 ○ ○ ○ 514 

53 川本 川本農業者トレーニングセンター 畠山 1577 1 × ○ ○ 286 

54 川本 川本南小学校 本田 4888 3 ○ ○ ○ 1,102 

55 川本 深谷はばたき特別支援学校 本田 50 5 × ○ ○ 2,719 

56 花園 花園公民館 小前田 2345-1 2 ○ ○ ○ 636 

57 花園 花園就業改善センター 永田 1420 1 ○ ○ ○ 123 

58 花園 花園小学校 小前田 1463-1 3 ○ ○ ○ 1,528 

59 花園 花園中学校 小前田 1980 3 ○ ○ ○ 1,786 

60 花園 花園農業者トレーニングセンター 小前田 2299 1 ○ ○ ○ 333 

61 花園 花園文化会館アドニス 小前田 2966 3 ○ ○ ○ 569 
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資料４-２ 避難場所一覧 

 

避難場所一覧 
令和３年７月現在 

No. 地区 名称 所在地 

洪

水

災

害 

地

震 

土

砂

災

害 

収容可能人数 

（人） 

1 深谷 深谷城址公園 本住町 17 × ○ ○ 4,194 

2 深谷 下台池公園 西島 5-11 × ○ ○ 2,500 

3 深谷 緑ヶ丘公園 緑ケ丘 23-34 × ○ ○ 455 

4 深谷 寿町公園 寿町 152 × ○ ○ 396 

5 深谷 空沢公園 緑ケ丘 10-696 × ○ ○ 598 

6 深谷 稲荷団地第１公園 稲荷町 1-80-40 × ○ ○ 39 

7 深谷 稲荷団地第２公園 稲荷町 1-82-12 × ○ ○ 95 

8 深谷 組石公園 緑ケ丘 214-1 ○ ○ ○ 122 

9 深谷 錦町公園 曲田 74-46 × ○ ○ 97 

10 深谷 天神町広場 天神町 139 × ○ ○ 77 

11 深谷 大手口公園 仲町 400-1 × ○ ○ 197 

12 深谷 深谷小学校運動場 仲町 19-1 × ○ ○ 3,935 

13 深谷 深谷西小学校運動場 栄町 14-18 ○ ○ ○ 3,472 

14 藤沢 松原公園 上野台 1450-23 ○ ○ ○ 1,677 

15 藤沢 中折之口公園 折之口 1899-1 ○ ○ ○ 1,176 

16 藤沢 折之口ふれあい公園 折之口 149-1 ○ ○ ○ 3,740 

17 藤沢 杉石公園 大谷 2846-6 ○ ○ ○ 20 

18 藤沢 深谷グリーンパーク・パティオ 樫合 763 ○ ○ ○ 12,557 

19 藤沢 折之口広場 折之口 255-3 ○ ○ ○ 49 

20 藤沢 狭山公園 折之口 631-15 ○ ○ ○ 23 

21 藤沢 藤沢小学校運動場 人見 1626 ○ ○ ○ 2,109 

22 藤沢 藤沢中学校運動場 人見 1973 ○ ○ ○ 4,665 

23 幡羅 東公園 幡羅町 1-14-1 × ○ ○ 4,877 

24 幡羅 東方公園 東方町 2-23 ○ ○ ○ 3,820 

25 幡羅 常盤公園 常盤町 58-2 × ○ ○ 2,864 

26 幡羅 さつき公園 常盤町 69-2 × ○ ○ 773 

27 幡羅 やよい公園 常盤町 80-1 × ○ ○ 745 

28 幡羅 三島公園 国済寺町 17 × ○ ○ 583 

29 幡羅 天神公園 国済寺町 9 ○ ○ ○ 440 

30 幡羅 上宿前公園 東方町 1-4 ○ ○ ○ 490 

31 幡羅 中宿公園 東方町 2-5 ○ ○ ○ 563 

32 幡羅 下宿公園 東方町 3-10 ○ ○ ○ 546 

33 幡羅 南下郷公園 東方町 4-6 ○ ○ ○ 457 

34 幡羅 横町公園 東方町 4-28 ○ ○ ○ 304 

35 幡羅 川内公園 東方町 5-10 ○ ○ ○ 583 

36 幡羅 杉町公園 東方 1710-42 ○ ○ ○ 201 

37 幡羅 西原遊園地 原郷 4-58 × ○ ○ 95 

38 幡羅 常盤町広場 常盤町 78-17 × ○ ○ 56 

39 幡羅 城下公園 東方 1591-3 × ○ ○ 638 

40 幡羅 籠原公園 東方 3278-4 ○ ○ ○ 25 

41 幡羅 ブリッジパーク 原郷 575 × ○ ○ 2,439 

42 幡羅 あおぞら公園 東方 3642-1 ○ ○ ○ 463 
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43 幡羅 常盤西公園 常盤町 62-30 × ○ ○ 32 

44 幡羅 杉町東公園 東方 1741-3 ○ ○ ○ 44 

45 幡羅 荒楽広場 国済寺 502-59 ○ ○ ○ 32 

46 幡羅 本田ヶ谷公園 上増田 4-1 × ○ ○ 427 

47 幡羅 常盤小学校運動場 常盤町 58-2 × ○ ○ 1,958 

48 幡羅 幡羅小学校運動場 東方町 3-25-1 ○ ○ ○ 2,333 

49 幡羅 幡羅中学校運動場 常盤町 38 × ○ ○ 4,291 

50 明戸 明戸農村公園 上増田 1055-2 × ○ ○ 4,589 

51 明戸 明戸小学校運動場 蓮沼 413 × ○ ○ 2,407 

52 明戸 明戸中学校運動場 新井 18 × ○ ○ 3,182 

53 大寄 北部運動公園 起会 162-1 × ○ ○ 8,304 

54 大寄 大寄小学校運動場 内ヶ島 660 × ○ ○ 3,172 

55 大寄 深谷中学校運動場 田谷 45-2 × ○ ○ 4,957 

56 八基 青淵公園 下手計 1241 × ○ ○ 22,824 

57 八基 諏訪河原公園 町田 277-38 × ○ ○ 32 

58 八基 豊里中学校運動場 下手計 525 × ○ ○ 2,566 

59 八基 八基小学校運動場 下手計 1300 × ○ ○ 2,701 

60 豊里 豊里グラウンド 中瀬裏河川敷 × ○ ○ 5,207 

61 豊里 中瀬グラウンド 中瀬 726-1 × ○ ○ 1,938 

62 豊里 高島グラウンド 高島地内河川敷 × ○ ○ 2,839 

63 豊里 中瀬ソフトボール場 中瀬裏河川敷 × ○ ○ 12,275 

64 豊里 豊里小学校運動場 新戒 635 × ○ ○ 2,502 

65 豊里 下高島水防拠点 高島地内上武道路付近 ○ ○ ○ 4,758 

66 上柴 上柴中央公園 上柴町西 4-1-1 × ○ ○ 6,630 

67 上柴 柴崎公園 上柴町東 2-24-1 ○ ○ ○ 3,676 

68 上柴 東方広場 東方 3738-59 ○ ○ ○ 20 

69 上柴 秋元公園 秋元町 147 × ○ ○ 258 

70 上柴 国済寺公園 上柴町西 1-14-1 × ○ ○ 621 

71 上柴 外山公園 上柴町西 1-5-1 × ○ ○ 622 

72 上柴 上宿公園 上柴町西 6-8-1 × ○ ○ 621 

73 上柴 南公園 上柴町西 7-17-1 ○ ○ ○ 542 

74 上柴 町裏公園 上柴町西 4-14-1 ○ ○ ○ 621 

75 上柴 西原公園 上柴町西 2-15-1 ○ ○ ○ 621 

76 上柴 諏訪公園 上柴町東 1-15-2 ○ ○ ○ 628 

77 上柴 下原公園 上柴町東 6-3-1 ○ ○ ○ 614 

78 上柴 ひがし公園 上柴町東 7-11-1 ○ ○ ○ 1,056 

79 上柴 中原公園 上柴町東 2-14-1 ○ ○ ○ 621 

80 上柴 つばき公園 上柴町東 5-6-1 ○ ○ ○ 2,317 

81 上柴 下原前公園 東方 4294-4 ○ ○ ○ 958 

82 上柴 上柴団地第１公園 上柴町西 5-7-4 × ○ ○ 213 

83 上柴 上柴団地第２公園 上柴町西 5-7-164 × ○ ○ 177 

84 上柴 上柴団地第３公園 上柴町西 5-7-158 × ○ ○ 121 

85 上柴 上柴団地第４公園 上柴町東 5-16-118 ○ ○ ○ 119 

86 上柴 諏訪東公園 上柴町東 1-29-53 ○ ○ ○ 28 

87 上柴 上柴中学校運動場 上柴町西 2-23-1 ○ ○ ○ 4,361 

88 上柴 上柴西小学校運動場 上柴町西 5-11-1 × ○ ○ 2,706 
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89 上柴 上柴東小学校運動場 上柴町東 5-9-1 ○ ○ ○ 3,580 

90 南 スマイルパーク 宿根 229 × ○ ○ 4,087 

91 南 桜ヶ丘公園 桜ケ丘 268 ○ ○ ○ 438 

92 南 桜の園公園 萱場 381-19 ○ ○ ○ 118 

93 南 泉台公園 上野台 507-1 ○ ○ ○ 654 

94 南 見晴公園 見晴町 21-24 ○ ○ ○ 174 

95 南 西通公園 宿根 84-40 ○ ○ ○ 46 

96 南 桜ヶ丘小学校運動場 上野台 508 ○ ○ ○ 2,644 

97 南 南中学校運動場 萱場 320 ○ ○ ○ 5,366 

98 岡部 宮西公園 榛沢 304-22 ほか × ○ ○ 800 

99 岡部 榛沢小学校運動場 榛沢 802-1 × ○ ○ 2,989 

100 岡部 西田自治会館 西田 411-1 ○ ★ ○ 186 

101 岡部 妙権寺 沓掛 31 ○ ★ ○ 636 

102 岡部 白鬚神社 岡 1324 ○ ★ ○ 443 

103 岡部 八坂神社 岡 3158 ○ ★ ○ 278 

104 岡部 岡部浄化センター 岡 1-1 × ○ ○ 7,949 

105 岡部 産泰神社 岡 3354 ○ ★ ○ 778 

106 岡部 岡部西小学校運動場 岡 2949 ○ ○ ○ 3,344 

107 岡部 白山公園 岡里 20 ○ ○ ○ 277 

108 岡部 ひばりケ丘公園 岡里 4 ○ ○ ○ 351 

109 岡部 東光寺 後榛沢 376-1 ○ ★ ○ 999 

110 岡部 二柱大神社 榛沢新田 1003 ○ ★ ○ 887 

111 岡部 天神社 山崎 103 ○ ★ ○ 59 

112 岡部 岡部中央公園 山河 1318 ○ ○ ○ 2,472 

113 岡部 希望が岡公園(北) 岡 2685-1 ほか ○ ○ ○ 266 

114 岡部 希望が岡公園(南) 岡 2685-1 ほか ○ ○ ○ 2,038 

115 岡部 岡部中学校運動場 山河 1214 ○ ○ ○ 5,027 

116 岡部 岡部小学校運動場 普済寺 1305 ○ ○ ○ 1,988 

117 岡部 普済寺自治会館 普済寺 1128-1 ○ ★ ○ 900 

118 岡部 源勝院 岡部 786 ○ ★ ○ 1,977 

119 岡部 今泉自治会館 今泉 431-1 × ★ ○ 1,513 

120 岡部 針ヶ谷自治会館 針ヶ谷 803-1 ○ ★ ○ 157 

121 岡部 山河会館 山河 636-1 ○ ★ ○ 782 

122 岡部 南岡自治会館跡地 岡部 2097-1 ○ ○ ○ 376 

123 岡部 南岡自治会館 岡部 1882 ○ ★ ○ 229 

124 岡部 藤田神社 本郷 1523-1 ○ ★ ○ 826 

125 岡部 本郷自治会館 本郷 899 ○ ★ ○ 465 

126 岡部 本郷小学校運動場 針ヶ谷 506 ○ ○ ○ 3,975 

127 岡部 櫛挽運動公園 櫛挽 104-1 ○ ○ ○ 1,513 

128 岡部 岡部大寄公園 榛沢 293-21 ほか × ○ ○ 1,328 

129 岡部 北原山公園 岡部 2178-25 ○ ○ ○ 92 

130 岡部 榛の森公園 後榛沢 571-1 ほか × ○ ○ 6,901 

131 岡部 熊野公園 岡 2-4-1 ○ ○ ○ 535 

132 岡部 内出公園 岡 2-27-1 ○ ○ ○ 581 

133 岡部 里林公園 岡 1-19-1 ○ ○ ○ 464 

134 岡部 前屋敷公園 岡 1-4-1 ○ ○ ○ 582 
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135 岡部 中宿歴史公園 岡 3286-2 ほか × ○ ○ 3,744 

136 川本 本田第１自治会館 本田 2648-1 ○ ★ ○ 231 

137 川本 本田第２自治会館 本田 2177 × ★ ○ 124 

138 川本 本田中央南集会所 本田 4108 ○ ★ ○ 198 

139 川本 本田中央尾中公会堂 本田 1981-1 ○ ★ ○ 124 

140 川本 本田中央坂下公会堂 本田 725-1 × ★ ○ 112 

141 川本 宿集会所跡地 本田 790-1 ○ ○ ○ 96 

142 川本 俵薬師 本田 522 × ★ ○ 170 

143 川本 本田中央集会所 本田 607 × ★ ○ 340 

144 川本 本田第５自治会館 本田 138 ○ ★ ○ 175 

145 川本 上本田公会堂 本田 5022-1 ○ ★ ○ 191 

146 川本 黒野谷集会所 本田 6122-2 ○ ★ ○ 65 

147 川本 畠山五所自治会館 畠山 777-1 ○ ★ ○ 273 

148 川本 畠山中央自治会館 畠山 685-5 ○ ★ ○ 116 

149 川本 畠山上郷自治会館 畠山 286 ○ ★ ○ 116 

150 川本 春日丘自治会館 本田 7111-3 ○ ★ ○ 256 

151 川本 上原農村公園 上原 363 ○ ○ ○ 1,236 

152 川本 旧上原集会所跡地 上原 446 ○ ○ ○ 156 

153 川本 上原北部集会所 上原 563-1 ○ ★ ○ 86 

154 川本 ファミリータウン公園 上原 432-1 ○ ○ ○ 560 

155 川本 田中第１自治会公民館 田中 1168 ○ ★ ○ 105 

156 川本 田中南自治会館 田中 611-2 × ★ ○ 186 

157 川本 田中北自治会第１公民館 田中 2315-1 ○ ★ ○ 105 

158 川本 武川駅前自治会公民館 田中 145-3 × ★ ○ 58 

159 川本 長在家西自治会公民館 長在家 514-2 ○ ★ ○ 303 

160 川本 長在家東自治会館 長在家 1199-1 ○ ★ ○ 175 

161 川本 長在家第２集会所 長在家 1705-1 ○ ★ ○ 107 

162 川本 菅沼公民館 菅沼 138 ○ ★ ○ 170 

163 川本 瀬山集会所 瀬山 399-1 ○ ★ ○ 317 

164 川本 瀬山団地集会所 瀬山 36-1 ○ ★ ○ 53 

165 川本 明戸自治会館 川本明戸 113 × ★ ○ 224 

166 川本 田中北自治会第２公民館 武川 8 ○ ★ ○ 81 

167 川本 白草台運動公園 白草台 1565-3 ○ ○ ○ 11,336 

168 川本 白草台児童公園 白草台 2909-1 ○ ○ ○ 1,330 

169 川本 川本御稜威ヶ原公園 長在家 2870-4 ○ ○ ○ 653 

170 川本 武川中央公園 武川 187 ○ ○ ○ 987 

171 川本 川本北小学校運動場 長在家 143 ○ ○ ○ 1,936 

172 川本 川本中学校運動場 田中 530 × ○ ○ 7,074 

173 川本 川本南小学校運動場 本田 4888 ○ ○ ○ 2,823 

174 花園 花園総合運動公園 小前田 2320-1 ○ ○ ○ 10,912 

175 花園 上郷自治会センター 武蔵野 653 ○ ★ ○ 189 

176 花園 武蔵野自治会館 武蔵野 1863 ○ ★ ○ 134 

177 花園 下郷公民館 武蔵野 3786 ○ ★ ○ 199 

178 花園 花園小学校運動場 小前田 1463-1 ○ ○ ○ 2,953 

179 花園 花園中学校運動場 小前田 1980 ○ ○ ○ 3,500 

180 花園 花園公民館 小前田 2345-1 ○ ○ ○ 2,161 
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181 花園 花園文化会館アドニス 小前田 2966 ○ ○ ○ 2,873 

182 花園 黒田農民センター跡地 黒田 1518-1 ○ ○ ○ 673 

183 花園 花園四季公園 永田 1442-2 ○ ○ ○ 546 

184 花園 北根公民館 北根 143 ○ ★ ○ 123 

185 花園 ひだまりの公園 小前田 451-1 ○ ○ ○ 2,051 

186 花園 黒田公園 黒田 931-2 ○ ○ ○ 621 

187 花園 花園史跡記念公園 小前田 2839-1 ○ ○ ○ 440 

188 花園 植木の里東公園 武蔵野 3341 ○ ○ ○ 306 

189 花園 植木の里公園 武蔵野 3372 ○ ○ ○ 465 

190 花園 流ふれあい公園 武蔵野 2394-2 ○ ○ ○ 153 

191 花園 小前田北公園 緑台 21-1 ○ ○ ○ 653 

192 花園 花園農業者トレーニングセンター 小前田 2299 ○ ○ ○ 1,397 

 

※地震の欄に、★マークがついている避難場所へ逃げ込む際には、建物の状況などに注意しなが

ら避難してください。 
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資料４-３ 広域避難場所一覧 

 

広域避難場所一覧 
令和３年７月現在 

名称 所在地 避難有効面積（ha） 収容可能人数（人） 

仙元山公園 上野台 2565 13.2 7,000 

 

 

 



≪資料編 Ⅰ資料集≫ 

５ 輸送・交通関係 

 Ⅰ-58 

５ 輸送・交通関係 
 

資料５-１ 深谷市指定の緊急輸送道路 

 

深谷市指定の緊急輸送道路 
 

番号 路線名 

① 市道幹１号線（市役所西通り線） 

② 市道幹 25号線（北通り線） 

③ 市道幹 51号線 

④ 市道幹 14号線・Ａ-363 号 

⑤ 県道弁財深谷線 

⑥ 市道幹 39号線（日赤通り） 

⑦ 市道幹３号線（南通り線）・幹 41号線・市道Ｇ-365 号線 

⑧ 市道Ｈ-319 号線 

⑨ 市道幹 10号線 

⑩ 県道針ケ谷岡線・市道幹３号線（コスモス街道） 

⑪ 市道幹 86号線・市道Ｑ-576 号線 

⑫ 主要地方道熊谷寄居線・市道幹 95号線 

⑬ 
主要地方道花園本庄線・市道幹２号線・市道幹 127 号線・市道幹 130 号線 

・市道幹 146 号線 
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資料５-２ 県指定緊急輸送道路（深谷市） 

 

県指定緊急輸送道路（深谷市） 
令和２年９月 

区分 基準 道路名 

第一次特定緊急輸送道路 

消火活動や人命救助
を最優先として高速
道路や国道など４車
線道路とこれを補完
する広域幹線道路と
する 

①国道17号 
②国道 17 号深谷バイパス 
③国道 17 号上武道路 
④国道140号（バイパス） 
⑯国道 254 号 
⑰関越自動車道 

 

第一次緊急輸送道路 
地域間の支援活動と
してネットワークさ
せる主要幹線路線 

⑤国道17号 
⑦県道深谷東松山線 
⑮市道幹２号 

 

第二次緊急輸送道路 

地域内の防災拠点な
どを連絡する路線 

⑥県道伊勢崎深谷線 
⑧県道深谷寄居線 
⑨⑩県道深谷嵐山線 
⑪県道熊谷児玉線 
⑫県道小前田児玉線 
⑬県道新野岡部停車場線 
⑭県道針ケ谷岡線 
⑱国道 140 号 

⑲市道 D-308 号 
⑳市道 N-122 号 
㉑市道幹 54 号 
㉒市道幹 ２ 号 
㉓市道幹 38 号 
㉔市道幹 39 号 
㉕国道 140 号 
㉖県道菅谷寄居線 

出典）「深谷市建築物耐震改修促進計画」令和３年３月 

 

 
県指定緊急輸送道路（令和２年９月）  
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資料５-３ 臨時ヘリポート指定地 

 

臨時ヘリポート指定地 
 

施設名 所在地 発着場面積（㎡） 管理者 

仙元山公園グラウンド(多目的広場) 上野台 2526 15,481 市公園緑地課 

豊里グラウンド 中瀬地先 17,334 市公園緑地課 

岡部中央グラウンド 山河 1-1 15,000 市教育委員会 

川本天神グラウンド 菅沼 1055 16,200 市教育委員会 

花園消防署 小前田 537 5,600 市消防本部 

深谷市消防本部 上敷免 858 7,626 市消防本部 
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６ 生活再建支援関係 
 

資料６-１ 深谷市被災建築物応急危険度判定要綱（平成 18 年１月１日告示第 215 号） 

 

深谷市被災建築物応急危険度判定要綱 
 

平成 18 年１月１日 

告示第 215 号  

(趣旨) 

第１条 この告示は、地震により多くの建築物が被災した場合に、余震等による被災建築物の倒

壊及び部材の落下等から生ずる二次災害を防止し、住民の安全の確保を図るため、被災建築物

応急危険度判定に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

(定義) 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 判定 

地震により被災した建築物の余震等による倒壊及び部材の落下等から生ずる二次災害を防

止し、住民の安全の確保を図るため、被災建築物の被害の状況を調査し、余震等による二次

災害発生の危険度の判定、表示等を行うことをいう。 

(2) 応急危険度判定士 

判定の業務に従事する者として、埼玉県被災建築物応急危険度判定士認定要綱に基づき埼

玉県知事の認定を受けた者又は埼玉県以外の都道府県の知事が定める者をいう。 

(3) 応急危険度判定コーディネーター 

判定の実施に当たり、判定実施本部、判定支援本部及び災害対策本部と応急危険度判定士

との連絡調整に当たる市職員及び判定業務に精通した埼玉県内の建築関連団体等に属する者

をいう。 

 

(判定実施の決定等) 

第３条 市長は、地震により相当数の建築物が被災し、余震等により二次災害の発生のおそれが

あると判断したときは、直ちに判定の実施を決定し、判定実施本部の設置その他必要な措置を

講ずるものとする。 

２ 市長は、地震災害に備え、判定実施本部の体制について、あらかじめ整備しておくものとす

る。 

 

(判定計画) 

第４条 市長は、判定の対象となる建築物の範囲及び応急危険度判定士、応急危険度判定コーデ

ィネーターその他の判定業務従事者(以下「応急危険度判定士等」という。)の人員等に関する

判定計画を定めるものとする。 

２ 前項の判定計画には、あらかじめ地震の規模、被災建築物等を推定し、判定を行うべき施設、

区域及び判定対象建築物の決定等の基準を整備しておくものとする。 

 

(埼玉県との連絡調整等) 

第５条 市長は、判定実施本部を設置したときは、埼玉県に速やかに連絡するものとする。 

２ 市長は、判定実施の決定に伴い、被災建築物数及び応急危険度判定士等の配置計画から、短

期に判定を終了することが困難と思われるとき等は、埼玉県知事に対して判定に関する支援を

要請することができる。 

３ 判定実施本部の長は、埼玉県知事が判定支援本部を設置したときは、判定支援本部の長に対

し被災状況を随時報告するとともに、支援の内容、支援開始時期等について協議及び調整をす

るものとする。 

 

(判定体制の周知) 
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第６条 市長は、判定体制の充実のため、埼玉県及び彩の国既存建築物地震対策協議会と協力し

て広報等を行い、判定活動の周知に努めるものとする。 

 

(応急危険度判定士等の確保、判定の実施体制等) 

第７条 市長は、応急危険度判定士等を招集するための連絡網を作成し、判定実施時における応

急危険度判定士等の速やかな確保に努めるものとする。 

 

(応急危険度判定コーディネーターの任命) 

第８条 市長は、判定実施本部と応急危険度判定士等との連絡調整及び応急危険度判定士等に対

するガイダンス等を行うため、市職員及び応急危険度判定士の中から応急危険度判定コーディ

ネーターを任命するものとする。 

 

(判定の方法及び判定結果の表示) 

第９条 判定は、全国被災建築物応急危険度判定協議会で定める判定調査票に基づき実施するも

のとする。 

２ 判定を実施した被災建築物については、判定結果に基づき、当該建築物の見やすい場所に危

険、要注意又は調査済のいずれかの表示を行うものとする。 

 

(応急危険度判定士等の判定区域までの移動方法及び宿泊場所の設定等) 

第 10 条 市長は、応急危険度判定士等の判定区域までの移動について、判定実施の決定後速やか

に、被災状況等を検討し、輸送方法を手配するものとする。 

２ 市長は、応急危険度判定士等の食料を準備し、及び必要に応じ宿泊施設の確保等を行うもの

とする。 

 

(資機材の調達及び備蓄) 

第 11 条 市長は、判定活動に必要な判定用資機材の調達及び備蓄を行うものとする。 

 

(判定活動等における補償) 

第 12 条 市長は、判定活動に民間の判定士等を判定活動に従事させる場合は、全国被災建築物応

急危険度判定協議会が定める全国被災建築物応急危険度民間判定士等補償制度運用要領に基づ

く補償制度を適用するものとする。 

 

附 則 

(施行期日) 

１ この告示は、平成 18年１月１日から施行する。 

 

(経過措置) 

２ この告示の施行の日の前日までに、合併前の深谷市被災建築物応急危険度判定要綱(平成 16

年深谷市告示第 149 号)の規定によりなされた手続その他の行為は、この告示の相当規定により

なされたものとみなす。 
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資料６-２ 深谷市被災宅地危険度判定実施要綱（平成18年１月１日告示第216号） 

 

深谷市被災宅地危険度判定実施要綱 
 

平成 18 年１月１日 

告示第 216 号  

(趣旨) 

第１条 この告示は、災害対策本部が設置されることとなる規模の地震又は降雨等の災害(以下

「大地震等」という。)により、宅地が大規模かつ広範囲に被災した場合に、被災宅地危険度判

定士を活用して被害の発生状況を迅速かつ的確に把握し、危険度判定を実施することに関し必

要な事項を定めるものとする。 

 

(定義) 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 宅地 

宅地造成等規制法(昭和 36 年法律第 191 号)第２条第１号に規定する宅地の

うち住居である建築物の敷地及び危険度判定実施本部長が危険度判定の必要を

認める建築物等の敷地並びにこれらに被害を及ぼすおそれのある土地をいう。 

(2) 危険度判定 

宅地判定士の現地踏査により、宅地の被災状況を調査し、変状項目ごとの配

点から危険度を分類することをいう。 

(3) 危険度判定実施本部 

危険度判定を実施するために市の災害対策本部に設置する組織をいう。 

(4) 被災宅地危険度判定士 

危険度判定を実施する者として埼玉県被災宅地危険度判定士登録要綱に基づ

き埼玉県知事が被災宅地危険度判定士として登録した者をいう。 

(5) 被災宅地危険度判定連絡協議会 

都道府県相互の支援等に関して事前に都道府県間の調整を行い、危険度判定

の実施体制の整備を図るために設置された組織をいう。 

 

(事前準備) 

第３条 市長は、危険度判定の実施に関する事項について、埼玉県と協議し、調

整に努めるものとする。 

２ 市長は、危険度判定の円滑な実施のため、体制の整備を行うものとする。  

３  市長は、危険度判定について住民に周知させるため必要な措置を講ずるもの

とする。 

 

(危険度判定の実施) 

第４条 市長は、大地震等の発生後に、宅地の被害に関する情報に基づき、危険

度判定の実施を決定するものとする。 

２  市長は、危険度判定の実施を決定した場合は、危険度判定の対象となる区域

及び宅地を定めるものとする。 

３  市長は、危険度判定の実施のための支援を埼玉県知事に要請することができ

る。 

４  市長は、被災宅地危険度判定士の協力の下に、危険度判定を実施するものと

する。 

 

 

(判定結果の表示等) 

第５条 市長は、２次災害を防止し、又は軽減するために、危険度判定の結果を

当該宅地に表示する等の必要な措置を講ずるものとする。 
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２ 前項の規定による危険度判定の結果の表示は、被災宅地危険度判定連絡協議

会の定めるところによる。 

 

(資機材の調達及び備蓄) 

第６条 市長は、危険度判定用資機材の調達及び備蓄に努めるものとする。  

 

(その他) 

第７条 この告示に定めるもののほか、危険度判定の実施に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

 

附 則 

(施行期日) 

１ この告示は、平成 18 年１月１日から施行する。 

 

(経過措置) 

２  この告示の施行の日の前日までに、合併前の深谷市被災宅地危険度判定実施

要綱(平成 16 年深谷市告示第 150 号)の規定によりなされた手続その他の行為は、

この告示の相当規定によりなされたものとみなす。 
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資料６-３ 応急仮設住宅設置要領 

 

応急仮設住宅設置要領 
 

１ 目 的 

応急仮設住宅は、災害により住家が全壊、全焼又は流出し、居住する住家がない者であって、

自らの資力では住家を確保することのできないものに建設し供与することにより、一時的な居住

の安定を図ることを目的とする。 

 

２ 対象者 

応急仮設住宅に入居できる者は、次の各号に該当するものとする。 

(1) 住家が全壊、全焼又は流失し、他に居住する住家がない者 

(2) 自らの資力では、住家を得ることのできないもの 

 

３ 規模及び費用 

１戸当たりの規模は、応急救助の趣旨を踏まえ、実施主体が地域の実情、世帯構成等に応じて

設定し、その設置のために支出できる費用は、設置にかかる原材料費、労務費、付帯設備工事費、

輸送費及び建築事務費等の一切の経費として 5,714,000 円以内とする。 

 

４ 工事施行の方法 

(1) 原則として知事が建設するが、救助の迅速を図るため、その建設を当該市に委任すること

ができる。 

(2) 委任を受けた市は、請書（様式１）に応急仮設住宅に入居を要する者の名簿（様式２）を

添えて知事に提出すること。 

(3) 当該市長は、県の示す設計書を参考に、請負に付して建設すること。 

(4) 工事着工の際は、着工届（様式３）に契約書の写を添えて知事に提出すること。 

(5) 工事完了の際は、竣工届（様式４）を知事に提出し、検査を受けること。 

 

５ 工 期 

工事の最終の着工期限は、災害発生の日から 20 日以内であるができる限り速やかに着工及び竣

工すること。 

 

６ 敷 地 

(1) 原則として、公有地を利用すること。ただし、これら適当な公有地を利用することが困難

な場合は、民有地を利用することが可能であること。 

(2) 私有地を借用して設置する場合には、市長が、土地の所有権者又は借地権者と、借地契約

を結んでおくこと。 

(3) 借地料は、市の負担とすること。 

 

７ 入居者の決定 

(1) 市長は、必要に応じて市関係職員、議会議員、町内会長、民生委員等による協議会を開催

し、その意見を聴いて入居を要する者を決定し知事に提出すること。 

(2) 知事は入居者を決定して、市長に通知する。 

(3) 市長は、前項の決定を受け工事の完了次第入居手続きを進めること。 

 

８ 供 与 

(1) 供与期間は、完成の日から２年以内とすること。 

(2) 供与期間中の貸付料は、無料とすること。 

(3) 供与期間中に増改築を必要とする場合は、予め知事の承認を受けて行うこと。 

 

９ 維持管理 
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(1) 委任を受けた市長が、公営住宅に準じて維持管理をすること。 

(2) 供与期間中に入居者が退去した場合は、その旨知事に報告しその指示を受けること。 

 

10 指導監督 

(1) 設置については、知事が行うこと。 

(2) 工事については、知事が行うこと。 

 

11 繰替支弁金の支払い 

市長は、県の竣工検査が終了したときは、請求書（様式５）２部を知事に提出すること。ただ

し、知事が必要と認めるものは概算支払いを行うことができる。 

 

12 書類の提出 

市にあっては、知事へ提出すること。 

 

 

 

 

 

 

請 書（様式１） 

様式１ 

第    号 

年  月  日 

 

  埼 玉 県 知 事 様 

深谷市長         印 

 

請  書 

 

   年  月  日第   号をもって委任の通知を受けた災害救助法による応急

仮設住宅設置事業を次の条件により承諾します。 

 

記 

 

１ 設置戸数       戸 

２ 規模構造         円以内 

３ 着工期日     年  月  日まで 

４ 事業内容  上記の金額の範囲内で「災害救助法による応急仮設住宅設置要領」に基づき応

急仮設住宅の設置事業を行う。 
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応急仮設住宅に入居する者の名簿（様式２） 

様式２ 

 

応急仮設住宅に入居する者の名簿 

 

選考月日 

（深谷市） 

 選考順位 住所 氏名 家族数 職業 月収 世帯の状況  

       

       

       

       

       

       

（注）世帯の状況は、生活保護世帯、老人世帯、身体障害者世帯等の別を記入すること。 

 

 

 

 

 

 

災害救助法による応急仮設住宅の着工について（様式３） 

様式３ 

第    号 

年  月  日 

  埼 玉 県 知 事 様 

深谷市長         印  

 

災害救助法による応急仮設住宅の着工について 

 

   月  日第   号により委任された標記住宅については、下記のとおり着工

したのでお届けします。 

記 

１ 設置戸数         戸 

２ 着工月日     月   日 

３ 竣工予定     月   日 

４ 添付書類  請負業者の着工届の写 別紙のとおり 
（注）請負業者別に着工、竣工予定の違う場合には、その区分明細によりわけて記入すること｡ 
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災害救助法による応急仮設住宅の竣工について（様式４） 

様式４ 

第    号 

年  月  日 

  埼 玉 県 知 事 殿 

深谷市長         印  

 

災害救助法による応急仮設住宅の竣工について 

 

   月  日第   号により委任された標記住宅については、下記のとおり竣工

したのでお届けします。 

記 

 １ 設置戸数          戸 

 ２ 着工月日       月  日 

 ３ 竣工月日       月  日 

 ４ 市の竣工検査日    月  日 

 ５ 添付書類  請負業者の竣工届の写 別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

請求（概算・精算）書（様式５） 

様式５ 

 

請求（概算・精算）書 

 

    一金         円也 

 

ただし       による災害救助法による応急仮設住宅設置費    戸分上

記のとおり請求します。 

 

    年  月  日 

 

   埼 玉 県 知 事 殿 

深谷市長         印 

 

  添付書類    支出調書及び領収書の写 
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資料６-４ 応急仮設住宅用地の候補地 

 

応急仮設住宅用地の候補地 
 

候補地名 所在地 面積（㎡） 備考 

明戸農村公園 深谷市上増田 1055-2 19,673 160戸 

上柴中央公園 深谷市上柴町西 4-1-1 28,000 230戸 

つばき公園 深谷市上柴町東 5-6 10,000 80 戸 

柴崎公園 深谷市上柴町東 2-24-1 16,000 130戸 

東方公園 深谷市東方町 2-23 16,300 130戸 

東公園 深谷市幡羅町 1-14-1 20,900 120戸 

常盤公園 深谷市常盤町 58-2 12,200 100戸 

仙元山公園 深谷市上野台 2567 325,000 620戸 

北部運動公園 深谷市起会 162 44,500 370戸 

中瀬グラウンド 深谷市中瀬 726-1 5,670 94 戸 

岡部中央公園 深谷市山河 1318 1,170 19 戸 

川本公民館隣地 深谷市菅沼 1185-1 他 5,772 96 戸 

川本公民館隣地 深谷市菅沼 1019-3 他 2,464 41 戸 

川本南小西側 深谷市本田 4888-9 1,362 22 戸 

花園総合運動公園 深谷市小前田 2299 46,800 390戸 

注）「備考」欄の戸数は、1戸当たりの面積を 60㎡程度と想定している。 
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資料６-５ 深谷市災害弔慰金の支給等に関する条例（平成 18 年１月１日条例第 126 号） 

 

改正 

平成 25年９月 30日条例第 30号 

平成 31 年３月 22 日条例第３号 

令和元年 12 月 18 日条例第 33 号 
 

深谷市災害弔慰金の支給等に関する条例 
 

平成 18 年１月１日 

条例第 126 号 

 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 災害弔慰金の支給（第３条―第８条) 

第３章 災害障害見舞金の支給(第９条―第 11 条) 

第４章 災害援護資金の貸付け(第 12 条―第 15条) 

第５章 補則(第 16 条) 

 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和 48 年法律第 82 号。以下「法」

という。）及び災害弔慰金の支給等に関する法律施行令（昭和 48 年政令第 374 号。以下「令」

という。）の規定に準拠し、暴風、豪雨等の自然災害により死亡した市民の遺族に対する災

害弔慰金の支給を行い、自然災害により精神又は身体に著しい障害を受けた市民に災害障害

見舞金の支給を行い、並びに自然災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資

金の貸付けを行い、もって市民の福祉及び生活の安定に資することに関し必要な事項を定め

るものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に掲げるところによる。 

(１) 災害 暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波その他異常な自然現象により被害

が生ずることをいう。 

(２) 市民 災害により被害を受けた当時、市の区域内に住所を有した者をいう。 

第２章 災害弔慰金の支給 

（災害弔慰金の支給） 

第３条 市は、市民が令第１条に規定する災害（以下この章及び次章において「災害」とい

う。）により死亡したときは、その者の遺族に対し、災害弔慰金の支給を行うものとする。 

（災害弔慰金を支給する遺族） 

第４条 災害弔慰金を支給する遺族の範囲は、法第３条第２項の遺族の範囲とし、その順位は、

次に掲げるとおりとする。 

(１) 死亡者の死亡当時において、死亡者により生計を主として維持していた遺族（兄弟姉

妹を除く。以下この項において同じ。）を先にし、その他の遺族を後にする。 

(２) 前号の場合において、同順位の遺族については、次に掲げる順序とする。 

ア 配偶者 

イ 子 

ウ 父母 

エ 孫 
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オ 祖父母 

(３) 死亡者に係る配偶者、子、父母、孫又は祖父母のいずれもが存しない場合であって兄

弟姉妹がいるときは、その兄弟姉妹（死亡者の死亡当時その者と同居し、又は生計を同

じくしていた者に限る。）に対して、災害弔慰金を支給するものとする。 

２ 前項の場合において同順位の父母については、養父母を先にし、実父母を後にし同順位の

祖父母については、養父母の父母を先にし、実父母の父母を後にし父母の養父母を先にし、

実父母を後にする。 

３ 遺族が遠隔地にある場合その他の事情により、前２項の規定により難いときは、前２項の

規定にかかわらず、第１項の遺族のうち、市長が適当と認める者に支給することができる。 

４ 前３項の場合において、災害弔慰金の支給を受けるべき同順位の遺族が２人以上あるとき

は、その１人に対してした支給は、全員に対しなされたものとみなす。 

（災害弔慰金の額） 

第５条 災害により死亡した者１人当たりの災害弔慰金の額は、その死亡者が死亡当時におい

てその死亡に関し災害弔慰金を受けることができることとなる者の生計を主として維持して

いた場合にあっては 500 万円とし、その他の場合にあっては 250 万円とする。ただし、死亡

者がその死亡に係る災害に関し既に次章に規定する災害障害見舞金の支給を受けている場合

は、これらの額から当該支給を受けた災害障害見舞金の額を控除した額とする。 

（死亡の推定） 

第６条 災害の際現にその場に居合わせた者についての死亡の推定については、法第４条の規

定によるものとする。 

（支給の制限） 

第７条 災害弔慰金は、次の各号に掲げる場合には支給しない。 

(１) 当該死亡者の死亡が、その者の故意又は重大な過失により生じたものである場合 

(２) 令第２条に規定する場合 

(３) 災害に際し、市長の避難の指示に従わなかったことその他の特別の事情があるため、

市長が支給を不適当と認めた場合 

（支給の手続） 

第８条 市長は、災害弔慰金の支給を行うべき事由があると認めるときは、規則で定めるとこ

ろにより支給を行うものとする。 

２ 市長は、災害弔慰金の支給に関し遺族に対し、必要な報告又は書類の提出を求めることが

できる。 

第３章 災害障害見舞金の支給 

（災害障害見舞金の支給） 

第９条 市は、市民が災害により負傷し、又は疾病にかかり、治ったとき（その症状が固定し

たときを含む。）に法別表に掲げる程度の障害があるときは、当該市民（以下「障害者」と

いう。）に対し、災害障害見舞金の支給を行うものとする。 

（災害障害見舞金の額） 

第 10 条 障害者１人当たりの災害障害見舞金の額は、当該障害者が災害により負傷し、又は疾

病にかかった当時においてその属する世帯の生計を主として維持していた場合にあっては 250

万円とし、その他の場合にあっては 125 万円とする。 

（準用規定） 

第 11条 第７条及び第８条の規定は、災害障害見舞金について準用する。 

第４章 災害援護資金の貸付け 

（災害援護資金の貸付け） 

第 12 条 市は、令第３条に掲げる災害により法第 10 条第１項各号に掲げる被害を受けた世帯

の市民である世帯主に対し、その生活の立て直しに資するため、災害援護資金の貸付けを行
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うものとする。 

２ 前項に掲げる世帯は、その所得について法第 10 条第１項に規定する要件に該当するもので

なければならない。 

（災害援護資金の限度額等） 

第 13 条 災害援護資金の１災害における１世帯当たりの貸付限度額は、災害による当該世帯の

被害の種類及び程度に応じ、それぞれ次に掲げるとおりとする。 

(１) 療養に要する期間がおおむね１月以上である世帯主の負傷（以下「世帯主の負傷」と

いう。）があり、かつ、次のいずれかに該当する場合 

ア 家財についての被害金額がその家財の価額のおおむね３分の１以上である損害（以下

「家財の損害」という。）及び住居の損害がない場合 1,500,000 円 

イ 家財の損害があり、かつ、住居の損害がない場合 2,500,000 円 

ウ 住居が半壊した場合 2,700,000 円 

エ 住居が全壊した場合 3,500,000 円 

(２) 世帯主の負傷がなく、かつ、次のいずれかに該当する場合 

ア 家財の損害があり、かつ、住居の損害がない場合 1,500,000 円 

イ 住居が半壊した場合 1,700,000 円 

ウ 住居が全壊した場合（エの場合を除く。） 2,500,000 円 

エ 住居の全体が滅失（全壊、全焼、流失を含む。）した場合 3,500,000 円 

(３) 第１号のウ又は前号のイ若しくはウにおいて、被災した住居を建て直すに際しその住

居の残存部分を取り壊さざるを得ない場合等特別の事情がある場合には、「2,700,000 円」

とあるのは「3,500,000 円」と、「1,700,000 円」とあるのは「2,500,000 円」と、

「2,500,000 円」とあるのは「3,500,000 円」と読み替えるものとする。 

２ 災害援護資金の償還期間は、10 年とし、据置期間はそのうち３年（令第７条第２項括弧書

の場合は、５年）とする。 

（利率） 

第 14 条 災害援護資金は、据置期間中は無利子とし、据置期間経過後はその利率を延滞の場合

を除き年３パーセント以内で規則で定める率とする。 

（償還等） 

第 15条 災害援護資金は、年賦償還、半年賦償還又は月賦償還とする。 

２ 償還方法は、元利均等償還の方法とする。ただし、災害援護資金の貸付けを受けた者は、

いつでも繰上償還をすることができる。 

３ 償還金の支払猶予、償還免除、報告等、一時償還及び違約金については、法第 13条、第 14

条第１項及び第 16条並びに令第８条、第９条及び第 12条の規定によるものとする。 

第５章 補則 

（委任） 

第 16条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 18年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日までに、合併前の深谷市災害弔慰金の支給等に関する条例（昭

和 49 年深谷市条例第 33 号）、岡部町災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和 49 年岡部町条

例第290号）、川本町災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和49年川本町条例第11号）又は

花園町災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和 49 年花園町条例第 10 号）の規定によりなさ

れた処分、手続その他の行為は、それぞれこの条例の相当規定によりなされたものとみなす。 

 

附 則（平成 25 年９月 30 日条例第 30号） 
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この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 31 年３月 22 日条例第３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 31年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の深谷市災害弔慰金の支給等に関する条例第 14 条及び第 15 条第３項

の規定は、この条例の施行の日以後に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災

害援護資金の貸付けについて適用し、同日前に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に

対する災害援護資金の貸付けについては、なお従前の例による。 

 

附 則（令和元年 12 月 18 日条例第 33号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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資料６-６ 深谷市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則（平成 18 年１月１日規則第 81 号） 

 

改正 

平成 28 年２月 12 日規則第３号 

平成 31 年３月 11 日規則第４号 

令和元年 12 月 18 日規則第 24号 

 

深谷市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則 
 

平成 18 年１月１日 

規則第 81 号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、深谷市災害弔慰金の支給等に関する条例（平成 18 年深谷市条例第 126 号。

以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（支給の手続） 

第２条 市長は、条例第３条の規定により災害弔慰金を支給するときは、次に掲げる事項の調査

を行った上、災害弔慰金の支給を行うものとする。 

(１) 死亡者（行方不明者を含む。以下同じ。）の氏名、性別及び生年月日 

(２) 死亡（行方不明を含む。）の年月日及び死亡の状況 

(３) 死亡者の遺族に関する事項 

(４) 支給の制限に関する事項 

(５) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（必要書類の提出） 

第３条 市長は、市の区域外で死亡した市民の遺族に対し、死亡地の官公署の発行する災害証明

書を提出させるものとする。 

２ 市長は、市民でない遺族に対しては、遺族であることを証明する書類を提出させるものとす

る。 

（支給の手続） 

第４条 市長は、条例第９条の規定により災害障害見舞金を支給するときは、次に掲げる事項の

調査を行った上、災害障害見舞金の支給を行うものとする。 

(１) 障害者の氏名、性別及び生年月日 

(２) 障害の原因となる負傷又は疾病の状態となった年月日及び負傷又は疾病の状況 

(３) 障害の種類及び程度に関する事項 

(４) 支給の制限に関する事項 

(５) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（必要書類の提出） 

第５条 市長は、市の区域外で障害の原因となる負傷又は疾病の状態となった市民に対し、負傷

し、又は疾病にかかった地の官公署の発行する被災証明書を提出させるものとする。 

２ 市長は、障害者に対し、災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和 48 年法律第 82 号）別表に

規定する障害を有することを証明する医師の診断書（様式第１号）を提出させるものとする。 

（借入れの申込み） 

第６条 災害援護資金（以下「資金」という。）の貸付けを受けようとする者（以下「借入申込

者」という。）は、保証人を立てなければならない。ただし、貸付を受けようとする資金の金

額が 30 万円を超えない場合には、この限りでない。 

２ 前項の保証人は、災害援護資金の貸付けを受けた者と連帯して債務を負担するものとし、そ

の保証債務は、令第９条の違約金を包含するものとする。 

３ 借入申込者は、次に掲げる事項を記載した災害援護資金借入申込書（以下「借入申込書」と

いう。様式第２号）を市長に提出しなければならない。 
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(１) 借入申込者の住所、氏名及び生年月日 

(２) 貸付けを受けようとする資金の金額、償還の期間及び方法 

(３) 貸付けを受けようとする理由及び資金の使途についての計画 

(４) 保証人となるべき者に関する事項 

(５) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

４ 借入申込書には、次に掲げる書類を添えなければならない。 

(１) 世帯主の負傷を理由とする借入申込書にあっては、医師の療養見込期間及び療養概算額

を記載した診断書 

(２) 被害を受けた日の属する年の前年（当該被害を１月から５月までの間に受けた場合にあ

っては前々年とする。以下この号において同じ。）において、他の市町村に居住していた

借入申込者にあっては、当該世帯の前年の所得に関する当該市町村長の証明書 

(３) その他市長が必要と認めた書類 

５ 借入申込者は、借入申込書を、その者の被災の日の属する月の翌月１日から起算して３箇月

を経過する日までに提出しなければならない。 

（調査） 

第７条 市長は、借入申込書の提出を受けたときは、速やかに、その内容を検討の上、当該世帯

の被害の状況、所得その他の必要な事項について調査を行うものとする。 

（貸付けの決定） 

第８条 市長は、借入申込者に対して資金を貸し付ける旨を決定したときは、貸付金の金額、償

還期間及び償還方法を記載した災害援護資金貸付決定通知書（様式第３号）を、借入申込者に

交付するものとする。 

２ 市長は、借入申込者に対して、資金を貸し付けない旨を決定したときは、災害援護資金貸付

決定不承認通知書（様式第４号）を借入申込者に交付するものとする。 

（借用書の提出） 

第９条 貸付決定通知書の交付を受けた者は、速やかに、保証人の連署した災害援護資金借用書

（様式第５号）に、資金の貸付けを受けた者（以下「借受人」という。）及び保証人の印鑑証

明書を添えて市長に提出しなければならない。 

（貸付金の交付） 

第 10条 市長は、前条の借用書と引き換えに貸付金を交付するものとする。 

（利率） 

第 11条 条例第 14条に定める利率は、無利子とする。 

（償還の完了） 

第 12 条 市長は、借受人が貸付金の償還を完了したときは、当該借受人に係る借用書及びこれに

添えられた印鑑証明書を遅滞なく返還するものとする。 

（繰上償還の申出） 

第 13 条 繰上償還をしようとする者は、繰上償還申出書（様式第６号）を市長に提出するものと

する。 

（償還金の支払猶予） 

第 14 条 借受人は、償還金の支払猶予を申請しようとするときは、支払猶予を受けようとする理

由、猶予期間その他市長が必要と認める事項を記載した償還金支払猶予申請書（様式第７号）

を、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、支払の猶予を認める旨を決定したときは、支払を猶予した期間その他市長が必要と

認める事項を記載した支払猶予承認通知書（様式第８号）を、当該借受人に交付するものとす

る。 

３ 市長は、支払の猶予を認めない旨の決定をしたときは、支払猶予不承認通知書（様式第９号）

を、当該借受人に交付するものとする。 

（違約金の支払免除） 
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第 15 条 借受人は、違約金の支払免除を申請しようとするときは、その理由を記載した違約金支

払免除申請書（様式第 10号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、違約金の支払免除を認める旨を決定したときは、違約金の支払免除した期間及び支

払を免除した金額を記載した違約金支払免除承認通知書（様式第 11 号）を当該借受人に交付す

るものとする。 

３ 市長は、支払免除を認めない旨を決定したときは、違約金支払免除不承認通知書（様式第 12

号）を、当該借受人に交付するものとする。 

（償還免除） 

第 16 条 災害援護資金の償還未済額の全部又は一部の償還の免除を受けようとする者（以下「償

還免除申請者」という。）は、償還免除を受けようとする理由その他市長が必要と認める事項

を記載した災害援護資金償還免除申請書（様式第 13 号）を、市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には、次の各号のいずれかの書類を添えなければならない。 

(１) 借受人の死亡を証する書類 

(２) 借受人が精神又は身体に著しい障害を受けて貸付金を償還することができなくなったこ

とを証する書類 

(３) 借受人が破産手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けたことを証する書類 

３ 市長は、償還の免除を認める旨を決定したときは、災害援護資金償還免除承認通知書（様式

第 14号）を、当該償還免除申請者に交付するものとする。 

４ 市長は、償還の免除を認めない旨を決定したときは、災害援護資金償還免除不承認通知書

（様式第 15 号）を、当該償還免除申請者に交付するものとする。 

（督促） 

第 17 条 市長は、償還金を納付期限までに納入しない者があるときは、督促状を発行するものと

する。 

（氏名又は住所の変更届等） 

第 18 条 借受人又は保証人について、氏名又は住所の変更等借用書に記載した事項に異動を生じ

たときは、借受人は速やかに、その旨を市長に氏名等変更届（様式第 16 号）を提出しなければ

ならない。ただし、借受人が死亡したときは、同居の親族又は保証人が代わってその旨を届け

出るものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成 18年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日の前日までに、合併前の深谷市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規

則（昭和 49 年深谷市規則第 31 号）、岡部町災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則（昭和

49 年岡部町規則第 91 号）、川本町災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則（昭和 49 年川本

町規則第４号）又は花園町災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則（昭和 55 年花園町規則第

16 号）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、それぞれこの規則の相当規定により

なされたものとみなす。 

 

附 則（平成 28 年２月 12 日規則第３号） 

この規則は、平成 28 年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成 31 年３月 11 日規則第４号） 

この規則は、平成 31 年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和元年 12 月 18 日規則第 24号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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様式第１号（第５条関係） 
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様式第２号（第６条関係） 
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様式第３号（第８条関係） 
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様式第４号（第８条関係） 
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様式第５号（第９条関係） 
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様式第６号（第 13条関係） 
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様式第７号（第 14条関係） 
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様式第８号（第 14条関係） 
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様式第９号（第 14条関係） 
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様式第 10号（第 15条関係） 
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様式第 11号（第 15条関係） 
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様式第 12号（第 15条関係） 
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様式第 13号（第 16条関係） 
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様式第 14号（第 16条関係） 
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様式第 15号（第 16条関係） 
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様式第 16号（第 18条関係） 
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資料６-７ 深谷市災害見舞金等支給要綱（平成 18 年１月１日告示第 53 号） 

 

改正 

平成 22 年１月 26 日告示第 23号 

平成 24 年７月６日告示第 214 号 

令和２年３月 30 日告示第 91号 

令和３年３月４日告示第 71 号 

 

深谷市災害見舞金等支給要綱 
 

平成 18 年１月１日 

告示第 53号 

 

（目的） 

第１条 この告示は、市内で発生した火災又は風水害その他の自然災害（以下「市内災害」とい

う。）により被害を受けた市民（以下「被災者」という。）又はその遺族に対し、災害見舞金

又は災害弔慰金（以下「見舞金等」という。）を支給することにより、市民の生活の安定及び

福祉の増進に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 全焼、全壊又は流失 市内災害による住家の焼失、損壊又は流失の部分の床面積がその

延床面積の７割以上に達したことをいう。 

(２) 半焼又は半壊 市内災害による住家の焼失又は損壊の部分の床面積がその延床面積の２

割以上７割未満に達したことをいう。 

(３) 床上浸水 市内災害のため浸水がその住家の床上に達したこと又は前２号に規定する場

合に該当しないが土砂等の堆積のため一時的にその住家に居住することができない状態と

なったことをいう。 

(４) 死亡 市内災害発生後１箇月以内に当該市内災害が原因で死亡し、又は死亡を確認する

ことができないが死亡したことが確実であると市長が認めた場合をいう。 

(５) 負傷 市内災害のため医師により１箇月以上の入院治療を要する旨の診断を受けた負傷

をいう。 

（見舞金等の支給） 

第３条 市長は、被災者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該被災者又はその遺族に対

し、見舞金等を支給する。 

(１) 市内災害によって現に居住する市内の住家に被害を受けたとき。 

(２) 市内災害によって死亡し、又は負傷をしたとき。 

(３) 前２号に定めるもののほか、市長が特に必要と認めたとき。 

（支給の対象者） 

第４条 見舞金等の支給を受けることができる被災者は、市内災害が発生したときに市内に居住

し、住民基本台帳法（昭和 42 年法律第 81 号）に基づき、市の住民基本台帳に記録されていた

者とする。 

２ 見舞金等を支給する遺族の範囲及び順位等は、深谷市災害弔慰金の支給等に関する条例（平

成 18年深谷市条例第 126 号）第４条の規定を準用する。 

（支給区分及び支給額） 

第５条 見舞金等は、次の表の区分に従い支給する。ただし、深谷市災害弔慰金の支給等に関す

る条例第３条及び第９条に規定する災害弔慰金又は災害障害見舞金が支給されるときは、見舞

金等は支給しない。 
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区分 見舞金等 

全焼、全壊又は流失 １世帯につき 10 万円 

半焼又は半壊 １世帯につき ５万円 

床上浸水 １世帯につき ５万円 

火災による水損（失火元を除く） １世帯につき ３万円 

死亡 １人につき  10 万円 

負傷 １人につき  ５万円 

 

（申請） 

第６条 見舞金等の支給を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、市内災害が発生し

た日から 14 日以内に市長に申請しなければならない。ただし、この期間内に申請し難い特別の

理由がある場合は、この限りでない。 

２ 前条に規定する死亡に関する見舞金等の支給に係る申請に際しては死亡届の写し又は住民票

の写しを、負傷に関する見舞金等の支給に係る申請に際しては医師の診断書を、死亡及び負傷

以外に関する見舞金等の支給に係る申請に際しては罹災証明書を添付しなければならない。た

だし、罹災証明書の添付は、火災による場合は当該証明に係る本人の同意により行う深谷市消

防本部への確認をもって代えることができ、火災以外による場合は資産税担当による調査報告

書をもって代えることができる。 

３ 第１項の規定による申請は、次の表に定める様式により行うものとする。 

区分 申請書 

第５条の表中 

死亡及び負傷以外の区分に該当 
災害見舞金(家屋)支給申請書(様式第１号) 

第５条の表中 

死亡の区分に該当 
災害弔慰金支給申請書(様式第２号) 

第５条の表中 

負傷の区分に該当 
災害見舞金支給申請書(様式第３号) 

 

（支給の決定等） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その事由を確認し、速やかに支給の可

否を決定の上、災害見舞金等支給決定通知書（様式第４号）により当該申請者に通知するもの

とする。 

（支給の制限） 

第８条 市長は、第３条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、見舞金等

を支給しないものとする。 

(１) 市内災害の原因が被災者の故意又は重大な過失によるものである場合 

(２) 申請の内容に偽りがあった場合 

（見舞金等の返還） 

第９条 市長は、前条に規定する場合において、既に見舞金等が支給されていたときは、その全

額又は一部を返還させることができるものとする。 

（台帳の備付け） 

第 10 条 見舞金等支給事務主管課は、見舞金等の支給区分、支給額等を明らかにするため、災害

見舞金等支給台帳（様式第５号）を備えるものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成 18年１月１日から施行する。 
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（経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに、合併前の深谷市災害見舞金等支給要綱（平成 14 年深谷市

告示第 73 号）の規定によりなされた手続その他の行為は、この告示の相当規定によりなされた

ものとみなす。 

 

附 則（平成 22 年１月 26 日告示第 23号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

 

附 則（平成 24 年７月６日告示第 214 号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成 24 年７月９日から施行する。ただし、第１条の改正規定、第２条の改正規

定、第３条の改正規定、第４条（見出しを含む。）の改正規定（同条第１項中「又は外国人登

録法（昭和 27 年法律第 125 号）により記録又は登録され」を「に基づき、市の住民基本台帳に

記録され」に改める部分を除く。）、第５条の表の改正規定、第６条第１項の改正規定、第７

条の改正規定、第８条の改正規定、様式第１号の改正規定、様式第２号の改正規定及び様式第

５号の改正規定は、公示の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第４条（「又は外国人登録法（昭和 27 年法律第 125 号）により記録又は登録され」

を「に基づき、市の住民基本台帳に記録され」に改める部分に限る。）の規定は、この告示の

施行の日以後に発生した市内災害に係る見舞金等の支給について適用し、同日前に発生した市

内災害に係る見舞金等の支給については、なお従前の例による。 

 

附 則（令和２年３月 30日告示第 91 号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

 

附 則（令和３年３月４日告示第 71 号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第５条の規定は、この告示の施行の日以後に発生した市内災害に係る見舞金等の支

給について適用し、同日前に発生した市内災害に係る見舞金等の支給については、なお従前の

例による。 
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様式第１号（第６条関係） 
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様式第２号（第６条関係） 
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様式第３号（第６条関係） 
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様式第４号（第７条関係） 
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資料６-８ 市民生活再建援護制度 

 

生活再建援護制度 
 

(1) 災害弔慰金・災害障害見舞金の支給 
■災害弔慰金の支給 

対象災害 

① 県内において自然災害で災害救助法による救助が行われた市町村がある場合、

県内全市町村の同一災害による被害が対象となる。 

② 当該市町村の区域内において自然災害により５世帯以上の住居の滅失があった

場合、当該市町村の災害による被害が対象となる。 

③ 県内において、自然災害により住居の滅失した世帯数が５以上の市町村が３以

上存在する場合、県内全市町村の同一災害による被害が対象となる。 

④ 自然災害で災害救助法が適用された市町村が複数の都道府県にある場合、全都

道府県（県内全市町村）の同一災害による被害が対象になる。 

支給対象 
① 上記の災害による死亡者（３ヶ月以上の行方不明者を含む） 

② 住居地以外の市町村の区域内（県外も含む）で災害に遭遇して死亡した者 

支給対象遺族 

死亡当時の配偶者（事実婚を含む）子、父母、孫、祖父母を対象とし、兄弟姉妹は

他の支給対象者がおらず、さらに死亡者の死亡当時に同居又は生計を同じくしてい

た場合に限る。 

支給額 
① 生計維持者が死亡した場合 500 万円 

② ①以外の場合 250 万円 

費用負担 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 

出典）埼玉県「埼玉県地域防災計画」令和３年３月 

 

■災害障害見舞金の支給 

対象災害 災害弔慰金の場合と同様である。 

支給対象者 上記の災害により精神又は身体に重度の障害を受けた者とする。 

支給額 
① 生計維持者  250 万円 

② ①以外の場合 125 万円 

費用負担 災害弔慰金の場合と同様である。 

出典）埼玉県「埼玉県地域防災計画」令和３年３月 
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(2) 災害援護資金の貸付 

■災害援護資金の貸付 

対象災害 
県内で自然災害により災害救助法による救助が行われた市町村が１箇所でもある場

合、県内全市町村の被害が対象となる。 

貸付け対象者 

上記の災害で被害を受けた世帯の世帯主に対して貸し付けられる。 

ただし、世帯の年間総所得が次の金額を超えた世帯は対象とならない。 

① 世帯員が１人    220 万円 

②  〃  ２人    430 万円 

③  〃  ３人    620 万円 

④  〃  ４人    730 万円 

⑤  〃  ５人以上  730万円に、世帯員の人数から４人を除いた者１人につき

30 万円を加算した額 

⑥ 住居が滅失した場合は、世帯員の人数にかかわらず 1,270 万円 

貸付け対象 

となる被害 

① 療養期間が１ヶ月以上である世帯主の負傷 

② 住居の全壊、半壊又は家財の被害額が時価の 1/3 以上の損害 

貸付け金額 

① 世帯主の１ヶ月以上の負傷     限度額 150 万円 

② 家財の 1/3 以上の損害               〃 150 万円 

③ 住居の半壊             〃 170(250)万円 

④ 住居の全壊             〃 250(350)万円 

⑤ 住居の全体が滅失若しくは流失    〃 350 万円 

⑥ ①と②が重複            〃 250 万円 

⑦ ①と③が重複            〃 270(350)万円 

⑧ ①と④が重複            〃 350 万円 

※（ ）は、特別の事情がある場合の額 

償還期間 10 年間とし、据置期間は、そのうち３年間 

利率 年３％以内で市町村の条例により設定。ただし据置期間中は無利子 

費用負担 貸付原資の 2/3 を国庫補助、1/3 を県負担とする。 

出典）埼玉県「埼玉県地域防災計画」令和３年３月 

 

(3) 生活福祉資金 

■災害を受けたことにより臨時に必要となる経費 

貸付対象者 

低所得世帯、障害者世帯、高齢者世帯（日常生活上療養又は介護を要する高齢者が属

する世帯に限る） 

※ただし、『災害弔慰金の支給に関する法律』に基づく災害援護資金の対象とならな

い世帯であること 

資金使途 減失した家財の購入、転居費用等 

貸付限度 150 万円以内 

貸付条件 
償還期間：６月以内の据置期間経過後、７年以内 

利率：年 1.5％（連帯保証人が要る場合は無利子） 

出典）埼玉県「埼玉県地域防災計画」令和３年３月 

 

■住宅の補修等に必要な経費 

貸付対象者 

低所得世帯、障害者世帯、高齢者世帯（日常生活上療養又は介護を要する高齢者が属

する世帯に限る） 

※ただし、『災害弔慰金の支給に関する法律』に基づく災害援護資金の対象とならな

い世帯であること 

資金使途 現在家屋が被災したことによる補修費用や改築費用 

貸付限度 250 万円以内 

貸付条件 
償還期間：６月以内の据置期間経過後、７年以内 

利率：年 1.5％（連帯保証人が要る場合は無利子） 

出典）埼玉県「埼玉県地域防災計画」令和３年３月  
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(4) 被災者生活再建支援制度 

 

目的 被災者生活再建支援金を支給し、被災者の自立した生活の開始を支援する。 

対象災害 
自然災害（暴風、豪雨、豪雪、高潮、洪水、地震、津波、噴火、その他の異常な自然

現象より生ずる災害） 

対象災害の 

規模 

政令で定める自然災害 

①災害救助法施行令第１条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する被害が発生

した市町村における自然災害 

②市町村において 10 以上の世帯の住宅が全壊した自然災害 

③県において 100 以上の世帯の住宅が全壊した自然災害 

④①又は②の市町村を含む都道府県で、５世帯以上の住宅が全壊する被害が発生した

市町村（人口 10 万人未満に限る）における自然災害 

⑤５世帯以上の住宅が全壊する被害が発生し、①～③の区域に隣接する市町村（人口

10 万人未満に限る）における自然災害 

支援対象世帯 

住宅が全壊（全焼・全流失等）した世帯その他これに準ずる程度の被害を受けたと認

められる世帯として政令で定めるもの 

①住宅が全壊した世帯 

②住宅が半壊し、又は敷地に被害が生じ、倒壊防止等やむを得ない事由により住宅を

解体した世帯 

③災害が継続し、長期にわたり居住不能な状態が継続することが見込まれる世帯 

④大規模半壊の被害を受けたと認められる世帯 

⑤中規模半壊の被害を受けたと認められる世帯 
※全壊：損害割合 50％以上 
半壊：損害割合 20％以上 50％未満 
大規模半壊：損害割合 40％以上 50％未満 
中規模半壊：損害割合 30％以上 40％未満 

支援金の額 

支給額は、以下の２つの支援金の合計額となる。 

（※世帯人数が１人の場合は、各該当欄の金額の３／４の額） 

①住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 
住宅の 
被害程度 

全壊 解体 長期避難 大規模半壊 

支給額 100 万円 100 万円 100 万円 50 万円 

②住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 
＜全壊等＞ 

住宅の 
再建方法 

建設・購入 補修 
賃借 

(公営住宅以外) 

支給額 200 万円 100 万円 50 万円 

＜中規模半壊＞ 

住宅の 
再建方法 

建設・購入 補修 
賃借 

(公営住宅以外) 

支給額 100 万円 50 万円 25 万円 

※一旦住宅を賃借した後、自ら居住する住宅を建設・購入(又は補修)する場合は、差額を支給 

市町村 

①住宅の被害認定 

②り災証明書等必要書類の発行 

③被災世帯の支給申請等にかかる窓口業務 

④支給申請書等の必要書類のとりまとめ及び県への送付 

県 

①被害状況のとりまとめ 

②災害が法適用となる場合の内閣府等への報告及び公示 

③支給申請書等の必要書類のとりまとめ及び支援法人への送付 

被災者生活 

再建支援法人 

①国への補助金交付申請等 

②支援金の支給 

③支給申請書の受領・審査・支給決定 

④申請期間の延長・報告 

国（内閣府） 被災者生活再建支援法人への補助金交付等 

出典）埼玉県「埼玉県地域防災計画」令和３年３月  
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(5) 災害復興住宅融資 

■建設資金融資 

貸付対象者 

住宅が「全壊」、「大規模半壊」又は「半壊」した旨の「罹災証明書」を交付されて

いる者で、１戸当たりの住宅部分の床面積が 13 ㎡以上 175 ㎡以下の住宅を建設する

者。 

建物と同時に宅地について被害を受け、宅地が流出して新たに宅地を取得する者に土

地取得資金、整地を行う者に整地資金をそれぞれ建物資金とあわせて融資する。 

貸付限度 

①建設資金（基本融資額）  ：1,460 万円以下 

②建設資金（特例加算額）  ：450 万円以下 

③土地取得資金（基本融資額）：970 万円以下 

④整地資金（基本融資額）  ：390 万円以下 

利率 
基本融資額年 1.20％ 

特例加算額年 2.10％ 

償還期間 

耐火、準耐火・木造（耐久性）35 年以内 

木造（一般）25 年以内 

通常の償還期間に加え３年以内の元金据置期間を設定できる。（ただし、借入申込日

現在の申込本人の年齢（１歳未満切り上げ）に償還期間（据置期間を含む。)を加え

た年齢が 80 歳を超えないことが必要。) 

その他 
住宅が「大規模半壊」又は「半壊」した旨の「罹災証明書」を交付されている者は

「住宅の被害状況に関する申出書」の提出が必要。 

出典）埼玉県「埼玉県地域防災計画」令和３年３月 

 

■補修資金融資 

貸付対象者 

住宅に 10 万円以上の被害が生じ、「罹災証明書」（罹災の程度は問わない）を交付

されている者 

また、補修する家屋を移転する者に引方移転資金、宅地に被害を受け整地を行う者に

は整地資金を補修資金とあわせて融資する。 

貸付限度 
①補修資金        640 万円以下 

②引方移転資金・整地資金 390 万円以下 

利率 基本融資額年 1.20％ 

償還期間 

20 年以内 

通常の償還期間に加え１年以内の元金据置期間を設定できる。（但し、借入申込日現

在の申込本人の年齢（１歳未満切り上げ）に償還期間(据置期間を含む。)を加えた年

齢が 80 歳を超えないことが必要。) 

出典）埼玉県「埼玉県地域防災計画」令和３年３月 
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資料６-９ 地域経済再建のための援護制度 

 

地域経済再建のための援護制度 
 

(1) 農林業関係融資 
■天災融資法第２条第１項の規定に基づく資金融資 

貸付相手方 被害農林漁業者 

貸付対象 

事業資金使途 

種苗、肥料、飼料、薬剤、農機具、家畜又は家きん、薪炭原木、しいたけ、ほだ木、漁

具、稚魚、稚貝、餌料、漁業用燃油の購入、漁船の建造又は取得、労賃、水利費、共済

掛金（農業共済又は漁業共済）の支払い等 

貸付利率 年 3.0％以内、年 5.5％以内、年 6.5％以内 

償還期限 ３～６年以内（ただし、激甚災害のときは４～７年以内） 

貸付限度額 
市長の認定した損失額又は 200万円（一般）のいずれか低い額（激甚災害のときは 250万

円） 

融資機関 農業協同組合、森林組合、漁業協同組合又は金融機関 

担保 保証人 

その他 市長の被害認定を受けたもの 

出典）埼玉県「埼玉県地域防災計画」令和３年３月 

 

 

■農林漁業施設資金（災害復旧資金）【日本政策金融公庫】 

貸付の相手方 

主要な事業用資産につき地震・津波などにより損害を受けた農林漁業者 

農業：農業を営む方 

林業：林業を営む方（育林業、素材生産業、薪炭生産業、樹苗養成事業又は特用林産

物生産事業に限る。） 

漁業：漁業を営む方（常時使用する従業員の数が300人以下かつ使用する漁船の合計総

トン数が 3,000 トン以下の方に限る。） 

資金の使いみち 

農業：農舎、畜舎、農産物処理加工施設、保管貯蔵施設、農機具等の復旧、果樹の改

植又は補植 

林業：素材、樹苗及び特用林産物の生産施設、林産物処理加工・流通・販売 施設及び

機械等の復旧 

漁業：漁船、漁具、漁場改良造成施設、内水面養殖施設、海面養殖施設、漁 船漁業用

施設等の復旧 

利率（年） 0.16％～0.30％（令和３年 11 月 18 日現在） 

返済期間 15 年（うち据置期間３年）以内 

融資限度額 事業費の 80％又は１施設当たり 300 万円 

出典）日本政策金融公庫ホームページ、農林水産省ホームページ 

 

 

■農林漁業セーフティネット資金【日本政策金融公庫】 

貸付の 

相手方 

ご
利
用
い
た
だ
け
る
方 

認定農業者（農業経営改善計画を作成して市町村長の認定を受けた個人・法人） 

認定新規就農者（青年等就農計画を作成して市町村の認定を受けた個人・法人） 

その他 

（個人）農業所得が総所得の過半を占める、または農業祖収益が 200 万円以上の方 

（法人）農業売上高が総売上高の過半を占める、または農業売上高が1,000万円以上の

法人 

林業経営改善計画の認定を受けている方 

その他 

（個人）林業所得が総所得の過半を占める、または林業粗収益が 200 万円以上の方 

（法人）林業売上高が総売上高の過半を占める、または林業売上高が1,000万円以上の

法人 

漁業経営改善計画認定漁業者 

その他 
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（個人）漁業所得が総所得の過半を占める、または漁業粗収益が 200 万円以上の方 

（法人）漁業売上高が総売上高の過半を占める、または漁業売上高が1,000万円以上の

法人 

要
件 

以下のいずれかの状況に置かれている場合 

１．災害（台風、冷害、干ばつ、土砂崩壊、地震、雪害等）の被害を受けた。 

２．BSE や鳥インフルエンザ等の発生に伴う家畜の殺処分や、畜産物の移動制限を受け

た。森林病害虫等による行政指導を受けた。 

３．社会的又は経済的環境の変化による経営状況の悪化 

資金の使いみち 農林漁業経営の維持安定に必要な資金 

利率（年） 

0.16％～0.30％ 

※但し、災害により被害を受けた農業者に向けた融資においては、災害毎に利率が設

定される。［例：令和元年台風 19 号 0.06％（R１.10.21 現在）］ 

返済期間 10 年以内（うち据置期間３年以内） 

融資限度額 

600 万円 

簿記記帳農林漁業者：年間経営費の6/12又は粗収益の6/12に相当する額のいずれか低

い額 

備考 

災害により、金利や担保が提示される（農林水産省ホームページ参照） 

［例：令和元年台風 19 号 

・利子助成により、貸付当初５年間実質無利子での融資を受けることが可能（間接

的に被害を受けた農業者を含む） 

・実質無担保・無保証人での融資を受けることが可能］ 

出典）日本政策金融公庫ホームページ、農林水産省ホームページ 

 

 

■農業経営基盤強化資金（スーパーＬ資金）【日本政策金融公庫】 

貸付の相手方 

認定農業者（農業経営改善計画を作成して市町村長の認定を受けた個人・法人） 

※なお、個人の場合、簿記記帳を行っていること、または今後簿記記帳を行うことが

条件となります。 

資金の使いみち 

農業経営改善計画の達成に必要な次の資金  

ただし、経営改善資金計画を作成し、市を事務局とする特別融資制度推進会議の認定

を受けた事業に限る。 

農地等：取得、改良、造成 

施設・機械：農産物の処理加工施設、店舗などの流通販売施設 

果樹・家畜等：購入費、新植・改植費用、育成費 

その他の経営費：規模拡大や設備投資などに伴って必要となる原材料費、人件費など 

経営の安定化：負債の整理（制度資金は除く）など 

法人への出資金：個人が法人に参加するために必要な出資金等の支払い 

利率（年） 

0.16％～0.30％ 

※但し、災害により被害を受けた農業者に向けた融資においては、災害毎に利率が設

定される。［例：令和元年台風 19 号 0.06％（R１.10.21 現在）］ 

返済期間 25 年以内（うち据置期間 10 年以内） 

融資限度額 

【個人】３億円（特認６億円） 

【法人】10 億円（特認 20 億円［一定の場合 30 億円］） 

※このうち経営の安定化のための資金の融資限度額は個人 6,000 万円（特認１億 2,000

万円）、法人２億円（特認 6 億円） 

※法人の場合、特認の利用に際しては、民間金融機関からの資金調達などの要件あり 

備考 

災害により、金利や担保が提示される（農林水産省ホームページ参照） 

［例：令和元年台風 19 号 

・利子助成により、貸付当初５年間実質無利子での融資を受けることが可能（間接

的に被害を受けた農業者を含む） 

・実質無担保・無保証人での融資を受けることが可能］ 

出典）日本政策金融公庫ホームページ、農林水産省ホームページ 
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■経営体育成強化資金【日本政策金融公庫】 

貸付の相手方 農業を営む個人、法人・団体 

資金の使いみち 

経営改善資金計画又は経営改善計画に基づいて行う農業経営の改善を図るために必要

な資金 

【前向き投資】 

１．農地等の取得・改良・造成 

２．施設・機械の取得 

３．家畜・果樹等の購入費、新植・改植費、育成費 

【償還負担の軽減（負債の整理）】 

１．再建整備（制度資金以外） 

２．償還円滑化（制度資金） 

利率（年） 

0.30％ 

※但し、災害により被害を受けた農業者に向けた融資においては、災害毎に利率が設

定される。［例：令和元年台風 19 号 0.06％（R１.10.21 現在）］ 

返済期間 25 年以内（うち据置期間３年以内）） 

融資限度額 

１～３の範囲内でかつその合計額が、個人１億5,000万円、農業を営む法人・団体（集

落営農組織を含む。）にあっては５億円。 

１．前向き投資 負担額の 80％ 

２．再建整備 

個人 1,000 万円（特認 1,750 万円、特定 2,500 万円） 

法人 4,000 万円 

３．償還円滑化 

経営改善計画期間中の５年間（特認 10 年間）において支払われる既往借入金等に

係る負債の各年の支払金の合計額に相当する額 

備考 

災害により、金利や担保が提示される（農林水産省ホームページ参照） 

［例：令和元年台風 19 号 

・利子助成により、貸付当初５年間実質無利子での融資を受けることが可能（間接

的に被害を受けた農業者を含む） 

・実質無担保・無保証人での融資を受けることが可能］ 

出典）日本政策金融公庫ホームページ、農林水産省ホームページ 
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■埼玉県農業災害対策特別措置条例に基づく資金融資 

貸付相手方 被害農業者 

資金使途 

種苗・肥料・飼料・薬剤・家畜・蚕種等の購入資金、ビニールハウス・その他プラスチ

ックハウス・ガラス室・果樹だな・蚕室・畜舎・放牧施設・畜産物の調整施設・きのこ

栽培施設・養魚施設・農産物倉庫及び農業用生産資材倉庫・農業用生産資材製造施設・

作業所の復旧に必要な資金等 

貸付利率 年 3.5％以内 

償還期間 ６年以内（据置１年） 

貸付限度額 市長の認定した損失額又は 500 万円のいずれか低い額 

融資機関 農業協同組合等 

担保 保証人、又は埼玉県農業信用基金協会の信用保証を付する 

その他 市長の被害認定を受けたもの 

出典）埼玉県「埼玉県地域防災計画」令和３年３月 

 

 

■農業災害補償 

支払の相手 当該共済加入の被災農家 

農業共済 

事業対象物 

農作物（水稲、陸稲、麦）、果樹（ぶどう、なし）、蚕繭（春蚕繭、初秋蚕繭、晩秋蚕

繭）、園芸施設（施設園芸用施設、附帯施設、施設内農作物）、畑作物（スイートコー

ン、大豆、茶）、家畜（乳用牛、肉用牛、馬、種豚、肉豚）、任意（建物、農機具） 

支払機関 農業共済組合 

出典）埼玉県「埼玉県地域防災計画」令和３年３月 

 

 

 

 

(2) 中小企業関係融資 

■経営安定資金（災害復旧資金） 

融資対象 

県内の被災中小企業者であって、次の各号に該当する者（組合含む） 

① 原則として県内で客観的に事業に着手しており、事業税を滞納していないこと 

② 保証対象業種に属する事業を営むものであること 

③ 経済産業大臣の指定する災害その他突発的事由の影響を受け、市町村長の認定

を受けている又は災害の影響を受け、市町村のり災証明を受けていること 

融資限度額 
設備資金 5,000 万円（組合の場合   １億円） 

運転資金 5,000 万円（組合の場合 6,000 万円） 

融資条件 

使途 設備資金及び運転資金 

貸付期間 設備資金 10 年以内 運転資金７年以内 

利率 
大臣指定等貸付 年 1.0％以内（令和２年度） 

知事指定等貸付 年 1.1％以内（ 〃 ） 

担保 金融機関及び埼玉県信用保証協会との協議により定める 

保証人 
個人：原則として不要 

法人：原則として代表者以外の連帯保証人は不要 

信用保証 埼玉県信用保証協会の信用保証を付する 

償還方法 元金均等月賦償還  据置期間２年以内 

申込受付場所 中小企業者は商工会議所及び商工会、中小企業組合は埼玉県中小企業団体中央会 

出典）埼玉県「埼玉県地域防災計画」令和３年３月 
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資料６-10 り災証明書 

 

（整理番号） 

 

り 災 証 明 書 
 

世帯主住所 
 

世帯主氏名 
 

（追加記載事項欄①） 
 

  

り災原因 年  月  日の        による 

  

被災住家の所在地 
 

住家の被害の程度 
□全壊  □大規模半壊  □中規模半壊 □半壊 

□準半壊 □準半壊に至らない（一部損壊） 

（追加記載事項欄②） 
 

※住家とは、現実に居住（世帯が生活の本拠として日常的に使用していることをいう。）のため

に使用している建物のこと。（被災者生活再建支援金や災害救助法による住宅の応急修理等の

対象となる住家） 

 

（追加記載事項欄③） 

 

 

上記のとおり、相違ないことを証明します。 

 

 

年 月 日 

 

 

深谷市長 
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７ その他 
 

資料７-１ 埼玉県緊急消防援助隊受援計画 

 

埼玉県緊急消防援助隊受援計画 
 

策定 平成 16 年 12 月 24 日 
改正 令和４年２月 

目次 
 第１章 総則 
 第２章 応援等の要請 
 第３章 受援体制 
 第４章 指揮体制及び通信運用体制 
 第５章 消防応援活動の調整等 
 第６章 応援等の引揚げの決定 
 第７章 その他 
 
第１章 総則 
 
（目的） 
第１ この計画は、緊急消防援助隊の応援等の要請等に関する要綱（平成 27年 3月 31日付け消防広第
74 号。以下「要請要綱」という。）第 40 条の規定に基づき、緊急消防援助隊の応援等を受ける場合
の受援体制について必要な事項を定め、緊急消防援助隊が円滑に活動できる体制の確保を図ること
を目的とする。 

 
（用語の定義） 
第２ 代表消防機関は、さいたま市消防局とする。 
２ 代表消防機関代行は、幹事消防本部とする。 
３ 前項までに定めるもののほか、用語については別表第１のとおりとする。 
 
第２章 応援等の要請 
 
（応援等の要請の手続等） 
第３ 緊急消防援助隊の応援等の要請は、別紙第１のとおり行うものとする。 
２ 被災地の市町村長は、大規模災害又は特殊災害が発生し、災害の状況並びに当該市町村を管轄す
る消防本部及び埼玉県内の消防力を考慮して、大規模な消防の応援等が必要であると判断した場合
は、埼玉県知事（以下「知事」という。）に対して、当該応援等が必要である旨を直ちに電話（災
害時優先通信、消防防災無線、地域衛星通信ネットワーク、防災行政無線、衛星携帯電話その他災
害時に有効な通信を行える手段を含む。以下同じ。）により連絡するものとする。 

３ 被災地の市町村長は、災害の概況、出動を希望する区域及び活動内容その他緊急消防援助隊の活
動のために必要な事項が明らかになり次第、知事に対して電話により連絡するものとする。 

なお、詳細な災害の状況及び応援等に必要な隊の種別や規模等に関する書面による連絡は、これ
らを把握した段階で、要請要綱別記様式１－２により速やかに行うものとする。 

４ 被災地の市町村長は、知事に対して第２項及び第３項の連絡ができない場合は、その旨を消防庁
長官（以下「長官」という。）に直ちに電話により連絡することができるものとし、事後、速やか
にその旨を知事に対して報告するものとする。 

５ 知事は、被災地の市町村長から電話により応援等が必要であるとの連絡を受け、災害の状況及び
埼玉県内の消防力を考慮して、緊急消防援助隊の応援等が必要な非常事態であると判断した場合は、
長官に対して、電話により応援等の要請を直ちに行うものとする。 

６ 知事は、次のいずれかに該当する災害が発生し、災害の状況及び県内消防応援隊の消防力を考慮
して、緊急消防援助隊の応援等が必要な非常事態であると判断した場合は、長官に対して、電話に
より応援等の要請を直ちに行うものとする。 

(1) 埼玉県内で震度６強以上の揺れを観測した場合 
(2) ＮＢＣ災害又はＮＢＣの発散が疑われる災害が発生した場合 
(3) その他甚大な被害が見込まれる大規模な災害が発生した場合(大規模火災、航空機事故、鉄道事

故、土砂災害等) 
７ 知事は、被災地の市町村長から連絡がない場合であっても、代表消防機関（代表消防機関が被災
している場合は、代表消防機関代行）と協議し、緊急消防援助隊の出動が必要であると判断した場
合は、長官に対して応援等の要請を行うものとする。 

８ 知事は、自衛隊法（昭和 29 年法律第 165 号）第 83 条の規定に基づく自衛隊の災害派遣要請を行う
場合又は緊急消防援助隊の応援等が必要な非常事態であるか否かの判断に迷う場合は、長官に対し
て、被害状況や消防活動の状況等を連絡し、対応について協議するものとする。 
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９ 知事は、災害の概況、出動を希望する区域及び活動内容その他緊急消防援助隊の活動のために必
要な事項が明らかになり次第、長官に対して電話により報告するものとする。 

なお、詳細な災害の状況及び応援等に必要な隊の種別や規模等に関する書面による連絡は、これ
らを把握した段階で、要請要綱別記様式１－１により速やかに行うものとする。 

10 知事は、電話による緊急消防援助隊の応援等の要請を行った場合は、その旨を、様式１により被
災地の市町村長及び県内各消防本部の消防長に対して埼玉県防災行政無線の一斉ＦＡＸにて通知す
るものとする。 

 
（緊急消防援助隊の応援等決定通知等） 
第４ 知事は、長官から要請要綱別記様式３－２により応援等決定通知を受けた場合は、その旨を、
様式１を通信書として要請要綱別記様式３－２を添付し、被災地の市町村長及び県内各消防本部の
消防長に対して通知するものとする。 

なお、被災地が複数に及び、出動の求め又は指示を行う段階で応援先市町村を指定することが困
難なため、長官が応援先都道府県に埼玉県を指定している場合、知事は長官と応援先市町村を調整
するものとする。 

２ 知事は、長官から要請要綱別記様式３－３により出動隊数通知を受けた場合は、その旨を、様式
１を通信書として要請要綱別記様式３－３を添付し、被災地を管轄する消防本部及び県内各消防本
部の消防長に対して通知するものとする。 

 
（迅速出動等適用時の対応） 
第５ 埼玉県内の消防本部は、要請要綱第５条に規定する出動準備を行う災害又は要請要綱第 30 条に
規定する迅速出動が適用となる災害が埼玉県内で発生した場合は、直ちに被害状況の収集、緊急消
防援助隊の応援等が必要な地域等の確認を行い、知事に対して報告するものとする。 

２ 知事は、前項に掲げる災害が埼玉県内で発生した場合は、早期に埼玉県内の被害状況、緊急消防
援助隊の応援等が必要な地域等について取りまとめ、長官に対して報告するものとする。 

３ 知事は、被害状況等により、緊急消防援助隊の応援が必要でないと判断した場合は、速やかに長
官に対して報告するものとする。 

 
（連絡体制） 
第６ 応援等の要請時の連絡体制は、次に掲げるとおりとする。 
(1) 応援等の要請時の連絡先は、別表第２－１、別表第２－２、別表第２－３及び別表第２－４まで

のとおりとする。 
(2) 埼玉県から各消防本部に対して連絡を行う場合は、原則として代表消防機関に対して連絡し、代

表消防機関は幹事消防本部に対して連絡し、幹事消防本部はブロック内消防本部に対して連絡する
ものとする。ただし、埼玉県防災行政無線等による一斉ＦＡＸの連絡手段が適当な場合はこの限り
ではない。 

(3) 連絡方法は、原則として有線電話又は有線ＦＡＸ（これと併せて電子メールによっても可能とす
る。）によるものとし、必要に応じて様式１を通信書とする。ただし、有線断絶時には主運用波、
埼玉県防災行政無線、消防防災無線、地域衛星通信ネットワーク等を活用するものとする。 

 
第３章 受援体制 
 
（消防応援活動調整本部の設置） 
第７ 知事は、被災地での緊急消防援助隊等の迅速かつ的確な活動等に資するため、被災地が２以上
ある場合において緊急消防援助隊の応援等を受けるときは、直ちに法第 44 条の２の規定に基づく消
防応援活動調整本部（以下「調整本部」という。）を設置するものとする。 

なお、被災地が１の場合であっても、警察、自衛隊、ＤＭＡＴ等の関係機関との調整等を踏まえ、
知事が必要と認めるときは、調整本部と同様の組織を設置するものとする。 

２ 調整本部（調整本部と同様の組織を含む。以下同じ。）は、埼玉県危機管理防災センター２階第
２オペレーションルームに設置するものとする。 

３ 調整本部の本部長（以下「調整本部長」という。）は、知事（又は知事の委任を受けた者）をも
って充てるものとする。 

４ 調整本部の副本部長は、埼玉県危機管理防災部消防課長及び埼玉県に出動した指揮支援部隊長を
もって充てるものとする。 

５ 調整本部の本部員は、次に掲げるとおりとする。 
なお、被害状況により調整本部に参集することができない場合は、電話等により調整本部と連絡

を取り合うなど、適宜対応するものとする。 
(1) 埼玉県危機管理防災部消防課の職員 
(2) 代表消防機関の職員（代表消防機関が職員の派遣を行うことができない場合は、代表消防機関代

行の職員） 
(3) 被災地消防本部の職員 
(4) 防災航空隊の職員 
６ 調整本部は、「埼玉県消防応援活動調整本部」と呼称するものとする。 
７ 知事は、調整本部を設置した場合は、設置日時、設置場所、本部員、連絡先等について長官に対
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し、速やかに報告するものとする。 
８ 調整本部は、埼玉県災害対策本部（以下「災対本部」という。）及び政府現地対策本部で決めら
れた方針の下で、次に掲げる事務を行うものとする。 

(1) 被害状況、災害対策等の各種情報の集約及び整理に関すること。 
(2) 被災地消防本部、消防団、県内消防応援隊及び緊急消防援助隊の活動調整に関すること。 
(3) 緊急消防援助隊の部隊移動に関すること。 
(4) 自衛隊、警察、ＤＭＡＴ等関係機関との連絡調整に関すること。 
(5) 埼玉県内で活動する緊急消防援助隊の安全管理体制に関すること。 
(6) 災対本部に設置された航空運用調整班との連絡調整に関すること。 
(7) 災対本部に設置された災害医療本部との連絡調整に関すること。 
(8) その他必要な事項に関すること。 
９ 埼玉県は、別表第３に定める資機材等を整備しておくものとする。 
10 調整本部は、別紙第２－１、別紙第２－２、別紙第２－３及び別紙第２－４を活用し、運用する
ものとする。 

11 調整本部長は、法第 44 条の２第８項の規定に基づき、国の職員その他の者を調整本部の会議へ出
席させる必要があると認め、その要請を行った場合は、消防庁に対して連絡するものとする。 

12 調整本部は、被害状況、活動状況その他必要な事項について、適宜、消防庁に対して連絡するも
のとする。 

13 調整本部は、消防庁と調整の上、指揮支援部隊長を受け入れるヘリコプター離着陸場や当該離着
陸場から調整本部までの移動手段の確保等を行うものとする。 

14 調整本部は、指揮支援部隊長が調整本部に到着後、速やかに被害状況、被災地消防本部及び消防
団の活動状況、埼玉県内消防応援隊の編成状況及び活動状況等を報告するものとする。 

15 調整本部は、被災地消防本部から、緊急消防援助隊の受入れ体制が整わないとの連絡があった場
合や、当該調整本部が緊急消防援助隊の受入れ体制が整わないと判断した場合は、代表消防機関
（代表消防機関が被災している場合は、代表消防機関代行）とその任務に係る調整を行うものとす
る。 

 
（消防早期調整本部の設置） 
第８ 知事は、次のいずれかに該当する災害が発生するおそれの段階で、被害発生前から早期に準備
対応の体制を整えるため、消防早期調整本部を設置することができるものとする。 

(1) 台風及び大雨等を要因とする特別警報が発令され、知事が必要と判断した場合 
(2) その他、県と代表消防機関の協議により必要と判断した場合 
２ 消防早期調整本部は、埼玉県危機管理防災センター２階第２オペレーションルームに設置するも
のとする。 

３ 消防早期調整本部の本部長は、知事（又は知事の委任を受けた者）をもって充てるものとする。 
４ 消防早期調整本部の副本部長は、埼玉県危機管理防災部消防課長をもって充てるものとする。 
５ 消防早期調整本部の構成メンバーは、次に掲げるとおりとする。 
(1) 埼玉県危機管理防災部消防課の職員 
(2) 代表消防機関の職員（代表消防機関が職員の派遣を行うことができない場合は、代表消防機関代

行の職員） 
６ 消防早期調整本部は、「埼玉県消防早期調整本部」と呼称するものとする。 
７ 知事は、消防早期調整本部を設置した場合は、設置日時、設置場所、本部員、連絡先等について
長官に対し、速やかに報告するものとする。 

８ 消防早期調整本部は、次に掲げる事務を行うものとする。 
(1) 災害対応活動上把握しておく必要がある情報の収集に関すること。 
(2) 県内消防力の掌握及び各消防本部との情報共有に関すること。 
(3) 県内の応援要請や緊急消防援助隊の要請にかかる調整に関すること。 
９ 消防早期調整本部は、被害状況、活動状況、その他必要な事項について、適宜、消防庁に対して
連絡するものとする。 

10 消防早期調整本部は、被災地が２以上ある場合において緊急消防援助隊を要請した場合、第７の
調整本部に移行するものとする。 

 
（指揮本部の設置） 
第９ 被災地消防本部は、緊急消防援助隊の応援等が決定した場合は、被災地での緊急消防援助隊の
迅速かつ的確な活動等に資するため、指揮本部を設置するものとする。 

２ 指揮本部は、被災地における消防の指揮に関することのほか、次に掲げる事務を行うものとする。 
(1) 被害情報(ライフラインの状況、道路の通行可否を含む。)の収集に関すること。 
(2) 被害状況並びに被災地消防本部及び消防団の活動に係る記録に関すること。 
(3) 緊急消防援助隊の受援体制の確立及び受援活動の実施に関すること。 
(4) その他緊急消防援助隊の受援に必要な事項に関すること。 
３ 指揮本部は、指揮支援部隊長より指揮支援本部を設置するとの連絡を受けた場合、指揮支援部隊
長に指揮支援本部を設置する場所、受入れ担当者等を報告するとともに、調整本部と調整の上、指
揮支援隊を受入れるヘリコプター離着陸場や当該離着陸場から指揮支援本部までの移動手段の確保
等を行うものとする。 
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４ 指揮本部は、指揮支援本部長が指揮支援本部に到着後、速やかに被害状況、被災地消防本部及び
消防団の活動状況、埼玉県内消防応援隊の編成状況及び活動状況等を報告するものとする。 

５ 指揮本部は、緊急消防援助隊の受入れ体制が整わないと判断する場合は、埼玉県及び代表消防機
関（代表消防機関が被災している場合は、代表消防機関代行）に遅滞なくその任務に係る調整を求
めるものとする。 

６ 指揮本部は、被害が発生している構成市町村の災害対策本部に職員を派遣し、連絡体制の構築を
図るものとする。 

 
第４章 指揮体制及び通信運用体制 
 
（指揮体制等） 
第 10 調整本部長は、調整本部の事務を総括するものとする。 
２ 指揮支援部隊長は、調整本部の本部員として、埼玉県内で活動する指揮支援部隊を統括し、災対
本部長又は調整本部長を補佐し、及びその指揮の下で、緊急消防援助隊の活動を管理するものとす
る。 

３ 指揮者は、指揮支援本部長の補佐を受け、被災地における陸上(水上を含む。以下同じ。)に係る
緊急消防援助隊の活動を指揮するものとする。 

４ 指揮支援隊長は、指揮支援本部長として、指揮者を補佐し、及びその指揮の下で、被災地におけ
る陸上に係る緊急消防援助隊の活動の管理を行うものとする。 

５ 統合機動部隊長は、都道府県大隊等が被災地に到着するまでの間、指揮者の指揮の下又は指揮支
援部隊長若しくは指揮支援本部長の管理の下で、当該統合機動部隊の活動の指揮を行うものとする。 

６ ＮＢＣ災害即応部隊長は、指揮者の指揮の下又は指揮支援部隊長若しくは指揮支援本部長の管理
の下で、当該ＮＢＣ災害即応部隊の活動の指揮を行うものとする。 

７ 土砂・風水害機動支援部隊長は、指揮者の指揮の下又は指揮支援部隊長若しくは指揮支援本部長
の管理の下で、当該土砂・風水害機動支援部隊の活動の指揮を行うものとする。 

８ 都道府県大隊長は、指揮者の指揮の下又は指揮支援部隊長若しくは指揮支援本部長の管理の下で、
当該都道府県大隊の活動の指揮を行うものとする。 

９ 緊急消防援助隊の連絡体制は、要請要綱別記様式７のとおりとする。 
 
（通信運用体制） 
第 11 埼玉県内の無線通信運用体制は、別表第４－１のとおりとする。 
２ 埼玉県内の消防本部及び消防団が保有する署活動用無線機周波数のチャンネルは、別表第４－２
のとおりとする。 

３ 消防救急デジタル無線の共通波の整備状況は、別表第４－３のとおりとする。 
 
第５章 消防応援活動の調整等 
 
（進出拠点） 
第 12 調整本部は、災害の状況、道路の状況、大隊又は部隊の特性、規模等を考慮し、緊急消防援助
隊の進出拠点について消防庁及び被災地消防本部と調整するものとする。 

なお、進出拠点の決定は、消防庁が行うものとする。 
(1) 陸上隊の進出拠点及び担当消防本部は、別表第５のとおりとする。 
(2) 航空隊の進出拠点及び担当消防本部は、別表第６のとおりとする。 
２ 調整本部は、決定した進出拠点について、被災地消防本部、別表第５及び別表第６の進出拠点担
当消防本部並びに別表第９の宿営場所担当消防本部に対して連絡するものとする。 

３ 進出拠点担当消防本部、被災地消防本部及び宿営場所担当消防本部は、進出拠点に連絡員等を派
遣するものとする。ただし、被災状況により派遣出来ない場合はこの限りではない。 

４ 連絡員等は、到着した都道府県大隊、統合機動部隊、ＮＢＣ災害即応部隊、土砂・風水害機動支
援部隊等（以下「応援都道府県大隊等」という。）の隊名及び規模について確認し、応援都道府県
大隊等の長に対して応援先市町村、任務、道路の通行障害等について情報提供を行うとともに、活
動場所及び宿営場所までの経路を示すものとする。 

 
（任務付与） 
第 13 指揮者は、次に掲げる事項について到着した応援都道府県大隊等の長に対して情報提供を行う
とともに、任務付与するものとする。 

(1) 被害状況 
(2) 活動方針 
(3) 活動地域及び任務 
(4) 安全管理に関する体制 
(5) 使用無線系統 
(6) 地理及び水利の状況 
(7) 燃料補給場所 
(8) その他活動上必要な事項 
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（関係機関との活動調整） 
第 14 知事は、災対本部等において、自衛隊、警察、ＤＭＡＴ等関係機関間における情報共有及び活
動調整を行うため、必要に応じて活動調整会議を開催するものとする。 

 
（資機材の貸出し及び地図の配付） 
第 15 指揮本部は、応援都道府県大隊等に対して無線機、スピンドルドライバー、ホース媒介金具及
びその他活動上必要な資機材を可能な範囲で貸し出すものとする。 

２ 各市町村のスピンドルドライバーの形状は、別表第７のとおりとする。 
３ 指揮本部は、応援都道府県大隊等に対して、広域地図及び住宅地図等を配付するものとする。 
 
（ヘリコプター離着陸場所） 
第 16 ヘリコプター離着陸場所は、別表第８のとおりとする。 
 
（宿営場所） 
第 17 調整本部は、災害の状況、緊急消防援助隊の規模等を考慮し、別表第９のうちから宿営場所を
選定し、消防庁及び被災地消防本部と調整するものとする。調整に当たっては、状況に応じ、被災
地の近隣市町村に設置することも考慮するものとする。 

なお、宿営場所の決定は、消防庁が行うものとする。 
２ 宿営場所は、被災者への配慮及び隊員の心理的負担軽減を考慮し、可能な限り被災者の避難施設
と共用しない場所から決定するものとする。 

３ 調整本部は、決定した宿営場所について、被災地消防本部及び別表第９の宿営場所担当消防本部
に対して連絡するものとする。 

４ 宿営場所担当消防本部は、宿営場所の施設管理者と調整するとともに、緊急消防援助隊の受入れ
のための人員を必要に応じて派遣するものとする。 

 
（燃料補給場所） 
第 18 調整本部は、燃料の補給場所について、指揮支援部隊を通じて、応援都道府県大隊等へ連絡す
るものとする。 

２ 陸上隊の燃料補給場所は、別表第 10 のとおりとする。 
３ 航空小隊の燃料補給場所は、別表第 11 のとおりとする。 
 
（燃料調達要請） 
第 19 調整本部長は、燃料の調達が必要と判断した場合は、燃料等の供給について災害時の応援協定
を締結している団体に、災対本部を通じて要請するものとする。 

 
（重機派遣要請） 
第 20 調整本部長は、重機保有団体の協力が必要と判断した場合は、重機派遣について災害時の応援
協定を締結している団体に、災対本部を通じて要請するものとする。 

２ 調整本部長は、必要に応じ、長官に対して重機等を保有する土砂・風水害機動支援部隊の応援要
請又は増隊要請を行うものとする。 

 
（物資等調達要請） 
第 21 調整本部長は、食糧及び医療品等の調達が必要と判断した場合は、物資調達について災害時の
応援協定を締結している団体に、災対本部を通じて要請するものとする。 

 
（増隊要請） 
第 22 知事は、緊急消防援助隊の活動状況を踏まえ、人員又は装備等の観点から緊急消防援助隊を増
隊する必要があると判断した場合には、要請要綱別記様式１－１により長官に対して増隊の要請を
行うものとする。 

２ 被災地の市町村長は、緊急消防援助隊の活動状況を踏まえ、人員、装備等の観点から緊急消防援
助隊を増隊する必要があると判断した場合には、要請要綱別記様式１－２により知事に増隊が必要
である旨を連絡するものとする。 

 
（部隊移動） 
第 23 緊急消防援助隊の部隊移動に関する手続は、別紙第３のとおり行うものとする。 
 
（長官の求め又は指示による部隊移動） 
第 24 知事は、長官から要請要綱別記様式６－１により部隊移動に関する意見を求められた場合は、
被災地の市町村長に対して意見を求めるものとする。 

２ 被災地の市町村長は、前項の規定に基づく意見を求められた場合は、知事に対して要請要綱別記
様式６－２により回答するものとする。 

３ 知事は、埼玉県内の被害状況、緊急消防援助隊及び県内消防応援隊の活動状況を考慮し、前号の
被災地の市町村長の意見を付して、長官に対して要請要綱別記様式６－２により回答するものとす
る。 
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４ 知事は、長官から要請要綱別記様式６－４により部隊移動の連絡を受けた場合は、被災地の市町
村長に対して連絡するものとする。 

５ 知事は、長官から要請要綱別記様式６－５により埼玉県への部隊移動の求め又は指示を行った旨
の連絡を受けた場合は、部隊移動先の市町村長に対して連絡するものとする。 

 
（知事による部隊移動） 
第 25 知事は、部隊の移動先、規模及び必要性を明示して、調整本部に対して部隊移動に関する意見
を求めるものとする。 

２ 調整本部は、前項の規定に基づく意見を求められた場合は、被災地の市町村長の意見を把握する
よう努めるとともに、県内消防本部の応援等の状況を総合的に勘案して、知事に対して部隊移動に
関する意見を回答するものとする。 

３ 知事は、調整本部の意見を踏まえ、指揮支援本部長を経由して都道府県大隊等の長に対し、要請
要綱別記様式６－６により指示を行うものとする。 

４ 知事は、部隊移動の指示を行った場合は、緊急消防援助隊行動市町村の長及び部隊移動先の市町
村長に対し、要請要綱別記様式６－７により通知するものとする。 

５ 知事は、部隊移動の指示を行った場合は、長官に対して要請要綱別記様式６－８により通知する
ものとする。 

６ 調整本部は、部隊移動の指示内容について、適切に記録しておくものとする。 
 
（部隊移動に係る連絡） 
第 26 調整本部は、部隊移動を行う場合は、災対本部に対して、移動先、規模、経路等を連絡し、道
路啓開、先導等の所要の措置を要請するものとする。 

 
第６章 応援等の引揚げの決定 
 
（活動終了及び引揚げの決定） 
第 27 被災地の市町村長は、指揮支援本部長からの活動報告、現地合同調整所における調整結果等を
総合的に勘案し、緊急消防援助隊の活動終了を判断するものとし、知事に対して直ちに電話により
その旨を連絡するものとする。 

２ 前項の連絡を受けた知事は、政府現地対策本部等と調整の上、埼玉県内からの緊急消防援助隊の
引揚げを決定する。この場合において、長官、被災地の市町村長及び埼玉県を所管する指揮支援部
隊長に対して直ちに電話によりその旨を通知するものとする。 

なお、書面による通知は、要請要綱別記様式４－１により速やかに行うものとする。 
３ 知事は、緊急消防援助隊の活動終了に伴い調整本部を廃止した場合は、長官に対して速やかにそ
の旨を報告するものとする。 

 
第７章 その他 
 
（情報共有） 
第 28 調整本部、指揮支援本部及び指揮本部は、緊急消防援助隊動態情報システム、支援情報共有ツ
ール、ヘリコプター動態管理システム、情報収集活動用ドローン、映像伝送装置等を積極的に活用
し、緊急消防援助隊等との情報共有に努めるものとする。 

特に、緊急消防援助隊動態情報システム及び支援情報共有ツールを活用し、被害状況や活動状況
を撮影した動画及び静止画の共有に努めるものとする。 

２ 被害状況は、地上からの情報収集のほか、消防防災ヘリコプター及びドローン等を有効に活用し、
上空からも積極的に情報収集を行い、情報共有に努めるものとする。 

 
（地理情報） 
第 29 知事及び各消防本部は、緊急消防援助隊の活動が円滑に行われるように、次に掲げる事項を記
した市町村別の地図を作成しておくものとする。 

(1) 各部隊の進出拠点 
(2) ヘリコプター離着陸場 
(3) 燃料補給可能場所 
(4) 河川、プール、防火水槽等の水利状況 
(5) 物資補給可能場所 
(6) 宿営場所 
(7) 広域避難場所 
(8) 救急医療機関 
 
（災害時の体制整備） 
第 30 知事、各市町村長及び各消防本部の消防長は、関係機関と連携し、災害時における燃料等の供
給体制、重機派遣に関する協力体制及び物資等の調達体制を構築し、災害時の体制整備に努めるも
のとする。 
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（消防本部の受援計画の策定） 
第 31 各消防本部の消防長は、当該消防本部の管轄する市町村が被災し、緊急消防援助隊の応援等を
受ける場合の受援計画を策定するものとする。 

２ 各消防本部の消防長は、受援計画の策定及び変更に当たっては、埼玉県が策定する受援計画及び
地域防災計画の内容と整合を図るものとする。 

３ 各消防本部の消防長は、受援計画を策定又は変更した場合は、知事に対して報告するものとする。 
 
（航空部隊の受援計画） 
第 32 航空隊受援計画については、本計画に定める事項のほか、埼玉県防災航空隊が別に定めるもの
とする。 

 
（首都直下地震が発生した場合の受援計画） 
第 33 本計画に定めるもののほか、消防庁の定める「首都直下地震における緊急消防援助隊アクショ
ンプラン」により緊急消防援助隊の応援等を受けるものとする。 

 
（訓練等の実施） 
第 34 埼玉県は、原則年１回、埼玉県防災訓練、緊急消防援助隊地域ブロック合同訓練等において、
関係機関と合同で調整本部の設置運営訓練を行うなど、緊急消防援助隊の受援体制の強化を図るも
のとする。 

 
（その他） 
第 35 その他埼玉県緊急消防援助隊受援計画に必要な事項は、緊急消防援助隊埼玉県連絡会議に諮り、
別に定める。 

 
附 則 

この計画は、平成１６年１２月２４日から施行する。 
附 則 

この計画は、平成１８年７月６日から施行する。 
附 則 

この計画は、平成２０年１０月８日から施行する。 
附 則 

この計画は、平成２２年１月１日から施行する。 
附 則 

この計画は、平成２２年４月２７日から施行する。 
附 則 

この計画は、平成２３年４月１日から施行する。 
附 則 

この計画は、平成２５年４月１日から施行する。 
附 則 

この計画は、平成２７年７月３日から施行する。 
附 則 

この計画は、平成２９年１２月１日から施行する。 
附 則 

この計画は、令和２年２月１日から施行する。 
附 則 

この計画は、令和４年２月１日から施行する。 
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資料 災害時相互応援協定等一覧 

 

災害時相互応援協定等一覧 
R4.1.4 現在 

(1) 地方公共団体等 

番号 協定先 締結日 協定名称 

1 熊谷市、寄居町 平成 8年 3月 1日 災害時の相互応援に関する協定 

2 群馬県伊勢崎市、本庄市 平成 18 年 6月 28 日 
災害時における伊勢崎市、本庄市及び深谷市

との相互応援に関する協定 

3 新潟県南魚沼市 平成 18 年 8月 1日 災害時における相互応援に関する協定 

4 埼玉県内市町村 平成 19 年 5月 1日 
埼玉県内市町村間の相互応援に関する基本協

定 

5 静岡県藤枝市 平成 24 年 12 月 13 日 深谷市・藤枝市災害時相互応援協定 

6 国土交通省関東地方整備局 平成 22 年 11 月 25 日 災害時の情報交換に関する協定 

7 志木市 平成 23 年 5月 23 日 大規模災害時における相互応援に関する協定 

8 

埼玉県深谷警察署 

平成 24 年 10 月 1 日 
大規模災害発生時における深谷城址公園一時

使用に関する協定 

9 平成 24 年 10 月 1 日 
大規模災害発生時における深谷市立教育研究

所一時使用に関する協定 

10 群馬県富岡市 平成 25 年 3月 28 日 大規模災害時における相互応援に関する協定 

11 福島県白河市 平成 25 年 5月 28 日 大規模災害時における相互応援に関する協定 

 

 

(2) 民間事業所等 

番号 協定先 締結日 協定名称 

1 生活協同組合コープみらい 平成 8年 11 月 15 日 
災害時における応急生活物資供給等の協力に

関する協定 

2 
日本郵便株式会社 

深谷郵便局 
平成 29 年 4月 1日 

深谷市と郵便局との地域における協力に関す

る協定 

（4）災害発生時の協力に関する覚書 

3 

コカ・コーラボトラーズジャ

パン株式会社 

熊谷セールスセンター 

平成 19 年 5月 2日 災害時における救援物資の提供に関する協定 

4 

ふかや農業協同組合、 

埼玉岡部農業協同組合、 

花園農業協同組合 

平成 20 年 2月 25 日 
災害時における応急生活物資供給等の協力に

関する協定 

5 株式会社イトーヨーカ堂 平成 20 年 7月 7日 
災害時における応急生活物資供給等の協力に

関する協定 

6 埼玉県電気工事工業組合 平成 21 年 4月 16 日 
災害時における電気設備等の復旧に関する協

定 

7 深谷市薬剤師会 平成 21 年 5月 8日 
災害時における応急医薬品供給等の協力に関

する協定 

8 
東京電力パワーグリッド株式

会社 熊谷支社 
平成 23 年 2月 28 日 

災害時における深谷市と東京電力株式会社熊

谷支社との電力復旧に関する協定 

9 
一般社団法人埼玉県トラック

協会 深谷支部 
平成 23 年 12 月 19 日 災害時における緊急輸送の応援に関する協定 

10 深谷市建設業災害対策協力会 平成 24 年 1月 16 日 災害時における応急対策業務に関する協定 

11 一般社団法人深谷寄居医師会 平成 24 年 1月 16 日 災害時の医療救護活動に関する協定 

12 株式会社伊藤園 熊谷支店 平成 24 年 1月 18 日 
災害時における救援物資（飲料水）の提供に

関する協定 

13 

ＡＧＳ株式会社、 

加須市、本庄市、東松山市、 

羽生市、和光市、幸手市 

令和 4年 1月 4日 
総合行政システム（Publinker クラウド）災害

基本協定 

14 株式会社アクティオ 平成 24 年 4月 10 日 災害時における物資の供給に関する協定 
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番号 協定先 締結日 協定名称 

15 株式会社カインズ 平成 24 年 4月 24 日 
災害時における生活物資の供給協力に関する

協定 

16 大里郡市歯科医師会 平成 24 年 6月 26 日 災害時の医療救護活動に関する協定 

17 
埼玉県石油業協同組合 

深谷支部・寄居支部 
平成 24 年 6月 26 日 災害時における燃料等の供給に関する協定 

18 ふかや市商工会 平成 24 年 7月 9日 
災害時における応急生活物資供給等に関する

協定 

19 
一般社団法人埼玉県老人福祉

施設協議会 大里支部 
平成 24 年 7月 12 日 

災害時における福祉避難所の設置運営に関す

る協定 

20 

一般社団法人深谷市・大里郡

医師会 

介護老人保健施設 

FOMA・なごみ 

平成 24 年 7月 12 日 
災害時における福祉避難所の設置運営に関す

る協定 

21 

医療法人社団優慈会 

介護老人保健施設 

はなみずき 

平成 24 年 7月 12 日 
災害時における福祉避難所の設置運営に関す

る協定 

22 

特定医療法人好文会 

介護療養型老人保健施設 

アルメリア 

平成 24 年 7月 12 日 
災害時における福祉避難所の設置運営に関す

る協定 

23 
社会福祉法人埼玉朝日会 

埼玉朝日園 
平成 24 年 7月 12 日 

災害時における福祉避難所の設置運営に関す

る協定 

24 
社会福祉法人埼玉のぞみの園 

障害者支援施設 春日園 
平成 24 年 7月 12 日 

災害時における福祉避難所の設置運営に関す

る協定 

25 

社会福祉法人いこいの里 

障害者支援施設 

しくね育成園 

平成 24 年 7月 12 日 
災害時における福祉避難所の設置運営に関す

る協定 

26 

社会福祉法人埼玉県社会福祉

事業団 

障害者支援施設 花園 

平成 24 年 7月 12 日 
災害時における福祉避難所の設置運営に関す

る協定 

27 

社会福祉法人埼玉県社会福祉

事業団 

障害者支援施設 皆光園 

平成 24 年 7月 12 日 
災害時における福祉避難所の設置運営に関す

る協定 

28 深谷商工会議所 平成 24 年 11 月 15 日 
災害時における応急生活物資供給等に関する

協定 

29 ヤフー株式会社 平成 25 年 1月 1日 災害に係る情報発信等に関する協定 

30 
社会福祉法人 深谷市社会福

祉協議会 
平成 25 年 1月 21 日 

災害時における深谷市と深谷市社会福祉協議

会の相互支援に関する協定 

31 有限会社中里商店 平成 25 年 11 月 15 日 
災害時における救援物資（飲料水）の供給に

関する協定 

32 埼玉土地家屋調査士会 平成 27 年 3月 16 日 
災害時における家屋被害認定調査に関する協

定 

33 

医療法人好文会 

あねとすデイサービストレー

ニングセンター 

平成 27 年 5月 25 日 
災害時における福祉避難所の設置運営に関す

る協定 

34 深谷市清掃組合 平成 27 年 11 月 11 日 災害時における応急対策活動に関する協定 

35 株式会社ハーズ 平成 28 年 6月 24 日 
災害時における生活物資の供給協力に関する

協定 

36 
株式会社ジェイコム埼玉・東

日本 
平成 29 年 2月 9日 災害時における放送等に関する協定 

37 
株式会社技術開発コンサルタ

ント 
平成 29 年 5月 9日 

災害時における無人航空機による協力活動に

関する協定 

38 
一般社団法人深谷防災ネット

ワーク 
平成 29 年 8月 3日 

災害時及び平常時における防災活動への協力

に関する協定 
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番号 協定先 締結日 協定名称 

39 

一般社団法人埼玉県ＬＰガス

協会深谷支部、 

深谷液化ガス協同組合 

平成 29 年 10 月 2 日 災害時におけるＬＰガスの提供に関する協定 

40 
株式会社セブン-イレブン・ジ

ャパン 
平成 30 年 2月 28 日 

災害時の物資供給及び店舗営業の継続又は早

期再開に関する覚書 

41 
NPO 法人コメリ災害対策セン

ター 
平成 30 年 3月 5日 災害時における物資供給に関する協定 

42 株式会社ゼンリン 平成 30 年 5月 29 日 
災害時における地図製品等の供給等に関する

協定 

43 埼玉司法書士会 平成 30 年 8月 7日 
災害時における被災者等相談の実施に関する

協定 

44 株式会社深谷自動車教習所 平成 30 年 8月 27 日 
災害時における無人航空機による協力活動等

に関する覚書 

45 埼玉県行政書士会 平成 30 年 12 月 25 日 災害時における被災者支援に関する協定 

46 
ヒューマン有限会社 

グループホームビッグ 
令和元年 12 月 5日 

災害時における福祉避難所の設置運営に関す

る協定 

47 
社会福祉法人埼玉のぞみの園 

障害者支援施設 春陽の里 
令和 2年 2月 5日 

災害時における福祉避難所の設置運営に関す

る協定 

48 
東大コーポレーション有限会

社 
令和 2年 10 月 14 日 

災害時における災害弱者等の緊急輸送に関す

る協定 

49 
有限会社ケアタクシーサービ

ス ユー＆アイ 
令和 2年 10 月 14 日 

災害時における災害弱者等の緊急輸送に関す

る協定 

50 まる屋福祉介護サービス 令和 2年 10 月 14 日 
災害時における災害弱者等の緊急輸送に関す

る協定 

51 株式会社ヨコタ 令和 3年 3月 17 日 災害時における燃料等の供給に関する協定 

52 
埼玉県ホテル旅館生活衛生同

業組合深谷支部 
令和 3年 6月 4日 

災害時における避難所としてのホテル・旅館

等の利用に係る協定 

 

 

(3) 学校施設等 

番号 協定先 締結日 協定名称 

1 
学校法人智香寺学園埼玉工業

大学 
平成 20 年 12 月 10 日 避難所施設利用に関する協定 

2 埼玉県立深谷高等学校 令和 3年 3月 10 日 
災害時における埼玉県立深谷高等学校の使用

に関する覚書 

3 埼玉県立深谷第一高等学校 令和 3年 3月 10 日 
災害時における埼玉県立深谷第一高等学校の

使用に関する覚書 

4 埼玉県立深谷商業高等学校 令和 3年 3月 10 日 
災害時における埼玉県立深谷商業高等学校の

使用に関する覚書 

5 
学校法人智香寺学園正智深谷

高等学校 

平成 22 年 11 月 1 日 
災害時における学校法人智香寺学園正智深谷

高等学校の使用に関する覚書 

平成 30 年 9月 26 日 災害時における飲料水の提供に関する協定 

6 東京成徳大学深谷高等学校 平成 23 年 1月 4日 
災害時における東京成徳大学深谷高等学校の

使用に関する覚書 

7 
埼玉県立深谷はばたき特別支

援学校 
令和 3年 3月 10 日 

災害時における埼玉県立深谷はばたき特別支

援学校の使用に関する覚書 

8 学校法人青淵学園東都大学 平成 25 年 1月 8日 
災害時における学校法人青淵学園東都医療大

学の支援協力に関する協定 
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(4) 広域ネットワーク 

番号 協定先 締結日 協定名称 

1 ネットワークおぢや 平成 23 年 12 月 15 日 中越大震災ネットワークおぢやに関する規約 

 

 
(5) その他 

番号 協定先 締結日 協定名称 

1 埼玉県 平成 3年 3月 29 日 埼玉県防災ヘリコプター応援協定 

 

 
(6) 包括協定（防災に関するもの） 

番号 協定先 締結日 協定名称 

1 

株式会社セブン‐イレブン・

ジャパン 

株式会社イトーヨーカ堂 

株式会社モール・エスシー開発 

株式会社モール・エスシー開発 

（現 株式会社セブン＆アイ

クリエイトリンク平成28年11

月 30 日付社名変更） 

平成 28 年 5月 27 日 

株式会社セブン‐イレブン・ジャパン、株式

会社イトーヨーカ堂、株式会社モール・エス

シー開発との地域活性化包括連携協定 

2 埼玉縣信用金庫 平成 30 年 3月 5日 
深谷市と埼玉縣信用金庫との地域活性化包括

連携協定 

3 郵便局 平成 30 年 3月 29 日 深谷市と郵便局との包括連携に関する協定 

4 株式会社深谷自動車教習所 平成 30 年 6月 25 日 
深谷市と株式会社深谷自動車教習所との地域

活性化包括連携協定 

5 熊谷商工信用組合 平成 30 年 8月 3日 
深谷市と熊谷商工信用組合との地域活性化包

括連携協定 

6 
あいおいニッセイ同和損害保

険株式会社 
平成 31 年 3月 22 日 

深谷市とあいおいニッセイ同和損害保険株式

会社との地域活性化に関する包括連携協定 

7 損害保険ジャパン株式会社 令和 2年 4月 23 日 
深谷市と損害保険ジャパン株式会社との地域

活性化に関する包括連携協定 

8 
東電タウンプランニング株式

会社 
令和 3年 9月 1日 

深谷市と東電タウンプランニング株式会社と

の地域活性化に関する包括連携協定 

9 深谷コミュニティ FM 株式会社 令和 3年 10 月 11 日 
深谷市と深谷コミュニティ FM 株式会社との地

域活性化に関する包括連携協定 
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(1) 地方公共団体等 

(1)-1 災害時の相互応援に関する協定（熊谷市、深谷市、寄居町） 

 

災害時の相互応援に関する協定 
 

熊谷市、深谷市及び寄居町は、災害時の相互応援に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第８条第２項第12号の規定に基

づき、熊谷市、深谷市、及び寄居町（以下「協定市町」という。）の区域において災害が発生

し、被災市町独自では十分に被災者の救援等の応急措置が実施できない場合において、同法第

67 条第１項の規定により、被災市町が応援市町（協定市町のうち、被災市町を除くものをいう。

以下同じ。）へ応援の要請をする応急措置等を迅速かつ円滑に遂行するため、必要な事項につ

いて定めるものとする。 

 

（応援の内容）  

第２条 応援の内容は、次のとおりとする。 

(1) 食糧及び生活必需物資並びにその供給に必要な資機材の提供 

(2) 被災者の救出・防疫・施設の応急復旧に必要な資機材及び物資の提供 

(3) 救援及び救助活動に必要な車両等の提供 

(4) 救助及び応急復旧に必要な職員の派遣 

(5) 被災者の一時収容のための施設の提供 

(6) 前各号に定めるもののほか、被災市町が特に必要と認めて要請した事項 

２ 応急給水、水道施設の応急復旧は、日本水道協会埼玉県支部規則（昭和 39 年４月 27 日総会

議決）第３条の２の規定による。 

 

（応援要講の手続） 

第３条 応援を受けようとする被災市町は、応援市町に対し、次の各号に掲げる事項を明らかに

し、電話等による要請を行い、遅滞なく当該事項を記載した文書を提出するものとする。 

(1) 被害の状況 

(2) 応援の場所及び応援場所への経路 

(3) 応援の期間 

(4) 必要とする食糧、生活必需物資、機械器具及び資材の品名並びに数量等 

(5) 必要とする職員の職種別人員 

(6) 前各号に掲げるもののほか必要な事項 

 

（経費の負担） 

第４条 応援に要する経費の負担は、次のとおりとする。 

(1) 応援に要する経費（次号に掲げる経費を除く）は、応援を受けた被災市町の負担とする。 

(2) 職員の応援に要する経費は、応援市町が負担する。 

２ 応援市町は、応援を受けた被災市町が前項に規定する費用を支弁するいとまがなく、かつ、

応援を受けた被災市町が要請した場合には、当該費用を一時繰替え支弁するものとする。 

 

（情報の交換） 

第５条 協定市町は、この協定に基づく応援を円滑に行うため、必要に応じ、情報交換を行うも

のとする。 

 

（担当部署） 

第６条 協定市町は、あらかじめ相互応援に関する担当部署を定め、災害が発生したときは速や

かに、相互に連絡するものとする。 
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（その他） 

第７条 この協定の実施に関し必要な事項は、協定市町が協議して実施細目を定めるものとする。 

２ この協定に定めのない事項は、その都度、協定市町が協議して定めるものとする。 

第８条 この協定は、平成８年３月１日から適用する。 

 

この協定の成立を証するため、各市町記名押印上、各１通を保有する。 

 

平成８年３月１日 

 

熊谷市長  小林一夫 

深谷市長  福嶋健助 

寄居町長  津久井幹雄 
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(1)-2 災害時における伊勢崎市、本庄市及び深谷市との相互応援に関する協定書（伊勢崎市、本庄市、深谷市） 

 

災害時における伊勢崎市、本庄市及び深谷市との相互応援に関する協定書 
 

この協定は、伊勢崎市、本庄市及び深谷市（以下「協定市」という）との協議により、協定市

のいずれかの市域において、災害が発生し、被災市独自では十分に被災者の救護等の応急措置が

できない場合において、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 67 条第１項の規定に基づ

き、協定市のいずれかが応援を必要とする場合の応急措置を円滑に遂行するため、次のとおり相

互応援協定を締結する。 

 

（連絡の窓口） 

第１条 協定市は、あらかじめ相互応援に関する連絡担当部局を定め、災害が発生したときは、

速やかに連絡を取り合うとともに必要な情報を相互に提供するものとする。 

 

（応援の内容） 

第２条 応援の内容は次に掲げるとおりとする。 

(1) 食料、飲料水、生活必需品の供給及びその供給に必要な資機材の提供 

(2) 被災者の救出、医療、防疫及び施設の応急復旧に必要な資機材の提供 

(3) 救援及び救助活動に必要な車両等の提供 

(4) 救助及び応急復旧に必要な技術職､技能職員等の派遣 

(5) ボランティアのあっせん 

(6) 被災者を一時収容するための施設の提供及び被災者に対する住宅の提供 

(7) 前各号に掲げるもののほか、応援を受けようとする市（以下「被災市」という）から特に

要請のあった事項 

 

（応援要請の手続） 

第３条 被災市は、次に掲げる事項を明らかにし、文書により要請するものとする。ただし、緊

急の場合には、口頭、電話又は通信により応援を要請し、その後速やかに文書を提出するもの

とする。 

(1) 災害の状況 

(2) 前条第１号から第３号までに掲げる応援を要請する場合にあっては、物資等の品名及び数

量等 

(3) 前条第４号に掲げる応援を要請する場合にあっては、職員の職種及び人数 

(4) 前条第６号に掲げる住宅の提供を要請する場合にあっては、希望する被災者の世帯数、人

数及び期間 

(5) 応援場所及び応援場所への経路 

(6) 応援の期間 

(7) 前各号に掲げるもののほか、必要な事項 

 

（応援の自主出動） 

第４条 協定市は、事態が緊急を要するときは、被災市からの応援要請の有無にかかわらず、情

報収集班を派遣し、災害の情報収集を行うとともに、必要な応援を行うことができる。この場

合においては、前条に定める応援要請があったものとみなす。 

 

（経費の負担） 

第５条 応援に要する経費の負担については、次に掲げるとおりとする。 

(1) 支援市が負担する経費 

ア 派遣に要する経費及び派遣期間中の人件費 

イ 公務上の災害補償費 

ウ 車両機械器具及び被服の損料等の経費 

エ 派遣した職員等（以下「派遣職員」という）が被災市への往復途中で第三者に損害を
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与えた場合の賠償費等 

オ 第４条の情報収集に要した経費 

(2) 被災市が負担する経費 

ア 派遣職員の食料及び宿泊に要する経費 

イ 派遣職員が応援中に第三者に損害を与えた場合の損害賠償費等（ただし派遣職員の重

大な過失により生じた場合の損害賠償費等については、支援市が負担する） 

ウ 応援物資の調達に要する経費 

２ 被災市が前項第２号の経費を支弁する暇がなく、かつ、被災市から要請があった場合には、

支援市が当該経費を一時立替え支弁するものとする。 

 

（派遣職員の公務災害等） 

第６条 第２条第４号に掲げる応援を行った場合において、派遣職員が応援業務に従事したこと

により負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合の公務災害補償に要する経費は、支援市の負

担とする。ただし、派遣場所において、応急治療した場合の治療に要する経費は、被災市の負

担とする。 

 

（連絡責任者） 

第７条 第３条に掲げる要請手続が確実かつ円滑に実施できるよう、第１条に定める連絡担当部

局に連絡責任者を置くものとする。 

 

（資料の交換） 

第８条 協定市は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、地域防災計画その他の必要な

資料を相互に交換し、保有するものとする。 

 

（その他） 

第９条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関する疑義が生じた場合は、協定市がその都

度協議して定めるものとする。 

２ この協定の実施に関し必要な事項は、第１条に定める連絡担当部局が協議し、細目について

は、別に定めるものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書３通を作成し、協定市の市長が署名のうえ各自１通を保有

する。 

 

附 則 

この協定は、平成 18 年６月 28日から適用する。 

 

 

平成 18 年６月 28 日 

 

伊勢崎市長  矢内一雄 

 

本庄市長   吉田信解 

 

深谷市長   新井家光 
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(1)-3 災害時における相互応援に関する協定書（南魚沼市） 

 

災害時における相互応援に関する協定書 
 

埼玉県深谷市と新潟県南魚沼市は､災害時における相互応援について、次のとおり協定を締結す

る。 

 
（趣旨） 

第１条 この協定は､深谷市又は南魚沼市（以下､これらの市を「協定市」という。）の地域にお

いて災害が発生し､独自では十分に被災者の救援等の応急措置が実施できない場合において､災

害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第６７条第１項の規定に基づき､協定市が応援を求

める応急措置等を円滑に遂行するため必要な事項を定めるものとする。 

 
（応援の内容） 

第２条 応援の内容は次のとおりとする。 

(1) 食料、飲料水及び生活必需物資並びにその供給に必要な資機材の提供及びあっせん 

(2) 被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な資機材及び物資の提供及びあっせ

ん 

(3) 救助及び応急復旧に必要な職員の派遣 

(4) 被災者を一時受入れるための施設の提供及びあっせん 

(5) 前各号に定めるもののほか、協定市が特に必要と認めて要請する事項 

 

（応援要請の窓口） 

第３条 協定市はあらかじめ相互応援に関する連絡担当部署を定め､災害が発生したときは、速や

かに連絡するとともに必要な情報を相互に提供するものとする。 

 

（応援要請の手続） 

第４条 応援を受けようとする協定市は､次の事項を明らかにして､文書により応援を要請するも

のとする。ただし、そのいとまがない場合には、口頭、電話等により要請を行い、事後におい

て速やかに文書を提出するものとする。 

(1) 被害の状況 

(2) 必要とする機械器具類及び資材の品名及び数量 

(3) 必要とする職員の職種別人員及び派遣期間 

(4) 一時的な受入れを希望する者の人数及び期間 

(5) 応援を必要とする場所及び当該場所への経路 

(6) その他応援を必要とする事項 

 

（経費の負担） 

第５条 応援に要した費用の負担は、応援を受けた協定市の負担とする。 

２ 応援を受けた協定市が前項に規定する費用を支弁するいとまがなく、かつ、応援を受けた協

定市から依頼があった場合には、応援をした協定市は当該費用を一時繰替支弁するものとする。 

３ 応援を受けた協定市は、前項の繰替支弁がなされたときは、原則として当該年度内に繰替支

弁をした協定市に対し繰戻しをしなければならない。 

 

（情報の交換） 

第６条 協定市は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう必要に応じ、情報交換を行うも

のとする。 

 

（協議） 

第７条 この協定の実施に関し､必要な事項又はこの協定に定めのない事項については、その都度

協議して定めるものとする。 
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（適用） 

第８条 この協定は、平成 18年８月１日から適用する。 

 

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、両市は記名押印の上、各々１通を保有

する。 

 

平成 18 年８月１日 

 

 

埼玉県深谷市 

深谷市長   新 井 家 光 

 

 

新潟県南魚沼市 

南魚沼市長  井 口 一 郎 
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(1)-4 埼玉県内市町村間の相互応援に関する基本協定（埼玉県内市町村） 
 

埼玉県内市町村間の相互応援に関する基本協定 
 

（目的） 

第１条 この協定は､埼玉県内の地域に災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号。以下「災害」

という。が発生し、被災市町村のみでは十分な応急対策及び復旧対策を実施することができな

い場合において、災対法第 67 条第１項による市町村相互の応援が迅速かつ円滑に実施されるよ

う、埼玉県内の全ての市町村が相互に協力することを確認し、相互応援に関する基本的な事項

を定める。 

 
（応援の種類） 

第２条 この協定による応援の種類は次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 食料､生活必需品並びにその供給に必要な資機材の提供 

(2) 被災者の救出､医療､防疫､施設の応急復旧等に必要な資機材及び物資の提供 

(3) 救援及び応急復旧に必要な車両､舟艇等の提供 

(4) 救助及び応急復旧に必要な医療職､技術職､技能職等の職員の派遣 

(5) 被災者の一時収容のための施設の提供 

(6) 被災傷病者の受入れ 

(7) 遺体の火葬のための施設の提供 

(8) ボランティア受付及び活動調整 

(9) 被災児童及び生徒の応急教育の受入れ 

(10) 前各号に定めるもののほか、特に要請のあった事項 

 

（応援要請の手続き） 

第３条 被災市町村の長は、単一の他の市町村の長に応援を要請しようとする場合には、次の各

号に掲げる事項を明らかにして電話等により応援を要請する。 

(1) 被害の状況 

(2) 応援の種類 

(3) 応援の具体的な内容及び必要量 

(4) 応援を希望する期間 

(5) 応援場所及び応援場所への経路 

(6) 前各号に掲げるもののほか必要な事項 

２ 被災市町村の長は、複数の市町村の長に同時に応援を要請しようとする場合には、前項に掲

げる事項を明らかにして電話等により埼玉県知事（以下「知事」という）に対し応援要請の依

頼を行い、知事は、他の市町村の長に対して速やかに要請内容を伝達する。 

３ 被災市町村の長は、応援する市町村の長に対し、速やかに要請文書を提出する。 
 

（応援要請の実施） 

第４条 前条第１項の規定により応援要請を受けた市町村の長は、応援の内容を電話等により申

請した被災市町村の長及び知事に連絡し、応援を実施する。ただし、特別な事情により応援で

きない場合は、その旨を直ちに電話等により連絡する。 

２ 前条第２項の規定により申請内容の伝達を受けた市町村の長は、受諾の可否を速やかに決定

し、応援の可否及び応援を実施する場合は、その内容を知事に対し電話等により連絡するとと

もに応援を実施する。 

 

（応援要請の調整） 

第５条 知事は、前２条に定める相互応援が迅速かつ円滑に実施されるよう応援の調整を行うこ

とができる。 
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（情報の交換等） 

第６条 市町村は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、必要な情報等を相互に交換す

るとともに、平常時から応援の受入れ体制の整備に努める。 

 

（その他） 

第７条 この協定は、埼玉県広域消防相互応援協定のほか、市町村間の相互応援に関する他の協

定を妨げない。 

２ この協定の実施に関して必要な事項については、その都度協議して定める。 

 

附 則 

１ この協定は、平成 19年５月１日から施行する。 

２ この協定の成立は、埼玉県知事及び県内全市町村長の同意書をもって証する。 

 

平成 19 年５月１日 
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■災害時の相互応援に関する実施要領 

 

１ 定義 

この要領において「災害」とは、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第２条第１号に

定める災害であり、地震、津波、暴風、豪雨等の異常な自然現象だけでなく、航空機の墜落、

列車衝突転覆等の大規模事故による被害も含む。 

 

２ 県、市町村の連絡先 

災害時の市町村間の相互応援が迅速かつ円滑に実施されるよう、県は、年度当初に「県及び

市町村の勤務時間及び勤務時間外の連絡先一覧」を作成し、市町村に配布する。 

 

３ 応援手続き 

(1) 単一の市町村に要請する場合（協定第３条第１項） 

① 要請 

被災市町村は、災害時相互応援連絡表（様式１）に必要事項を記入し、応援を要請す

る市町村に県防災行政無線若しくはＮＴＴ回線のファックスで送付し、送付したことを

電話で連絡する。 

② 応援の可否の連絡 

要請を受けた市町村は、応援の可否を被災市町村に県防災行政無線若しくはＮＴＴ回

線で回答する。 

あわせて、受信した様式１に可能な応援を加除して、県防災行政無線若しくはＮＴＴ

回線のファックスで送付する。 

③ 依頼文書の提出 

被災市町村は、受信した様式１を添付して、応援を実施する市町村に応援依頼文書

（様式３）を送付する。 

④ 応援の実施 

応援を実施する市町村は、様式３の応援を実施する 
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(2) 複数市町村に同時に応援を要請する場合（協定第３条第２項） 

① 要請 

被災市町村は、災害時相互応援連絡表（様式２）に必要事項を記入し、県に県防災行

政無線若しくはＮＴＴ回線のファックスで送付し、送付したことを電話で連絡する。 

② 要請伝達 

県は、様式２を県防災行政無線の一斉ＦＡＸで全市町村に送信する。 

③ 応援の可否の連絡（電話等） 

受信した市町村は、応援の可否を検討する。応援できない場合市町村はその旨を、応

援が可能な市町村は、様式２を加除し、応援が可能な内容を県に県防災行政無線若しく

はＮＴＴ回線で回答する。 

④ 連絡 

県は、提出された様式２を確認して、必要な調整を行う。県は、調整した内容を様式

２に記載して、応援が可能な市町村及び被災市町村に県防災行政無線若しくはＮＴＴ回

線で送付する。 

⑤ 応援要請書の提出 

被災市町村は、県から受信した様式２を添付して、応援を実施する市町村に応援要請

書（様式３－２）を送付する。 

⑥ 応援の実施 

応援市町村は、様式３－２の応援を実施する。 
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(1)-5 深谷市・藤枝市災害時相互応援協定書（静岡県藤枝市） 

 

深谷市・藤枝市災害時相互応援協定書 
 

埼玉県深谷市と静岡県藤枝市は、いずれかの市域において災害（災害対策基本法（昭和 36 年法

律第 223 号）第２条第１号及び原子力災害対策特別措置法（平成 11年 12 月 17 日法律第 156 号）

第２条第１号に規定する災害をいう）が発生した場合において、都市相互間の友愛精神に基づ

き、応急対策及び復旧対策が円滑に遂行されるよう、相互の応援体制について、次のとおり協定

を締結する。 

 

（応援の種類） 

第１条 応援の種類は次のとおりとし、職員等の派遣及び資機材の提供を含むものとする。 

(1) 市民の生命と財産を守るための救出救助､消火､医療救護､防疫等の応急活動 

(2) 食糧､飲料水､生活必需物資その他の生活物資の提供 

(3) 被災児童･生徒の受入れ 

(4) 被災者に対する住宅の提供及び斡旋 

(5) 原子力災害等による避難民の受入れ施設の提供及び斡旋 

(6) ボランティアの斡旋 

(7) 市ホームページ等による情報発信 

(8) 前各号に揚げるもののほか、特に必要と認める災害応急対策及び災害復旧活動 

 

（応援要請と応援活動の実施） 

第２条 災害を受けた市は、相手方の市に対して応援要請の内容を明らかにして口頭又は文書に

より応援を要請し、応援を要請された市は全面的に応援活動を実施するものとする。 

２ 前項において口頭により応援を要請した場合は、後日、速やかに応援要請書を送付するもの

とする。 

 

（緊急応援活動の実施） 

第３条 前条の規定にかかわらず、いずれかの市域において地震等の大規模な災害が発生したこ

とが明らかな場合は、それぞれの市の自主的判断により緊急応援活動を実施するものとする。 

 

（経費の負担） 

第４条 応援に要する経費の負担については、次に掲げるとおりとする。 

(1) 支援市が負担する経費 

ア 派遣に要する経費及び派遣期間中の人件費 

イ 公務上の災害補償費 

ウ 車両機械器具及び被服の損料等の経費 

エ 派遣した職員等（以下「派遣職員」という）が被災市への往復途中で第三者に損害を

与えた場合の賠償費等 

オ 第３条の情報収集に要した経費 

(2) 被災市が負担する経費 

ア 派遣職員の食料及び宿泊に要する経費 

イ 派遣職員が応援中に第三者に損害を与えた場合の損害賠償費等（ただし派遣職員の重

大な過失により生じた場合の損害賠償費等については、支援市が負担する） 

ウ 応援物資の調達に要する経費 

２ 被災市が前項第２号の経費を支弁する暇がなく、かつ、被災市から要請があった場合に

は、支援市が当該経費を一時立替え支弁するものとする。 

 

（その他） 

第５条 この協定の実施に関し必要な事項及びこの協定に定めのない事項は、両市が協議して定

めるものとする。 
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（効力の開始） 

第６条 この協定は、協定を締結した日から効力を生じるものとする。 

 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、両市は記名押印の上、それぞれ１通を保有

する。 

 

 

 

平成 24 年 12 月 13 日 

 

 

埼玉県深谷市 

 

深 谷 市 長 小島 進 

 

静岡県藤枝市 

 

藤 枝 市 長 北村 正平 
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(1)-6 災害時の情報交換に関する協定（国土交通省関東地方整備局） 

 

災害時の情報交換に関する協定 

 
国土交通省関東地方整備局長 菊川 滋（以下「甲」という）と深谷市長 小島 進（以下

「乙」という）とは、災害時における各種情報の交換等に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、深谷市の地域について災害が発生または、災害が発生するおそれがある場

合において、甲及び乙が必要とする各種情報の交換等（以下、情報交換という）について定め、

もって、適切迅速かつ的確な災害対処に資することを目的とする。 

 

（情報交換の開始時期） 

第２条 甲及び乙の情報交換の開始時期は、次のとおりとする。  

一 深谷市内で重大な被害が発生または、発生するおそれがある場合 

二 深谷市災害対策本部が設置された場合 

三 その他甲または乙が必要とする場合 

 

（情報交換の内容） 

第３条 甲及び乙の情報交換の内容は、次のとおりとする。 

 一 一般被害状況に関すること 

 二 公共土木施設（道路、河川、ダム、砂防、都市施設等）の被害状況に関すること 

 三 その他甲または乙が必要な事項 

 

（情報連絡員（リエゾン）の派遣） 

第４条 第２条の各号のいずれかに該当し、乙の要請があった場合または甲が必要と判断した場

合には、甲から乙の災害対策本部等に情報連絡員を派遣し情報交換を行うものとする。 

なお、甲及び乙は、相互の連絡窓口を明確にしておき派遣に関して事前に調整を図るものと

する。 

 

（平素の協力） 

第５条 甲及び乙は、必要に応じ情報交換に関する防災訓練及び防災に関する地図等の資料の整

備に協力するものとする。 

 

（協議） 

第６条 本協定に協議が生じたとき、または本協定に定めのない事項については、その都度、甲

乙協議のうえ、これを定めるものとする。 

 

本協定は、２通作成し、甲乙押印のうえ各１通を保有する。 

 

平成２２年１１月２５日 

 

甲  埼玉県さいたま市中央区新都心２番地１ 

さいたま新都心合同庁舎２号館 

関東地方整備局長 菊 川 滋 

 

乙  埼玉県深谷市仲町 11 番地１ 

 

深谷市長 小 島 進 
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(1)-7 大規模災害時における相互応援に関する協定書（志木市） 

 

大規模災害時における相互応援に関する協定書 
 

（趣旨） 

第１条 志木市と深谷市は、両市のいずれかの区域において大規模な災害が発生し、被災市だけ

では十分な応急措置が実施できない場合における両市間の相互応援について、次のとおり協定

を締結する。 

 

（応援の内容） 

第２条 応援の内容は、次のとおりとする。 

(1) 食糧､飲料水及び生活必需物資の提供並びにその供給に必要な資機材の提供 

(2) 被災者の救助､医療救護及び防疫に必要な資機材及び物資の提供 

(3) 応急対策及び復旧活動に必要な職員の派遣及び資機材の提供 

(4) 被災者（児童及び生徒を含む）の一時収容のための施設の提供 

(5) 前各号に掲げるもののほか、被災市が必要とするもの 

 

（連絡担当部局） 

第３条 志木市及び深谷市は、災害に備え、相互の連絡を円滑に行うため、あらかじめ連絡担当

部局を定めておくものとする。 

 

（応援要請の手続） 

第４条 応援を要請する市は、第３条で定める連絡担当部局を通じ、次に掲げる事項を明らかに

して、文書により要請する。ただし、緊急を要するときは電話等により要請し、後日、速やか

に文書を提出するものとする。 

(1) 被害状況 

(2) 第２条第１号及び第２号に掲げる応援を要請する場合にあっては、物資等の品名、数量等 

(3) 第２条第３号に掲げる応援を要請する場合にあっては、職員の職種及び人員並びに被災市

での業務内容 

(4) 応援を必要とする場所及び当該場所への経路並びに連絡窓口となる担当者名及び応援の期

間 

(5) 第２条第４号に掲げる応援を要請する場合にあっては、一時的な受け入れを希望する者の

人数及び期間 

(6) 前各号に掲げるもののほか必要な事項 

 

（応援経費等の負担） 

第５条 応援に要する経費の負担については、次のとおりとする。 

(1) 支援市が負担する経費 

ア 職員の派遣に要する経費及び派遣期間中の人件費 

イ 公務上の災害補償費 

ウ 支援市の車両機械器具及び被服の損料等の経費 

エ 派遣した職員等（以下「派遣職員」という）が被災市への往復途中で第三者に損害を

与えた場合の賠償費等 

オ 前条の情報収集に要した経費 

カ 前各号に掲げるもののほか、被災市が必要とするもの 

(2) 被災市が負担する経費 

ア 派遣職員の食料及び宿泊に要する経費 

イ 派遣職員が応援中に第三者に損害を与えた場合の損害賠償費等（ただし､派遣職員の重

大な過失により生じた場合の損害賠償費等については、支援市が負担する） 

ウ 応援物資等の調達及び提供に要する経費 

２ 被災市が前項第２号の経費を支弁する暇がなく、かつ、被災市から要請があった場合には、
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支援市が当該経費を一時立替え支弁するものとする。 

 

（情報交換及び交流等） 

第６条 この協定による応援が円滑に行われるよう必要な情報を相互に交換するものとする。 

２ 平常時からの各分野での交流と情報の共有や意見交換等を通じ、両市が相互に助け合う関係

を強化するものとする。 

 

（訓練の参加） 

第７条 この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、それぞれが行う防災訓練等に相互に参加

するよう努めるものとする。 

 

（協議） 

第８条 この協定の実施に関し、必要な事項及びこの協定に定めのない事項については、両市が

その都度協議して定めるものとする。 

 

（施行期日） 

第９条 この協定は、平成 23年５月 23日から施行する。 

 

この協定の成立を証するため、本協定書を２通作成し、記名押印のうえ、各１通を保管する。 

 

平成 23 年５月 23 日 

 

埼玉県志木市中宗岡一丁目１番１号 

志木市 

志木市長 長沼 明 

 

 

埼玉県深谷市仲町 11 番１号 

深谷市 

深谷市長 小島 進 
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(1)-8 大規模災害発生時における深谷城址公園一時使用に関する協定書（埼玉県深谷警察署） 

 

大規模災害発生時における深谷城址公園一時使用に関する協定書 

 
埼玉県深谷警察署（以下「甲」という）と深谷市（以下「乙」という）は、大震災等の大規模

災害発生時における深谷城址公園の一時使用について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、大規模災害発生時において、甲による災害応急対策が円滑に遂行されるよ

う、乙が所有する施設の一時使用について定め、地域の安全確保を目的とする。 

２ 大規模災害とは、次に掲げるものをいう。 

(1) 災害対策基本法に定める災害 

(2) その他これに準ずるもの 

３ 大規模災害発生時において、甲が活動拠点として使用する施設は、深谷城址公園（深谷市民

文化会館東側駐車場を含む）とする。 

 

（使用手続き） 

第２条 大規模災害が発生した場合は、甲は、乙に対して第１条３項に規定する施設の一時使用

を要請することができる。 

なお、緊急の場合において、深谷市財産規則第 17 条の規定による行政財産の使用許可申請は、

一時使用開始後に提出することができるものとする。 

２ 乙は、甲からの要請があった場合、可能な範囲で要請に応じるものとする。 

 

（使用料の免除） 

第３条 前条の一時使用については使用料を免除するものとする。 

 

（使用期間） 

第４条 第１条第３項に定める施設の一時使用期間は、最長１か月とする。 

ただし、災害応急対策の状況により、甲は乙に対して試用期間の延長を要請することができ

る。 

 

（連絡責任者） 

第５条 この協定に係る甲の連絡責任者は警備課長とし、乙の連絡責任者は自治防災課長とす

る。 

 

（協議事項） 

第６条 この協定に定めのない事項又は疑義が生じたときは、その都度、甲、乙両者で協議の上

で決定するものとする。 

 

（適用と更新） 

第７条 この協定の適用は、締結の日から平成 25年９月 30日までとする。 

ただし、この協定の内容について変更又は解除する場合は、甲、乙が協議の上決定するもの

とし、期間満了の１ヶ月前までに甲又は乙から書面により特段の意思表示がない場合は、この

協定を１年間更新し、以後同様とする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、それぞれ各１通を保

有するものとする。 

  



≪資料編 Ⅱ協定関係≫ 

 

 Ⅱ-21 

 

平成 24 年 10 月１日 

 

甲  埼玉県深谷市戸森 88 番地１ 

埼玉県深谷警察署 

署長 作 田 隆 志 

 

乙  埼玉県深谷市仲町 11 番１号 

埼玉県深谷市 

深谷市長 小 島 進 
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(1)-9 大規模災害発生時における深谷市立教育研究所一時使用に関する協定書（埼玉県深谷警察署） 

 

大規模災害発生時における深谷市立教育研究所一時使用に関する協定書 

 
埼玉県深谷警察署（以下「甲」という）と深谷市（以下「乙」という）は、大震災等の大規模

災害発生時における深谷市立教育研究所の一時使用について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、大規模災害発生時において、甲による災害応急対策が円滑に遂行されるよ

う、乙が所有する施設の一時使用について定め、地域の安全確保を目的とする。 

２ 大規模災害とは、次に掲げるものをいう。 

(1) 災害対策基本法に定める災害 

(2) その他これに準ずるもの 

３ 大規模災害発生時において、甲が活動拠点として使用する施設は、次の各号に掲げるとおり

とする。 

(1) 深谷市立教育研究所の３階 

(2) 深谷市立教育研究所の駐車場で市長が特に認めた場所 

 

（使用手続き） 

第２条 大規模災害が発生した場合は、甲は、乙に対して第１条３項に規定する施設の一時使用

を要請することができる。 

なお、緊急の場合において、深谷市財産規則第１７条の規定による行政財産の使用許可申請

は、一時使用開始後に提出することができるものとする。 

２ 乙は、甲からの要請があった場合、可能な範囲で要請に応じるものとする。 

 

（使用料の免除） 

第３条 前条の一時使用については使用料を免除するものとする。 

 

（使用期間） 

第４条 第１条第３項に定める施設の一時使用期間は、最長１か月とする。 

ただし、災害応急対策の状況により、甲は乙に対して試用期間の延長を要請することができ

る。 

 

（連絡責任者） 

第５条 この協定に係る甲の連絡責任者は警備課長とし、乙の連絡責任者は自治防災課長とする。 

 

（協議事項） 

第６条 この協定に定めのない事項又は疑義が生じたときは、その都度、甲、乙両者で協議の上

で決定するものとする。 

 

（適用と更新） 

第７条 この協定の適用は、締結の日から平成 25年９月 30日までとする。 

ただし、この協定の内容について変更又は解除する場合は、甲、乙が協議の上決定するもの

とし、期間満了の１ヶ月前までに甲又は乙から書面により特段の意思表示がない場合は、この

協定を１年間更新し、以後同様とする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、それぞれ各１通を保

有するものとする。 
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平成 24 年 10 月１日 

 

埼玉県深谷市戸森 88 番地１ 

甲  埼玉県深谷警察署 

署長 作 田  隆 志 

 

埼玉県深谷市仲町 11 番１号 

乙  埼玉県深谷市 

深谷市長 小 島 進 
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(1)-10 大規模災害時における相互応援に関する協定書（群馬県富岡市） 

 

大規模災害時における相互応援に関する協定書 
 

（趣旨） 

第１条 深谷市と富岡市は、両市のいずれかの区域において大規模な災害が発生し、被災市だけ

では十分な応急措置が実施できない場合における両市間の相互応援について、次のとおり協定

を締結する。 

 

（応援の内容） 

第２条 応援の内容は、次のとおりとする。 

(1) 食糧、飲料水及び生活必需物資の提供並びにその供給に必要な資機材の提供 

(2) 被災者の救助、医療救護及び防疫に必要な資機材及び物資の提供 

(3) 応急対策及び復旧活動に必要な職員の派遣及び資機材の提供 

(4) 被災者（児童及び生徒を含む｡）の一時収容のための施設の提供 

(5) 前各号に掲げるもののほか、被災市が必要とするもの 

 

（連絡担当部局） 

第３条 深谷市及び富岡市は、災害に備え、相互の連絡を円滑に行うため、あらかじめ連絡担当

部局を定めておくものとする。 

 

（応援要請の手続） 

第４条 応援を要請する市は、第３条で定める連絡担当部局を通じ、次に掲げる事項を明らかに

して、文書により要請する。ただし、緊急を要するときは電話等により要請し、後日、速やか

に文書を提出するものとする。 

(1) 被害状況 

(2) 第２条第１号及び第２号に掲げる応援を要請する場合にあっては、物資等の品名、数量等 

(3) 第２条第３号に掲げる応援を要請する場合にあっては、職員の職種及び人員並びに被災市

での業務内容 

(4) 第２条第４号に掲げる応援を要請する場合にあっては、一時的な受け入れを希望する者の

人数及び期間 

(5) 前各号に掲げるもののほか必要な事項 

 

（応援経費の負担） 

第５条 応援に要した経費は、法令その他に特段の定めのある場合のほか、原則として応援を行

った市の負担とする。ただし、これによりがたい場合は、両市が協議して定めるものとする。 

 

（情報交換及び交流等） 

第６条 この協定による応援が円滑に行われるよう必要な情報を相互に交換するものとする。 

２ 平常時からの各分野での交流と情報の共有や意見交換等を通じ、両市が相互に助け合う関係

を強化するものとする。 

 

（協議） 

第７条 この協定の実施に関し、必要な事項及びこの協定に定めのない事項については、両市が

その都度協議して定めるものとする。 

 

（施行期日） 

第８条 この協定は、平成２５年３月２８日から施行する。 

 

この協定の成立を証するため、本協定書を２通作成し、記名押印のうえ、各１通を保管する。 
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平成２５年３月２８日 

 

 

埼玉県深谷市仲町１１番１号 

深谷市 

深谷市長 小島 進 

 

 

群馬県富岡市富岡１４６０番地１ 

富岡市 

富岡市長 岡野 光利 
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(1)-11 大規模災害時における相互応援に関する協定書（福島県白河市） 

 

大規模災害時における相互応援に関する協定書 
 

（趣旨） 

第１条 埼玉県深谷市と福島県白河市は、両市のいずれかの区域において大規模な災害が発生し、

被災市だけでは十分な応急措置が実施できない場合における両市間の相互応援について、次の

とおり協定を締結する。 

 

（応援の内容） 

第２条 応援の内容は、次のとおりとする。 

(1) 食糧、飲料水及び生活必需物資の提供並びにその供給に必要な資機材の提供 

(2) 被災者の救助、医療救護及び防疫に必要な資機材及び物資の提供 

(3) 応急対策及び復旧活動に必要な職員の派遣及び資機材の提供 

(4) 被災者（児童及び生徒を含む｡）の一時収容のための施設の提供 

(5) 前各号に掲げるもののほか、被災市が必要とするもの 

 

（連絡担当部局） 

第３条 深谷市及び白河市は、災害に備え、相互の連絡を円滑に行うため、あらかじめ連絡担当

部局を定めておくものとする。 

 

（応援要請の手続） 

第４条 応援を要請する市は、第３条で定める連絡担当部局を通じ、次に掲げる事項を明らかに

して、文書により要請する。ただし、緊急を要するときは電話等により要請し、後日、速やか

に文書を提出するものとする。 

(1) 被害状況 

(2) 第２条第１号及び第２号に掲げる応援を要請する場合にあっては、物資等の品名、数量等 

(3) 第２条第３号に掲げる応援を要請する場合にあっては、職員の職種及び人員並びに被災市

での業務内容 

(4) 第２条第４号に掲げる応援を要請する場合にあっては、一時的な受け入れを希望する者の

人数及び期間 

(5) 前各号に掲げるもののほか必要な事項 

 

（応援経費の負担） 

第５条 応援に要した経費は、法令その他に特段の定めのある場合のほか、原則として応援を行

った市の負担とする。ただし、これによりがたい場合は、両市が協議して定めるものとする。 

 

（情報交換及び交流等） 

第６条 この協定による応援が円滑に行われるよう必要な情報を相互に交換するものとする。 

２ 平常時からの各分野での交流と情報の共有や意見交換等を通じ、両市が相互に助け合う関係

を強化するものとする。 

 

（協議） 

第７条 この協定の実施に関し、必要な事項及びこの協定に定めのない事項については、両市が

その都度協議して定めるものとする。 

 

（施行期日） 

第８条 この協定は、平成２５年５月２８日から施行する。 

 

この協定の成立を証するため、本協定書を２通作成し、記名押印のうえ、各１通を保管する。 
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平成２５年５月２８日 

 

 

埼玉県深谷市仲町１１番１号 

深谷市 

深谷市長 小島 進 

 

 

福島県白河市八幡小路７－１ 

白河市 

白河市長 鈴木 和夫 

  



≪資料編 Ⅱ協定関係≫ 

 

 Ⅱ-28 

(2) 民間事業所等 

(2)-1 災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書（生活協同組合コープみらい） 

 

災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書 

 
深谷市と生活協同組合さいたまコープは、災害時における相互協力について、次のとおり協定

する。 

 

（趣旨） 

第１条 深谷布（以下「甲」という）と生活協同組合さいたまコープ（以下「乙」という）は深

谷市における地震、風水害その他による災害が発生し、又は発生のおそれがある場合（以下

「災害時」という）に、相互に協力して市民生活の早期安定を図るために、応急生活物資の調

達及び供給等に関する事項について協定を締結する。 

 

（協力事項の発動） 

第２条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として甲が災害対策本部を設置し、乙に対

して要請を行ったときをもって発動する。 

 

（応急生活物資供給の協力要請） 

第３条 災害時において甲が応急生活物資を必要とするときは、甲は、乙に対し乙の保有商品の

供給について協力を要請することができる。 

 

（応急生活物資供給の協力実施） 

第４条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、保有商品等の優先供給及び運搬に

ついて積極的に協力するものとする。 

 

（応急生活物資） 

第５条 甲が乙に要請する災害時の応急生活物資は、被害の状況に応じ、原則として別紙１のと

おり指定する。 

 

（応急生活物資供給の要請手続等） 

第６条 甲の乙に対する要請手続は、文書をもって行うものとする。ただし、緊急を要するとき

は口頭又は電話をもって要請し、事後文書を提出するものとする。 

２ 甲と乙は、連絡体制、連絡方法、連絡手段等について、支障を来さないよう常に点検、改善

に努めるものとする。 

 

（応急生活物資の運搬） 

第７条 応急生活物資の運搬は、乙又は乙の指定する者が行うものとする。また、甲は、必要に

応じて乙に対して運搬の協力を求めることができる。 

 

（応急生活物資の引取り） 

第８条 応急生活物資の引渡し場所は、甲乙が協議して決定するものとし、当該場所において乙

の納品書等に基づき、甲が確認の上、引き取るものとする。 

 

（費用） 

第９条 第４条及び第７条の規定により乙が供姶した商品の対価及び乙が行った運搬等の費用に

ついては甲が負担するものとする。 

２ 前項に規定する費用は、乙が保有商品の供給及び運搬終了後、乙の提出する出荷確認書等に

基づき適正価格により甲乙協議の上、決定するものとする。 

 

（広域的な支援体制の整備） 
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第 10 条 乙は、他の生活協同組合等との間で、災害時における生活協同組合間相互支援の協定の

締結等広域的な支援が受けられる体制の整備に努めるものとする。 

 

（ボランティア活動への支援） 

第 11 条 乙は、乙の組合員に対し、甲の実施する防災ボランティアへの協力を推進し、災害時に

行う応急生活物資の配布等のボランティア活動を支援するものとする。 

 

（その他必要な支援） 

第 12 条 この協定に定める事項のほか、生活物資等について被災者への支援が必要な場合は、甲

乙協議の上決定するものとする。 

 

（法令の遵守） 

第 13条 この協定の施行にあたっては、消費生活協同組合法その他法令を遵守するものとする。 

 

（協議） 

第 14 条 この協議に定める事項を円滑に推進するため、甲と乙は、定期的に協議を行うものとす

る。 

 

（定めのない事項等） 

第 15 条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、甲、乙協議して定

めるものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、それぞれの１通を所

持する。 

 

平成８年 11 月 15 日 

 

深谷市長 福嶋健助 

生活協同組合さいたまコープ 

理事長  石川誠一 

 

別紙１ 

災害時応急生活物資（略） 
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(2)-2 深谷市と郵便局との地域における協力に関する協定書（日本郵便株式会社 深谷郵便局） 

 

深谷市と深谷市内郵便局との地域における協力に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と日本郵便株式会社 深谷市内郵便局（別表に掲げるものを言

う）、熊谷郵便局、寄居郵便局、川本郵便局及び岡部郵便局（以下「乙」という。）は、次のと

おり、地域における協力に関する協定（以下「本協定」という。）を締結する。 

なお、本協定については、乙を代表して深谷郵便局が締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は、甲及び乙が連携を行うことにより、ユニバーサルサービスを提供する郵便局

のネットワークを通じて市民サービスの向上に資することを目的とする。 

 

（協力の内容） 

第２条 乙は深谷市内における業務中、次に掲げる場合には、業務に支障のない範囲で、甲に情

報（乙の守秘義務に係るものを除く。以下同じ。）を提供することにより、甲に協力するもの

とする。 

(1) 地域見守り活動に関すること。 

(2) 道路の損傷等に関すること。 

(3) 廃棄物等の不法投棄に関すること。 

(4) 災害発生時の協力に関すること。 

２ 前項第１号から第４号の具体的な実施内容については、別紙覚書のとおりとする。 

 

（免責） 

第３条 乙は、前条第１項の規定による協力をした場合及び協力しなかった場合のいずれにおい

ても、その責任を負わないものとする。 

 

（連絡会議の設置） 

第４条 甲は本協定を実施するため、必要に応じ連絡会議を設置することができる。 

 

（甲の役割） 

第５条 甲は、深谷市民に対し、本協定の趣旨を周知するとともに、第２条第１項各号に定める

事項の実施にあたり、乙と市民との連携が必要な場合は、助言等必要な支援を行なうものとす

る。 

 

（乙の役割） 

第６条 乙は、乙の社員に対し、本協定の趣旨を周知するとともに、日常業務に支障のない範囲

で、第２条第１項各号に定める事項について取り組むものとする。 

 

（有効期間） 

第７条 本協定の有効期間は、締結日から平成２９年３月３１日までとする。ただし、有効期間

満了の１か月前までに、甲及び乙のいずれからも申出がない場合は、当該期間満了の日の翌日

から起算して１年間、本協定を更新するものとし、以降もまた同様とする。 

 

（守秘義務） 

第８条 甲及び乙は、連携・協力事項の検討・実施により知り得た相手方の秘密情報（秘密情報

である旨が明示された情報に限る。）を相手方の承諾なしに、第三者に開示又は提供等しては

ならない。なお、情報の開示又は提供等に当たっては、法令及び条例の定めるところによるも

のとする。 

２ 甲及び乙は、本協定が前条に定める有効期間の満了により効力を失った後も、前項による秘

密保持の義務を負う。 
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（連絡体制） 

第９条 甲及び乙は、第２条の協力内容の連絡体制について、協議するものとする。 

２ 甲及び乙は、それぞれの責任者の連絡先等を相互に提供することにより、相互の連携を深め

るものとする。 

 

（協議） 

第１０条 協力の形態、協力による成果の利用条件その他本協定に定めのない事項又は変更を必

要とする事項については、甲乙協議の上、これを決定する。 

 

本協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有するものとする。 

 

（附則） 

本協定の締結をもって、「災害時における深谷郵便局、深谷市間の協力に関する覚書」（平成

９年７月１６日締結）「深谷市見守りネットワークに関する協定書」（平成２５年３月２９日締

結）を廃止する。 

 

 

平成２９年４月１日 

 

 

甲  埼玉県深谷市仲町１１番１号 

深谷市長 小島 進 

 

 

乙  深谷市内郵便局代表 

埼玉県深谷市深谷町３番地３０号 

日本郵便株式会社 

深谷郵便局長 野村 清仁 
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(4) 災害発生時の協力に関する覚書 
 

（目的） 

第１条 この覚書は、乙が、深谷市内に発生した地震その他による災害時において、甲及び乙が

相互に協力し、必要な対応を円滑に遂行することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この覚書において、「災害」とは、災害対策基本法(昭和３６年法律第２２３号)第２条

第１号に定める被害をいう。 

 

（協力要請） 

第３条 甲及び乙は、深谷市内に災害が発生し、次の事項について必要が生じた場合は、相互に

協力を要請することができる。 

(1) 緊急車両等としての車両の提供 

(車両を所有する場合に限る。ただし、郵便配達用車両は除く。) 

(2) 甲又は乙が収集した被災者の避難所開設状況及び被災者の同意の上で作成した避難先リス

ト等の情報の相互提供 

(3) 郵便局ネットワークを活用した広報活動 

(4) 災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）適用時における郵便業務に係る災害特別事務取

扱及び援護対策 

ア 災害地の被災者に対する郵便葉書等の無償交付 

イ 被災者が差し出す郵便物の料金免除 

ウ 被災地宛て救助用郵便物等の料金免除 

工 被災地宛て寄付金を内容とする郵便物の料金免除 

(5) 乙が郵便物の配達等の業務中に発見した道路等の損傷状況の甲への情報提供 

(6) 避難所における臨時の郵便差出箱の設置及び郵便局社員による郵便物の取集・交付等並び

にこれらを確実に行うための必要な事項(注) 

(7) 株式会社ゆうちょ銀行の非常払及び株式会社かんぽ生命保険の非常取扱い 

(8) 前各号に掲げるもののほか、要請のあったもののうち協力できる事項 

(注) 避難者情報確認シート (避難先届)又は転居届の配布・回収を含む。 

 

（協力の実施） 

第４条 甲及び乙は、前条の規定により要請を受けた場合は、その緊急性に鑑み、業務に支障の

ない範囲内において協力するものとする。 

 

（経費の負担） 

第５条 第３条に規定する協力要請に対して、協力した者が要した経費については、法令その他

に別段の定めがあるものを除くほか、適正な方法により算出した金額を、要請した者が負担す

る。 

２ 前項の規定により、負担すべき金額は、適正な方法により算出するものとし、甲乙協議の上、

決定するものとする。 

 

（災害情報連絡体制の整備） 

第６条 甲及び乙は、安否情報等の連絡体制を整備するため、その方策について協議するものと

する。 

 

（情報の交換） 

第７条 甲及び乙は、相互の防災計画の状況、協力要請事項に関し、必要に応じて情報交換を行

う。 
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（連絡責任者） 

第８条 この覚書に関する連絡責任者は、それぞれ次のとおりとする。 

甲 深谷市役所 防災担当（課長） 

乙 日本郵便株式会社 深谷郵便局（総務部長） 

 

（協議） 

第９条 この覚書に定めのない事項及びこの覚書に関し疑義が生じた場合は、両者で協議し決定

する。 
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(2)-3 災害時における救援物資の提供に関する協定書（コカ・コーラボトラーズジャパン株式会社熊谷セールス

センター） 

 

災害時における救援物資の提供に関する協定書 

 
深谷市（以下「甲」という）と三国コカ・コーラボトリング株式会社（以下「乙」という）は、

災害時における救援物資の提供について次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、乙が甲に対して行う災害時における救援物資の提供に関する協力（以下｢協

力｣という）について、必要な事項を定めるものとする。 

 

（協力の内容） 

第２条 深谷市内に震度５弱以上の地震又はこれと同等以上の災害が発生し、又は発生するおそ

れがある場合において、甲が深谷市災害対策本部を設置し、当該深谷市対策本部から救援物資

の提供についての要請（以下｢要請｣という）があったときは、乙は、次に掲げる事項の協力を

行うものとする。 

(1) 飲料水を優先的､かつ､安定的に甲に提供すること｡ 

(2) 乙が､深谷市内に設置する地域貢献型自動販売機（メッセージボード搭載型）の機内在庫

の製品を甲に無償で提供すること。 

(3) 速やかに甲に対する支援体制を整える等万全を期すること。ただし、道路不通、停電等に

より飲料水等救援物資の提供に支障が生じた場合は、甲との協議により対策を講ずること。 

２ 前項第 1 号の規定により提供する飲料水の引渡し場所は、甲と乙とが協議して決定するもの

とし、当該場所において乙の納品書等に基づき甲が確認の上、引き取るものとする。この場合

において、飲料水の対価については甲が負担するものとし、その価格は甲と乙とが協議して決

定するものとする。 

 

（協力の要請の手続） 

第３条 要請は、救援物資（飲料水）提供等協力要請書（別記様式）により行うものとする。た

だし、緊急を要するときは、口頭、電話等により要請を行うことができるものとし、後日速や

かに救援物資（飲料水）提供要請書を乙に提出するものとする。 

 

（有効期間） 

第４条 この協定の有効期間は、協定の締結の日から１年間とする。ただし、甲又は乙のいずれ

か一方から協定の解消の申出がないかぎり同一内容をもって継続するものとする。 

２ この協定の解消の申出は、解消しようとする日の３箇月前までに相手に申し出るものとする。 

 

（その他） 

第５条 この協定に定めるもののほか、この協定の実施に関して必要な事項及びこの協定に定め

のない事項については、その都度甲と乙とが協議して定めるものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙が記名押印のうえ各１通を保有す

る。 

 

平成 19 年５月２日 

埼玉県深谷市仲町１１番１号 

甲  深谷市 

深谷市長 新 井 家 光 

埼玉県桶川市大字加納１８０番地 

乙  三国コカ・コーラボトリング株式会社 

代表取締役社長 平 野 博 史  
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(2)-4 災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書（ふかや農業協同組合、埼玉岡部農業協同組

合、花園農業協同組合） 

 

災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書 
 

深谷市とふかや農業協同組合、埼玉岡部農業協同組合、榛沢農業協同組合、花園農業協同組合

は、災害時における相互応援について、次のとおり協定を締結する 

 

（趣旨） 

第１条 深谷市（以下｢甲｣という）とふかや農業協同組合（以下｢乙｣という）、埼玉岡部農業協

同組合（以下｢丙｣という）、榛沢農業協同組合（以下｢丁｣という）花園農業協同組合（以下

｢戊｣という）は、深谷市における地震、風水害その他による災害が発生し、又は発生のおそれ

がある場合（以下｢災害時｣という）に、相互に協力して市民生活の早期安定を図るため、応急

生活物資の調達及び供給等に関して必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この協定における｢災害時｣とは、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第２条第１

号に規定する災害が発生したときをいう。 

 

（協力事項の発動） 

第３条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として甲が災害対策本部を設置し、乙・

丙・丁・戊（以下｢乙等｣という）に対して要請を行ったときをもって発動する。 

 

（応急生活物資の協力要請） 

第４条 災害時において甲が応急生活物資を必要とするときは、甲は乙等に対し応急生活物資の

供給について協力を要請することができる。 

 

（応急生活物資供給の協力実施） 

第５条 乙等は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、応急生活物資の優先供給及び運

搬について積極的に協力するものとする。 

 

（応急生活物資） 

第６条 甲が乙等に要請する災害時の応急生活物資は、乙等の組合員が生産する穀物類及び生鮮

野菜の食料品とする。 

 

（応急生活物資供給の要請手続等） 

第７条 甲が乙等に対する要請手続きは、文書をもって行うものとする。ただし、緊急を要する

ときは口頭又は電話をもって要請し、事後文書を提出するものとする。 

２ 甲と乙等は、連絡体制、連絡方法、連絡手段等について、支障を来さないよう常に点検、改

善に努めるとする。 

 

（応急生活物資の運搬） 

第８条 応急生活物資の運搬は、乙等又は乙等の指定するものが行うものとする。 

また、甲は、必要に応じて乙等に対して運搬の協力を求めることができる。 

 

（応急生活物資の引き取り） 

第９条 応急生活物資の引渡し場所は、甲、乙等が協議して決定するものとし、当該場所におい

て乙等の納品書等に基づき、甲が確認の上、引き取るものとする。 

 

（費用） 

第 10 条 第５条及び第８条の規定により乙等が供給した商品の対価及び乙等が行った運搬等の費
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用については甲が負担するものとする。 

 

（広域的な支援体制の整備） 

第 11 条 乙等は、他の農業協同組合等との間で、災害時における農業協同組合相互支援の協定の

締結等広域的な支援が受けられる体制の整備に努めるものとする。 

 

（ボランティア活動への支援） 

第 12 条 乙等は、乙等の組合員及び職員に対し、甲の実施する防災ボランティアへの協力を推進

し、災害時に行う応急生活物資の配布等のボランティア活動を支援するものとする。 

 

（その他必要な支援） 

第 13 条 この協定に定める事項のほか、生活物資について被災者への支援が必要な場合は、甲、

乙等協議の上決定するものとする。 

 

（法令の遵守） 

第 14条 この協定の施行にあたっては、農業協同組合法その他法令を遵守するもとする。 

 

（協議） 

第 15 条 この協定に定める事項を円滑に推進するため、甲と乙等は、定期的に協議を行うものと

する。 

 

（定めのない事項等） 

第 16 条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、甲、乙等協議して

定めるものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書５通を作成し、甲、乙等記名押印の上、それぞれ１通保有

する。 

 

平成 20 年２月 25 日 

 

（甲） 深谷市長       新井 家光 

 

（乙） ふかや農業協同組合 

代表理事組合長 丸橋  忠 

 

（丙） 埼玉岡部農業協同組合 

代表理事組合長 丸山 和男 

 

（丁） 榛沢農業協同組合 

代表理事組合長 井上 尚男 

 

（戊） 花園農業協同組合 

代表理事組合長 宇野 了 
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(2)-5 災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書（株式会社イトーヨーカ堂） 

 

災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書 
 

深谷市と株式会社イトーヨーカ堂は、災害時における相互協力について、次のとおり協定する。 

 

（趣旨） 

第１条 深谷市（以下「甲」という）と株式会社イトーヨーカ堂（以下「乙」という）は深谷市

における地震、風水害その他による災害が発生し、又は発生のおそれがある場合（以下「災害

時」という）に、相互に協力して市民生活の早期安定を図る為に、応急生活物資の調達及び供

給等に関する事項について協定を締結する。 

 

（協力事項の発動） 

第２条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として甲が災害対策本部を設置し、乙に対

して要請を行ったときをもって発動する。 

 

（応急生活物資供給の協力要請） 

第３条 災害時において甲が応急生活物資を必要とするときは、甲は乙に対し、乙の保有商品の

供給について協力を要請することができる。 

 

（応急生活物資供給の協力実施） 

第４条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、保有商品等の優先供給及び運搬に

ついて積極的に協力するものとする。 

 

（応急生活物資） 

第５条 甲が乙に要請する災害時の応急生活物資は、被害の状況に応じ、原則として別紙１のと

おり指定する。 

 

（応急生活物資供給の要請手続等） 

第６条１甲の乙に対する要請手続は、文書をもって行うものとする。 

ただし、緊急を要するときは口頭又は電話をもって要請し、事後文書を提出するものとする。 

２ 甲と乙は、連絡体制、連絡方法、連絡手段等について、支障をきたさないよう常に点検、改

善に努めるものとする。 

 

（応急生活物資の運搬） 

第７条 応急生活物資の運搬は、甲又は乙の指定する者が行うものとする。 

また、甲は、必要に応じて乙に対して運搬の協力を求める事が出来る。 
 

（応急生活物資の引取り） 

第８条 応急生活物資の引渡し場所は、原則乙の店舗とし、当該場所において乙の納品書等に基

づき、甲が確認の上、引き取るものとする。 

 

（費用） 

第９条１この協定に基づき、乙が甲に対し供給した商品の対価及び乙が行った運搬等の対価及び

費用については甲が負担するものとする。 

２ 前項に規定する費用は、保有商品の供給及び運搬終了後、乙の納品書等に基づき適正価格に

より甲、乙協議の上、決定するものとする。 

 

（その他必要な支援） 

第 10 条 この協定に定める事項のほか、生活物資等について被災者への支援が必要な場合は、甲

乙協議の上決定するものとする。 
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（協議） 

第 11 条 この協議に定める事項を円滑に推進するため、甲と乙は、定期的に協議を行うものとす

る。 

 

（定めのない事項等） 

第 12 条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、甲、乙協議の上定

めるものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、それぞれ１通を所持

する。 

 

平成２０年 ７月 ７日 

 

（甲） 埼玉県深谷市仲町１１－１ 

深谷市長   新井 家光 

 

 

（乙） 東京都千代田区二番町８番地８ 

                株式会社イトーヨーカ堂 

                代表取締役  亀井 淳 
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別紙１ 

 

■災害時応急生活物資 

段階 
第１段階 

ライフラインストップ 

第２段階 

電気復旧 

第３段階 

水道復旧 

期間 災害当日～３日 ４日～６日 ７日～ 

品

目 

◎水・飲料 

◎菓子パン 

◎牛乳 

◎果物（バナナ） 

◎レトルト食品（ごはん） 

缶詰（イージーオープン） 

電池 

懐中電灯 

バケツ 

軍手 

ガムテープ 

濡れティッシュ 

トイレットペーパー 

紙おむつ 

卓上ガスコンロ 

なべ 

水・飲料 

牛乳 

切り餅 

レトルト食品（ごはん） 

缶詰（イージーオープン） 

インスタントラーメン 

紙おむつ 

なべ 

濡れティッシュ 

生理用品 

下着・靴下 

タオル 

紙コップ・紙皿 

トイレットペーパー 

米 

食パン 

めん類 

バター・ジャム 

肉・魚 

野菜 

果物 

レトルト食品（おかず類） 

インスタントラーメン 

緑茶・コーヒー・紅茶 

トイレットペーパー 

下着・靴下 

なべ 

マスク 

夏 蚊取り線香   

冬 
使い捨てカイロ 

毛布 

  

（注１） 応急生活物資は、おおむね上記の段階、期間ごとの品目を基準とし、災害や緊急度の状況

に合わせて調整する。 

（注２） 品目は、上記のほか、甲乙協議の上、その都度指定できるものとする。 

（注３） ◎印は、災害直後最優先に調達すべき品目。 
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(2)-6 災害時における電気設備等の復旧に関する協定書（埼玉県電気工事工業組合） 

 

災害時における電気設備等の復旧に関する協定書 
 

埼玉県と埼玉県電気工事工業組合との「災害時における電気設備等の復旧に関する協定書」の

趣旨に基づき、深谷市（以下「甲」という）と埼玉県電気工事工業組合（以下「乙」という）と

の間において、災害時における電気設備等の復旧活動等について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、甲の市域内において災害等が発生した場合に、甲から乙に対して行う支援

協力の要請に関し、その手続きを定め、災害応急対策及び災害復興対策を円滑に実施すること

を目的とする。 

 

（支援協力の種類） 

第２条 甲は乙に対し、次の事項について協力を要請することができる。 

(1) 公共施設等の電気設備等の復旧活動に関すること｡ 

(2) 市内における電気に係る事故防止に関すること｡ 

(3) 活動中に二次災害等を発見した場合には､関係機関に通報すること｡ 

(4) 前号の規定の通報により､関係機関からの指示に従うこと｡ 

(5) 災害発生時における復旧に関すること。 

２ 甲及び乙は、前項に定めのない場合については、協議のうえ相互に協力を要請することがで

きる。 

 

（支援協力要請の手続き） 

第３条 甲は乙に対し、前条の規定の支援協力を受けようとする場合には、次の事項を明らかに

し、「支援要請書」（別紙様式第１）をもって要請するものとする。 

ただし、緊急を要する場合は、電話等により支援要請し、事後速やかに支援要請書を交付す

るものとする。 

(1) 支援協力の種類 

(2) 支援協力の具体的な内容､施設名及び場所等 

(3) 支援協力を希望する期間 

 

（支援協力の実施） 

第４条 前条の規定により、甲から支援要請を受けた乙は、直ちに支援を実施するものとする。

ただし、特別な事情により支援ができない場合には、その旨を電話等により連絡するものと

する。 

 

（復旧作業後の引渡） 

第５条 乙は、甲の要請による電気設備等の復旧が完了した場合には、直ちに甲に「災害復旧業

務完了報告書報告」（別紙様式第２）により報告し、相互に作業内容を確認し、甲に引渡すも

のとする。ただし、緊急を要するときは、電話により報告し、速やかに「災害復旧業務完了報

告書報告」（別紙様式第２）を提出する。 

 

（復旧実施マニュアルの提示） 

第６条 乙は甲の要請に対応するために、災害復旧のための実施マニュアルを作成し、甲に提示

するものとする。 

 

（経費の負担） 

第７条 乙が、甲の要請により支援協力に要した経費については、甲・乙協議のうえ決定し、甲

が負担するものとする。なお、資材、人工の価格は、適正な価格とする。 
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（有効期間） 

第８条 この協定の有効期間は、平成２１年４月１６日から平成２２年３月３１日までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、期間満了の１ヶ月前までに、甲又は乙から何らかの申し出がない

場合には、協定の期間満了日の翌日から１年間、この協定を自動的に更新するものとし、以後

も同様とする。 

 

（協議） 

第９条 協定について、疑義を生じた時又は定めのない事項については、甲、乙がその都度協議

して定めるものとする。 

 

この協定締結の証として、本協定書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、それぞれ各１通を

保有する。 

 

平成２１年４月１６日 

 

埼玉県深谷市仲町１１番１号 

甲  深谷市 

深 谷 市 長 新 井 家 光 

 

埼玉県さいたま市北区宮原１丁目３９番地 

乙  埼玉県電気工事工業組合   

理 事 長 小 澤 浩 二 
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(2)-7 災害時における応急医薬品供給等の協力に関する協定書（深谷市薬剤師会） 

 

災害時における応急医薬品供給等の協力に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と深谷市薬剤師会（以下「乙」という。）は、深谷市内におい

て地震、風水害その他の災害（以下「災害」という。）が発生し、または発生するおそれがある

場合、相互に協力して災害時の市民生活の健全を図るために、医薬品等の調達及び供給等に関す

る事項について協定を締結する。 

 

（医薬品等供給の協力要請） 

第１条 甲は、災害が発生し、または発生するおそれがある場合において医薬品等を必要とする

ときは、乙に対し乙の保有医薬品等の供給について協力を要請することができる。 

 

（医薬品等供給の協力実施） 

第２条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、保有医薬品等の優先供給及び運搬

について積極的に協力するものとする。 

 

（医薬品等の範囲） 

第３条 甲が乙に要請する医薬品等の範囲は、次のとおりとし、乙において協力可能な品目及び

数量とする。 

(1) 医薬品 

(2) 衛生材料 

(3) その他甲が指定するもの 

 

（医薬品等供給の要請手続） 

第４条 甲の乙に対する要請手続きは、文書により行うものとする。ただし、緊急の場合は口頭

又は電話等により要請し、事後文書を提出するものとする。 

 

（医薬品等の運搬） 

第５条 医薬品等の運搬は、甲又は乙の指定する者が行うものとする。 

また、甲は、必要に応じて乙に対して運搬の協力を求める事が出来る。 

 

（医薬品等の引取り） 

第６条 医薬品等の引渡し場所は、甲、乙が協議して決定するものとし、当該場所において乙の

納品書等に基づき、甲が確認の上、引取るものとする。 

 

（被災した他の市町村への応援）  

第７条 甲が、被災した他の市町村に対する医薬品等の供給応援を行うために、乙に協力要請を

行った場合においても、乙は、この協定に準じて可能な限り、甲に協力するものとする。 

 
（費 用） 

第８条 第２条、第５条及び第７条の規定により、乙が供給した医薬品等の対価及び乙が行った

運搬等の費用については、甲が負担するものとする。 

２ 前項に規定する費用は、乙が保有医薬品等の供給及び運搬終了後、乙の提出する出荷確認書

等に基づき、甲、乙協議の上、適正な価格に決定するものとする。 

 

（法令の遵守） 

第９条 この協定の施行に当たっては、薬事法その他法令を遵守するものとする。 

 

（定めのない事項等） 

第 10 条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、甲、乙協議して定
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めるものとする。 

 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各１通を保有する。 

 

平成 21 年５月８日 

 

深谷市仲町 11番１号 

甲  深谷市 

深谷市長 新 井 家 光 

 

深谷市西島町２丁目 13番３号 

乙  深谷市薬剤師会 

会  長 大 谷 和 敏 
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(2)-8 災害時における深谷市と東京電力株式会社熊谷支社との電力復旧に関する協定書（東京電力パワーグリッ

ド株式会社熊谷支社） 

 

災害時における深谷市と東京電力株式会社熊谷支社との電力復旧に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と東京電力株式会社熊谷支社（以下「乙」という。）は、深谷

市内及び近隣都県において、災害が発生した場合（以下「災害時」という。）の電力復旧に関し、

次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、災害時における停電事故の発生に対し、いち早く電力を復旧し供給するた

め、甲、乙が連携して電力復旧活動に取り組むことを目的とする。 

 

（情報の提供） 

第２条 甲及び乙は、次に掲げる電力復旧に関する情報の提供に努めるものとする。 

(1) 乙は甲に対し､災害時における停電事故及び広範囲にわたる長時間停電が発生した場合､停

電情報を提供する｡ 

(2) 甲及び乙は､双方が知り得た被災状況を共有する｡ 

(3) 甲及び乙は、停電被害が甚大と判断したときは、協議の上、乙の職員を派遣して情報を共

有する。 

 

（広報活動） 

第３条 甲及び乙は、次に掲げる電力復旧に関する広報活動に努めるものとする。 

(1) 乙は､災害時等に可能な限り､乙の車両による広報活動を行うものとする｡ 

(2) 乙は､災害時等による停電事故及び広範囲にわたる長時間停電が発生したときは､甲に対し､

防災行政無線等による広報の依頼を行うことができるものとする｡ 

(3) 甲は、甲乙協議の上、防災行政無線等を活用し、市民等に対し停電事故及び広範囲にわた

る長時間停電の発生情報について広報を行うことができるものとする。 

 

（市有地の確保） 

第４条 甲は、乙の行う電力復旧及び供給活動に対し、甲の指定する市有地を乙が使用すること

を認めるものとする。 

また、深谷市近隣都県において、災害が発生した場合についても乙の要請により、甲の指定

する市有地の使用を認めるものとする。 

 

（電力復旧重要施設の設定） 

第５条 甲は、災害時における深谷市内の避難所等の重要施設を定め、乙に提示するものとする。

乙は、甲から提示された当該施設について、電力復旧及び供給活動に努めるものとする。 

 

（費用負担） 

第６条 この協定に基づく甲及び乙の費用は無償とする。ただし、乙が使用した市有地について、

原状復帰の必要がある場合には、乙の負担により、原状復帰するものとする。 

 

（定めない事項等） 

第７条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、甲乙が協議して定

めるものとする。 

 

（附則） 

第８条 この協定書の有効期限は、本協定締結日より、一年間とし、甲乙双方に異議がない場合

は翌年度においても自動的に更新されるものとする。 

なお、本協定書の締結に伴い、「市防災行政無線の使用について（回答）、（平成 17 年３月
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10 日付深防発第 17907 号）」は、廃止する。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各１通を保有する。 

 

 

平成 23 年２月 28 日 

 

埼玉県深谷市仲町 11 番 1号 

甲  深谷市 

深谷市長 小 島  進 

 

 

埼玉県熊谷市筑波１丁目 113 番地 

乙  東京電力株式会社 熊谷支社 

熊谷支社長 小 沼 俊 彦 
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(2)-9 災害時における緊急輸送の応援に関する協定書（一般社団法人埼玉県トラック協会深谷支部） 

 

災害時における緊急輸送の応援に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という）と社団法人埼玉県トラック協会深谷支部（以下「乙」とい

う）との間において、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 本協定は、災害（災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第２条第１号に規定する災

害をいう。以下同じ）が発生した場合において、緊急輸送が迅速かつ円滑に実施されるために

必要な事項を定めるものとする。 

 

（応援の要請） 

第２条 甲は、緊急輸送を乙に要請する場合は、「緊急輸送要請書」（様式第１号）により行う

ものとする。ただし緊急を要する場合は、口頭により要請し、事後に要請書を提出するものと

する。 

 

（応援の実施） 

第３条 乙は、甲からの緊急輸送の要請があった場合は、特別な理由がない限り、他に優先して、

乙に所属する輸送事業者を指定（以下「指定輸送事業者」という）し、緊急輸送を実施するも

のとする。 

 

（報告） 

第４条 乙は、前条の規定により緊急輸送を実施した場合は、甲に対して「緊急輸送実施報告書」

（様式第２号）により報告するものとする。ただし緊急を要する場合は、口頭により報告し、

事後に報告書を提出するものとする。 

 

（経費の負担） 

第５条 甲は、乙が第 2 条の要請に基づく緊急輸送業務を行ったときは、その輸送業務に要した

経費を負担するものとする。なお、輸送業務に要した経費は、災害発生時直前における貨物自

動車運送事業法（平成元年法律第 83 号）第 11 条の規定により、乙が国土交通大臣に届出た運

賃・料金を基準として、甲乙協議して定める。 

 

（損害の負担） 

第６条 第３条の規定による緊急輸送により生じた損害の負担は、甲、乙協議して定めるものと

する。ただし、指定運送事業者の責に帰する理由により生じた損害の負担は、乙が負うものと

する。 

 

（災害補償） 

第７条 緊急輸送中の従事者の責めに帰することができない理由により、該当従事者が死亡し、

負傷し、若しくは疾病にかかり、又は心身に障害がある状態になったときは、指定輸送事業者

が補償するものとする。ただし、市町村消防団員等公務災害補償条例（平成 18 年埼玉県市町村

総合事務組合条例第 28号）が適用される場合は、甲が補償するものとする。 

 

（防災訓練等への協力） 

第８条 乙は、災害時における業務が円滑に遂行できるよう、深谷市地域防災計画に基づき甲が

行う防災訓練等に必要な協力を行うものとする。 

 

（協定の有効期間） 

第９条 この協定の有効期間は、平成 24 年１月１日から平成 24 年 12 月 31 日までとする。ただ

し、期間満了の１か月前までに甲、乙いずれからも申し出がないときは、さらに１年間延長さ
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れたものとみなし、以後この例による。 

 

（協議） 

第 10 条 この協定の実施に関し必要な事項及びこの協定に定めのない事項については、甲乙協議

して定めるものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本協定書を２通作成し、記名押印の上、各１通を保管する。 

 

平成 23 年 12 月 19 日 

 

甲  埼玉県深谷市仲町 11 番１号 

深谷市 

深谷市長 小 島  進 

 

乙  埼玉県深谷市折之口 2022 番地１ 

社団法人埼玉県トラック協会深谷支部 

支部長 塚 原  達 男 
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(2)-10 災害時における応急対策業務に関する協定書（深谷市建設業災害対策協力会） 

 

災害時における応急対策業務に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と深谷市建設業災害対策協力会（以下「乙」という。）は、深

谷市内において地震、風水害等の災害（以下「災害」という。）が発生した場合、又はその恐れ

がある場合の応急対策業務の実施に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、甲が管理する道路、河川等の公共土木施設等における応急対策業務に関し、

甲と乙との基本事項を定め、もって災害の拡大防止と被害施設の早期復旧について、迅速かつ

的確に対応することを目的とする。 

 

（協力要請） 

第２条 甲は、応急対策業務を実施する必要があると認めたときは、乙に協力を要請する。 

２ 乙は、甲から協力要請があったときは、甲に協力する。 

 

（協力体制） 

第３条 乙は、応急対策業務を円滑に実施するため、深谷市建設業災害対策協力会員（以下「会

員」という。）の担当区域をあらかじめ定め、甲に通知し、変更がある場合も同様とする。た

だし、甲は、災害の状況その他により止むを得ない事情が発生したときは、担当区域によらず

会員に協力を要請できる。 

２ 甲及び乙は、情報連絡体制を定め、互いに周知し、変更がある場合も同様とする。 

３ 乙は、災害時に提供可能な建設資機材を把握し、その結果を甲に報告し、著しい変更がある

場合も同様とする。 

４ 甲及び乙は、前各項の内容について、年度当初に互いに確認する。 

 

（応急対策業務） 

第４条 甲が乙に対して協力要請する応急対策業務の内容は次のとおりとする。 

(1) 被災情報の収集及び連絡 

(2) 応急復旧工事の実施 

(3) 建設資機材の提供 

(4) 障害物の除去 

(5) その他甲が必要と認める業務 

 

（契約の締結） 

第５条 甲と会員とは応急対策の協力要請に基づく費用及び資機材の調達等に係る経費は実費弁

償とし、速やかに契約を締結する。 

 

（要請手続き） 

第６条 甲の要請手続きは、次の区分に従い行うものとする。 

(1) 連絡可能なときの要請 

甲は、通常の連絡方法が可能なときは、予め定めた情報連絡体制により会員に協力を要請

する。 

(2) 連絡不可能なときの要請 

会員は、災害により電話等が途絶し、甲との連絡が不可能なときは、甲の要請を待つこと

なく、会員の判断で応急対策業務を実施する。 

(3) 震度５弱以上の地震が観測されたときの要請 

会員は、深谷市で震度５弱以上の地震が観測されたときは、甲の要請を待つことなく、被

災情報を収集する。 
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（実績報告） 

第７条 応急対策業務を実施した会員は、その状況を速やかに甲に報告する。 

２ 地震発生後に被災情報を収集した会員は、その状況を速やかに甲に報告する。 

 

（協定の有効期間） 

第８条 この協定の有効期間は平成２４年３月３１日までとする。ただし、期間満了の１月前ま

でに甲乙いずれか一方から申し出がないときは、更に１年間更新するものとし、以降について

も同様とする。 

 

（定めのない事項） 

第９条 この協定に定めのない事項又は疑義が生じたときは、その都度甲、乙協議して定める。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し甲乙記名押印の上、各１通を保有する。 

 

 

 

平成 24 年 １月 16日 

 

 

甲  深谷市仲町 11 番 1号 

深谷市 

深谷市長  小 島  進 

 

乙  深谷市稲荷町二丁目 10番 6号 

深谷市建設業災害対策協力会 

会 長  古 郡 一 成 
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(2)-11 災害時の医療救護活動に関する協定書（一般社団法人深谷寄居医師会） 

 

災害時の医療救護活動に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と社団法人深谷市・大里郡医師会（以下「乙」という。）は、

災害時の医療救護活動に関して、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、深谷市地域防災計画に基づき、大規模災害が発生した場合に、甲が乙の協

力を得て傷病者に対して医療救護活動を行うことを目的とする。 

 

（医療救護班の派遣） 

第２条 甲は、深谷市地域防災計画に基づき医療救護活動を行う必要が生じた場合、乙に対し、

医療救護班の派遣を要請するものとする。 

２ 乙は、前項の定めにより、甲から要請があった場合は、速やかに医療救護班を甲の指定する

場所（災害発生地域）に派遣するものとする。 

 

（医療救護班の業務） 

第３条 医療救護班の業務は、次のとおりとする。 

(1) 傷病者に対する応急処置 

(2) 後方医療施設への転送の要否及び転送順位の決定 

(3) 死亡の確認 

 

（医療救護班の輸送） 

第４条 乙所属の医療救護班の輸送は、原則として甲が行う。 

 

（医薬品等の備蓄及び輸送） 

第５条 乙所属の医療救護班は、原則として甲が備える医薬品等を使用するものとする。 

２ 備蓄医薬品等の輸送は、原則として甲が行う。 

３ 救護所において必要とする給食及び給水は、甲が行う。 

 

（医療費） 

第６条 救護所における医療費は、無料とする。 

２ 後方医療施設における医療費は、原則として患者負担とする。 

 

（総合防災訓練） 

第７条 乙は、甲から要請があった場合は、甲が実施する総合防災訓練に参加するとともに、当

該訓練の一般参加者中、傷病者が発生したときの医療救護を併せ担当するものとする。 

 

（費用弁償等） 

第８条 第２条の規定に基づき、乙が医療救護活動等を実施した場合に要する次の経費は、甲が

負担するものとする。 

(1) 医療救護班の輸送に要した費用 

(2) 医療救護班が携行した医薬品等を使用した場合の実費 

(3) 医療救護班の医師､看護師及びその関係者(事務職等)が､医療救護活動において負傷し、疾

病にかかり、又は死亡した場合の扶助費 

２ 前項に定める費用弁償等の額については、甲乙協議の上、別に定めるものとする。 

 

（細目） 

第９条 この協定を実施するための必要な事項については、別に定める。 
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（協議） 

第 10 条 この協定に定めのない事項及びこの協定の解釈について疑義が生じた場合は、甲乙協議

の上、決定する。 

 

この協定の成立を証するための本協定書２通を作成し、双方記名押印の上、各１通を保有する。 

 

平成 24 年 １月 16日 

 

深谷市仲町 11－１ 

甲  深谷市 

深谷市長  小 島  進 

 

深谷市常盤町 62－２ 

乙  社団法人深谷市・大里郡医師会 

会  長  佐々木 優至 
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(2)-12 災害時における救援物資（飲料水）の提供に関する協定書（株式会社伊藤園熊谷支店） 

 

災害時における救援物資（飲料水）の提供に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と株式会社伊藤園熊谷支店（以下「乙」という。）は、災害時

における救援物資の提供についての協定を次のとおり締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、深谷市内に地震、風水害その他の災害が発生し、若しくは発生するおそれ

がある場合に、被災者を救援するため、飲料水の調達及び安定供給を円滑に行い、もって市民

生活の安定に寄与することを目的とする。 

 

（協定事項の発動） 

第２条 この協定に定める災害時の協力事項の発動は、深谷市内に震度５弱以上の地震又は同等

以上の災害が発生し、若しくは発生するおそれがある場合で、かつ甲の水道水の供給に支障が

生じた、若しくは支障が生じるおそれがある場合とする。 

２ 前項の場合において、甲は乙に対し、救援物資の提供に関して要請する。 

 

（要請の手続） 

第３条 甲は、乙に対し前条の要請を行うときは、電話等により飲料水の種類、数量、搬入場所

等を連絡し、甲乙で相互調整が図れた後に、速やかに救援物資（飲料水）提供要請書（様式第

１号）を乙に提供するものとする。 

２ 要請の手続きを円滑に行うため、甲と乙は、事前に連絡責任者を定め、その名簿を整備して

おくものとする。 

 

（協力の内容） 

第４条 乙は、第２条第２項の規定により要請があったときは、速やかに供給体制を整え、甲が

要請した飲料水を供給するものとする。 

２ 前項による飲料水の対価は有償とし、価格は甲乙協議の上定めるものとする。 

 

（協定期間） 

第５条 この協定の期間は、協定締結の日からとし、甲乙いずれからも協定の解除又は変更の申

し出がない限り継続するものとする。 

 

（協議） 

第６条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じたときは、甲乙協議して決定する。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、それぞれ１通を保有するものとする。 

 

 

平成 24 年 １月 18日 

 

深谷市 

甲  埼玉県深谷市仲町 11－１ 

深谷市長 小 島  進 

 

株式会社伊藤園 熊谷支店 

乙  埼玉県熊谷市小曽根 712 

支店長 平 子 悦 男 
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(2)-13 総合行政システム（Publinker クラウド）災害基本協定書（ＡＧＳ株式会社、加須市、本庄市、東松山市、

羽生市、和光市、幸手市） 

 

総合行政システム（PubLinker クラウド）災害基本協定書 
 

加須市、本庄市、東松山市、羽生市、深谷市、和光市、幸手市（以下それぞれの当事者を「協

議会員」という。）及びＡＧＳ株式会社（以下「ＡＧＳ」という。）は、地震等の大規模な災害

（以下「災害」という。）時における相互支援について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は協議会員が相互扶助の精神に基づき、災害発生時に相互に支援協力して、事業

継続を可能とするため、相互支援の包括的な枠組みに関して必要な事項を定めるものとする。 

 

（支援の種類） 

第２条 支援の種類は、次のとおりとする。 

（1）被災協議会員以外の協議会員の基幹システム端末による、被災協議会員の基幹システム稼

働支援 

（2）ＡＧＳが管理するデータセンターにおける被災協議会員の基幹システム稼働支援 

（3）被災協議会員に対する機器提供やシステム稼働の支援 

（4）前各号に掲げるもののほか、必要な事項の支援 

 

（支援の要請） 

第３条 支援の要請は、第６条に定める連絡窓口を通じて、応急対策の内容、日時、場所、その

他の必要事項を明らかにして、文書により行うものとする。ただし、緊急を要する場合には、

電話、電子メール等の通信手段又は口頭により要請し、その後速やかに文書を提出するものと

する。 

 

（支援の実施） 

第４条 協議会員相互で実施する支援は、当該協議会員が実施可能と判断した範囲内で行うもの

とする。 

 

（支援の経費） 

第５条 支援に要した経費の負担は、別段の合意がない限り無償で行われるものとし、それぞれ

の対応にかかる経費は、各自が負担するものとする。 

 

（連絡窓口） 

第６条 災害時に必要な情報等を協議会員相互に提供することにより支援の円滑な運用を図るた

め、あらかじめ協議会員毎に連絡窓口を定めるものとする。 

 

（協議会） 

第７条 本協定に基づく災害時の支援を円滑に実施するため、必要に応じて協議会を開催し、協

議会員相互の情報交換、運用方法の検討、訓練の実施等を行うものとする。 

２ 協議会の事務局は、ＡＧＳが所掌する。 

 

（協定の期間） 

第８条 本協定の有効期間は協定締結の日から令和５年３月３１日までとする。ただし、期間の

満了又は PubLinker クラウド解約の３０日前までに、文書をもって協定終了の申出又は変更の

意思表示をしない限り、更に１年間延長されるものとし、その後においても同様とする。 
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（効力の適用範囲） 

第９条 この協定は、協議会員が変更になった場合も同様の効力を有するものとする。 

 

（定めのない事項） 

第 10 条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項については、その都度、協議会員及び

ＡＧＳが相互に誠意をもって協議し、円満に解決するものとする。 

 

（効力の発生） 

第 11条 この協定は、令和４年１月４日から施行する。 

２ 平成３０年４月２４日に締結した総合行政システム（PubLinker クラウド）災害基本協定書

は、令和４年１月３日限り、その効力を失う。 

この協定の締結を証するため、協議会員及びＡＧＳが押印の上、各々１通を保有する。 

 

令和４年１月４日 

 

埼玉県加須市三俣二丁目１番地１ 

加須市 

加須市長 大橋 良一 

 

埼玉県本庄市本庄三丁目 5番 3号 

本庄市 

本庄市長 吉田 信解 

 

埼玉県東松山市松葉町一丁目 1番 58 号 

東松山市 

東松山市長 森田 光一 

 

埼玉県羽生市東六丁目 15番地 

羽生市 

羽生市長 河田 晃明 

 

埼玉県深谷市仲町 11 番 1号 

深谷市 

深谷市長 小島 進 

 

埼玉県和光市広沢 1番 5号 

和光市 

和光市長 柴﨑 光子 

 

埼玉県幸手市東四丁目 6番 8号 

幸手市 

幸手市長 木村 純夫 

 

埼玉県さいたま市浦和区針ヶ谷四丁目 3番 25 号 

ＡＧＳ株式会社 

代表取締役 原 俊樹 
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(2)-14 災害時における物資の供給に関する協定書（株式会社アクティオ） 

 

災害時における物資の供給に関する協定書 

 
深谷市（以下「甲」という。）と株式会社アクティオ（以下「乙」という。）は、災害時にお

ける物資の供給に関して次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、深谷市内で地震、風水害その他の災害が発生し、又は発生するおそれがあ

る場合（以下これらを「災害時」という。）に、甲の要請に応じ、乙が物資の供給を行うこと

について、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この協定において、「物資」とは、乙が所有する仮設トイレ、発電機その他のレンタル

機材をいう。 

 

（要請） 

第３条 甲は、災害時に物資の供給を受けようとするときは、その旨を乙に要請するものとする。 

２ 甲は、前項の要請を行うときは、物資供給要請書（様式１）により乙に要請するものとする。

ただし、緊急を要するときは、電話その他の方法で要請し、事後、速やかに物資供給要請書を

提出するものとする。 

 

（要請事項に対する措置） 

第４条 乙は、前条の規定により甲の要請を受けたときは、要請のあった事項について速やかに

適切な措置を講ずるとともに、その措置の状況を甲に連絡するものとする。 

 

（供給可能物資の数量の照会等） 

第５条 甲は、必要がある場合は、乙に対し、供給できる物資の数量を照会することができる。 

２ 甲及び乙は、物資の供給に関する事項の伝達を円滑に行うため、甲乙双方の連絡先及び担当

者を決め、相手方に通知するものとする。これらの事項を変更したときも、同様とする。 

 

（物資の納入方法） 

第６条 乙は、甲と協議の上、甲の指定する場所へ物資を納入するものとする。 

２ 甲は、乙が物資の運搬を行うときは、物資の運搬のために乙が使用する車両を緊急通行車両

とするよう配慮するものとする。 

３ 甲は、物資の納入場所に甲の職員又は甲の指名する者を派遣し、乙から、物資供給報告書

（様式２）により要請に係る物資を確認の上、引渡しを受けるものとする。 

 

（物資の対価等） 

第７条 供給を受けた物資の対価及び前条の規定により乙が行った運搬等の費用については、甲

が負担するものとする。 

２ 供給を受けた物資の対価は、要請した日の前日における適正な価格を基準とし、甲乙協議の

上、決定するものとする。 

３ 甲は、物資の供給を受けた後、乙からの物資供給費用請求書（様式３）を受理した場合は、

災害発生による混乱が沈静化した後、速やかに代金を乙に支払うものとする。 

 

（被災による制限） 

第８条 乙は、災害時に自らが被災した場合は、甲乙協議の上、被災の程度に応じて、物資の供

給の全部又は一部を行わないことができるものとする。 

 

（協議事項） 
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第９条 この協定について疑義が生じたとき、又はこの協定に定めのない事項については、その

都度甲乙協議の上、定めるものとする。 

 

（有効期間） 

第 10 条 この協定は、協定締結の日から効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって協定の

終了を通知しない限り、その効力を有するものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙署名押印のうえ、各１通を保有するも

のとする。 

 

平成 24 年４月 10 日 

 

埼玉県深谷市仲町 11-1 

甲  深谷市 

埼玉県深谷市長 小 島  進 

 

東京都中央区日本橋３－12－２ 朝日ビルヂング７F 

乙  株式会社 アクティオ 

代表取締役社長 小 沼 光 雄 
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(2)-15 災害時における生活物資の供給協力に関する協定書（株式会社カインズ） 

 

災害時における生活物資の供給協力に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と株式会社カインズ（以下「乙」という。）は、災害時に

おける生活物資の供給協力について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、災害時に甲と乙が相互に協力して市民生活の安定を図るため、生活物資の

供給協力に関する事項について定めるものとする。 

 

（協力要請） 

第２条 災害時において甲が生活物資を必要とする時は、乙に対し生活物資の供給について協力

を要請することができる。 

 

（調達物資の範囲）  

第３条 甲が、乙に供給を要請する生活物資の範囲は、次に掲げるもののうち要請時点で、乙が

調達可能な物資とする。  

(1) 日用品等の生活必需品 

(2) 災害時の応急対策に必要な物資として乙が供給できるもの 

 

（要請手続き）  

第４条 甲の乙に対する要請は、別に定める「物資発注書」をもって行うものとする。但し、緊

急を要するときは電話またはその他の方法をもって要請し、事後「物資発注書」を提出するも

のとする。  

２ 甲と乙は連絡体制等について、常に点検、改善に努めるものとする。 

 

（協力実施）  

第５条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、生活物資の供給及び運搬に対する

協力等に積極的に努めるものとする。  

２ 乙は、前条の要請により生活物資の供給を実施したときは、速やかに別に定める「物資供給

報告書」により甲に報告するものとする。 

 

（生活物資の運搬） 

第６条 生活物資の引渡場所は、甲が指定するものとし、その指定場所への運搬は、乙または乙

の指定する者が行うものとする。また、乙は必要に応じ甲に対して運搬の協力を求めることが

できる。 

２ 甲は、乙が前項の規定により生活物資を運搬する車両を優先車両として通行できるように配

慮するものとする。  

 

（費用負担）  

第７条 乙が提供した生活物資の代金及び運搬に要した費用は、甲が負担するものとする。  

２ 前項に規定する費用は、災害発生直前における乙の小売価格等を基準とし、甲と乙が協議の

上速やかに決定する。 

 

（費用の支払い）  

第８条 生活物資の代金及び運搬に要した費用は、乙の請求により甲が支払うものとする。 

２ 甲は、前項の請求があったときは、その内容を確認し、速やかに乙に支払うものとする。 

 

（情報交換）  

第９条 甲と乙は、この協定の成立にかかる連絡責任者を協定締結後速やかに別に定める「連絡
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責任者届」により相手方に報告するものとし、変更があった場合には直ちに相手方に報告する

ものとする。 

 

（協議）  

第 10 条 この協定に定めのない事項、又は疑義を生じた事項については、その都度、甲と乙が協

議の上決定するものとする。 

 

（有効期間）  

第 11 条 この協定は、協定締結の日から効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって協定の

終了を通知しない限り、その効力を有するものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各１通を保有す

るものとする。  

 

平成 24 年 ４月 24日 

 

甲  埼玉県深谷市仲町 11 番１号 

深谷市 

深谷市長 小 島  進 

 

乙  群馬県高崎市高関町 380 番地 

株式会社 カインズ 

代表取締役 土屋 裕雅 
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(2)-16 災害時の医療救護活動に関する協定書（大里郡市歯科医師会） 

 

災害時の医療救護活動に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と大里郡市歯科医師会（以下「乙」という。）は、災害時の医

療救護活動に関して、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、深谷市地域防災計画に基づき、大規模災害が発生した場合に、甲が乙の協

力を得て傷病者に対して医療救護活動を行うことを目的とする。 

 

（医療救護班の派遣） 

第２条 甲は、深谷市地域防災計画に基づき医療救護活動を行う必要が生じた場合、乙に対し、

医療救護班の派遣を要請するものとする。 

２ 乙は、前項の定めにより、甲から要請があった場合は、速やかに医療救護班を甲の指定する

場所（災害発生地域）に派遣するものとする。 

 

（医療救護班の業務） 

第３条 医療救護班の業務は、次のとおりとする。 

(1) 傷病者に対する応急処置 

(2) 後方医療施設への転送の要否及び転送順位の決定 

(3) 死亡の確認及び身元不明者の確認 

 

（医療救護班の輸送） 

第４条 乙所属の医療救護班の輸送は、原則として甲が行う。 

 

（医薬品等の備蓄及び輸送） 

第５条 乙所属の医療救護班は、原則として甲が備える医薬品等を使用するものとする。 

２ 備蓄医薬品等の輸送は、原則として甲が行う。 

３ 救護所において必要とする給食及び給水は、甲が行う。 

 

（医療費） 

第６条 救護所における医療費は、無料とする。 

２ 後方医療施設における医療費は、原則として患者負担とする。 

 

（総合防災訓練） 

第７条 乙は、甲から要請があった場合は、甲が実施する総合防災訓練に参加するとともに、当

該訓練の一般参加者中、傷病者が発生したときの医療救護を併せ担当するものとする。 

 

（費用弁償等） 

第８条 第２条の規定に基づき、乙が医療救護活動等を実施した場合に要する次の経費は、甲が

負担するものとする。 

(1) 医療救護班の輸送に要した費用 

(2) 医療救護班が携行した医薬品等を使用した場合の実費 

(3) 医療救護班の歯科医師、歯科衛生士及びその関係者（事務職等）が、医療救護活動におい

て負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合の扶助費 

２ 前項に定める費用弁償等の額については、甲乙協議の上、別に定めるものとする。 

 

（細目） 

第９条 この協定を実施するための必要な事項については、別に定める。 
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（協議） 

第 10 条 この協定に定めのない事項及びこの協定の解釈について疑義が生じた場合は、甲乙協議

の上、決定する。 

 

この協定の成立を証するための本協定書２通を作成し、双方記名押印の上、各１通を保有する。 

 

平成 24 年 ６月 26日 

 

深谷市仲町 11－１ 

甲  深谷市 

深谷市長  小 島  進 

 

深谷市稲荷町１－20－15 

乙  大里郡市歯科医師会 

会  長  大 沢  誠 
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(2)-17 災害時における燃料等の供給に関する協定書（埼玉県石油業協同組合深谷支部・寄居支部） 

 

災害時における燃料等の供給に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と埼玉県石油業協同組合深谷支部（以下「乙」という。）と埼

玉県石油業協同組合寄居支部（以下「丙」という。）とは、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、深谷市内で地震、台風、暴風、大雨、洪水その他の自然災害又は緊急事態

（以下「災害等」という。）が発生した場合において、ガソリン、軽油、灯油、重油、混合油

及びオイル（以下「燃料等」という。）を確保し、供給することにより、災害応急対策の円滑

な実施を図り、もって市民生活の安定を確保することを目的とする。 

 

（協力の要請） 

第２条 甲は、災害等が発生した場合において、乙・丙（以下「乙等」という。）に対し、次に

掲げる業務について協力を要請する。 

(1) 公用車用燃料等の確保及び供給 

(2) 避難所等における暖房用燃料等の供給 

(3) 防災資機材の燃料等の供給 

(4) 前３号に掲げるもののほか、甲が必要とする燃料等の供給 

２ 乙等は、前項の規定による要請を受けたときは、甲に対し、できる限り優先的に燃料等の供

給を行うものとする。 

 

（要請手続） 

第３条 甲は、災害等が発生した場合において、乙等の協力が必要と認めるときは、協力要請書

（別記様式）をもって行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、電話等により要請し、

事後に協力要請書を提出するものとする。 

 

（供給場所） 

第４条 燃料等の供給場所は、甲と乙等が協議し、決定するものとする。 

 

（費用負担） 

第５条 物資の取引価格は、災害発生直前における適正な価格を基準として、甲と乙等が協議し

て決定するものとし、運搬及び搬入出にかかる費用については、甲の負担とする。 

 

（支払） 

第６条 甲は、前条の規定により供給を受けた燃料等の費用は、乙等の請求に基づき支払うもの

とする。 

 

（連絡責任者） 

第７条 甲及び乙等は、第３条の規定による協力の要請に関する手続を円滑に行うため、それぞ

れ連絡責任者を置き、当該者の名簿を整備しておくものとする。 

 

（協定期間） 

第８条 この協定は、協定締結の日から効力を有し、甲又は乙等が事前に書面等により協定締結

を解除する旨を申し出ない限り、その効力を有するものとする。 

 

（協議事項） 

第９条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた事項については、その都度甲と

乙等が協議の上、決定するものとする。 
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この協定の締結を証するため、本書３通を作成し、甲と乙等が記名押印の上、各１通を保有す

る。 

 

 

平成 24 年６月 26 日 

 

埼玉県深谷市仲町 11－１ 

甲  深谷市 

深谷市長 小 島  進 

 

埼玉県深谷市 

乙  埼玉県石油業協同組合深谷支部 

支部長  穐山 勝義 

 

埼玉県深谷市 

丙  埼玉県石油業協同組合寄居支部 

支部長  鈴木 一彦 
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(2)-18 災害時における応急生活物資供給等に関する協定（ふかや市商工会） 

 

災害時における応急生活物資供給等に関する協定 

 
深谷市（以下「甲」という。）及びふかや市商工会（以下「乙」という。）は、地震等の

災害が発生した場合（以下「災害時」という。）において、市民生活の早期安定と復興に対

して果たす役割の重要性を認識し、被災者に対する円滑な救援活動その他必要な支援を相互

に協力して行うため、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣 旨） 

第１条 この協定は、災害時において甲が行う被災者に対する救援活動等を支援するため、乙が

応急生活物資の調達及び安定供給、物価等の生活情報の収集・提供活動、輸送業務等を積極的

に行い、もって市民生活の安定に寄与することを目的とする。 

 

（災害時の協力事項の発動） 

第２条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として甲が深谷市災害対策本部を設置し、

乙に対して要請を行った時をもって発動する。 

 

（応急生活物資の確保） 

第３条 災害時に必要な応急生活物資の調達及び安定供給を行うため、甲は乙に対して情報の提

供及び必要な要請を行い、乙はそれを受けて乙に加盟する会員（以下「会員店舗」という。）

に対して必要な指導を行うものとする。 

 

（費 用） 

第４条 第３条の規定により、会員店舗が供給した生活物資の対価は、甲が負担するものとする。 

２ 前項に規定する費用は、災害時直前における適正価格を基準として、甲乙協議の上決定する

ものとする。 

 

（情報の収集・提供） 

第５条 甲及び乙は、災害時において物価の高騰の防止等を図るため、協力して市民に対して迅

速かつ的確な物価等の生活情報の提供に努めるものとする。 

２ 甲及び乙は、前項の情報提供を円滑に行うため、物価等の生活情報の交換を日常的に行うも

のとする。 

 

（広域的な支援体制の整備） 

第６条 乙は、乙以外の問屋等各種団体との間での連携を強化し、支援協定の締結等広域的な支

援が受けられる体制の整備に努め、甲は乙に対して必要な協力を行うものとする。 

 

（連絡担当窓口） 

第７条 甲及び乙は、この協定に定める事項を円滑に推進するため、連絡担当窓口をあらかじめ

定めておくものとする。 

 

（協議）  

第８条 この協定に定めのない事項、又は疑義を生じた事項については、その都度、甲と乙が協

議の上決定するものとする。 

 

（有効期間）  

第９条 この協定は、協定締結の日から効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって協定の

終了を通知しない限り、その効力を有するものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本協定書２通を作成し甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。 
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平成 24 年７月９日 

 

甲  深谷市仲町 11－１ 

深谷市 

深谷市長 小 島  進 

 

 

乙  深谷市永田１４２０ 

ふかや市商工会 

会 長 吉 岡 虎 市 

  



≪資料編 Ⅱ協定関係≫ 

 

 Ⅱ-65 

(2)-19 災害時における福祉避難所の設置運営に関する協定書（一般社団法人埼玉県老人福祉施設協議会大里支

部） 

 

災害時における福祉避難所の設置運営に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と埼玉県老人福祉施設協議会大里支部（以下「乙」とい

う。）は、災害発生時における福祉避難所の設置運営に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、深谷市内に大規模な地震、風水害及びその他の災害が発生した場合におけ

る要援護者への避難援護について、甲が乙に対して福祉避難所の設置運営に関する協力を要請

することができること及びその場合の手続きを定めるものとする。 

 

（対象者） 

第２条 この協定における避難援護の対象となる者（以下「対象者」という。）は、福祉施設や

医療機関に入所又は入院するに至らない在宅の要援護者で、一般の避難所生活において何らか

の特別な配慮を必要とするものをいう。 

 

（受入れの要請）  

第３条 甲は、災害時において、前条の対象者の存在を把握した場合は、乙に対し、当該対象者

の受入れを要請するものとする。  

２ 乙は、甲からの要請に可能な範囲内で応じるよう努めるものとする。 

 

（指定する施設） 

第４条 福祉避難所として指定する施設は、別表のとおりとする。 

 

（手続き）  

第５条 前条の要請は、次に掲げる事項を記載した書面をもって行うものとする。ただし、緊急

を要する場合は、この限りでない。  

(1) 対象者の住所､氏名､心身の状況､連絡先等  

(2) 身元引受人の住所、氏名及び連絡先  

 

（経費の負担）  

第６条 福祉避難所として、乙が対象者の受入れに要した経費については、甲が所要の実費を負

担するものとする。  

 

（物資調達及び介助者の確保）  

第７条 甲は、日常生活用品、食料等福祉避難所の運営に必要な物資の調達に努めるものとする。 

２ 甲は、乙が対象者を適切に介護できるよう看護師、介護員、ボランティア等の介助者の確保

に努めるものとする。  

 

（福祉避難所の早期閉鎖への努力）  

第８条 甲は、乙が早期に本来目的の活動を再開できるよう配慮するとともに、福祉避難所の早

期閉鎖に努めるものとする。  

 

（受入可能人数の把握）  

第９条 甲は、平常時から乙の施設における受入可能人数を把握しておくものとする。  

 

（守秘義務）  

第 10 条 乙は、福祉避難所の設置運営を行う場合において知り得た情報を、甲以外の者に漏らし

てはならない。 
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（協議）  

第 11 条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項は、その都度、甲、乙協議して定める

ものとする。  

 

（協定の有効期間）  

第 12 条 この協定の有効期間は、協定締結の日からとし、甲乙いずれからも協定の解除又は変更

の申し出がない限り継続するものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各１通を保有するも

のとする。  

 

平成 24 年７月 12 日 

甲  埼玉県深谷市仲町 11 番１号 

深谷市 

深谷市長 小 島  進 

 

乙  埼玉県深谷市藤野木 117 番地 

埼玉県老人福祉施設協議会大里支部 

支部長  神 戸  章 
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NO 種別 法人名 施設名 郵便番号 住所 電話番号 ＦＡＸ

1 366-0811 048-573-5222 048-573-6633

2 369-0213 048-585-2311 048-585-6337

3 366-0814 048-551-5511 048-574-7444

4 366-0014 048-574-8080 048-574-6600

5 366-0811 048-571-1230 048-571-1446

6 366-0012 048-575-0611 048-575-0610

7 369-0214 048-585-5177 048-585-6416

8 369-1105 048-583-5555 048-583-7257

9 369-1246 048-584-5550 048-584-5502

10 369-0215 048-546-1200 048-546-1201

11 369-1109 048-578-2233 048-578-2244

12 369-1101 048-583-6546 048-583-6547

13 366-0018 048-501-5040 048-501-2841

14 366-0004 048-577-7913 048-577-7914
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(2)-20 災害時における福祉避難所の設置運営に関する協定書（一般社団法人深谷市・大里郡医師会 介護老人保

健施設ＦＯＭＡ・なごみ） 

 

災害時における福祉避難所の設置運営に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と社団法人深谷市・大里郡医師会 介護老人保健施設ＦＯ

ＭＡ・なごみ（以下「乙」という。）は、災害発生時における福祉避難所の設置運営に関

し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、深谷市内に大規模な地震、風水害及びその他の災害が発生した場合におけ

る要援護者への避難援護について、甲が乙に対して福祉避難所の設置運営に関する協力を要請

することができること及びその場合の手続きを定めるものとする。 

 

（対象者） 

第２条 この協定における避難援護の対象となる者（以下「対象者」という。）は、福祉施設や

医療機関に入所又は入院するに至らない在宅の要援護者で、一般の避難所生活において何らか

の特別な配慮を必要とするものをいう。 

 

（受入れの要請）  

第３条 甲は、災害時において、前条の対象者の存在を把握した場合は、乙に対し、当該対象者

の受入れを要請するものとする。  

２ 乙は、甲からの要請に可能な範囲内で応じるよう努めるものとする。  

 

（手続き）  

第４条 前条の要請は、次に掲げる事項を記載した書面をもって行うものとする。ただし、緊急

を要する場合は、この限りでない。  

(1) 対象者の住所､氏名､心身の状況､連絡先等  

(2) 身元引受人の住所、氏名及び連絡先  

 

（経費の負担）  

第５条 福祉避難所として、乙が対象者の受入れに要した経費については、甲が所要の実費を負

担するものとする。  

 

（物資調達及び介助者の確保）  

第６条 甲は、日常生活用品、食料等福祉避難所の運営に必要な物資の調達に努めるものとする。 

２ 甲は、乙が対象者を適切に介護できるよう看護師、介護員、ボランティア等の介助者の確保

に努めるものとする。  

 

（福祉避難所の早期閉鎖への努力）  

第７条 甲は、乙が早期に本来目的の活動を再開できるよう配慮するとともに、福祉避難所の早

期閉鎖に努めるものとする。  

 

（受入可能人数の把握）  

第８条 甲は、平常時から乙の施設における受入可能人数を把握しておくものとする。 

 

（守秘義務）  

第９条 乙は、福祉避難所の設置運営を行う場合において知り得た情報を、甲以外の者に漏らし

てはならない。  
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（協議） 

第 10 条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項は、その都度、甲、乙協議して定める

ものとする。  

 

（協定の有効期間）  

第 11 条 この協定の有効期間は、協定締結の日からとし、甲乙いずれからも協定の解除又は変更

の申し出がない限り継続するものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各１通を保有するも

のとする。  

 

平成 24 年７月 12 日 

 

甲  埼玉県深谷市仲町 11 番１号 

深谷市 

深谷市長 小 島  進 

 

乙  埼玉県深谷市新戒 413－１ 

社団法人深谷市・大里郡医師会 

介護老人保健施設ＦＯＭＡ・なごみ 

施設長 田 口  勝 
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(2)-21 災害時における福祉避難所の設置運営に関する協定書（医療法人社団優慈会 介護老人保健施設はなみず

き） 

 

災害時における福祉避難所の設置運営に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と医療法人社団優慈会 介護老人保健施設はなみずき（以

下「乙」という。）は、災害発生時における福祉避難所の設置運営に関し、次のとおり協定

を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、深谷市内に大規模な地震、風水害及びその他の災害が発生した場合におけ

る要援護者への避難援護について、甲が乙に対して福祉避難所の設置運営に関する協力を要請

することができること及びその場合の手続きを定めるものとする。 

 

（対象者） 

第２条 この協定における避難援護の対象となる者（以下「対象者」という。）は、福祉施設や

医療機関に入所又は入院するに至らない在宅の要援護者で、一般の避難所生活において何らか

の特別な配慮を必要とするものをいう。 

 

（受入れの要請）  

第３条 甲は、災害時において、前条の対象者の存在を把握した場合は、乙に対し、当該対象者

の受入れを要請するものとする。  

２ 乙は、甲からの要請に可能な範囲内で応じるよう努めるものとする。  

 

（手続き）  

第４条 前条の要請は、次に掲げる事項を記載した書面をもって行うものとする。ただし、緊急

を要する場合は、この限りでない。  

(1) 対象者の住所､氏名､心身の状況､連絡先等  

(2) 身元引受人の住所、氏名及び連絡先  

 

（経費の負担）  

第５条 福祉避難所として、乙が対象者の受入れに要した経費については、甲が所要の実費を負

担するものとする。  

 

（物資調達及び介助者の確保）  

第６条 甲は、日常生活用品、食料等福祉避難所の運営に必要な物資の調達に努めるものとする。 

２ 甲は、乙が対象者を適切に介護できるよう看護師、介護員、ボランティア等の介助者の確保

に努めるものとする。  

 

（福祉避難所の早期閉鎖への努力）  

第７条 甲は、乙が早期に本来目的の活動を再開できるよう配慮するとともに、福祉避難所の早

期閉鎖に努めるものとする。 

  

（受入可能人数の把握）  

第８条 甲は、平常時から乙の施設における受入可能人数を把握しておくものとする。  

 

（守秘義務）  

第９条 乙は、福祉避難所の設置運営を行う場合において知り得た情報を、甲以外の者に漏らし

てはならない。  
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（協議）  

第 10 条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項は、その都度、甲、乙協議して定める

ものとする。  

 

（協定の有効期間）  

第 11 条 この協定の有効期間は、協定締結の日からとし、甲乙いずれからも協定の解除又は変更

の申し出がない限り継続するものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各１通を保有するも

のとする。  

 

平成 24 年７月 12 日 

 

甲  埼玉県深谷市仲町 11 番１号 

深谷市 

深谷市長 小 島  進 

 

乙  埼玉県深谷市柏合 1041－１ 

医療法人社団優慈会 

介護老人保健施設はなみずき 

施設長 角 田 忠 生 
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(2)-22 災害時における福祉避難所の設置運営に関する協定書（特定医療法人好文会 介護療養型老人保健施設ア

ルメリア） 

 

災害時における福祉避難所の設置運営に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と特定医療法人好文会 介護療養型老人保健施設アルメリ

ア（以下「乙」という。）は、災害発生時における福祉避難所の設置運営に関し、次のとお

り協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、深谷市内に大規模な地震、風水害及びその他の災害が発生した場合におけ

る要援護者への避難援護について、甲が乙に対して福祉避難所の設置運営に関する協力を要請

することができること及びその場合の手続きを定めるものとする。 

 

（対象者） 

第２条 この協定における避難援護の対象となる者（以下「対象者」という。）は、福祉施設や

医療機関に入所又は入院するに至らない在宅の要援護者で、一般の避難所生活において何らか

の特別な配慮を必要とするものをいう。 

 

（受入れの要請）  

第３条 甲は、災害時において、前条の対象者の存在を把握した場合は、乙に対し、当該対象者

の受入れを要請するものとする。  

２ 乙は、甲からの要請に可能な範囲内で応じるよう努めるものとする。  

 

（手続き）  

第４条 前条の要請は、次に掲げる事項を記載した書面をもって行うものとする。ただし、緊急

を要する場合は、この限りでない。  

(1) 対象者の住所､氏名､心身の状況､連絡先等  

(2) 身元引受人の住所、氏名及び連絡先  

 

（経費の負担）  

第５条 福祉避難所として、乙が対象者の受入れに要した経費については、甲が所要の実費を負

担するものとする。  

 

（物資調達及び介助者の確保）  

第６条 甲は、日常生活用品、食料等福祉避難所の運営に必要な物資の調達に努めるものとする。 

２ 甲は、乙が対象者を適切に介護できるよう看護師、介護員、ボランティア等の介助者の確保

に努めるものとする。 

 

（福祉避難所の早期閉鎖への努力）  

第７条 甲は、乙が早期に本来目的の活動を再開できるよう配慮するとともに、福祉避難所の早

期閉鎖に努めるものとする。  

 

（受入可能人数の把握）  

第８条 甲は、平常時から乙の施設における受入可能人数を把握しておくものとする。  

 

（守秘義務）  

第９条 乙は、福祉避難所の設置運営を行う場合において知り得た情報を、甲以外の者に漏らし

てはならない。  
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（協議）  

第 10 条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項は、その都度、甲、乙協議して定める

ものとする。  

 

（協定の有効期間）  

第 11 条 この協定の有効期間は、協定締結の日からとし、甲乙いずれからも協定の解除又は変更

の申し出がない限り継続するものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各１通を保有するも

のとする。  

 

平成 24 年７月 12 日 

 

甲  埼玉県深谷市仲町 11 番１号 

深谷市 

深谷市長 小 島  進 

 

乙  埼玉県深谷市人見 2031 番地 

特定医療法人好文会 

介護療養型老人保健施設アルメリア 

施設長  坂 田 悍 教 
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(2)-23 災害時における福祉避難所の設置運営に関する協定書（社会福祉法人埼玉朝日会 埼玉朝日園） 

 

災害時における福祉避難所の設置運営に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と社会福祉法人埼玉朝日会 埼玉朝日園（以下「乙」とい

う。）は、災害発生時における福祉避難所の設置運営に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、深谷市内に大規模な地震、風水害及びその他の災害が発生した場合におけ

る要援護者への避難援護について、甲が乙に対して福祉避難所の設置運営に関する協力を要請

することができること及びその場合の手続きを定めるものとする。 

 

（対象者） 

第２条 この協定における避難援護の対象となる者（以下「対象者」という。）は、福祉施設や

医療機関に入所又は入院するに至らない在宅の要援護者で、一般の避難所生活において何らか

の特別な配慮を必要とするものをいう。 

 

（受入れの要請）  

第３条 甲は、災害時において、前条の対象者の存在を把握した場合は、乙に対し、当該対象者

の受入れを要請するものとする。  

２ 乙は、甲からの要請に可能な範囲内で応じるよう努めるものとする。 

  

（手続き）  

第４条 前条の要請は、次に掲げる事項を記載した書面をもって行うものとする。ただし、緊急

を要する場合は、この限りでない。  

(1) 対象者の住所､氏名､心身の状況､連絡先等  

(2) 身元引受人の住所、氏名及び連絡先  

 

（経費の負担）  

第５条 福祉避難所として、乙が対象者の受入れに要した経費については、甲が所要の実費を負

担するものとする。  

 

（物資調達及び介助者の確保）  

第６条 甲は、日常生活用品、食料等福祉避難所の運営に必要な物資の調達に努めるものとする。 

２ 甲は、乙が対象者を適切に介護できるよう看護師、介護員、ボランティア等の介助者の確保

に努めるものとする。  

 

（福祉避難所の早期閉鎖への努力）  

第７条 甲は、乙が早期に本来目的の活動を再開できるよう配慮するとともに、福祉避難所の早

期閉鎖に努めるものとする。  

 

（受入可能人数の把握）  

第８条 甲は、平常時から乙の施設における受入可能人数を把握しておくものとする。  

 

（守秘義務）  

第９条 乙は、福祉避難所の設置運営を行う場合において知り得た情報を、甲以外の者に漏らし

てはならない。  

 

（協議）  

第 10 条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項は、その都度、甲、乙協議して定める

ものとする。  
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（協定の有効期間）  

第 11 条 この協定の有効期間は、協定締結の日からとし、甲乙いずれからも協定の解除又は変更

の申し出がない限り継続するものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各１通を保有するも

のとする。  

 

平成 24 年７月 12 日 

 

甲  埼玉県深谷市仲町 11 番１号 

深谷市 

深谷市長 小 島 進 

 

乙  埼玉県深谷市本田 3512－１ 

社会福祉法人埼玉朝日会 

埼玉朝日園 

園長   野 辺 孝 夫 
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(2)-24 災害時における福祉避難所の設置運営に関する協定書（社会福祉法人埼玉のぞみの園障害者支援施設春日

園） 

 

災害時における福祉避難所の設置運営に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と社会福祉法人埼玉のぞみの園 春日園（以下「乙」とい

う。）は、災害発生時における福祉避難所の設置運営に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、深谷市内に大規模な地震、風水害及びその他の災害が発生した場合におけ

る要援護者への避難援護について、甲が乙に対して福祉避難所の設置運営に関する協力を要請

することができること及びその場合の手続きを定めるものとする。 

 

（対象者） 

第２条 この協定における避難援護の対象となる者（以下「対象者」という。）は、福祉施設や

医療機関に入所又は入院するに至らない在宅の要援護者で、一般の避難所生活において何らか

の特別な配慮を必要とするものをいう。 

 

（受入れの要請）  

第３条 甲は、災害時において、前条の対象者の存在を把握した場合は、乙に対し、当該対象者

の受入れを要請するものとする。  

２ 乙は、甲からの要請に可能な範囲内で応じるよう努めるものとする。 

 

（手続き）  

第４条 前条の要請は、次に掲げる事項を記載した書面をもって行うものとする。ただし、緊急

を要する場合は、この限りでない。  

(1) 対象者の住所､氏名､心身の状況､連絡先等  

(2) 身元引受人の住所、氏名及び連絡先  

 

（経費の負担）  

第５条 福祉避難所として、乙が対象者の受入れに要した経費については、甲が所要の実費を負

担するものとする。  

 

（物資調達及び介助者の確保）  

第６条 甲は、日常生活用品、食料等福祉避難所の運営に必要な物資の調達に努めるものとする。 

２ 甲は、乙が対象者を適切に介護できるよう看護師、介護員、ボランティア等の介助者の確保

に努めるものとする。  

 

（福祉避難所の早期閉鎖への努力）  

第７条 甲は、乙が早期に本来目的の活動を再開できるよう配慮するとともに、福祉避難所の早

期閉鎖に努めるものとする。  

 

（受入可能人数の把握）  

第８条 甲は、平常時から乙の施設における受入可能人数を把握しておくものとする。 

  

（守秘義務） 

第９条 乙は、福祉避難所の設置運営を行う場合において知り得た情報を、甲以外の者に漏らし

てはならない。 

 

（協議） 

第 10 条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項は、その都度、甲、乙協議して定める
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ものとする。 

 

（協定の有効期間）  

第 11 条 この協定の有効期間は、協定締結の日からとし、甲乙いずれからも協定の解除又は変更

の申し出がない限り継続するものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各１通を保有するも

のとする。  

 

平成 24 年７月 12 日 

 

甲  埼玉県深谷市仲町 11 番１号 

深谷市 

深谷市長 小 島  進 

 

乙  埼玉県深谷市本田 3343 番地 

社会福祉法人埼玉のぞみの園 

春日園 

園長   山 崎  勝 
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(2)-25 災害時における福祉避難所の設置運営に関する協定書（社会福祉法人いこいの里障害者支援施設しくね育

成園） 

 

災害時における福祉避難所の設置運営に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と社会福祉法人いこいの里 しくね育成園（以下「乙」と

いう。）は、災害発生時における福祉避難所の設置運営に関し、次のとおり協定を締結す

る。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、深谷市内に大規模な地震、風水害及びその他の災害が発生した場合におけ

る要援護者への避難援護について、甲が乙に対して福祉避難所の設置運営に関する協力を要請

することができること及びその場合の手続きを定めるものとする。 

 

（対象者） 

第２条 この協定における避難援護の対象となる者（以下「対象者」という。）は、福祉施設や

医療機関に入所又は入院するに至らない在宅の要援護者で、一般の避難所生活において何らか

の特別な配慮を必要とするものをいう。 

 

（受入れの要請）  

第３条 甲は、災害時において、前条の対象者の存在を把握した場合は、乙に対し、当該対象者

の受入れを要請するものとする。  

２ 乙は、甲からの要請に可能な範囲内で応じるよう努めるものとする。  

 

（手続き）  

第４条 前条の要請は、次に掲げる事項を記載した書面をもって行うものとする。ただし、緊急

を要する場合は、この限りでない。  

(1) 対象者の住所､氏名､心身の状況､連絡先等  

(2) 身元引受人の住所､氏名及び連絡先  

 

（経費の負担）  

第５条 福祉避難所として、乙が対象者の受入れに要した経費については、甲が所要の実費を負

担するものとする。  

 

（物資調達及び介助者の確保）  

第６条 甲は、日常生活用品、食料等福祉避難所の運営に必要な物資の調達に努めるものとする。 

２ 甲は、乙が対象者を適切に介護できるよう看護師、介護員、ボランティア等の介助者の確保

に努めるものとする。  

 

（福祉避難所の早期閉鎖への努力）  

第７条 甲は、乙が早期に本来目的の活動を再開できるよう配慮するとともに、福祉避難所の早

期閉鎖に努めるものとする。  

 

（受入可能人数の把握）  

第８条 甲は、平常時から乙の施設における受入可能人数を把握しておくものとする。  

 

（守秘義務）  

第９条 乙は、福祉避難所の設置運営を行う場合において知り得た情報を、甲以外の者に漏らし

てはならない。  

 

（協議）  
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第 10 条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項は、その都度、甲、乙協議して定める

ものとする。  

 

（協定の有効期間）  

第 11 条 この協定の有効期間は、協定締結の日からとし、甲乙いずれからも協定の解除又は変更

の申し出がない限り継続するものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各１通を保有するも

のとする。  

 

平成 24 年７月 12 日 

 

甲  埼玉県深谷市仲町 11 番１号 

深谷市 

深谷市長 小 島  進 

 

乙  埼玉県深谷市宿根 1297 番地 

社会福祉法人いこいの里 

しくね育成園 

園長 油 井 良 文 
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(2)-26 災害時における福祉避難所の設置運営に関する協定書（社会福祉法人埼玉県社会福祉事業団障害者支援施

設花園） 

 

災害時における福祉避難所の設置運営に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と社会福祉法人埼玉県社会福祉事業団 花園（以下「乙」

という。）は、災害発生時における福祉避難所の設置運営に関し、次のとおり協定を締結す

る。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、深谷市内に大規模な地震、風水害及びその他の災害が発生した場合におけ

る要援護者への避難援護について、甲が乙に対して福祉避難所の設置運営に関する協力を要請

することができること及びその場合の手続きを定めるものとする。 

 

（対象者） 

第２条 この協定における避難援護の対象となる者（以下「対象者」という。）は、福祉施設や

医療機関に入所又は入院するに至らない在宅の要援護者で、一般の避難所生活において何らか

の特別な配慮を必要とするものをいう。 

 

（受入れの要請）  

第３条 甲は、災害時において、前条の対象者の存在を把握した場合は、乙に対し、当該対象者

の受入れを要請するものとする。  

２ 乙は、甲からの要請に可能な範囲内で応じるよう努めるものとする。 

 

（手続き）  

第４条 前条の要請は、次に掲げる事項を記載した書面をもって行うものとする。ただし、緊急

を要する場合は、この限りでない。  

(1) 対象者の住所､氏名､心身の状況､連絡先等  

(2) 身元引受人の住所、氏名及び連絡先  

 

（経費の負担）  

第５条 福祉避難所として、乙が対象者の受入れに要した経費については、甲が所要の実費を負

担するものとする。  

 

（物資調達及び介助者の確保）  

第６条 甲は、日常生活用品、食料等福祉避難所の運営に必要な物資の調達に努めるものとする。 

２ 甲は、乙が対象者を適切に介護できるよう看護師、介護員、ボランティア等の介助者の確保

に努めるものとする。  

 

（福祉避難所の早期閉鎖への努力）  

第７条 甲は、乙が早期に本来目的の活動を再開できるよう配慮するとともに、福祉避難所の早

期閉鎖に努めるものとする。  

 

（受入可能人数の把握）  

第８条 甲は、平常時から乙の施設における受入可能人数を把握しておくものとする。  

 

（守秘義務）  

第９条 乙は、福祉避難所の設置運営を行う場合において知り得た情報を、甲以外の者に漏らし

てはならない。  

 

（協議）  
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第 10 条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項は、その都度、甲、乙協議して定める

ものとする。  

 

（協定の有効期間）  

第 11 条 この協定の有効期間は、協定締結の日からとし、甲乙いずれからも協定の解除又は変更

の申し出がない限り継続するものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各１通を保有するも

のとする。  

 

平成 24 年７月 12 日 

 

甲  埼玉県深谷市仲町 11 番１号 

深谷市 

深谷市長 小 島  進 

 

乙  埼玉県深谷市小前田 2691 番地 

社会福祉法人埼玉県社会福祉事業団 

花園 

園長 川 﨑 国 公 
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(2)-27 災害時における福祉避難所の設置運営に関する協定書（社会福祉法人埼玉県社会福祉事業団障害者支援施

設皆光園） 

 

災害時における福祉避難所の設置運営に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と社会福祉法人埼玉県社会福祉事業団 皆光園（以下

「乙」という。）は、災害発生時における福祉避難所の設置運営に関し、次のとおり協定を

締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、深谷市内に大規模な地震、風水害及びその他の災害が発生した場合におけ

る要援護者への避難援護について、甲が乙に対して福祉避難所の設置運営に関する協力を要請

することができること及びその場合の手続きを定めるものとする。 

 

（対象者） 

第２条 この協定における避難援護の対象となる者（以下「対象者」という。）は、福祉施設や

医療機関に入所又は入院するに至らない在宅の要援護者で、一般の避難所生活において何らか

の特別な配慮を必要とするものをいう。 

 

（受入れの要請）  

第３条 甲は、災害時において、前条の対象者の存在を把握した場合は、乙に対し、当該対象者

の受入れを要請するものとする。  

２ 乙は、甲からの要請に可能な範囲内で応じるよう努めるものとする。  

 

（手続き）  

第４条 前条の要請は、次に掲げる事項を記載した書面をもって行うものとする。ただし、緊急

を要する場合は、この限りでない。  

(1) 対象者の住所､氏名､心身の状況､連絡先等  

(2) 身元引受人の住所、氏名及び連絡先  

 

（経費の負担）  

第５条 福祉避難所として、乙が対象者の受入れに要した経費については、甲が所要の実費を負

担するものとする。  

 

（物資調達及び介助者の確保）  

第６条 甲は、日常生活用品、食料等福祉避難所の運営に必要な物資の調達に努めるものとする。 

２ 甲は、乙が対象者を適切に介護できるよう看護師、介護員、ボランティア等の介助者の確保

に努めるものとする。  

 

（福祉避難所の早期閉鎖への努力）  

第７条 甲は、乙が早期に本来目的の活動を再開できるよう配慮するとともに、福祉避難所の早

期閉鎖に努めるものとする。 

  

（受入可能人数の把握）  

第８条 甲は、平常時から乙の施設における受入可能人数を把握しておくものとする。  

 

（守秘義務）  

第９条 乙は、福祉避難所の設置運営を行う場合において知り得た情報を、甲以外の者に漏らし

てはならない。 

 

（協議）  
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第 10 条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項は、その都度、甲、乙協議して定める

ものとする。  

 

（協定の有効期間）  

第 11 条 この協定の有効期間は、協定締結の日からとし、甲乙いずれからも協定の解除又は変更

の申し出がない限り継続するものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各１通を保有するも

のとする。  

 

平成 24 年７月 12 日 

 

甲  埼玉県深谷市仲町 11 番１号 

深谷市 

深谷市長 小 島  進 

 

乙  埼玉県深谷市人見 1998 番地 

社会福祉法人埼玉県社会福祉事業団 

皆光園 

園長 茂 木 聰 一 
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(2)-28 災害時における応急生活物資供給等に関する協定（深谷商工会議所） 

 

災害時における応急生活物資供給等に関する協定 

 
深谷市（以下「甲」という。）及び深谷商工会議所（以下「乙」という。）は、地震等の

災害が発生した場合（以下「災害時」という。）において、市民生活の早期安定と復興に対

して果たす役割の重要性を認識し、被災者に対する円滑な救援活動その他必要な支援を相互

に協力して行うため、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、災害時において甲が行う被災者に対する救援活動等を支援するため、乙が

応急生活物資の調達及び安定供給、物価等の生活情報の収集・提供活動、輸送業務等を積極的

に行い、もって市民生活の安定に寄与することを目的とする。 

 

（災害時の協力事項の発動） 

第２条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として甲が深谷市災害対策本部を設置し、

乙に対して要請を行った時をもって発動する。 

 

（応急生活物資の確保） 

第３条 災害時に必要な応急生活物資の調達及び安定供給を行うため、甲は乙に対して情報の提

供及び必要な要請を行い、乙はそれを受けて乙に加盟する会員（以下「会員店舗」という。）

に対して必要な指導を行うものとする。 

 

（費用） 

第４条 第３条の規定により、会員店舗が供給した生活物資の対価は、甲が負担するものとする。 

２ 前項に規定する費用は、災害時直前における適正価格を基準として、甲乙協議の上決定する

ものとする。 

 

（情報の収集・提供） 

第５条 甲及び乙は、災害時において物価の高騰の防止等を図るため、協力して市民に対して迅

速かつ的確な物価等の生活情報の提供に努めるものとする。 

２ 甲及び乙は、前項の情報提供を円滑に行うため、物価等の生活情報の交換を日常的に行うも

のとする。 

 

（広域的な支援体制の整備） 

第６条 乙は、乙以外の問屋等各種団体との間での連携を強化し、支援協定の締結等広域的な支

援が受けられる体制の整備に努め、甲は乙に対して必要な協力を行うものとする。 

 

（連絡担当窓口） 

第７条 甲及び乙は、この協定に定める事項を円滑に推進するため、連絡担当窓口をあらかじめ

定めておくものとする。 

 

（協議）  

第８条 この協定に定めのない事項、又は疑義を生じた事項については、その都度、甲と乙が協

議の上決定するものとする。 

 

（有効期間）  

第９条 この協定は、協定締結の日から効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって協定の

終了を通知しない限り、その効力を有するものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本協定書２通を作成し双方記名押印の上、各自１通を保有する。 
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平成 24 年 11 月 15 日 

 

甲  深谷市仲町 11－１ 

深谷市 

深谷市長 小 島  進 

 

 

乙  深谷市仲町 20－１ 

深谷商工会議所 

会 頭 古 郡  一 成 
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(2)-29 災害に係る情報発信等に関する協定（ヤフー株式会社） 

 

災害に係る情報発信等に関する協定 
 

深谷市およびヤフー株式会社（以下「ヤフー」という）は、災害に係る情報発信等に関し、次

のとおり協定（以下「本協定」という）を締結する。 

 

（本協定の目的） 

第１条 本協定は、深谷市内の地震、台風、豪雨、洪水、暴風その他の災害に備え、深谷市が深

谷市民に対して必要な情報を迅速に提供し、かつ深谷市の行政機能の低下を軽減させるため、

深谷市民に対して必要な情報を迅速に提供し、かつ深谷市の行政機能の低下を軽減させるため、

深谷市とヤフーが互いに協力して様々な取組みを行うことを目的とする。 

 

（本協定における取組み） 

第２条 本協定における段組みの内容は次のとおりとする。 

(1) ヤフーが、深谷市の運営するホームページの災害時のアクセス負荷の軽減を目的として、

深谷市の運営するホームページのキャッシュサイトをヤフーサービス上に掲載し、一般の閲

覧に供すること。 

(2) 深谷市が、深谷市の避難所等の防災情報をヤフーに提供し、ヤフーが、これらの情報を平

常時からヤフーサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知すること。 

(3) 深谷市が、深谷市内の避難勧告、避難指示等の緊急情報をヤフーに提供し、ヤフーが、こ

れらの情報をヤフーサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知すること｡ 

(4) 深谷市が、災害発生時の深谷市内の被害状況、ライフラインに関する情報および避難所に

おけるボランティア受入れ情報をヤフーに提供し、ヤフーが、これらの情報をヤフーサービ

ス上に掲載するなどして、一般に広く周知すること。 

(5) 深谷市が、深谷市内の避難所等における必要救援物資に関する情報をヤフーに提供し、ヤ

フー、この必要救援物資に関する情報をヤフーサービス上に掲載するなどして、一般に広く

周知すること。 

(6) ヤフーが、ヤフーの提供するブログサービスおいて深谷市が運営するブログ（以下「災害

ブログ｣という)にアクセスするための web リンクをヤフーサービス上に掲載するなどして､

災害ブログを一般に広く周知すること｡ 

(7) 深谷が、深谷市内の避難所に避難している避難者の名簿を作成する場合、ヤフーが提示す

る所定のフォーマットを用いて名簿を作成すること。 

２ 前項各号の取組みの具体的な内容および方法については、災害の状況等を考慮に入れ、深谷

市およびヤフーの両者の協議により決定するものとする。 

３ 深谷市およびヤフーは、第１項各号の事項が円滑になされるよう、お互いの窓口となる連絡

先およびその担当者名を相手方に連絡するものとし、これに変更があった場合、速やかに相手

方に連絡するものとする。 

４ 第１項各号に関する事項および同項に記載のない事項についても、深谷市およびヤフーはよ

びヤフーは、両者で適宜協議を行い、決定した取組みを随時実施するものとする。 

 

（費用） 

第３条 前条に基づく深谷市およびヤフーの対応は別段の合意がない限り無償で行われるものと

し、それぞれの対応にかかる旅費・通信費その他一切の経費は、各自が負担するものとする。 

（情報の周知） 

第４条 ヤフーは、深谷市から提供を受ける情報について、深谷市が特段の留保を付さない限り、

本協定の目的を達成するため、ヤフーが適切と判断する方法（提携先への提供、ヤフーサービ

ス以外のサービス上での掲載等を含む）により、一般に広く周知することができる。ただし、

ヤフーは、本協定の目的以外のために二次利用をしてはならないものとする。 
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（本協定の公表） 

第５条 本協定締結の事実および本協定の内容を公表する場合、深谷市およびヤフーは、その時

期、方法および内容について、両者で別途協議のうえ、決定するものとする。 

 

（本協定の期間） 

第６条 本協定の有効期間は、本協定締結日から１年間とし、期間満了前までにいずれかの当事

者から他の当事者に対し期間満了によって本協定を終了する旨の書面による通知がなされない

限り、本協定はさらに１年間自動的に更新されるものとし、以後も同様とする。 

 

（協議） 

第７条 本協定に定めのない事項および本協定に関して疑義が生じた事項については、深谷市お

よびヤフーは、誠実に協議して解決を図る。 

 

以上、本協定締結の証として本書２通を作成し、深谷市とヤフー両者記名押印のうえ各１通を

保有する。 

 

平成 25 年１月１日 

 

深谷市：埼玉県深谷市仲町 11－１ 

深谷市役所 

深谷市長 小 島 進 

 

ヤフー：東京都港区赤坂九丁目７番１号 

ヤフー株式会社 

代表取締役 宮 坂 学 
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(2)-30 災害時における深谷市と深谷市社会福祉協議会の相互支援に関する協定書（社会福祉法人深谷市社会福祉

協議会） 

 

災害時における深谷市と深谷市社会福祉協議会の相互支援に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という）と社会福祉法人深谷市社会福祉協議会（以下「乙」という）は、

災害時における相互協力に対し、必要な対応を円滑に遂行するために次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、地震、風水害等により深谷市内で大規模な災害が発生した場合において、

深谷市地域防災計画に基づき、災害時における甲が行う応急対策等に対する甲及び乙の相互協

力に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この協定において、「災害」とは災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第２条第１

号に定める被害をいう。 

 

（協力内容） 

第３条 甲が、災害発生時に乙に協力依頼するボランティア活動（以下「活動」という。）の内

容は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(１) 災害時における甲が行う救助・救助活動の実施への協力に関する事項 

(２) 避難所内における避難者の世話・業務の協力に関する事項 

(３) 避難者に対する炊き出し及び救助物資の配分等に関する事項 

(４) その他、災害対策業務全般についての協力に関する事項 

 

（協力依頼） 

第４条 甲及び乙は、深谷市内に災害が発生し、次の各号に定める事項について必要が生じた場

合は、相互に協力を依頼することができる。 

(１) 乙は、災害時の効果的な活動を推進するため、緊急対応のための活動 

拠点として災害ボランティアセンター(以下「センター」という)を設置する。 

(２) 甲と乙は、連携・協力しながらセンターの設置･運営につき必要な業務を実施する。 

(３) 甲はセンターの設置・運営に必要な備品を貸与する。 

(４) 被災者の避難先及び被災状況の情報を相互に提供する。 

(５) その他前各号に定めのない事項で、相互が必要と認めた事項とする。 

２ 甲が乙にセンターの設置を依頼する場合は、災害ボランティアセンター設置協力依頼書（第

１号様式）により乙に対して、日時、場所、内容等を明らかにして、協力依頼をするものとす

る。ただし、緊急の場合は、口頭で行い、後日災害ボランティアセンター設置協力依頼書をも

って処理するものとする。 

３ 乙は、センターを設置したときは、災害ボランティアセンター設置通知書（第２号様式）に

より甲に報告する。 

 

（協力の実施） 

第５条 前条の規定による協力依頼を受けたときは、甲及び乙は、その緊急性に鑑み可能な範囲

内においてこれを実施するものとする。 

 

（活動拠点） 

第６条 災害時に乙が行うボランティアの受入れ、派遣等活動は乙の所在地を拠点とするものと

する。 

２ 災害の規模により、乙の所在地を拠点とした活動が困難な場合には、甲は活動拠点を確保す

るものとする。 
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（ボランティアの養成･受入れ･派遣等） 

第７条 乙は平常時よりボランティアの研修・講習会等を行い、ボランティアの受入れ、派遣等、

非常時に備え態勢づくりを整備するものとする。 

２ 甲は、前項の事項に関し、必要な範囲で支援するものとする。 

 

（関係機関との協力） 

第８条 乙は、災害時にどのように活動すべきであるか関係機関と協議し、平常時より最善の方

法を検討するものとする。 

 

（防災訓練等への協力） 

第９条 乙は、災害時における業務が円滑に遂行できるよう、深谷市地域防災計画に基づき甲が

行う防災訓練等に必要な協力を行うとともに、独自及び近隣団体との合同訓練や講習を実施す

るものとする。 

 

（費用負担） 

第１０条 乙が甲の協力依頼により活動の実施にあたって支出した費用のうち、甲が認めたもの

は、活動の終了後、乙の請求により甲が負担するものとする。 

 

（報告） 

第１１条 乙は、活動が終了したときは、速やかにその活動状況について災害ボランティアセン

ター活動状況報告書（第３号様式）により甲に報告するものとする。 

 

（協議） 

第１２条 この協定の各条項の解釈について疑義を生じたとき、又はこの協定に定めのない事項

については、甲乙協議して定めるものとする。 

 

上記協定締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自その１通を保

有する。 

 

 

平成２５年１月２１日 

 

 

甲  埼玉県深谷市仲町１１番１号 

埼玉県深谷市 

代表者 深谷市長 小 島  進 

 

乙  埼玉県深谷市本住町１２番８号 

社会福祉法人 深谷市社会福祉協議会 

会長職務代理者副会長 宮 島 典 子 
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(2)-31 災害時における救援物資（飲料水）の供給に関する協定書（有限会社中里商店） 

 

災害時における救援物資（飲料水）の供給に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と有限会社中里商店（以下「乙」という。）は、災害時におけ

る救援物資（飲料水）の供給についての協定を次のとおり締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、深谷市内に地震、風水害その他の災害が発生し、若しくは発生するおそれ

がある場合（以下「災害時」という。）に、飲料水の調達及び安定供給を円滑に行い、もって

市民生活の安定に寄与することを目的とする。 

 

（協力事項の発動） 

第２条 この協定に定める災害時の協力事項の発動は、原則として甲が災害対策本部を設置し、

乙に対して救援物資の要請を行った時をもって発動する。 

 

（要請の手続） 

第３条 甲は、乙に対し前条の要請を行うときは、「救援物資（飲料水）供給要請書」により乙

に要請するものとする。ただし、緊急を要するときは、電話その他の方法で要請し、事後、速

やかに「救援物資（飲料水）供給要請書」を乙に提出するものとする。 

２ 要請の手続きを円滑に行うため、甲と乙は、事前に連絡責任者を定め、その名簿を整備して

おくものとする。 

 

（協力の内容） 

第４条 乙は、第２条の規定により要請があったときは、速やかに供給体制を整え、甲が要請し

た飲料水を供給するものとする。 

２ 前項による飲料水の対価は有償とし、価格は甲乙協議の上定めるものとする。 

 

（協定期間） 

第５条 この協定の期間は、協定締結の日からとし、甲乙いずれからも協定の解除又は変更の申

し出がない限り継続するものとする。 

 

（協議） 

第６条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じたときは、甲乙協議して決定する。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、それぞれ１通を保有するものとする。 

 

 

平成２５年１１月１５日 

 

甲  深谷市 

埼玉県深谷市仲町１１番１号 

深谷市長  小 島  進 

 

乙  有限会社 中里商店 

埼玉県深谷市大谷１４５８番地 

代表取締役 中里 利雄 

  



≪資料編 Ⅱ協定関係≫ 

 

 Ⅱ-91 

(2)-32 災害時における家屋被害認定調査に関する協定書（埼玉土地家屋調査士会） 

 

災害時における家屋被害認定調査に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と埼玉土地家屋調査士会（以下「乙」という。）とは、深谷市

内における地震、風水害その他の災害発生時（以下「災害時」という。）における家屋被害認定

調査（以下「認定調査」という。）について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、甲の市内における災害時に、甲から乙に対して行う支援協力の要請に関し、

その手続きを定め、円滑な支援協力が実施できることを目的とする。 

 

（支援協力の内容） 

第２条 甲は乙に対し、次の事項について支援協力を要請することができる。 

(1) 災害に係る住家の被害認定基準運用指針（平成１３年６月２８日府政防第５１８号）に基

づき、甲の職員と連携した市内家屋の調査に関すること。 

(2) 甲が発行したり災証明について、市民からの相談に関すること。 

 

（支援協力要請の方法） 

第３条 甲は乙に対し、前条に定める支援協力を受けようとする場合には、認定調査を実施する

所在地及び当該宅名称等、必要事項を記載した被害認定調査要請書（別紙様式１）をもって行

うものとする。 

ただし、緊急を要するときは、口頭等で要請し、事後速やかに被害認定調査要請書を提出す

るものとする。 

 

（支援協力の実施） 

第４条 前条の規定により甲から支援要請を受けた乙は、被害認定調査要請承諾書（別紙様式２）

を提出するとともに速やかに認定調査を実施するものとする。ただし、特別な事情により支援

ができない場合には、その旨を遅滞なく報告するものとする。 

 

（費用の負担） 

第５条 甲は、前条の規定により派遣された会員の人件費は負担しない。 

２ 乙が、甲の要請により認定調査に要した経費や資材の費用は、災害発生直前における適正な

価格を基準として、甲乙協議のうえ決定し、甲が負担するものとする。 

 

（守秘義務） 

第６条 乙及び乙の会員は、認定調査の実施により知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。 

 

（従事者の災害補償） 

第７条 乙は、認定調査に従事した乙の会員が当該調査のために負傷し、疾病にかかり、又は死

亡した場合は、乙が別途加入する災害補償保険等により対応する。 

 

（有効期間） 

第８条 この協定の有効期間は、協定締結の日から平成２７年３月３１日までとする。ただし、

協定期間満了の３０日前までに、甲、乙いずれかが協定の解除又は変更の申出をしないときは、

さらに１年間延長されたものとみなし、以後についても同様とする。 

 

（協議事項） 

第９条 この協定に定めのない事項及びこの協定の実施について疑義が生じたときは、その都度

甲乙協議のうえ決定するものとする。 
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この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各１通を保有する

ものとする。 

 

 

平成２７年３月１６日 

 

埼玉県深谷市仲町１１番１号 

甲  深谷市 

深谷市長  小 島   進 

 

埼玉県さいたま市浦和区高砂四丁目１４番１号 

乙  埼玉土地家屋調査士会 

会 長   佐 藤 忠 治 
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(2)-33 災害時における福祉避難所の設置運営に関する協定書（医療法人好文会あねとすデイサービストレーニン

グセンター） 

 

災害時における福祉避難所の設置運営に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と医療法人好文会 あねとすデイサービストレーニングセンタ

ー（以下「乙」という。）は、災害発生時における福祉避難所の設置運営に関し、次のとおり協

定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、深谷市内に大規模な地震、風水害及びその他の災害が発生した場合におけ

る要配慮者への避難援護について、甲が乙に対して福祉避難所の設置運営に関する協力を要請

することができること及びその場合の手続きを定めるものとする。 

 

（対象者） 

第２条 この協定における避難援護の対象となる者（以下「対象者」という。）は、福祉施設や

医療機関に入所又は入院するに至らない在宅の要配慮者で、一般の避難所生活において何らか

の特別な配慮を必要とするものをいう。 

 

（受入れの要請）  

第３条 甲は、災害時において、前条の対象者の存在を把握した場合は、乙に対し、当該対象者

の受入れを要請するものとする。  

２ 乙は、甲からの要請に可能な範囲内で応じるよう努めるものとする。  

 

（手続き）  

第４条 前条の要請は、次に掲げる事項を記載した書面をもって行うものとする。ただし、緊急

を要する場合は、この限りでない。  

（１）対象者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等  

（２）身元引受人の住所、氏名及び連絡先  

 

（経費の負担）  

第５条 福祉避難所として、乙が対象者の受入れに要した経費については、甲が所要の実費を負

担するものとする。  

 

（物資調達及び介助者の確保）  

第６条 甲は、日常生活用品、食料等福祉避難所の運営に必要な物資の調達に努めるものとする。 

２ 甲は、乙が対象者を適切に介護できるよう看護師、介護員、ボランティア等の介助者の確保

に努めるものとする。  

 

（福祉避難所の早期閉鎖への努力）  

第７条 甲は、乙が早期に本来目的の活動を再開できるよう配慮するとともに、福祉避難所の早

期閉鎖に努めるものとする。 

 

（受入可能人数の把握）  

第８条 甲は、平常時から乙の施設における受入可能人数を把握しておくものとする。  

 

（守秘義務）  

第９条 乙は、福祉避難所の設置運営を行う場合において知り得た情報を、甲以外の者に漏らし

てはならない。  
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（協議）  

第１０条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項は、その都度、甲、乙協議して定め

るものとする。  

 

（協定の有効期間）  

第１１条 この協定の有効期間は、協定締結の日からとし、甲乙いずれからも協定の解除又は変

更の申し出がない限り継続するものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各１通を保有するも

のとする。 

 

平成２７年５月２５日 

 

甲  埼玉県深谷市仲町１１番１号 

深谷市 

深谷市長 小 島  進 

 

乙  埼玉県深谷市人見１９７５番地 

医療法人好文会 

理事長 坂 本 尚 隆 
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(2)-34 災害時における応急対策活動に関する協定書（深谷市清掃組合） 

 

災害時における応急対策活動に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と深谷市清掃組合（以下「乙」という。）とは、深谷市内に災

害が発生し、又は発生する恐れがある場合（以下「災害時等」という。）における応急対策（以

下「応急対策」という。）について、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、甲の市内における災害時等に、甲が行う応急対策に関し、乙に協力を要請

するため必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この協定において「災害」とは、地震、豪雨、洪水、暴風、豪雪その他異常な自然現象

及び大規模な火災などによる被害をいう。 

 

（協力事項の発効） 

第３条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として甲が、災害対策本部を設置し、乙に

対して要請を行ったときをもって発動する。 

２ その他前項と同程度の災害で乙の協力が必要と認めた場合に発動する。 

 

（協力の要請） 

第４条 甲は、災害時等において必要があると認めるときは、乙に対して応急対策の協力を要請

することができる。 

 

（協力の実施） 

第５条 乙は、前条に規定する要請を受けたときは、原則として甲の職員の指示に基づき応急対

策について協力するものとする。 

 

（要請の方法等） 

第６条 第４条の要請は、原則として次の各号に掲げる事項を記載した災害時における応急対策

要請書（別紙様式１）により行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、口頭又は電話等

により要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

（１）応急対策を実施する場所 

（２）被害の状況 

（３）応急対策の内容 

（４）前各号に定めるもののほか、必要な事項 

２ 前項の規定により甲から要請を受けた乙は、災害時における応急対策承諾書（別紙様式２）

を提出するとともに速やかに応急対策を実施するものとする。ただし、特別な事情により応急

対応ができない場合には、その旨を遅滞なく甲に報告するものとする。 

 

（連絡責任者） 

第７条 甲及び乙は、あらかじめ応急対策に関する連絡責任者を定め、速やかに必要な情報を相

互に連絡するものとする。 

 

（経費の負担） 

第８条 甲の要請により、乙が応急対策の実施に要した費用は、甲乙協議のうえ決定し、甲が負

担するものとする。 

（守秘義務） 

第９条 乙及び乙の会員は、応急対策の実施により知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。 
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（従事者の災害補償） 

第１０条 乙は、応急対策に従事した乙の会員が当該応急対策のために負傷し、疾病にかかり、

又は死亡した場合は、乙が別途加入する災害補償保険等により対応する。 

 

（有効期間） 

第１１条 この協定の有効期間は、協定締結の日から平成２８年３月３１日までとする。ただし、

協定期間満了の日の３０日前までに、甲、乙いずれかが協定の解除又は変更の申出をしないと

きは、さらに１年間延長されたものとみなし、以後についても同様とする。 

 

（協議事項） 

第１２条 この協定に定めのない事項及びこの協定の実施について疑義が生じたときは、その都

度甲乙協議のうえ決定するものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各１通を保有するも

のとする。 

 

 

平成２７年１１月１１日 

 

埼玉県深谷市仲町１１番１号 

甲  深谷市 

深谷市長  小 島   進 

 

 

埼玉県深谷市新井１３番２号 

乙  深谷市清掃組合 

組合長   日 野 邦 英 
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(2)-35 災害時における生活物資の供給協力に関する協定書（株式会社ハーズ） 

 

災害時における生活物資の供給協力に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と株式会社ハーズ（以下「乙」という。）は、災害時における

生活物資の供給協力について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、災害時に甲と乙が相互に協力して市民生活の安定を図るため、生活物資の

供給協力に関する事項について定めるものとする。 

 

（協力要請） 

第２条 災害時において甲が生活物資を必要とする時は、乙に対し生活物資の供給について協力

を要請することができる。 

 

（調達物資の範囲）  

第３条 甲が、乙に供給を要請する生活物資の範囲は、次に掲げるもののうち要請時点で、乙が

調達可能な物資とする。  

（１）日用品等の生活必需品 

（２）災害時の応急対策に必要な物資として乙が供給できるもの 

 

（要請手続き）  

第４条 甲の乙に対する要請は、別に定める「物資発注書」をもって行うものとする。但し、緊

急を要するときは電話またはその他の方法をもって要請し、事後「物資発注書」を提出するも

のとする。  

 

（協力実施）  

第５条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、生活物資の供給及び運搬に対する

協力等に積極的に努めるものとする。  

２ 乙は、前条の要請により生活物資の供給を実施したときは、速やかに別に定める「物資供給

報告書」により甲に報告するものとする。 

 

（生活物資の運搬） 

第６条 生活物資の引渡場所は、甲が指定するものとし、その指定場所への運搬は、乙または乙

の指定する者が行うものとする。また、乙は必要に応じ甲に対して運搬の協力を求めることが

できる。 

２ 甲は、乙が前項の規定により生活物資を運搬する車両を優先車両として通行できるように配

慮するものとする。  

 

（費用負担）  

第７条 乙が提供した生活物資の代金及び運搬に要した費用は、甲が負担するものとする。  

２ 前項に規定する費用は、災害発生直前における乙の小売価格等を基準とし、甲と乙が協議の

上速やかに決定する。 

 

（費用の支払い）  

第８条 生活物資の代金及び運搬に要した費用は、乙の請求により甲が支払うものとする。 

２ 甲は、前項の請求があったときは、その内容を確認し、速やかに乙に支払うものとする。 

 

（連絡責任者）  

第９条 甲と乙は、あらかじめ応急対策に関する連絡責任者を定め、速やかに必要な情報を相互

に連絡するものとする。  
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（協議）  

第１０条 この協定に定めのない事項、又は疑義を生じた事項については、その都度、甲と乙が

協議の上決定するものとする。 

 

（有効期間）  

第１１条 この協定は、協定締結の日から効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって協定

の終了を通知しない限り、その効力を有するものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各１通を保有す

るものとする。  

 

 

平成２８年 ６月２４日 

 

甲  埼玉県深谷市仲町１１番１号 

深谷市 

深谷市長  小 島  進 

 

乙  埼玉県深谷市荒川８５０番地１ 

株式会社 ハーズ 

代表取締役 吉岡 虎市 
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(2)-36 災害時における放送等に関する協定（株式会社ジェイコム埼玉・東日本） 

 

災害時における放送等に関する協定 
 

深谷市(以下｢甲｣という。）と、株式会社ジェイコム北関東 熊谷局(以下｢乙｣という。）は、

災害および防災に関する情報(以下｢災害情報｣という。）の放送等に関して、次のとおり協定（以

下「本協定」という。）を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は､深谷市の区域内で災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第２条第１号に

規定する災害が発生した場合又は発生するおそれがある場合(以下｢災害時｣という。）において、

市民に迅速かつ正確な情報を伝達するための災害情報の放送等について、必要事項を定める。 

 

（災害情報の提供及び要請） 

第２条 甲は、災害時に乙に対して速やかに災害情報を提供し、放送を要請することができる。 

 

（要請の手続き） 

第３条 甲が前条の要請を行う場合は、次の各号に掲げる事項を記載した文書を乙の委託事業者

である株式会社ジュピターテレコム埼玉メディアセンターに要請するものとする。 

（１）放送要請の理由 

（２）依頼する放送の内容 

（３）希望する放送の日時 

（４）その他必要な事項 

２ 前項の要請の連絡先は、別紙１のとおり定めるものとする。 

３ 要請は災害情報放送要請書（第 1号様式）により、メールおよびファックスを用いて行う。 

ただし、これに依りがたい場合は口頭、電話等にて要請し、その後速やかに甲は文書を提出

するものとする。 

 

（災害情報の放送） 

第４条 乙は、第２条に定める要請を受けたときは、甲から依頼された事項に関して、放送の形

式、内容、時刻をその都度決定し、可能な限り放送するものとする。 

 

（情報の活用） 

第５条 甲がインターネットや広報紙等で発信済の情報（コミュニティ情報、施設情報、安心安

全情報等）および第２条で乙に要請した情報について、緊急性の如何に関わらず乙は自ら運営

する放送やインターネット等を通じて伝えることができるものとする。 

 

（協力体制の整備） 

第６条 災害時における協力体制を整備するため、甲乙において防災計画の状況、協力要請事項

等について必要に応じて情報の交換を行う。 

 

（有効期間） 

第７条 本協定の有効期間は、平成 29 年 2 月 9 日から平成 30 年 3 月 31 日までとする｡ただし､期

間満了の日の３ケ月前までに甲乙いずれからも申し出がないときは､さらに、１年間延長するも

のとし、以後も同様とする。 

 

（協議） 

第８条 本協定に定めのない事項又は本協定に関し疑義が生じた場合は、甲乙協議のうえ決定す

る。 

 

本協定書は、２通作成し甲乙がそれぞれ記名押印のうえ、各１通を保有する。 
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平成 29 年 2 月 9 日 

 

 

甲  埼玉県深谷市仲町 11 番 1 号 

深谷市 

深谷市長    小 島  進 

 

 

乙  埼玉県熊谷市原島 380 

株式会社ジェイコム北関東 熊谷局 

局 長     湯沢 光一郎 
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(2)-37 災害時における無人航空機による協力活動に関する協定書（株式会社技術開発コンサルタント） 

 

災害時における無人航空機による協力活動に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と株式会社技術開発コンサルタント（以下「乙」という。）と

は、深谷市内に災害が発生し、又は発生する恐れがある場合（以下「災害時等」という。）にお

ける無人航空機による支援協力活動（以下「協力活動」という。）について、次のとおり協定を

締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、甲の市内における災害時に、甲から乙に対して行う協力活動の要請に関し、

その手続きを定め、円滑な支援協力が実施できることを目的とする。 

 

（協力活動の内容） 

第２条 甲から無人航空機を活用した被災状況等の情報収集について要請があったときは、乙は、

協力が可能な範囲で協力要請に応じるものとする。 

 

（協力活動要請の方法） 

第３条 甲は乙に対し、前条に定める協力活動を受けようとする場合には、無人航空機支援要請

書（別紙様式１）をもって行うものとする。ただし、緊急を要するときは、口頭又は電話等で

要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

２ 前項の規定により甲から要請を受けた乙は、無人航空機支援承諾書（別紙様式２）を提出す

るとともに、速やかな協力活動を実施するものとする。ただし、特別な事情により協力活動が

できない場合には、その旨を遅滞なく甲に報告するものとする。 

 

（連絡責任者） 

第４条 甲及び乙は、あらかじめ支援協力に関する連絡責任者を定め、速やかに必要な情報を相

互に連絡するものとする。 

 

（費用の負担） 

第５条 甲の要請により、乙が支援協力の実施に要した費用は、甲乙協議のうえ決定し、甲が負

担するものとする。 

 

（有効期間） 

第６条 この協定の有効期間は、協定締結の日から平成３０年３月３１日までとする。ただし、

協定期間満了の３０日前までに、甲、乙いずれかが協定の解除又は変更の申出をしないときは、

さらに１年間延長されたものとみなし、以後についても同様とする。 

 

（協議事項） 

第７条 この協定に定めのない事項及びこの協定の実施について疑義が生じたときは、その都度

甲乙協議のうえ決定するものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各１通を保有する

ものとする。 
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平成２９年５月９日 

 

 

埼玉県深谷市仲町１１番１号 

甲  深谷市 

深谷市長  小 島   進 

 

埼玉県深谷市上野台４４０ 

乙  株式会社技術開発コンサルタント 

代表取締役 飯 野 英 雄 
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(2)-38 災害時及び平常時における防災活動への協力に関する協定書（一般社団法人深谷防災ネットワーク） 

 

災害時及び平常時における防災活動への協力に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と一般社団法人深谷防災ネットワーク（以下「乙」という。）

は、災害時及び平常時における防災活動への協力に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、災害時における防災関連用品・用具の供給及び平常時における甲の防災活

動の推進に対する乙の協力について、必要な事項を定めるものとする。 

 

（協力の内容） 

第２条 深谷市内に地震、風水害その他の災害が発生し、若しくは発生するおそれがある場合

（以下「災害時」という。）に、甲は乙に対して防災関連用品・用具の供給について協力を要

請することができる。 

２ 平常時における甲の防災活動の推進に対し、甲は乙に対して次に掲げる事項について協力を

要請することができる。 

（１）甲が実施する防災啓発事業 

（２）甲が実施する防災訓練への参加 

３ 乙は、甲からの要請があった場合には、可能な限り協力するものとする。 

 

（要請の手続） 

第３条 甲は、乙に対し前条の要請を行うときは、「防災活動への協力に関する要請書」により

行うものとする。ただし、緊急を要するときは、電話その他の方法で行い、事後、速やかに

「防災活動への協力に関する要請書」を乙に提出するものとする。 

２ 要請の手続きを円滑に行うため、甲と乙は、事前に連絡責任者を定め、その名簿を整備して

おくものとする。 

 

（費用の負担） 

第４条 第２条第１項の規定による要請に基づき実施した協力にかかる費用は、甲乙協議の上決

定し、甲が負担するものとする。 

２ 第２条第２項の規定による要請に基づき実施した協力にかかる費用は、乙が負担するものと

する。 

 

（支援体制の整備） 

第５条 乙は、災害時における円滑な協力を図るため、会員との応援体制並びに情報連絡体制の

整備に努めるものとする。 

 

（協定期間） 

第６条 この協定の期間は、協定締結の日からとし、甲乙いずれからも協定の解除又は変更の申

し出がない限り継続するものとする。 

 

（協議） 

第７条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じたときは、甲乙協議して決定する。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、それぞれ１通を保有するものとする。 
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平成２９年８月３日 

 

 

甲  深谷市 

埼玉県深谷市仲町１１番１号 

深谷市長  小 島  進 

 

乙  一般社団法人 深谷防災ネットワーク 

埼玉県深谷市上柴町西１丁目２１番地１３ 

代表理事  芝 﨑  健 寿 
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(2)-39 災害時におけるＬＰガスの提供に関する協定（一般社団法人埼玉県ＬＰガス協会深谷支部、深谷液化ガス

協同組合） 

 

災害時におけるＬＰガスの提供に関する協定 
 

深谷市（以下「甲」という。）と社団法人埼玉県ＬＰガス協会深谷支部（以下「乙」という。）

及び深谷液化ガス協同組合（以下「丙」という。）とは、地震・風水害及びその他の災害発生時

又は災害発生のおそれのある場合（以下「災害時」という。）におけるＬＰガスの提供について、

次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、深谷市地域防災計画に基づき、災害時において避難所等へのＬＰガスの供

給要請に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（協力の要請） 

第２条 甲は、災害時にＬＰガスの提供を受けようとするときは、乙及び丙（以下「乙等」とい

う。）に対し協力を要請することができる。 

２ 甲は乙等に対し、ＬＰガスの供給を要請するときは、文書により行うものとする。ただし、

緊急を要するときは、口頭により当該要請を行うことができる。 

 

（協力の実施） 

第３条 乙等は、前条の要請を受けたときは、特別な理由がない限り、優先的にＬＰガスの提供

に努めるものとする。 

 

（ＬＰガスの運搬） 

第４条 ＬＰガスの運搬は、甲又は乙等の指定する者が行うものとする。この場合において、甲

は、必要に応じて乙等にＬＰガス運搬の協力を求めることができる。 

２ ＬＰガスの設置場所は、甲が指定するものとし、甲は、当該設置の確認を行うものとする。 

３ ＬＰガスの撤去は、甲の要請により、乙等が行うものとする。 

 

（費用の負担） 

第５条 ＬＰガスの提供に要する費用は、甲の負担とし、災害時直前における価格を基準として、

提供時に甲と乙等が協議して定めるものとする。 

 

（有効期間） 

第６条 この協定の有効期間は、協定締結の日から平成３０年３月３１日までとする。ただし、

協定期間満了の日の３０日前までに、甲、乙等いずれかが協定の解除又は変更の申出をしない

ときは、さらに１年間延長されたものとみなし、以後についても同様とする。 

 

（協議事項） 

第７条 この協定に定めのない事項及びこの協定の実施について疑義が生じたときは、その都度

甲と乙等が協議のうえ決定するものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲と乙等が記名押印の上、各１通を保有す

る。 
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平成２９年１０月２日 

 

埼玉県深谷市仲町１１番１号 

甲  深谷市 

深谷市長  小 島   進 

 

埼玉県深谷市宿根２６１番地 

乙  社団法人埼玉県ＬＰガス協会深谷支部 

支部長   町 田 光 広 

 

埼玉県深谷市宿根２６１番地 

丙  深谷液化ガス協同組合 

理事長   田 部 井  荘 
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(2)-40 災害時の物資供給及び店舗営業の継続又は早期再開に関する覚書（株式会社セブン-イレブン・ジャパン） 

 

災害時の物資供給及び店舗営業の継続又は早期再開に関する覚書 
 

深谷市（以下「甲」という。）、株式会社セブン‐イレブン・ジャパン（以下「乙」という。）

は「深谷市と株式会社セブン‐イレブン・ジャパン、株式会社イトーヨーカ堂、株式会社モー

ル・エスシー開発との地域活性化包括連携協定」（平成２８年５月２７日締結）に付随して、以

下のとおり覚書を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この覚書は、深谷市内において災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第２条第１号

に定める災害が発生、又は発生するおそれがある場合に、甲と乙とが相互に協力して、災害時

における市民生活の早期安定を図ることを目的として、消費生活の安定及び物資の供給等に関

する事項を定めるものとする。 

 

（要請） 

第２条 甲は、次に掲げる場合において、物資を調達する必要があると認めるときは、乙に対し、

その調達が可能な範囲内で物資の供給を要請することができる。 

（１）深谷市に災害が発生し、又は発生するおそれがあるとき。 

（２）深谷市以外の災害について、関係自治体等から、物資の調達・あっせんを要請されたと

き、又は甲が救援の必要があると認めるとき。 

２ 前項の規定による要請は、「物資発注書（別紙１）」により行うものとする。但し、緊急を

要する場合は口頭若しくは電話その他の方法により要請し、その後速やかに文書を交付するも

のとする。 

 

（調達物資の範囲） 

第３条 甲が乙に供給を要請する物資は、次の各号に掲げるもののうち、要請時点で乙が調達可

能な物資とする。但し、甲から乙が要請を受けた時点で、物流ラインの断絶、セブン‐イレブ

ン店舗への商品供給を優先する必要性等により物資の供給ができないことがあることを勘案し

て、乙が物資の調達の可否を決定するものとする。 

（１）別表に掲げる物資 

（２）その他甲が指定する物資 

 

（調達物資の数量） 

第４条 甲は、必要がある場合に、乙に対し、要請時点で供給できる物資及びその数量等につい

て照会することができるものとする。 

 

（物資の運搬、引渡し） 

第５条 物資の引渡し場所は、甲が状況に応じ指定するものとし、引渡し場所までの物資の運搬

は、原則として乙が行うものとする。 

２ 甲は、当該場所に職員又は甲の指定する者を派遣し物資を確認の上、引渡しを受けるものと

する。 

 

（費用） 

第６条 甲は、物資を引き取った後、乙の請求に基づき速やかにその代金を乙に支払うものとす

る。 

２ 物資の代金は、災害発生時の直前における店頭販売価格を基準として、甲乙協議の上決定す

る。 

３ 前条の規定により乙が運搬を行った場合、掛かる費用は甲の負担とする。 
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（情報提供） 

第７条 甲は、平時又は災害時において、乙に対し、防災・災害情報等を提供することができる

ものとし、乙は提供を受けた情報等をセブン‐イレブン店舗を通じて来店者等に対し、情報提

供するよう努めるものとする。 

 

（営業の継続又は早期再開） 

第８条 甲は、住民の生活安定を確保するため、乙に対してセブン‐イレブン店舗の営業の継続

又は早期営業再開を要請することができる。 

 

（連絡責任者の報告） 

第９条 甲と乙は、この覚書の成立にかかる連絡責任者を覚書締結後速やかに「連絡体制表（別

紙２）」により相手方に報告するものとし、変更があった場合には直ちに相手方に報告するも

のとする。 

 

（車両の通行） 

第１０条 甲は、乙が物資を運搬及び供給する際の車両、及び店舗の営業継続又は早期再開を支

援するため の車両を緊急通行車両として通行できるように、可能な限りの支援をするものと

する。 

 

（有効期間） 

第１１条 この覚書の有効期間は、覚書締結の日から平成３０年３月３１日までとする。但し、

この覚書の有効期間が満了する１ヶ月前までに、甲又は乙が書面により特段の申し出を行わな

いときは、有効期間が満了する日から１年間この覚書は更新され、その後も同様とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲及び乙は、１ヶ月前までに相手方に書面により申し入れること

により、この覚書を終了することができる。 

 

（協議） 

第１２条 この覚書に定めのない事項は、その都度甲乙協議のうえ決定するものとする。 

 

この覚書の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。 

 

平成３０年２月２８日 

 

 

埼玉県深谷市仲町１１番１号 

甲  深谷市 

深谷市長   小 島   進 

 

東京都千代田区二番町８番地８ 

乙  株式会社セブン‐イレブン・ジャパン 

代表取締役  古 屋 一 樹 
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(2)-41 災害時における物資供給に関する協定書（ＮＰＯ法人コメリ災害対策センター） 

 

災害時における物資供給に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）とＮＰＯ法人コメリ災害対策センター（以下「乙」という。）

は、災害時における物資の供給に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、地震、風水害その他の災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以

下「災害時」という。）において、甲が乙と協力して、物資を迅速かつ円滑に被災地へ供給す

るために必要な事項を定めるものとする。 

 

（協定事項の発効） 

第２条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として甲が、災害対策本部を設置し、乙に

対して要請を行ったときをもって発動する。 

 

（供給等の協力要請） 

第３条 甲は、災害時において物資を調達する必要があると認めるときは、乙に調達が可能な物

資の供給を要請することができる。 

 

（調達物資の範囲） 

第４条 甲が、乙に供給を要請する物資の範囲は、次に掲げるもののうち、乙が調達可能な物資

とする。 

（１）別表に掲げる物資 

（２）その他甲が指定する物資 

 

（要請の方法） 

第５条 第３条の要請は、調達する物資名、数量、規格、引渡場所等を記載した文書をもって行

うものとする。ただし、文書をもって要請するいとまがないときは、電話等で要請し、その後

速やかに文書を交付するものとする。 

 

（物資の供給の協力） 

第６条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、物資の優先供給に努めるものとす

る。 

２ 乙は、物資の供給を実施したときは、その供給の終了後速やかにその実施状況を報告書によ

り甲に報告するものとする。 

 

（引渡し等） 

第７条 物資の引渡場所は、甲が指定するものとし、その指定地までの運搬は、原則として乙が

行うものとする。ただし、乙が自ら運搬することができない場合は、甲が定める輸送手段によ

り運搬するものとする。 

２ 甲は、乙が前項の規定により物資を運搬する車両を優先車両として通行できるよう配慮する

ものとする。 

 

（費用の負担） 

第８条 第６条の規定により、乙が供給した物資の代金及び乙が行った運搬等の経費は、甲が負

担するものとする。 

２ 前項に規定する費用は、災害発生直前における小売価格等を基準とし、甲と乙が協議の上速

やかに決定する。 
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（費用の支払い） 

第９条 物資の供給に要した費用は、乙の請求により、甲が支払うものとする。 

２ 甲は、前項の請求があったときは、その内容を確認し、速やかに費用を乙に支払うものとす

る。 

 

（情報交換） 

第１０条 甲と乙は、平常時から相互の連絡体制及び物資の供給等についての情報交換を行い、

災害時に備えるものとする。 

 

（協議） 

第１１条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じたときは、甲乙協議の上決定す

るものとする。 

 

（有効期間） 

第１２条 この協定は、協定締結の日から効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって協定

の終了を通知しない限り、その効力を有するものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

平成３０年 ３月 ５日 

 

 

埼玉県深谷市仲町１１番１号 

甲  深谷市 

深谷市長  小 島  進 

 

 

新潟県新潟市南区清水４５０１番地１ 

乙  ＮＰＯ法人 コメリ災害対策センター 

理事長   捧  雄 一 郎 
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別表 

 

■災害における緊急対応可能な物資 

大分類 主な品種 

作業関係 作業シート、標識ロープ、 

ヘルメット、防塵マスク、簡易マスク、 

長靴、軍手、ゴム手袋、皮手袋、 

雨具、土のう袋、ガラ袋、 

スコップ、ホースリール 

日用品等 毛布、タオル、 

割箸、使い捨て食器、 

ポリ袋、ホイル、ラップ、 

ウェットティシュ、マスク、衛生用ポリ手袋（使い捨て） 

バケツ、水モップ、デッキブラシ、雑巾、 

簡易ライター、使い捨てカイロ 

水関係 飲料水（ペットボトル）、生活用水用ポリタンク 

冷暖房機器等 大型石油ストーブ、木炭､木炭コンロ 

電気用品等 投光器、懐中電灯、乾電池、 

カセットコンロ、カセットボンベ 

トイレ関係等 救急ミニトイレ 
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(2)-42 災害時における地図製品等の供給等に関する協定書（株式会社ゼンリン） 

 

災害時における地図製品等の供給等に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と株式会社ゼンリン（以下「乙」という。）とは、第１条第(1)

号に定める災害時において、乙が、乙の地図製品等（第２条に定義される）を甲に供給すること

等について、以下のとおり本協定を締結する。 

 

（目 的） 

第１条 本協定は、以下各号の事項を目的とする。 

(1) 甲の区域内で災害対策基本法第２条第１号に定める災害が発生し、又はそのおそれがある

場合において、甲が災害対策基本法第 23 条の２に基づく災害対策本部（以下「災害対策本

部」という。）を設置したときの、乙の地図製品等の供給及び利用等に関し必要な事項を定

めること。 

(2) 甲乙間の平常時からの防災に関する情報交換を通じ、甲及び乙が連携して、防災・減災に

寄与する地図の作成を検討・推進することにより、市民生活における防災力の向上に努める

こと。 

 

（定 義） 

第２条 本協定において以下の用語はそれぞれ以下の意味を有するものとする。 

(1) 「住宅地図」とは、深谷市全域を収録した乙の住宅地図帳を意味するものとする。 

(2) 「広域図」とは、深谷市全域を収録した乙の広域地図を意味するものとする。 

(3) 「ZNET TOWN」とは、乙の住宅地図インターネット配信サービス「ZNET TOWN」を意味する

ものとする。 

(4) 「ID 等」とは、ZNET TOWN を利用するための認証 ID 及びパスワードを意味するものとす

る。 

(5) 「地図製品等」とは、住宅地図、広域図及び ZNET TOWN の総称を意味するものとする。 

 

（地図製品等の供給の要請等） 

第３条 乙は、甲が災害対策本部を設置したときは、甲からの要請に基づき、可能な範囲で地図

製品等を供給するものとする。 

２ 甲は、地図製品等の供給を求めるときは、別途定める物資供給要請書（以下「要請書」とい

う。）を乙に提出するものとする。但し、緊急を要する場合は、甲は、電話等により乙に対し

て要請できるものとし、事後、速やかに要請書を提出するものとする。 

３ 乙は、地図製品等を供給するときは、甲に、別途定める物資供給報告書を提出するものとす

る。 

４ 本条に基づく地図製品等の供給にかかる代金及び費用は、次のとおりとする。 

(1) 乙が供給した地図製品等の代金は、別途甲乙が合意した場合を除き有償とする。 

(2) 地図製品等の搬送にかかる費用は、乙が負担するものとする。 

 

（地図製品等の貸与及び保管） 

第４条 乙は、第３条第１項の規定に基づく地図製品等の供給とは別途、本協定締結後、甲乙別

途定める時期、方法により乙が別途定める数量の住宅地図、広域図及び ID 等を甲に貸与するも

のとする。なお、当該貸与にかかる対価については無償とする。 

２ 甲は、前項に基づき乙が貸与した住宅地図、広域図及び ID 等を甲の事務所内において、善良

なる管理者の注意義務をもって保管・管理するものとする。なお、乙が、住宅地図及び広域図

の更新版を発行したときは、乙は、甲が保管している旧版の住宅地図及び広域図について、甲

から当該住宅地図及び広域図を引き取りかつ更新版と差し替えることができるものとする。 

３ 乙は、必要に応じ、甲に対して事前に通知したうえで、甲による地図製品等の保管・管理状

況等を確認することができるものとする。 
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（地図製品等の利用等） 

第５条 甲は、第１条第(1)号に基づき災害対策本部を設置したときは、災害応急対策、災害復

旧・復興にかかる資料として、第３条又は第４条に基づき乙から供給又は貸与された地図製品

等につき、以下各号に定める利用を行うことができるものとする。 

(1) 災害対策本部設置期間中の閲覧 

(2) 災害対策本部設置期間中、甲乙間で別途協議のうえ定める期間及び条件の範囲内での複製 

２ 甲は、前項に基づき住宅地図の利用を開始したときは、速やかに別途定める乙の報告先に報

告するものとする。また、当該住宅地図の利用を終了したときは、速やかに従前の保管場所に

て保管・管理するものとする。 

３ 甲は、第１項にかかわらず、災害時以外の平常時において、防災業務を目的として、甲の当

該防災業務を統括する部署内において、広域図及び ZNET TOWN を利用することができるものと

する。なお、甲は、本項に基づき広域図を複製利用する場合は、別途乙の許諾を得るものとし、

ZNET TOWN を利用する場合は、本協定添付別紙の ZNET TOWN 利用約款に記載の条件に従うものと

する。 

 

（情報交換） 

第６条 甲及び乙は、平常時から防災に関する情報交換を行うとともに、相互の連携体制を整備

し、災害時に備えるものとする。 

 

（有効期間） 

第７条 本協定の有効期間は、本協定末尾記載の締結日から１年間とする。但し、当該有効期間

満了の３ヶ月前までに当事者の一方から相手方に対し書面による別段の意思表示がない限り、

本協定は更に１年間同一条件にて更新されるものとし、以後も同様とする。 

 

（協 議） 

第８条 甲乙間で本協定の解釈その他につき疑義又は紛争が生じた場合には、両当事者は誠意を

もって協議し解決に努めるものとする。 

 

 

以上、本協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印のうえ各１通を

保有する。 

 

平成３０年５月２９日 

 

甲）埼玉県深谷市仲町 11番 1 号 

深谷市 

深谷市長 小島 進 

 

乙）埼玉県さいたま市大宮区土手町 1丁目 2番地 

株式会社ゼンリン 

関東エリア統括部長 園田 孝伺 
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(2)-43 災害時における被災者等相談の実施に関する協定書（埼玉司法書士会） 

 

災害時における被災者等相談の実施に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と埼玉司法書士会（以下「乙」という。）は、災害時における

被災者等（被災者並びにその雇用主、従業者、相続人及び親族をいう。以下同じ。）からの相談

（以下「被災者等相談」という。）に関し、以下のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に定める災害

が発生した場合（以下「災害時」という。）において、被災者等相談の円滑かつ適切な実施に

資することを目的とする。 

 

（派遣要請等） 

第２条 甲は、災害時において被災者等相談の必要が生じたときは、乙に対して協力を要請する

ことができるものとする。 

２ 乙は、甲から前項に規定する要請（以下｢要請｣という。）を受けた場合は、速やかに被災者

等相談を行う司法書士（以下「相談員」という。）の派遣実施計画を作成し、甲に報告するも

のとする。 

３ 乙は、前項に規定する派遣実施計画に基づき、甲が指定する相談窓口に相談員を派遣するも

のとする。 

４ 乙は、相談員を乙又は乙の関係団体の会員の中から選出するものとする。 

 

（被災者等相談の範囲） 

第３条 相談員は、次に掲げる相談を行うものとする。 

（１） 相続に関する相談 

（２） 不動産登記及び商業・法人登記に関する相談 

（３） 不在者財産管理制度及び相続財産管理制度に関する相談 

（４） 成年後見制度に関する相談 

（５） その他司法書士法に定める業務に関する相談 

 

（要請の方法） 

第４条 甲が要請を行うときは、乙に相談の内容、場所及び期間その他必要事項を明らかにした

別紙様式「災害時支援協力要請書」（以下「要請書」という。）を提出するものとする。ただ

し、要請書を提出することが困難な場合には、口頭等により要請することができる。 

（態勢整備等） 

第５条 乙は、甲の要請に対応できる態勢を確保するように努めるものとする。 

２ 乙は、要請に対応し、又は前項の態勢を確保するため、連絡態勢、連絡方法及び連絡手段に

ついて、被災者等相談責任者を定め、平常時から連絡調整に努めるものとする。 

３ 乙は、甲から要請を受けた場合において、乙のみで対応できないときは、乙の関係団体に支

援を求めることができるものとする。 

 

（費用負担） 

第６条 被災者等相談の実施に必要な人件費、調査費及び物件費は、乙が負担するものとする。

ただし、甲から相談機材や相談場所等の提供を受ける場合はこの限りでない。 

 

（相談料） 

第７条 乙及び相談員は、被災者等相談の相談者から相談料を徴しないものとする。 

 

（情報交換等） 

第８条 甲及び乙は、被災者等相談を円滑に実施できるよう、平常時から災害対策及び派遣実施
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計画作成に必要な情報交換並びに資料の提供を行うとともに必要に応じ協議を行うものとする。 

 

（連携） 

第９条 乙は、乙が被災者等相談を円滑に実施するに当たり、他機関と連携する必要があるとき

は、甲に他機関等との調整を申し入れ、当該調整を了した上、当該被災者等相談を実施するも

のとする。 

 

（協定の存続期間） 

第１０条 この協定の存続期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、期間満了日の１か

月前までに甲又は乙から申出がなかった場合は、協定の存続期間が更に１年間自動延長される

ものとする。２年目以降も同様とする。 

 

 （協議） 

第１１条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じた事項については、甲及

び乙が協議して定めるものとする。 

 

 

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。 

 

平成３０年 ８月 ７日 

 

（甲）深谷市仲町１１番１号 

深谷市 

市 長  小 島   進 

 

（乙）さいたま市浦和区高砂三丁目１６番５８号 

埼玉司法書士会 

会 長  山 嵜 秀 美 
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(2)-44 災害時における無人航空機による協力活動等に関する覚書（株式会社深谷自動車教習所） 

 

災害時における無人航空機による協力活動等に関する覚書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と株式会社深谷自動車教習所（以下「乙」という。）とは、

「深谷市と株式会社深谷自動車教習所との地域活性化包括連携協定」（平成３０年６月２５日締

結）に付随して、以下のとおり覚書を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この覚書は、地震、風水害その他の災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以

下「災害時」という。）において、甲から乙に対して行う協力活動の要請に関し、その手続き

を定め、円滑な支援協力が実施できることを目的とする。 

 

（協力の要請） 

第２条 甲は乙に対し、次の事項について協力を要請することができる。 

（１）乙が所有する無人航空機による情報収集 

（２）乙が所有する車両による傷病者、避難者、甲の職員その他甲の指定した人員の輸送 

（３）乙が保有する燃料の供給 

（４）前３号に掲げるもののほか、特に甲が必要と認める事項 

 

（要請手続） 

第３条 甲の乙に対する要請は、要請書（別紙様式１）をもって行うものとする。ただし、緊急

を要するときは、口頭又は電話等で要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

２ 前項の規定により甲から要請を受けた乙は、承諾書（別紙様式２）を提出するとともに、速

やかな協力活動等を実施するものとする。ただし、特別な事情により協力活動等が実施できな

い場合には、その旨を遅滞なく甲に報告するものとする。 

 

（連絡責任者） 

第４条 甲及び乙は、あらかじめ支援協力に関する連絡責任者を定め、速やかに必要な情報を相

互に連絡するものとする。 

 

（費用の負担） 

第５条 甲の要請により、乙が支援協力の実施に要した費用は、甲乙協議のうえ決定し、甲が負

担するものとする。 

 

（有効期間） 

第６条 この覚書の有効期間は、覚書締結の日から平成３１年３月３１日までとする。ただし、

覚書期間満了の３０日前までに、甲、乙いずれかが覚書の解除又は変更の申出をしないときは、

さらに１年間延長されたものとみなし、以後についても同様とする。 

 

（協議事項） 

第７条 この覚書に定めのない事項及びこの覚書の実施について疑義が生じたときは、その都度

甲乙協議のうえ決定するものとする。 

 

この覚書の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各１通を保有する

ものとする。 
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平成３０年 ８月２７日 

 

埼玉県深谷市仲町１１番１号 

甲  深谷市 

深谷市長  小 島   進 

 

埼玉県深谷市東方４３４３番地 

乙  株式会社深谷自動車教習所 

代表取締役社長  加 藤   努 
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(2)-45 災害時における被災者支援に関する協定書（埼玉県行政書士会） 

 

災害時における被災者支援に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と埼玉県行政書士会（以下「乙」という。）は、災害時におけ

る被災者支援に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、深谷市内で地震災害、大雨災害、風災害、雪害等の自然災害並びに火災等

の人為災害（大規模事故）が発生した場合（以下「災害時」という。）において、被災者支援

のための行政書士が関与できる業務相談（以下「行政書士業務相談」という。）を相互に協力

して実施することに関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（行政書士業務相談） 

第２条 この協定において「行政書士業務相談」とは次に掲げる事項とする。 

（１）罹災証明書申請書類に関する相談 

（２）自動車登録申請書類に関する相談 

（３）相続関係書類に関する相談 

（４）許認可申請書類に関する相談 

（５）権利義務・事実証明関係書類に関する相談 

（６）その他行政書士法に定める業務に関する相談 

 

（相談対象） 

第３条 行政書士業務相談を受けることができる者は、以下のとおりとする。 

（１）災害により被害を受けた深谷市内在住者（企業その他の団体等を含む。） 

（２）災害により深谷市外から同市内に避難した者 

（３）前各号の者の親族、介護者又は現に支援に当たっている者で甲又は乙が必要と認めたも

の 

 

（支援業務の要請） 

第４条 甲は、災害時において、被災者支援のため甲が必要と認める場合は、乙に対して前条に

規定する行政書士業務相談の実施を要請することができる。 

２ 前項の規定による要請は、原則として災害時支援要請書（別記様式）により行うものとする。

ただし、緊急を要するときは電話、ファクシミリ等の方法により行い、後日速やかに災害時支

援要請書を送付するものとする。 

 

（行政書士の派遣） 

第５条 乙は、前条第１項の規定により要請を受けた場合、速やかに乙の会員の中から行政書士

業務相談に従事する者を選定し、派遣するものとする。 

 

（相談場所の調整及び広報） 

第６条 甲は、災害時において乙に協力の要請をする際には、被災者支援のための行政書士業務

相談を実施する場所の調整及び支援活動の広報等に努めるものとする。 

 

（報告） 

第７条 乙は、行政書士業務相談を実施した場合において、甲から報告を求められた時は、行政

書士業務相談の実施状況その他必要な事項について書面により報告するものとする。 

 

（費用） 

第８条 行政書士業務相談は無料とし、被災者からは報酬を受け取らないものとする。 

２ 行政書士業務相談の実施に必要な人件費等の経費は、乙が負担するものとする。 
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（有効期間） 

第９条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、有効期間の１か月前

までにこの協定の解除又は変更について、甲及び乙のいずれからも何らの意思表示がないとき

は、この協定は更に１年間延長されるものとし、その後においても同様とする。 

 

（協議） 

第１０条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた事項については、甲と乙とが

協議して定めるものとする。 

 

この協定を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自その１通を保有する。 

 

 

平成３０年１２月２５日 

 

甲  埼玉県深谷市仲町１１番１号浦和区常盤六丁 

深谷市 

深谷市長 小島 進 

 

乙  埼玉県さいたま市浦和区仲町３丁目１１番１１号 

埼玉県行政書士会 

会  長 荒岡 克巳 
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(2)-46 災害時における福祉避難所の設置運営に関する協定書（ヒューマン有限会社グループホームビッグ） 

 

災害時における福祉避難所の設置運営に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）とヒューマン有限会社グループホームビッグ（以下「乙」とい

う。）は、災害発生時における福祉避難所の設置運営に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、深谷市内で大規模な地震、風水害及びその他の災害が発生した場合におい

て、甲が乙に対して福祉避難所の設置運営に関する協力要請をすることに関し、必要な事項を

定めるものとする。 

 

（対象者） 

第２条 この協定における避難援護の対象となる者（以下「対象者」という。）は、福祉施設や

医療機関に入所又は入院するに至らない在宅の要配慮者で、一般の避難所生活において何らか

の特別な配慮を必要とするものをいう。 

 

（受入れの要請）  

第３条 甲は、災害時において、前条の対象者の存在を把握した場合は、乙に対し、当該対象者

の受入れを要請するものとする。  

２ 乙は、甲からの要請に可能な範囲内で応じるよう努めるものとする。  

 

（手続き）  

第４条 前条の要請は、次に掲げる事項を記載した書面をもって行うものとする。ただし、緊急

を要する場合は、この限りでない。  

（１）対象者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等  

（２）身元引受人の住所、氏名及び連絡先  

 

（経費の負担）  

第５条 福祉避難所として、乙が対象者の受入れに要した経費については、甲、乙協議の上決定

し甲が負担するものとする。  

 

（物資調達及び介助者の確保）  

第６条 甲は、日常生活用品、食料等福祉避難所の運営に必要な物資の調達に努めるものとする。 

２ 甲は、乙が対象者を適切に介護できるよう看護師、介護員、ボランティア等の介助者の確保

に努めるものとする。  

 

（福祉避難所の早期閉鎖への努力）  

第７条 甲は、乙が早期に本来目的の活動を再開できるよう配慮するとともに、福祉避難所の早

期閉鎖に努めるものとする。  

 

（受入可能人数の把握）  

第８条 甲は、平常時から乙の施設における受入可能人数を把握しておくものとする。  

 

（守秘義務）  

第９条 乙は、福祉避難所の設置運営を行う場合において知り得た情報を、甲以外の者に漏らし

てはならない。  

 

（協議）  

第１０条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項は、その都度、甲、乙協議して定め

るものとする。  
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（協定の有効期間）  

第１１条 この協定の有効期間は、協定締結の日からとし、甲乙いずれからも協定の解除又は変

更の申し出がない限り継続するものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各１通を保有するも

のとする。  

 

令和元年１２月５日 

 

甲  埼玉県深谷市仲町１１番１号 

深谷市 

深谷市長 小島 進 

 

乙  埼玉県深谷市上柴町東３丁目５番地１ 

ヒューマン有限会社 

グループホームビッグ 

管理者 加藤 利江 
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(2)-47 災害時における福祉避難所の設置運営に関する協定書（社会福祉法人埼玉のぞみの園障害者支援施設春陽

の里） 

 

災害時における福祉避難所の設置運営に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と社会福祉法人埼玉のぞみの園 春陽の里（以下「乙」とい

う。）は、災害発生時における福祉避難所の設置運営に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、深谷市内に大規模な地震、風水害及びその他の災害が発生した場合におけ

る要援護者への避難援護について、甲が乙に対して福祉避難所の設置運営に関する協力を要請

することができること及びその場合の手続きを定めるものとする。 

 

（対象者） 

第２条 この協定における避難援護の対象となる者（以下「対象者」という。）は、福祉施設や

医療機関に入所又は入院するに至らない在宅の要援護者で、一般の避難所生活において何らか

の特別な配慮を必要とするものをいう。 

 

（受入れの要請）  

第３条 甲は、災害時において、前条の対象者の存在を把握した場合は、乙に対し、当該対象者

の受入れを要請するものとする。  

２ 乙は、甲からの要請に可能な範囲内で応じるよう努めるものとする。 

 

（手続き）  

第４条 前条の要請は、次に掲げる事項を記載した書面をもって行うものとする。ただし、緊急

を要する場合は、この限りでない。  

（１）対象者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等  

（２）身元引受人の住所、氏名及び連絡先  

 

（経費の負担）  

第５条 福祉避難所として、乙が対象者の受入れに要した経費については、甲が所要の実費を負

担するものとする。  

 

（物資調達及び介助者の確保）  

第６条 甲は、日常生活用品、食料等福祉避難所の運営に必要な物資の調達に努めるものとする。 

２ 甲は、乙が対象者を適切に介護できるよう看護師、介護員、ボランティア等の介助者の確保

に努めるものとする。  

 

（福祉避難所の早期閉鎖への努力）  

第７条 甲は、乙が早期に本来目的の活動を再開できるよう配慮するとともに、福祉避難所の早

期閉鎖に努めるものとする。  

 

（受入可能人数の把握）  

第８条 甲は、平常時から乙の施設における受入可能人数を把握しておくものとする。  

 

（守秘義務）  

第９条 乙は、福祉避難所の設置運営を行う場合において知り得た情報を、甲以外の者に漏らし

てはならない。  

 

（協議）  

第１０条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項は、その都度、甲、乙協議して定め
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るものとする。  

 

（協定の有効期間）  

第１１条 この協定の有効期間は、協定締結の日からとし、甲乙いずれからも協定の解除又は変

更の申し出がない限り継続するものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各１通を保有するも

のとする。  

 

令和２年 ２月 ５日 

 

甲  埼玉県深谷市仲町１１番１号 

深谷市 

深谷市長 小 島  進 

 

乙  埼玉県深谷市境１６８番地１ 

社会福祉法人埼玉のぞみの園 

春陽の里 

施設長 鯨 井  昭 二 
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(2)-48 災害時における災害弱者等の緊急輸送に関する協定書（東大コーポレーション有限会社） 

 

災害時における災害弱者等の緊急移送に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と東大コーポレーション有限会社（以下「乙」という。）は、

甲の区域内で災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に規定する災害が発生

した場合、または災害が発生する恐れがある場合（以下「災害時」という。）において、在宅の

ねたきりや常時車いすを利用している者など、災害時に他者の支援を受けても避難が困難な者

（災害弱者等）に関して、緊急的な避難（以下「緊急移送」という。）に関する協力について、

次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 本協定は、災害時に災害弱者等の命と安全を確保するため、緊急移送に関して必要な事

項を定めるものとする。 

 

（緊急移送の要請） 

第２条 甲は、緊急移送を乙に要請する場合は、災害弱者等緊急移送要請書（様式第１号）によ

り行うものとする。ただし緊急を要する場合は、口頭等により要請し、事後に要請書を提出す

るものとする。 

２ 甲は、緊急移送に必要な災害弱者等の情報を乙に提供するとともに移送先を指定するものと

する。 

 

（緊急移送の実施） 

第３条 乙は、甲からの緊急移送の要請があった場合は、災害弱者等の緊急移送を実施するもの

とする。なお、避難勧告の解除等により安全が確認された場合は、甲からの連絡により乙は、

災害弱者等を自宅等に移送する。 

 

（緊急移送の報告） 

第４条 乙は、前条の規定により緊急移送を実施した場合は、甲に対して災害弱者等緊急移送実

施報告書（様式第２号）により報告するものとする。ただし緊急を要する場合は、口頭等によ

り報告し、事後に報告書を提出するものとする。 

 

（経費の負担） 

第５条 甲は、乙が第２条の要請に基づく緊急移送業務を行ったときは、その移送業務に要した

経費を負担するものとする。なお、移送業務に要した経費は、災害発生時直前における乙の料

金表のとおりとする。 

２ 経費の支払い等に係る事務手続きについては、災害弱者等緊急移送請求書（様式第３号）に

災害弱者等緊急移送請求内訳書（様式第４号任意様式）を付して甲に請求するものとする。 

３ 甲は、前項の請求に基づき、速やかに乙に対し経費を支払うものとする。 

 

（事故等） 

第６条 乙は、緊急移送に際し、事故等が発生した時、また、故障その他の理由により中断した

時は、甲に対し速やかにその状況を報告するものとする。 

２ 乙は、緊急移送に際し、乙の責に帰する理由により、移送中の災害弱者等（同伴者を含む。）

または第三者に損害を与えたときは、その賠償の責を負うものとする。 

 

（災害時の情報提供） 

第７条 甲及び乙は、緊急移送を円滑に行うため、その保有する災害に関する情報を相互に提供

するものとする。 

２ 甲及び乙は、緊急移送に関し、あらかじめ協力体制及び連絡体制を整備し、相互に協力しな

ければならない。 
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（協定の有効期間及び変更） 

第８条 本協定の有効期間は、協定締結日から令和３年３月３１日までとする。ただし、この期

間満了の１月前までに甲、乙いずれからも本協定の解除又は変更の申し出がないときは、さら

に１年間延長するものとする。その後においても同様とする。 

 

（その他） 

第９条 この協定に定めのない事項または疑義を生じた事項については、その都度甲、乙協議の

上、決定するものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙それぞれ記名押印の上、各１通

を保有するものとする。 

 

令和２年１０月１４日 

 

甲  埼玉県深谷市仲町１１番１号 

埼玉県 深谷市 

深谷市長 小島 進 

 

 

乙  深谷市本田９７８番地２ 

東大コーポレーション有限会社 

代表取締役 石川 正志 
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(2)-49 災害時における災害弱者等の緊急輸送に関する協定書（有限会社ケアタクシーサービス ユー＆アイ） 

 

災害時における災害弱者等の緊急移送に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と有限会社ケアタクシーサービス ユー＆アイ（以下「乙」と

いう。）は、甲の区域内で災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に規定す

る災害が発生した場合、または災害が発生する恐れがある場合（以下「災害時」という。）にお

いて、在宅のねたきりや常時車いすを利用している者など、災害時に他者の支援を受けても避難

が困難な者（災害弱者等）に関して、緊急的な避難（以下「緊急移送」という。）に関する協力

について、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 本協定は、災害時に災害弱者等の命と安全を確保するため、緊急移送に関して必要な事

項を定めるものとする。 

 

（緊急移送の要請） 

第２条 甲は、緊急移送を乙に要請する場合は、災害弱者等緊急移送要請書（様式第１号）によ

り行うものとする。ただし緊急を要する場合は、口頭等により要請し、事後に要請書を提出す

るものとする。 

２ 甲は、緊急移送に必要な災害弱者等の情報を乙に提供するとともに移送先を指定するものと

する。 

 

（緊急移送の実施） 

第３条 乙は、甲からの緊急移送の要請があった場合は、災害弱者等の緊急移送を実施するもの

とする。なお、避難勧告の解除等により安全が確認された場合は、甲からの連絡により乙は、

災害弱者等を自宅等に移送する。 

 

（緊急移送の報告） 

第４条 乙は、前条の規定により緊急移送を実施した場合は、甲に対して災害弱者等緊急移送実

施報告書（様式第２号）により報告するものとする。ただし緊急を要する場合は、口頭等によ

り報告し、事後に報告書を提出するものとする。 

 

（経費の負担） 

第５条 甲は、乙が第２条の要請に基づく緊急移送業務を行ったときは、その移送業務に要した

経費を負担するものとする。なお、移送業務に要した経費は、災害発生時直前における乙の料

金表のとおりとする。 

２ 経費の支払い等に係る事務手続きについては、災害弱者等緊急移送請求書（様式第３号）に

災害弱者等緊急移送請求内訳書（様式第４号任意様式）を付して甲に請求するものとする。 

３ 甲は、前項の請求に基づき、速やかに乙に対し経費を支払うものとする。 

 

（事故等） 

第６条 乙は、緊急移送に際し、事故等が発生した時、また、故障その他の理由により中断した

時は、甲に対し速やかにその状況を報告するものとする。 

２ 乙は、緊急移送に際し、乙の責に帰する理由により、移送中の災害弱者等（同伴者を含む。）

または第三者に損害を与えたときは、その賠償の責を負うものとする。 

 

（災害時の情報提供） 

第７条 甲及び乙は、緊急移送を円滑に行うため、その保有する災害に関する情報を相互に提供

するものとする。 

２ 甲及び乙は、緊急移送に関し、あらかじめ協力体制及び連絡体制を整備し、相互に協力しな

ければならない。 



≪資料編 Ⅱ協定関係≫ 

 

 Ⅱ-127 

 

（協定の有効期間及び変更） 

第８条 本協定の有効期間は、協定締結日から令和３年３月３１日までとする。ただし、この期

間満了の１月前までに甲、乙いずれからも本協定の解除又は変更の申し出がないときは、さら

に１年間延長するものとする。その後においても同様とする。 

 

（その他） 

第９条 この協定に定めのない事項または疑義を生じた事項については、その都度甲、乙協議の

上、決定するものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙それぞれ記名押印の上、各１通

を保有するものとする。 

 

令和２年１０月１４日 

 

甲  埼玉県深谷市仲町１１番１号 

埼玉県 深谷市 

深谷市長 小島 進 

 

乙  深谷市成塚７９９番地２ 

有限会社ケアタクシーサービス ユー＆アイ 

代表取締役 伊藤 寛典 
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(2)-50 災害時における災害弱者等の緊急輸送に関する協定書（まる屋福祉介護サービス） 

 

災害時における災害弱者等の緊急移送に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）とまる屋 福祉介護サービス（以下「乙」という。）は、甲の

区域内で災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に規定する災害が発生した

場合、または災害が発生する恐れがある場合（以下「災害時」という。）において、在宅のねた

きりや常時車いすを利用している者など、災害時に他者の支援を受けても避難が困難な者（災害

弱者等）に関して、緊急的な避難（以下「緊急移送」という。）に関する協力について、次のと

おり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 本協定は、災害時に災害弱者等の命と安全を確保するため、緊急移送に関して必要な事

項を定めるものとする。 

 

（緊急移送の要請） 

第２条 甲は、緊急移送を乙に要請する場合は、災害弱者等緊急移送要請書（様式第１号）によ

り行うものとする。ただし緊急を要する場合は、口頭等により要請し、事後に要請書を提出す

るものとする。 

２ 甲は、緊急移送に必要な災害弱者等の情報を乙に提供するとともに移送先を指定するものと

する。 

 

（緊急移送の実施） 

第３条 乙は、甲からの緊急移送の要請があった場合は、災害弱者等の緊急移送を実施するもの

とする。なお、避難勧告の解除等により安全が確認された場合は、甲からの連絡により乙は、

災害弱者等を自宅等に移送する。 

 

（緊急移送の報告） 

第４条 乙は、前条の規定により緊急移送を実施した場合は、甲に対して災害弱者等緊急移送実

施報告書（様式第２号）により報告するものとする。ただし緊急を要する場合は、口頭等によ

り報告し、事後に報告書を提出するものとする。 

 

（経費の負担） 

第５条 甲は、乙が第２条の要請に基づく緊急移送業務を行ったときは、その移送業務に要した

経費を負担するものとする。なお、移送業務に要した経費は、災害発生時直前における乙の料

金表のとおりとする。 

２ 経費の支払い等に係る事務手続きについては、災害弱者等緊急移送請求書（様式第３号）に

災害弱者等緊急移送請求内訳書（様式第４号任意様式）を付して甲に請求するものとする。 

３ 甲は、前項の請求に基づき、速やかに乙に対し経費を支払うものとする。 

 

（事故等） 

第６条 乙は、緊急移送に際し、事故等が発生した時、また、故障その他の理由により中断した

時は、甲に対し速やかにその状況を報告するものとする。 

２ 乙は、緊急移送に際し、乙の責に帰する理由により、移送中の災害弱者等（同伴者を含む。）

または第三者に損害を与えたときは、その賠償の責を負うものとする。 

 

（災害時の情報提供） 

第７条 甲及び乙は、緊急移送を円滑に行うため、その保有する災害に関する情報を相互に提供

するものとする。 

２ 甲及び乙は、緊急移送に関し、あらかじめ協力体制及び連絡体制を整備し、相互に協力しな

ければならない。 
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（協定の有効期間及び変更） 

第８条 本協定の有効期間は、協定締結日から令和３年３月３１日までとする。ただし、この期

間満了の１月前までに甲、乙いずれからも本協定の解除又は変更の申し出がないときは、さら

に１年間延長するものとする。その後においても同様とする。 

 

（その他） 

第９条 この協定に定めのない事項または疑義を生じた事項については、その都度甲、乙協議の

上、決定するものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙それぞれ記名押印の上、各１通

を保有するものとする。 

 

令和２年１０月１４日 

 

甲  埼玉県深谷市仲町１１番１号 

埼玉県 深谷市 

深谷市長 小島 進 

 

乙  深谷市境６０６番地 

まる屋 福祉介護サービス 

代表 大屋 勝 
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(2)-51 災害時における燃料等の供給に関する協定書（株式会社ヨコタ） 

 

災害時における燃料等の供給に関する協定書 
 

株式会社ヨコタ（以下「甲」という。）と深谷市（以下「乙」という。）は、災害時における

燃料等の供給に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、深谷市内で地震や台風、洪水その他の自然災害が発生し、または災害が発

生する恐れがある場合、もしくは緊急事態が発生した場合（以下「災害時」という。）におい

て、甲から乙が軽油、灯油、重油等（以下「燃料等」という。）の供給を受けることにより、

災害対応の円滑な実施を図ることを目的とする。 

 

（供給要請） 

第２条 乙は、甲に対し、災害時において主に次に掲げる事項について、燃料等の供給を要請す

る。 

（１）人命救助作業のための重機や車両、防災資機材への燃料等の供給 

（２）避難所や庁舎等への燃料等の供給 

（３）災害対応のための公用車への燃料等の供給 

（４）前３号に掲げるもののほか、乙が必要とする燃料等の供給 

２ 甲は、前項の規定による要請を受けたときは、乙に対し、可能な範囲で燃料等の優先供給に

協力するものとする。 

 

（要請手続） 

第３条 災害時において、甲に乙が燃料等の供給を求める時は、事前連絡の上、原則として甲の

給油所において、「燃料等供給要請書（様式１）」の提出により燃料等の供給を要請するもの

とする。ただし、緊急を要するときは電話等をもって甲に対し要請し、後日燃料等供給要請書

を提出するものとする。 

２ 災害現場や避難所などへの燃料等の供給方法については、甲に乙が事前連絡のうえ、その都

度、協議する。 

 

（供給場所及び供給方法） 

第４条 燃料等の供給場所および供給方法は、原則として次のとおりとする。 

（１）人命救助作業のための重機や車両、防災資機材への燃料等の供給については、甲、乙協

議の上、決定するものとする。 

（２）避難所や庁舎等への燃料等の供給については、甲、乙協議の上、決定するものとする。 

（３）災害対応のための公用車への燃料等の供給については、原則として、甲が指定した給油

所とする。 

（４）前３号に定めるもの以外は、甲、乙協議の上、決定するものとする。 

 

（費用負担） 

第５条 乙は、前条により甲が供給した燃料等の代金を負担するものとする。この場合の燃料等

の価格は、災害発生直前における燃料等単価を基準として、甲、乙が協議の上、決定するもの

とする。 

 

（支払） 

第６条 乙は、第４条の規定により供給を受けた燃料等の代金は、甲の請求に基づき支払うもの

とする。 

 

（連絡責任者） 

第７条 甲、乙は、第２条の規定による供給の要請を円滑に行うため、それぞれ連絡責任者を置
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き、当該者の名簿を整備するものとする。 

 

（損害負担） 

第８条 本協定に基づく業務により生じた損害負担は、甲、乙協議の上、決定するものとする。 

 

（協定の有効期間及び変更） 

第９条 本協定の有効期間は、協定締結日から令和４年３月３１日までとする。ただし、この期

間満了の３か月前までに甲、乙いずれからも本協定の解除又は変更の申し出がないときは、さ

らに１年間延長するものとする。その後においても同様とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲、乙は、本協定の有効期間内において、３か月前の予告により、

本協定を解除できるものとする。 

 

（協議） 

第１０条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた事項については、その都度甲、

乙が協議の上、決定するものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙それぞれが記名押印の上、各１

通を保有するものとする。 

 

 

令和３年３月１７日 

 

甲  群馬県富岡市上小林４３７番地 

株式会社ヨコタ 

代表取締役  横 田 利 幸 

 

 

乙  埼玉県深谷市仲町１１番１号 

埼玉県 深谷市 

深谷市長   小 島  進 
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(2)-52 災害時における避難所としてのホテル・旅館等の利用に係る協定書（埼玉県ホテル旅館生活衛生同業組合

深谷支部） 

 

災害時における避難所としてのホテル・旅館等の利用に係る協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と埼玉県ホテル旅館生活衛生同業組合深谷支部（以下「乙」と

いう。）とは、地震や台風、洪水その他の自然災害が発生し、または発生する恐れがある場合、

もしくは緊急事態が発生した場合（以下「災害時」という。）における避難者のホテル・旅館等

の利用に関して、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的等） 

第１条 災害時において甲が要請する避難者の避難先として、乙はホテル及び旅館等（以下「宿

泊施設」という。）の利用に協力するものとする。 

２ 甲は、乙の宿泊施設について、原則、災害救助法に基づく避難所として、災害時において避

難者に利用させるものとする。 

３ 乙の宿泊施設は、別表１のとおりとする。なお、別表１の宿泊施設の情報に変更等が生じた

場合、乙は速やかに甲に報告するものとする。 

 

（利用の要請） 

第２条 宿泊施設の利用要請については、甲が宿泊施設に対し、空き状況を確認のうえ、「災害

時における避難者の宿泊施設利用要請書（様式第１号）」により行うものとする。ただし緊急

を要する場合は、口頭等により要請し、事後に要請書を提出するものとする。 

 

（実施期間） 

第３条 宿泊施設の利用期間は、甲が利用を認めた避難者が宿泊施設の利用を開始した時から、

甲が利用を停止するまでの期間または避難者が利用を終了するまでのいずれか早い時までとす

る。 

 

（利用料） 

第４条 １人１泊あたりの利用料は、宿泊施設の通常利用料とし、３食付、２食（夕食・朝食）

付、１食（朝食）付、素泊り（消費税・入湯税別）とする。 

２ 宿泊を伴わない利用料は、その都度、甲乙で協議する。 

 

（取消料） 

第５条 乙は、甲から要請後に避難者が宿泊施設を利用しなくても、甲に対して取消料を請求し

ないものとする。 

 

（送迎） 

第６条 避難者の宿泊施設への移動は、原則として避難者各自が行うものとする。 

 

（利用料の支払方法） 

第７条 乙は、避難者の宿泊施設利用料について、避難者が利用を終了したのち、「災害時にお

ける避難者の宿泊施設利用実績報告書兼請求書（様式第２号）」に「災害時における避難者の

宿泊施設利用実績明細報告書（様式第３号）」を添付し、甲に請求するものとする。 

２ 甲は、乙からの支払請求があったときは、速やかに乙の指定する金融機関の口座に振り込む

ものとする。 

 

（個人情報の取扱い） 

第８条 甲及び乙は、本協定の履行を通じて知り得た全ての情報に関しては、個人情報保護法及

び関連法令に基づき、適切な管理を行うものとする。 
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（協定の有効期間及び変更） 

第９条 本協定の有効期間は、協定締結日から令和４年３月３１日までとする。ただし、この期

間満了の３か月前までに甲、乙いずれからも本協定の解除又は変更の申し出がないときは、さ

らに１年間延長するものとする。その後においても同様とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲乙は、本協定の有効期間内において、３か月前の予告により、

本協定を解除できるものとする。 

 

（その他） 

第１０条 本協定に定めない事項及び疑義が生じたときは、その都度甲、乙協議のうえ決定する

ものとする。 

 

 

この協定の成立を証するため、本書を２通作成し、甲、乙それぞれ署名のうえ、各１通を保有

するものとする。 

 

 

令和３年６月４日 

 

甲  埼玉県深谷市仲町１１番１号 

埼玉県 深谷市 

深谷市長 小島 進 

 

乙  埼玉県深谷市本住町７番５４号 

埼玉県ホテル旅館生活衛生同業組合深谷支部 

深谷支部長 石川 克正 
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(3) 学校施設等 

(3)-1 避難所施設利用に関する協定書（学校法人 智香寺学園 埼玉工業大学） 

 

避難所施設利用に関する協定書 

 
深谷市を甲とし、学校法人 智香寺学園 埼玉工業大学を乙とし、甲乙間において、次のとおり

震災等災害時における地域住民等のための避難所としての施設利用に関する協定を締結する。 

 

（目 的） 

第１条 この協定は、甲が、乙の管理する次に掲げる施設（以下「施設」という。）の一部を避

難所として利用することについて必要な事項を定めることを目的とする。 

 

施   設   名 所   在   地 

学校法人 智香寺学園 埼玉工業大学  深谷市普済寺 1690 

 

（避難所として利用できる施設の周知） 

第２条 甲は、施設のうち避難所として利用することができる施設の範囲を、地域住民に周知す

るよう必要な措置を講ずるものとする。 

 

（避難所の開設） 

第３条 甲は、災害時において避難所を開設する必要が生じた場合、乙が指定した施設を避難所

として開設することができる。 

 

（開設の通知） 

第４条 甲は、前条の規定に基づき避難所を開設する際、事前に乙に対し、その旨を文書又は口

頭で通知するものとする。 

２ 甲は、避難所の開設に緊急を要するときは、前項の規定にかかわらず、乙が指定した施設を

避難所として開設することができるものとする。この場合、開設後、速やかに、甲は、乙に対

し避難所を開設した旨通知するものとする。 

 

（避難所の管理） 

第５条 避難所の管理運営は、甲の責任において行うものとする。 

２ 乙は、避難所の管理運営について、甲に協力するものとする。 

 

（開設期間） 

第６条 避難所の開設期間は、災害発生の日から７日以内とする。ただし、状況により期間を延

長する必要がある場合、甲は、乙と協議の上、施設の使用期間延長の申請をするものとする。 

 

（避難所閉鎖への努力） 

第７条 甲は、乙の教育活動が早期に再開できるよう配慮するとともに、当該避難所の早期閉鎖

に努めるものとする。 

 

（避難所の終了） 

第８条 甲は、避難所としての施設利用を終了する際は、乙に避難所としての使用が終了した旨

を通知するとともに、施設を原状に復し、乙の確認を受けた後、乙に引き渡すものとする。 

 

（避難所物品保管場所等の提供） 

第９条 乙は、甲からの要請に基づき、避難所に備えるべき備蓄物品の保管場所を提供するもの

とする。 

２ 乙は、甲からの要請に基づき、グラウンド等の応急仮設住宅用地を提供するものとする。 
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（避難所物品の管理） 

第 10 条 前条第 1 項に定める物品の購入、搬入、及び維持管理は甲が行うものとし、乙は甲に協

力するものとする。 

 

（費用負担） 

第 11条 甲は、避難所開設および開設期間中の管理運営に係る費用を負担するものとする。 

２ 第９条に定める保管場所等の提供については無償とする。 

 

（有効期間） 

第 12 条 本協定の有効期間は、協定締結の日から当該締結日の属する年度の末日までとし、期間

満了の日の３か月前までに、甲乙いずれからも何ら申出がないときは、この協定は、更に１年

間延長するものとし、その後においてもまた同様とする。 

 

（疑義の決定等） 

第 13 条 この協定の解釈に疑義が生じた場合又はこの協定に定めのない事項については、その都

度、甲乙間で協議して決定するものとする。 

 

この協定の証として、本書２通を作成し、それぞれ記名押印の上、その１通を保有するものと

する。 

 

平成 20 年 12 月 10 日 

 

埼玉県深谷市仲町 11－１ 

甲  深谷市 

深谷市長 新井 家光 

 

埼玉県深谷市普済寺 1690 

乙  学校法人 智香寺学園 埼玉工業大学 

学  長 永野 三郎 
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(3)-2 災害時における埼玉県立深谷高等学校の使用に関する覚書（埼玉県立深谷高等学校） 

 

災害時における埼玉県立深谷高等学校の使用に関する覚書 
 

埼玉県立深谷高等学校（以下「甲」という。）と深谷市（以下「乙」という。）は、災害時に

おける施設の使用に関して次のとおり覚書を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、災害時に乙が、甲の所有、管理する施設及び用地の一部を避難施設等（以

下、「避難施設等」という。）として使用することについて必要な事項を定める。 

 

（災害の種類） 

第２条 本覚書で想定している災害時とは、地震、台風、暴風、大雨、洪水その他の自然災害が

発生した、または発生する恐れがある場合、さらに緊急事態が発生した場合とする。 

 

（避難施設等） 

第３条 乙が使用できる「避難施設等」については、別紙１に定めるとおりとする。 

２ 甲は、災害発生時に備え、乙に別紙２の鍵を１組貸与し、乙は貸与された鍵を適切に保管す

るものとする。 

３ 甲は、前項の貸与した鍵等に変更があった場合には、速やかに別紙４により乙に報告しなけ

ればならない。 

４ 乙は、本覚書に関する連絡責任者、貸与された鍵の保管責任者及び災害発生時の鍵の取扱者

を定め、変更の有無に関わらず、毎年４月１０日までに別紙３により甲及び埼玉県教育委員会

へ報告をしなければならない。 

５ 前項に定める連絡責任者、鍵の保管責任者及び鍵の取扱者に変更があった場合には、速やか

に別紙３により甲及び埼玉県教育委員会へ報告しなければならない。 

６ 甲は、本覚書に関する連絡責任者及び担当者を定め、変更の有無に関わらず、毎年４月１０

日までに別紙４により乙及び埼玉県教育委員会へ報告をしなければならない。 

７ 前項に定める連絡責任者及び担当者に変更があった場合には、速やかに別紙４により乙およ

び埼玉県教育委員会へ報告しなければならない。 

 

（避難所開設等） 

第４条 乙は、休日・夜間等、甲が不在の時に災害が発生した場合において、甲の到着を待つこ

となく、避難所を開設することができる。ただし、その場合であっても乙は甲に遅滞なく避難

所を開設した旨を報告しなければならない。 

２ 避難所における初期対応は、原則、乙が行うこととし、甲は、乙の支援体制を整え、避難所

運営を補助するものとする。 

３ 避難所運営の細則は、別紙５のとおりとする。 

 

（備品等の使用） 

第５条 避難施設等を使用するにあたって、乙は避難施設等にある甲の保有する物品や児童生徒

の所有物等について、保全を図り、紛失や盗難等がないよう努めなければならない。 

 

（防災関連情報の交換） 

第６条 甲及び乙は、防災計画の状況等、それぞれが保有する防災関連情報を、少なくとも年１

回相互に交換し、災害時の対応についてあらかじめ協議を行うものとする。 

 

（防災訓練等の参加） 

第７条 甲は、乙が行う避難施設等を利用した防災訓練等に協力するものとする。防災訓練等の

実施にあたり、訓練内容に応じて、乙は周辺住民にも参加を呼びかけ、参加を促すものとする。 
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（覚書の有効期間） 

第８条 本覚書の期間は締結の日から施行し、甲又は乙からの解除の申し出がない限り、継続す

るものとする。 

２ 前項の規定により、本覚書を解除する場合には、乙所有の備蓄品の撤去を行うものとする。

なお、撤去の方法やその費用負担等については、乙の負担とする。 

 

（協議） 

第９条 本覚書に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、その都度甲乙協議の上、決定するも

のとする。 

 

本覚書の締結を証するため、本書２通を作成し甲乙記名押印の上、それぞれの１通を所持する。 

 

令和３年３月１０日 

 

深谷市宿根３１５番地 

甲  埼玉県立深谷高等学校 

校長 新井 均 

 

 

深谷市仲町１１番１号 

乙  深谷市 

深谷市長 小島 進 
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(3)-3 災害時における埼玉県立深谷第一高等学校の使用に関する覚書（埼玉県立深谷第一高等学校） 

 

災害時における埼玉県立深谷第一高等学校の使用に関する覚書 
 

埼玉県立深谷第一高等学校（以下「甲」という。）と深谷市（以下「乙」という。）は、災害

時における施設の使用に関して次のとおり覚書を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、災害時に乙が、甲の所有、管理する施設及び用地の一部を避難施設等（以

下、「避難施設等」という。）として使用することについて必要な事項を定める。 

 

（災害の種類） 

第２条 本覚書で想定している災害時とは、地震、台風、暴風、大雨、洪水その他の自然災害が

発生した、または発生する恐れがある場合、さらに緊急事態が発生した場合とする。 

 

（避難施設等） 

第３条 乙が使用できる「避難施設等」については、別紙１に定めるとおりとする。 

２ 甲は、災害発生時に備え、乙に別紙２の鍵を１組貸与し、乙は貸与された鍵を適切に保管す

るものとする。 

３ 甲は、前項の貸与した鍵等に変更があった場合には、速やかに別紙４により乙に報告しなけ

ればならない。 

４ 乙は、本覚書に関する連絡責任者、貸与された鍵の保管責任者及び災害発生時の鍵の取扱者

を定め、変更の有無に関わらず、毎年４月１０日までに別紙３により甲及び埼玉県教育委員会

へ報告をしなければならない。 

５ 前項に定める連絡責任者、鍵の保管責任者及び鍵の取扱者に変更があった場合には、速やか

に別紙３により甲及び埼玉県教育委員会へ報告しなければならない。 

６ 甲は、本覚書に関する連絡責任者及び担当者を定め、変更の有無に関わらず、毎年４月１０

日までに別紙４により乙及び埼玉県教育委員会へ報告をしなければならない。 

７ 前項に定める連絡責任者及び担当者に変更があった場合には、速やかに別紙４により乙およ

び埼玉県教育委員会へ報告しなければならない。 

 

（避難所開設等） 

第４条 乙は、休日・夜間等、甲が不在の時に災害が発生した場合において、甲の到着を待つこ

となく、避難所を開設することができる。ただし、その場合であっても乙は甲に遅滞なく避難

所を開設した旨を報告しなければならない。 

２ 避難所における初期対応は、原則、乙が行うこととし、甲は、乙の支援体制を整え、避難所

運営を補助するものとする。 

３ 避難所運営の細則は、別紙５のとおりとする。 

 

（備品等の使用） 

第５条 避難施設等を使用するにあたって、乙は避難施設等にある甲の保有する物品や児童生徒

の所有物等について、保全を図り、紛失や盗難等がないよう努めなければならない。 

 

（防災関連情報の交換） 

第６条 甲及び乙は、防災計画の状況等、それぞれが保有する防災関連情報を、少なくとも年１

回相互に交換し、災害時の対応についてあらかじめ協議を行うものとする。 

 

（防災訓練等の参加） 

第７条 甲は、乙が行う避難施設等を利用した防災訓練等に協力するものとする。防災訓練等の

実施にあたり、訓練内容に応じて、乙は周辺住民にも参加を呼びかけ、参加を促すものとする。 
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（覚書の有効期間） 

第８条 本覚書の期間は締結の日から施行し、甲又は乙からの解除の申し出がない限り、継続す

るものとする。 

２ 前項の規定により、本覚書を解除する場合には、乙所有の備蓄品の撤去を行うものとする。

なお、撤去の方法やその費用負担等については、乙の負担とする。 

 

（協議） 

第９条 本覚書に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、その都度甲乙協議の上、決定するも

のとする。 

 

本覚書の締結を証するため、本書２通を作成し甲乙記名押印の上、それぞれの１通を所持する。 

 

令和３年３月１０日 

 

深谷市常盤町２１番１号 

甲  埼玉県立深谷第一高等学校 

校長 安部 逸郎 

 

 

深谷市仲町１１番１号 

乙  深谷市 

深谷市長 小島 進 

 

  



≪資料編 Ⅱ協定関係≫ 

 

 Ⅱ-140 

(3)-4 災害時における埼玉県立深谷商業高等学校の使用に関する覚書（埼玉県立深谷商業高等学校） 

 

災害時における埼玉県立深谷商業高等学校の使用に関する覚書 
 

埼玉県立深谷商業高等学校（防災拠点校）（以下「甲」という。）と深谷市（以下「乙」とい

う。）は、災害時における施設の使用に関して次のとおり覚書を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、災害時に乙が、甲の所有、管理する施設及び用地の一部を避難施設等（以

下、「避難施設等」という。）として使用することについて必要な事項を定める。 

 

（災害の種類） 

第２条 本覚書で想定している災害時とは、地震、台風、暴風、大雨、洪水その他の自然災害が

発生した、または発生する恐れがある場合、さらに緊急事態が発生した場合とする。 

 

（避難施設等） 

第３条 乙が使用できる「避難施設等」については、別紙１に定めるとおりとする。 

２ 甲は、災害発生時に備え、乙に別紙２の鍵を１組貸与し、乙は貸与された鍵を適切に保管す

るものとする。 

３ 甲は、前項の貸与した鍵等に変更があった場合には、速やかに別紙４により乙に報告しなけ

ればならない。 

４ 乙は、本覚書に関する連絡責任者、貸与された鍵の保管責任者及び災害発生時の鍵の取扱者

を定め、変更の有無に関わらず、毎年４月１０日までに別紙３により甲及び埼玉県教育委員会

へ報告をしなければならない。 

５ 前項に定める連絡責任者、鍵の保管責任者及び鍵の取扱者に変更があった場合には、速やか

に別紙３により甲及び埼玉県教育委員会へ報告しなければならない。 

６ 甲は、本覚書に関する連絡責任者及び担当者を定め、変更の有無に関わらず、毎年４月１０

日までに別紙４により乙及び埼玉県教育委員会へ報告をしなければならない。 

７ 前項に定める連絡責任者及び担当者に変更があった場合には、速やかに別紙４により乙およ

び埼玉県教育委員会へ報告しなければならない。 

 

（避難所開設等） 

第４条 乙は、休日・夜間等、甲が不在の時に災害が発生した場合において、甲の到着を待つこ

となく、避難所を開設することができる。ただし、その場合であっても乙は甲に遅滞なく避難

所を開設した旨を報告しなければならない。 

２ 避難所における初期対応は、原則、乙が行うこととし、甲は、乙の支援体制を整え、避難所

運営を補助するものとする。 

３ 避難所運営の細則は、別紙５のとおりとする。 

 

（県備蓄倉庫の乙の使用） 

第５条 乙は甲の承認を得て、災害対応用備蓄品の保管場所として、別紙５のとおり備蓄倉庫の

一部を使用することができる。この場合において、乙は甲が指定した場所以外は使用しないも

のとする。 

 

（県備蓄品の使用） 

第６条 災害が発生し、必要な備品が不足する場合等には、乙は甲と協議の上、甲の保管する備

蓄品を使用することができる。 

ただし、休日・夜間等で甲が不在であり、緊急の必要性がある場合には、乙の判断により甲

の保管する備蓄品を使用することができる。 

２ 前項但し書きの規定により、乙が備蓄品を使用した場合には、乙は備蓄倉庫備え付けの物資

受払簿に必要事項を記入するとともに、甲及び埼玉県教育委員会へ報告を行うものとする。 
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（管理経費） 

第７条 備蓄倉庫の維持管理経費については、甲の負担とする。 

 

（備品等の使用） 

第８条 避難施設等を使用するにあたって、乙は避難施設等にある甲の保有する物品や児童生徒

の所有物等について、保全を図り、紛失や盗難等がないよう努めなければならない。 

 

（防災関連情報の交換） 

第９条 甲及び乙は、防災計画の状況等、それぞれが保有する防災関連情報を、少なくとも年１

回相互に交換し、災害時の対応についてあらかじめ協議を行うものとする。 

 

（防災訓練等の参加） 

第１０条 甲は、乙が行う避難施設等を利用した防災訓練等に協力するものとする。防災訓練等

の実施にあたり、訓練内容に応じて、乙は周辺住民にも参加を呼びかけ、参加を促すものとす

る。 

 

（覚書の有効期間） 

第１１条 本覚書の期間は締結の日から施行し、甲又は乙からの解除の申し出がない限り、継続

するものとする。 

２ 前項の規定により、本覚書を解除する場合には、乙所有の備蓄品の撤去を行うものとする。

なお、撤去の方法やその費用負担等については、乙の負担とする。 

 

（協議） 

第１２条 本覚書に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、その都度甲乙協議の上、決定する

ものとする。 

 

本覚書の締結を証するため、本書２通を作成し甲乙記名押印の上、それぞれの１通を所持する。 

 

令和３年３月１０日 

 

深谷市原郷８０番地 

甲  埼玉県立深谷商業高等学校 

校長 峰 稔浩 

 

深谷市仲町１１番１号 

乙  深谷市 

深谷市長 小島 進 
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(3)-5 災害時における学校法人智香寺学園正智深谷高等学校の使用に関する覚書、災害時における飲料水の提供

に関する協定書（学校法人智香寺学園正智深谷高等学校） 

 

災害時における学校法人智香寺学園正智深谷高等学校の使用に関する覚書 
 

学校法人智香寺学園正智深谷高等学校（以下「甲」という。）と深谷市（以下「乙」という。）

は、深谷市地域防災計画において避難所として指定されている甲の施設について、災害時に避難

施設として使用するに当たり、管理・運営方法等を深谷市地域防災計画に基づき、次のとおり覚

書を締結する。 

 

（避難施設） 

第１条 この覚書において、「避難施設」とは、甲の施設のうち避難所等として使用する「体育

館」及び「グラウンド」をいう。 

 

（鍵の貸与） 

第２条 甲は、災害発生時に備え、乙に対し鍵を１組貸与（別紙１）し、乙は貸与された鍵を適

正に管理するものとする。 

２ 乙は、毎年、貸与された鍵の管理責任者及び保管場所を文書（別紙２）で甲に報告するもの

とする。 

また、管理責任者及び保管場所に変更があった場合は、その都度文書で甲に報告するものと

する。 

 

（避難所等の開設） 

第３条 乙は、休日・夜間等、甲が不在の時に災害が発生した場合において、甲の到着を待つこ

となく、避難所等を開設することができる。 

２ 乙は、災害が発生した場合において、乙が開設した他の避難所と同様に被災情報の伝達及び

救援物資等の提供を行うものとする。 

 

（防災関連情報の交換） 

第４条 甲及び乙は、防災計画の状況等、それぞれが保有する防災関連情報を、必要に応じて相

互に交換し、災害時の対応について協議するものとする。 

 

（防災訓練の協力） 

第５条 甲は、乙が行う避難施設を利用した防災訓練等に協力するものとする。なお、協力の方

法等は、甲乙協議の上、決定するものとする。 

 

（連絡責任者） 

第６条 甲及び乙は、この覚書に関する連絡責任者をそれぞれ定め、相互に通知（別紙２）する

ものとする。 

 

（覚書の有効期間） 

第７条 この覚書は締結の日から施行し、甲又は乙から解除の申し出がない限り継続するものと

する。 

 

（協議） 

第８条 前各条に定めのない事項及びこの覚書に疑義が生じた場合は、その都度甲乙協議の上、

決定するものとする。 

 

この覚書の締結を証するため、本書２通を作成し甲乙記名押印のうえ、それぞれの１通を所持

する。 
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平成 22 年 11 月１日 

 

埼玉県深谷市上野台 369 番地 

甲  学校法人 智香寺学園 

正智深谷高等学校 

学校長  佐分利 正 彦 

 

埼玉県深谷市仲町 11 番１号 

乙  深谷市 

深谷市長 小 島  進 
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災害時における飲料水の提供に関する協定書 
 

深谷市（以下「甲」という。）と学校法人智香寺学園正智深谷高等学校（以下「乙」という。）

は、災害時における飲料水の提供についての協定を次のとおり締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、深谷市内に地震、風水害その他の災害が発生し、若しくは発生するおそれ

がある場合（以下「災害時」という。）に、乙が保有する飲料水を避難住民や地域住民に提供

することにより、市民生活の安定に寄与することを目的とする。 

 

（協力要請） 

第２条 災害時において甲が飲料水を必要とする時は、乙に対し飲料水の提供について協力を要

請することができる。 

 

（要請の手続） 

第３条 甲は、乙に対し要請を行うときは、別紙「要請書」により乙に要請するものとする。た

だし、緊急を要するときは、電話その他の方法で要請し、事後、速やかに「要請書」を乙に提

出するものとする。 

２ 要請の手続きを円滑に行うため、甲と乙は、事前に連絡責任者を定め、その名簿を整備して

おくものとする。 

 

（協力の内容） 

第４条 乙は、第２条の規定により要請があったときは、甲が要請した飲料水を避難住民や周辺

住民に提供するものとする。ただし、甲からの要請がなくても、乙の判断により、避難住民や

周辺住民に提供できるものとする。その場合には、速やかにその旨を甲に報告するものとする。 

２ 前項による飲料水の対価は無償とする。 

 

（協定期間） 

第５条 この協定の期間は、協定締結の日からとし、甲乙いずれからも協定の解除又は変更の申

し出がない限り継続するものとする。 

 

（協議） 

第６条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じたときは、甲乙協議して決定する。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、それぞれ１通を保有するものとする。 

 

平成３０年 ９月２６日 

 

甲  深谷市 

埼玉県深谷市仲町１１番１号 

深谷市長 小島 進 

 

乙  学校法人 智香寺学園 

正智深谷高等学校 

埼玉県深谷市上野台３６９番地 

学校長 加藤 慎也 

  



≪資料編 Ⅱ協定関係≫ 

 

 Ⅱ-145 

(3)-6 災害時における東京成徳大学深谷高等学校の使用に関する覚書（東京成徳大学深谷高等学校） 

 

災害時における東京成徳大学深谷高等学校の使用に関する覚書 
 

東京成徳大学深谷高等学校（以下「甲」という。）と深谷市（以下「乙」という。）は、深谷

市地域防災計画において避難所として指定されている甲の施設について、災害時に避難施設とし

て使用するに当たり、管理・運営方法等を深谷市地域防災計画に基づき、次のとおり覚書を締結

する。 

 

（避難施設） 

第１条 この覚書において、「避難施設」とは、甲の施設のうち避難所等として使用する「第二

体育館」をいう。 

 

（避難所等の開設） 

第２条 乙は、災害が発生した場合、甲に連絡の上、避難所を開設するものとする。 

２ 乙は、災害が発生した場合において、乙が開設した他の避難所と同様に被災情報の伝達及び

救援物資等の提供を行うものとする。 

 

（防災関連情報の交換） 

第３条 甲及び乙は、防災計画の状況等、それぞれが保有する防災関連情報を、必要に応じて相

互に交換し、災害時の対応について協議するものとする。 

 

（防災訓練の協力） 

第４条 甲は、乙が行う避難施設を利用した防災訓練等に可能な限り、協力するものとする。な

お、協力の方法等は、甲乙協議の上、決定するものとする。 

 

（連絡責任者） 

第５条 甲及び乙は、この覚書に関する連絡責任者をそれぞれ定め、相互に通知（別紙１）する

ものとする。 

 

（覚書の有効期間） 

第６条 この覚書は締結の日から施行し、甲又は乙から解除の申し出がない限り継続するものと

する。 

 

（協議） 

第７条 前各条に定めのない事項及びこの覚書に疑義が生じた場合は、その都度甲乙協議の上、

決定するものとする。 

 

この覚書の締結を証するため、本書２通を作成し甲乙記名押印のうえ、それぞれの１通を所持

する。 

 

平成２３年１月４日 

 

 

埼玉県深谷市宿根５５９番地 

甲  東京成徳大学深谷高等学校 

学校長  大 谷 幸 男 

 

埼玉県深谷市仲町１１番１号 

乙  深谷市 

深谷市長 小 島  進  
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(3)-7 災害時における埼玉県立深谷はばたき特別支援学校の使用に関する覚書（埼玉県立深谷はばたき特別支援

学校） 

 

災害時における埼玉県立深谷はばたき特別支援学校の使用に関する覚書 
 

埼玉県立深谷はばたき特別支援学校（以下「甲」という。）と深谷市（以下「乙」という。）

は、災害時における施設の使用に関して次のとおり覚書を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、災害時に乙が、甲の所有、管理する施設及び用地の一部を避難施設等（以

下、「避難施設等」という。）として使用することについて必要な事項を定める。 

 

（災害の種類） 

第２条 本覚書で想定している災害時とは、地震、台風、暴風、大雨、洪水その他の自然災害が

発生した、または発生する恐れがある場合、さらに緊急事態が発生した場合とする。 

 

（避難施設等） 

第３条 乙が使用できる「避難施設等」については、別紙１に定めるとおりとする。 

２ 甲は、災害発生時に備え、乙に別紙２の鍵を１組貸与し、乙は貸与された鍵を適切に保管す

るものとする。 

３ 甲は、前項の貸与した鍵等に変更があった場合には、速やかに別紙４により乙に報告しなけ

ればならない。 

４ 乙は、本覚書に関する連絡責任者、貸与された鍵の保管責任者及び災害発生時の鍵の取扱者

を定め、変更の有無に関わらず、毎年４月１０日までに別紙３により甲及び埼玉県教育委員会

へ報告をしなければならない。 

５ 前項に定める連絡責任者、鍵の保管責任者及び鍵の取扱者に変更があった場合には、速やか

に別紙３により甲及び埼玉県教育委員会へ報告しなければならない。 

６ 甲は、本覚書に関する連絡責任者及び担当者を定め、変更の有無に関わらず、毎年４月１０

日までに別紙４により乙及び埼玉県教育委員会へ報告をしなければならない。 

７ 前項に定める連絡責任者及び担当者に変更があった場合には、速やかに別紙４により乙およ

び埼玉県教育委員会へ報告しなければならない。 

 

（避難所開設等） 

第４条 乙は、休日・夜間等、甲が不在の時に災害が発生した場合において、甲の到着を待つこ

となく、避難所を開設することができる。ただし、その場合であっても乙は甲に遅滞なく避難

所を開設した旨を報告しなければならない。 

２ 避難所における初期対応は、原則、乙が行うこととし、甲は、乙の支援体制を整え、避難所

運営を補助するものとする。 

３ 避難所運営の細則は、別紙５のとおりとする。 

 

（備品等の使用） 

第５条 避難施設等を使用するにあたって、乙は避難施設等にある甲の保有する物品や児童生徒

の所有物等について、保全を図り、紛失や盗難等がないよう努めなければならない。 

 

（防災関連情報の交換） 

第６条 甲及び乙は、防災計画の状況等、それぞれが保有する防災関連情報を、少なくとも年１

回相互に交換し、災害時の対応についてあらかじめ協議を行うものとする。 

 

（防災訓練等の参加） 

第７条 甲は、乙が行う避難施設等を利用した防災訓練等に協力するものとする。防災訓練等の

実施にあたり、訓練内容に応じて、乙は周辺住民にも参加を呼びかけ、参加を促すものとする。 
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（覚書の有効期間） 

第８条 本覚書の期間は締結の日から施行し、甲又は乙からの解除の申し出がない限り、継続す

るものとする。 

２ 前項の規定により、本覚書を解除する場合には、乙所有の備蓄品の撤去を行うものとする。

なお、撤去の方法やその費用負担等については、乙の負担とする。 

 

（協議） 

第９条 本覚書に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、その都度甲乙協議の上、決定するも

のとする。 

 

本覚書の締結を証するため、本書２通を作成し甲乙記名押印の上、それぞれの１通を所持する。 

 

令和３年３月１０日 

 

深谷市本田５０番地 

甲  埼玉県立深谷はばたき特別支援学校 

校長 矢島 誠 

 

深谷市仲町１１番１号 

乙  深谷市 

深谷市長 小島 進 

 

 

  



≪資料編 Ⅱ協定関係≫ 

 

 Ⅱ-148 

(3)-8 災害時における学校法人青淵学園東都医療大学の支援協力に関する協定（学校法人青淵学園東都医療大

学） 

 

災害時における学校法人青淵学園東都医療大学の支援協力に関する協定 

 
地震等大規模災害時における市民の安全確保等の応急対策を迅速に推進するため、深谷市（以

下「甲」という。）と学校法人青淵学園東都医療大学（以下「乙」という。）は、災害発生時の

協力に関し次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、地震等の大規模災害が発生した場合に市民の安全確保を図るため、甲及び

乙の協力体制について定めることを目的とする。 

 

（協力内容） 

第２条 乙が甲に対して行う協力内容は次のとおりとする。 

(1) 避難所としての施設の提供 

(2) 避難者等に対する保健指導活動支援 

(3) 傷病者の看護活動支援 

(4) その他協力要請事項 

 

（協力要請） 

第３条 甲は乙に前条に規定する協力を要請する場合は、あらかじめ定めている甲・乙双方の担

当者等を通じて行うものとする。 

 

（協力） 

第４条 乙は甲から前条の規定による協力要請を受けた場合は、協定の内容に従って可能な限り

協力に努めるものとする。ただし、やむを得ない事情により、協力要請に応じられない場合は、

この限りではない。 

 

（費用負担） 

第５条 甲は、避難所開設及び開設期間中の管理運営に係る費用を負担するものとする。 

２ その他の経費については、無償とする。 

 

（有効期間） 

第６条 本協定の有効期間は、協定締結の日から当該締結日の属する年度の末日までとし、期間

満了の日の３か月前までに、甲乙いずれからも何ら申出がないときは、この協定は、更に１年

間延長するものとし、その後においてもまた同様とする。 

 

（疑義の決定等） 

第７条 この協定の解釈に疑義が生じた場合又はこの協定に定めのない事項については、その都

度、甲乙間で協議の上決定するものとする。 

 

この協定の証として、本書２通を作成し、それぞれ記名押印の上、その１通を保有するものと

する。 
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平成 25 年１月８日 

 

甲  埼玉県深谷市仲町 11－１ 

深谷市 

深谷市長 小 島   進 

 

乙  埼玉県深谷市上柴町西４－２－１１ 

学校法人 青淵学園 東都医療大学 

学 長  大 坪   修 
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(4) 広域ネットワーク 

(4)-1 ネットワークおぢや 

 

中越大震災ネットワークおぢやに関する規約 
 

（目的及び設置） 

第１条 新潟県中越地震における災害対応を契機として、災害時における自治体等の災害対応の

教訓の共有化を図るとともに、災害発生時における被災自治体の災害対応業務支援のための情

報の提供と経験職員等派遣の調整を行うことを目的に「中越大震災ネットワークおぢや」（以

下「協議会」という。）を設置する。 

 

（事業） 

第２条 協議会は、前条の目的を達成するために、次に掲げる事業等を行うものとする。 

(1) 平常時 

ア 情報の共有化 

イ 災害対応能力を高めるための教育及び啓発事業 

ウ 災害時における広域支援活動に関する制度改正への提案 

エ 総会及びシンポジウムの開催（年１回） 

(2) 災害発生時 

ア 被災情報の収集 

イ 支援情報の収集・提供 

ウ 被災地への災害対応経験者等の派遣 

 

（組織） 

第３条 協議会は、地方公共団体並びに大学等研究機関、医療機関、消防機関、福祉関係団体及

び経済団体その他の公共的機関・団体をもって組織する。 

２ 前項以外のもので、協議会の趣旨に賛同し入会を希望するものは、会長の承認を経て賛助会

員となることができる。 

 

（会費） 

第４条 協議会の年会費は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 会員 １万円 

(2) 賛助会員 ５千円 

 

（役員） 

第５条 協議会に、次の役員を置く。 

(1) 会長  １人 

(2) 副会長  ２人 

(3) 幹事  若干人 

(4) 監事  若干人 

 

（顧問） 

第６条 協議会に顧問を置くことができる。 

２ 顧問は、会長が委嘱する。 

 

（専門部会） 

第７条 会長は、必要に応じて専門部会を置くことができる。 

 

（役員の職務） 

第８条 会長は、協議会を代表し、会務を掌理するとともに会議の議長となる。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長が欠けたとき、又は会長に事故あるときは、その職務を代理
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する。 

３ 幹事は、協議会の役員会を構成し、業務等の執行を決定する。 

４ 顧問は、協議会の要請に応じて必要な助言を行う。 

５ 監事は、会計事務執行状況を監査する。 

 

（事務局） 

第９条 協議会の事務局は、小千谷市役所及び常葉大学に置く。 

 

（委任） 

第１０条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が定める。 

 

附 則 

 

（施行期日） 

１ この規約は、平成１７年１０月２５日から施行する。 

 

（経過措置） 

２ 第４条に規定する会費は、平成１８年度から徴収するものとする。 

 

附 則 

この規約は、平成１８年７月３１日から施行する。 

 

附 則 

この規約は、平成１９年７月３０日から施行する。 

 

附 則 

この規約は、平成２０年７月３１日から施行する。 
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(5) その他 

(5)-1 災害時防災ヘリコプター応援協定 

 

埼玉県防災ヘリコプター応援協定 
 

（目的） 

第１条 この協定は、埼玉県下の市町村、消防の一部事務組合および消防を含む一部事務組合

（以下「市町村等」という。）相互の消防力を活用して、災害による被害を最小限に防止する

ため埼玉県の所有する防災ヘリコプター（以下「防災ヘリ」という。）の応援を求めることに

ついて必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（協定区域） 

第２条 この協定区域は、前条の市町村等の区域とする。 

 

（災害の範囲） 

第３条 この協定において、災害とは、消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）第１条に規定

する災害をいう。 

 

（応援要請） 

第４条 この協定に基づく応援要請は、災害が発生した市町村等（以下「発災市町村等」とい

う。）の長が、次のいずれかに該当する場合し、防災ヘリの活動を必要と判断する場合に、埼

玉県知事（以下「知事等」という。）に対して行うものとする。 

(1) 災害が隣接する市町村等に拡大し、又は影響を与えるおそれのある場合 

(2) 発災市町村等の消防力によっては防ぎょが著しく困難な場合 

(3) その他救急搬送等防災ヘリによる活動が最も有効な場合 

２ 応援要請は、埼玉県防災航空センターに、電話等により、次の事項を明らかにして行うもの

とする。 

(1) 災害の種別 

(2) 災害発生の場所および被害の状況 

(3) 災害発生現場の気象状態 

(4) 飛行場外離着陸場の所在地および地上支援体制 

(5) 応援に要する資器材の品目および数量 

(6) その他必要な事項 

 

（防災航空隊の派遣） 

第５条 知事は、前条の規定により応援要請を受けたときは、災害発生現場の気象状態を確認の

上応援するものとする。 

２ 前項の規定による要請に応ずることができない場合は、知事は、その旨を速やかに発災市町

村等の長に通報するものとする。 

 

（防災航空隊の隊員の指揮） 

第６条 前条第１項の規定により応援する場合において、災害現場における防災航空隊の隊員

（以下「隊員」という。）の指揮は、発災市町村等の消防長（消防本部をおかない村にあって

は、当該村長。）が行うものとする。 

 

（消防活動に従事する場合の特例） 

第７条 応援要請に基づき隊員が消防活動に従事する場合には、発災市町村等の長から隊員を派

遣している市町村等の長に対して、埼玉県下消防相互応援協定（以下「相互応援協定」とい

う。）第５条の規定に基づく応援要請があったものとみなす。 
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（経費負担） 

第８条 この協定に基づく応援に要する経費は、埼玉県が負担するものとする。 

２ 前条に該当する活動に従事する場合においても、応援に要する経費は、相互応援協定第１３

条の規定にかかわらず、埼玉県が負担するものとする。 

 

（その他） 

第９条 この協定に定めのない事項は、埼玉県および市町村等が協議して定めるものとする。 

 

（適用） 

第 10条 この協定は、平成３年４月１日から適用する。 

 

この協定の締結を証するため、本書５２通を作成し、知事および市町村等の長は、記名押印の

上それぞれ一通を所持する。 

 

平成３年３月２９日 

 



 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 埼玉県への報告様式等 
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様式 01 被害情報の報告様式「発生速報」 

 

様式第１号 

発 生 速 報 
深 谷 市 

 

        日   時   分  受信 発信者  受信者  

 

 

１ 被害発生 
自   月  日  時  分 

至   月  日  時  分 

２ 被害場所 

 

３ 被害程度 

 

４ 災害に 

対する措置 

(1)災害対策本部設置の状況：   日  時  分 設置 

(2)市のとった主な応急措置の状況 

(3)応援要請又は職員派遣の状況 

(4)災害救助法適用の状況 

(5)避難指示等の状況 

(6)消防機関の活動状況 

ア出動人員 

消防職員  名 

消防団員  名 

合計  名 

イ主な活動内容（使用した機材を含む） 

５ その他 

必要事項 

 

（注）内容は簡単に要領を得たものとする。  
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様式 02 被害情報の報告様式「経過速報」 

 

様式第 2号 

経 過 速 報 
深 谷 市 

 発信者  受信者  

災 害 の 種 別  発生地域  

被 害 日 時 自    月   日        至    月   日 

報 告 区 分  

区分 被害 区分 被害 

人
的
被
害 

死者 人  
田
畑
被
害 

田 
流失･埋没 ha 流失  埋没  

行方不明者 人  冠水 ha  

負
傷
者 

重傷 人  
畑 

流失･埋没 ha 流失  埋没  

軽傷 人 
 冠水 ha  

道路

被害 

決壊 箇所  

住
家
被
害 

全壊 

(焼) 

(流失) 

棟  冠水 箇所  

世帯  

そ
の
他
被
害 

文教施設 箇所  

人  病院 箇所  

半壊 

(焼) 

棟  橋りょう 箇所  

世帯  河川 箇所  

人  砂防 箇所  

一部破損 

棟  清掃施設 箇所  

世帯  崖くずれ 箇所  

人  鉄道不通 箇所  

床上浸水 

棟  被害船舶 隻  

世帯  水道 戸  

人  電話 回線  

床下浸水 

棟  電気 戸  

世帯  ガス 戸  

人  ブロック塀等 箇所  

非
住
家
被
害 

公共 

建物 

全壊(焼) 棟  り災世帯数 世帯  

半壊(焼) 棟  り災者数 人  

その

他 

全壊(焼) 棟  火
災
発
生 

建物 件  

半壊(焼) 棟  危険物 件  

   
その他 件 

 

災害に対してとられた措置 
(1)災害対策本部設置の状況：  日  時  分設置 
(2)市のとった主な応急措置の状況 
(3)応援要請又は職員派遣の状況 
(4)災害救助法適用の状況 
(5)避難指示等の状況：地区数      人員  人 
(6)消防機関の活動状況 

ア出動人員   消防職員   名 
消防団員   名   合計   名 

イ主な活動内容（使用した機材を含む） 
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様式 03 被害情報の報告様式「被害状況調」 

 

様式第 3号 
（1/2） 

被 害 状 況 調 
深 谷 市 

災害の種別  発生地域  

被害日時 自  年  月  日  時  分    至  年  月  日  時  分 

報告区分 確 定 

 

区分 被害 区分 被害 

人
的
被
害 

死者 人  
田
畑
被
害 

田 
流失･埋没 ha 流失  埋没  

行方不明者 人  冠水 ha  

負
傷
者 

重傷 人  
畑 

流失･埋没 ha 流失  埋没  

軽傷 人 
 冠水 ha  

道路

被害 

決壊 箇所  

住
家
被
害 

全壊 

(焼) 

(流失) 

棟 
 冠水 

箇所 
 

世帯  

そ
の
他
被
害 

文教施設 箇所  

人  病院 箇所  

半壊 

(焼) 

棟  橋りょう 箇所  

世帯  河川 箇所  

人  砂防 箇所  

一部破損 

棟  清掃施設 箇所  

世帯  崖くずれ 箇所  

人  鉄道不通 箇所  

床上浸水 

棟  被害船舶 隻  

世帯  水道 戸  

人  電話 回線  

床下浸水 

棟  電気 戸  

世帯  ガス 戸  

人  ブロック塀等 箇所  

非
住
家
被
害 

公共 

建物 

全壊(焼) 棟  り災世帯数 世帯  

半壊(焼) 棟  り災者数 人  

その

他 

全壊(焼) 棟  火
災
発
生 

建物 件  

半壊(焼) 棟  危険物 件  

   
その他 件 
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区分 被害 
深
谷
市
災
害
対
策
本
部 

設置   月  日  時 
公立文教施設 千円 

 

農林水産施設 千円 
 

解散   月  日  時 

公共土木施設 千円 
 

その他公共施設 千円 
 

消防職員出動延人数 人  

小計 千円 
 

消防団員出動延人数 人 
 

公立施設被害 団体 
  

そ
の
他 

農産被害 千円 
 

林産被害 千円 
 

畜産被害 千円 
 

水産被害 千円 
 

商工被害 千円 
 

  

 

その他 千円 
 

被害総額 千円 
 

備
考 

1 災害発生場所 

 

 

2 災害発生年月日 

 

 

3 災害の種類概況 

 

 

4 消防機関の活動状況 

 

 

5 その他（避難指示等の状況） 
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様式 04 災害救助被災者調査原票 

 

災害救助被災者調査原票 
 

調査番号 
世帯主氏名  住所  調査者氏名  

被害程度  

応
急
救
助
を
必
要
と
す
る
家
族
状
況 

氏名 性別 
年

齢 
職業 在学校名及び学年別 

死

亡 

行方 

不明 

負傷 要 

助産 重傷 軽傷 

 男 女         

 男 女         

 男 女         

 男 女         

 男 女         

 男 女         

 男 女         

 男 女         

 男 女         

 男 女         

 男 女         

計 人 

  小学生    人 

中学生    人 人 人 人 人 人 

半壊、床上浸水世帯の 

土砂流入状況 
有 無 

面積    ㎡ 

高さ    cm 

住家及び非住家の棟数 

及び所有別 
住家  棟 自家 借家 非住家  棟 住民登録状況 有 無 

避難先 
縁故先、

所有地等 

 避難場所、所在

地、名称等  

備考  

 

記載上の注意 

１ この票は、応急救助実施の基本となるものであるから正確に記入すること。特に、被害程度、

世帯人員及び小、中学校児童、生徒の有無については留意すること。 

２ 被害程度の判定基準は下記によること。 

イ 全壊、全焼、流失とは、延床面積７０％以上が損壊、焼失、流失したものまたは、住家の

主要構造部の被害額が、その住家の時価の５０％以上に達したもの。 

ロ 住家の半壊、半焼とは、延床面積２０％以上７０％未満の損壊、損傷のものまたは主要構

造部の被害額がその住家の時価の２０％以上５０％未満のもの。（補修しても住家として

使用不能の場合は、全壊、全焼、流失に含める。） 

ハ 床上浸水とは、浸水が住家の床上に達した程度のものまたは土砂竹木等のたい積により一

時的に居住できない状態となったもの。（イ、ロは除く。） 

３ 死亡、行方不明、負傷、要助産欄は該当欄に○印を付すること。 

４ 重軽傷の区分は下記によること。 

イ 重傷とは、１カ月以上の治療を要する見込みのもの。 

ロ 軽傷とは、１カ月未満で治療できる見込みのもの。 

５ 家屋被害がなく、人的被害のみの場合でも本票を用いて該当欄に記入すること。 
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様式 05 緊急通行車両関連の様式 

 

緊 急 通 行 車 両 関 連 の 様 式 
 

■様式第１ 

緊急通行車両等確認申請書 

 

 

緊急通行車両等確認申請書 
 

年  月  日 

（あて先） 

埼玉県知事 

 

住所               

申請者                  

氏名             印 

 

下記により、緊急通行(輸送)車両であることの確認を受けたいので申請します。 

 

番号標に表示されている

番号 

 

車両の用途（緊急輸送を

行う車両にあっては、輸

送人員又は品名） 

 

使用者 

住所 
 

（    ）    局    番 

氏名 
 

 

通行日時 

 

通行経路 

出発地 目的地 

  

備考 
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■様式第２ 

緊急通行車両の標章(災対法施行規則第６条関係) 

 

 

 
 

 

 
備考  

１ 色彩は、記号を黄色、緑及び「緊急」の文字を赤色、「登録（車両）

番号」、「有効期間」、「年」、「月」及び「日」の文字を黒色、

登録（車両）番号並びに年、月及び日を表示する部分を白色、地を

銀色とする。 

２ 記号の部分には、表面の画像が光の反射角度に応じて変化する措置

を施すものとする。 

３ 図示の長さの単位は、センチメートルとする。 
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■様式第３ 

緊急通行車両等確認証明書 

 

 

第      号 

年  月  日 

 

緊急通行車両等確認証明書 
 

 

 

 

埼玉県知事     印 

 

 

 

番号標に表示されている

番号 

 

車両の用途（緊急輸送を

行う車両にあっては、輸

送人員又は品名） 

 

使用者 

住所 
 

（    ）    局    番 

氏名 
 

 

通行日時 

 

通行経路 

出発地 目的地 

  

備考 
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■様式第４ 

緊急通行車両等確認申請受理簿（届出済証・標章等） 

 

交付番号 登録番号 使用者氏名 

（機関名） 

交付年月日 管轄支部 管轄警察署 備考 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

（注）用紙は、日本工業規格Ａ４とする。 

 

 

■様式第５の１               ■様式第５の２ 

緊急通行車両等事前届出書          緊急通行車両等事前届出済証 
 

災害応急対策用 

緊急通行車両等事前届出書 

年   月   日 

(あて先) 

埼玉県知事 

 

申請者 

機関等の所在地（住所） 

機関等の名称 

氏名        印 

電話    （    ） 

【担当係     担当者     】 

第    号 

緊急通行車両等事前届出済証 

左記のとおり事前届出を受けたことを証する。 

 

 

 

年 月 日 

 

埼 玉 県 知 事   印 

番号標に表示されて

いる番号 
 (注)１警戒宣言発令時又は大規模災害発生に伴う交

通規制が実施された場合には、この届出済証

を災害対策本部又は支部に提出して、所要の

手続きを受けてください。なお、災害対策本

部・支部での手続きが困難な場合は、最寄り

の警察署や交通検問所で手続き可能です。 

２ 届出内容に変更が生じ又は本届出済証を亡失

し、滅失し、汚損し、破損した場合には、再度

申請し再交付を受けてください。 

３ 次に該当するときは、本届出済証を返還してく

ださい。 

（１）緊急通行車両等に該当しなくなったとき 

（２）緊急通行車両等が廃車となったとき 

（３）その他緊急通行車両等としての必要がなくな

ったとき 

車両の用途（緊急輸

送を行う車両にあっ

ては、輸送人員又は

品名） 

災害対策基本法第５０条

に規定する災害応急対策 

使用者 
住所  

氏名  

出発地  

(注)この届出書は、作成の上、危機管理防災部（消防

防災課）に提出してください。 

（注）用紙は、日本工業規格Ａ４とする。 
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